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第 1 編の第 10 ( 略 ) 平成 1 1 年 3 月 3 1 日付け 基発 ( 略 ) 平成 1 1 年 3 月 3 1 日付け 基発 
1 の 1 0 2 の 1  第 1 7 9 号、 女楽第 1 0 9 号通達「仁恕 第 1 7 9 号、 女楽 第 1 0 9 号通達「 丁窓 
の (1) の文中 口事務の改善について コ の一部改正に 伴 ロ 事務の改善について コ の一部改正等に 

ぅ 関係通達の改正について」及び ( 略 )  伴う関係通達の 改正について 及び ( 略 F 

第 1 編の第Ⅰの 障害等級の認定に 当たっては、 診断書、 障害等級の認定に 当たっては、 診断書、 
1 の 1 0 5 の 4  労災委員等の 専門医の意見書に 基づき、 労災委員等の 専門医の意見書に 基づき、 
の (2) の文中 別に定められた「障害等級認定基準」 ( 昭 別に定められた「障害等級認定基準 ¥ ( 昭 

和 5 0 ． 9. 3 0 基 発 第 5 6 5 号、 ( 略 )  和 5 0 ・ 9. 30 基 発 第 5 6 5 号、 ( 略 ) 
平成 1 2. 3. 1 4 基 発 第 1 2 8 号 ) に 平成 1 2. 3. 1 4 基発案 1 2 8 号、 平 
より障害等級を 決定すること。 成 1 3. 3. 2 9 基 発 第 1 9 5 号 ) に 下 

り 障害等級を決定すること。 

第 1 編の第 10  なお、 説明の際、 請求人からの 処分の 削除 
V の 5 0 6 の 3  判断のもとになった 資料等について 開示 
の (3) の文末 を求められた 場合 は 、 昭和 5 7, 2. 2 

2 基 発 第 1 2 8 号「第姉者からの 文章の 
開示等の要請に 対する取扱いたついて」 
及び平成 5. 3. 2 3 事務連絡第 7 号に 
よること。 

第 1 編の第 2 の 調整するのは、 労災保険の年金と 厚生 調整するのは、 労災保険の年金と 厚生 
1 の 1 0 2 の 1  年金保険等の 年金との関係に 限られ、 年 年金保険等の 年金との関係に 限られ、 年 
の (1) 金 と一時金との 関係では調整は 行われな 金と一時金との 関係では調整は 行われな 

Ⅴ㍉ O い 。 また、 老齢基礎年金文 ぴ 老齢厚生年 
金は 一定の年齢に 到達することにより 受 

治権 関係では調整は が生じるものであ 行われない。 り、 労災保険との 
第 上編の第 2 の ( 略 ) 「厚生年金保険等の 受給関係Ⅰ ( 略 ) 「厚生年金保険等の 受給関係」 

    
ること。 額 で決議すること。 

第 1 編の第 2 の ( 略 ) 被災労働者の 事業場を管轄する ( 略 ) 被災労働者の 事業場 ( 国民年金 
1 の 1 0 2 の 1  社会保険事務所、 ( 国民年金については、 ほ ついては、 被保険者の住所地 ) を管轄 
の (4) の ロ の 被保険者の住所地を 管轄する市町村等 )  する社会         金 につ 
文中   

務 処理を行 う こと。 0 年額、 年金証書番号、 支給開始年月日 
等について照会し、 前記 イに 準じて事務 
処理を行うこと。 

第 1 編の第 2 の r9 , 9 . gj 「 9 . 7 . 9J 
Ⅱの 2 0 3 の 5  「 9 , 1 0 」 9 . 8 」 

の (5) の図 1  「 9 . 1 1 . 1 5 」 l 9 . 9 . 1 5 」 
「 前 弘一時金の 「 9 . 1 2J 「 l 0 ・ I 2J 「 l 1 . 1 2 」 l 9 . 1 0 」 l 1 0 ・ 1 0 」「 1 ユ ・Ⅰ 0 」 
支払が先行する Ⅱ 2 , 1 」 ( 支給停止解除後最初の 年 @  2 , 21 
場合Ⅰの日付 金の支払期日月 ) 

第 2 編の第 7 の 空腹 時血糖検査 空腹 時血糖値検査 一 
4 の (1)  及 び 
(2) の「検査 
項目」 
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保険の附帯事 業助成金、 特例事業場労働時間短縮 奨   時 " 成金の文 
業 ) の 概要の安 腕金、 事業主団体等特例事業場労働時 
全衛生確保事業 間短縮促進助成金の 支給   

の 貸付 
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厚生労働省労働基準局長 

労災保険給付事務取扱手引の 一部改正について 

労働者災害補償保険の 給付事務処理については、 平成 7 年 6 月 29 日付け 基発 第 4T9 号通達を 

もって指示したところであ るが、 その後の法令政 ぴ 関係通達の一部改正を 踏まえ、 今般、 標記事 

務取扱手引を 別添のとおり 全面的に改正したので、 これによる事務処理に 遺漏なきを期されたい。 

おって、 平成 9 年 @2 月 16 日付け 基発 第 759 号及び上記 419 号通達については、 平成 13 年 3 月 29 日 

をもって廃止する。 



  

0 主な改正の要点、 

@ . 介護 ( 補償 ) 給付の創設 ( 平 8  .  3  。 1 基光第 95 号 ) 

2. 振動障害者に 係る社会復帰援護制度の 拡充について ( 平 8  .  5  .  Ⅱ 基発 第 311 号 ) 

3 . 年金たる保険給付の 支払期日の変更について ( 平 8  .  7  .  26 基 発 第 483 号 ) 

4 , 労働福祉事業としてのアフターケア 実施要領及び 炭鉱災害による 一酸化炭素中毒症に 

係るアフターケア 実施要項の一部改正について ( 平 9  .  3  .  31 基発 第 2@5 号 ) ア 5 ァ フ タ ケ の通院に要する 費用の支給について ( 平 9 .  8 .  26 基 発 第 596 号 ) 

6 . 告示様式に係る 事業主証明及び 押印の省略 

( 平 11. 1 . 11 基発 第 12 号、 女 発 第 5 号 ) 

7, 労災保険給付に 係る処分についての 標準処理期間の 見直しについて 

( 平 Ⅱ． 3 . 31 基 発 第 179 号、 女 楽第 109 号 ) 
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その他、 所要の部分について 改正した。 
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0  本手引の作成に 当たり既に手引等が 作成されている 事務処理については、 それらの手引等に 譲り   

その概要を記述するにとどめたので、 詳細については 次の手引等に よ ること。 

業務災害及び 通勤災害                                     業務災害及び 通勤災害認定の 理論と実際 ( 労働省労働基準局 

編著 ) 

職業性疾病の 認定                                                 業務上疾病の 認定事務手引・ 業務上疾病の 認定基準及び 関連 

通達美 I . B 

診療費の取扱い・                                                     医療関係通達美 

第三者行為災害                                                       第三者行為災害事務取扱手引 

特別加入に係る 事務                                           労災保険特別加入関係事務の 取扱い 

労働福祉事業                                                             労働福祉事業要覧 ( 厚生労働省労働基準局監修 ) 

療養 ( 補償 ) 給付。 休業 ( 補償 ) 給付等 

に 係る機械処理事務 -- 労災保険業務機械処理事務手引 ( 短期給付一元管理システム ) 

診療費請求 ( 電子媒体 ) に係る 

機械処理事務 -- 労災保険業務機械処理事務手引 ( 診療費電子レセプト 処理 

システム ) 

年金・一時金等に 係る 

機械処理事務           ・労災保険業務機械処理事務手引 ( 年金，一時金システム ) 

介護 ( 補償 ) 給付に係る 

機械処理事務……労災保険業務機械処理事務手引 ( 介護 ( 補償 ) 給付システム ) 

アフターケアに 係る 

機械処理事務……労災保険業務機械処理事務手引 ( アフターケアシステム ) 

O
 

審査請求事務……                                                 労災保険審査請求事務取扱手引 

m@@ 票巳 @ 喜善事書 2 忍ヌ宕宕宕                                                                         障害等級認定基準 

資金前渡官吏事務                                                 賃金前渡官吏事務取扱手引 

債権 管理事務…                                                       債権 管理事務取扱手引 

統計事務                                                                         業務統計報告作成の 手引 ( 補償 課 関係 ) 

労災保険業務機械処理事務手引 ( 給付統計データ 関係 ) 

法令の表示や 用語の引用については、 おおむね次の 略語を用いた。 

労災保険法二労働者災害補償保険法 

施 行 令 二 労働者災害補償保険法施行令 

  



労 災 剛二労働者災害補償保険法施行規則 

徴 収 法 = 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律 

徴 収 剛二労働保険の 保険料の徴収等に 関する法律施行規則 

芳 容 浩ニ労働保険審査官及び 労働保険審査会 法 

労 審 令 = 労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行令 

基 準 法 ニ 労働基準法 

整 備 法 二 失業保険法及び 労働者災害補償保険法の 一部を改正する 法律及び労勤保険の 保険料     

の徴収等に関する 法律の施行に 伴う関係法律の 整備等に関する 法律 

支給金規則 ニ 労働者災害補償保険特別支給金支給規則 

告示様式 = 労働者災害補償保険法の 施行に関する 事務に使用する 文書の様式を 定める告示 

監 督 署 二 労働基準監督署 

労 働 局Ⅰ都道府県労働局 

R  l  C 二 ㈱労災保険情報センター 

療養 ( 補償 ) 給付 ニ 療養補償給付 x は療養給付 

休業 ( 補償 ) 給付二体業捕 償 給付又は休業給付 

障害 ( 補償 ) 給付二障害補償給付 スは 障害給付 

遺族 ( 補償 ) 給付 二 遺族補償給付又は 遺族給付 

傷病 ( 補償 ) 年金 ニ 傷病補償年金又は 傷病年金 

障害 ( 補償 ) 年金二障害補償年金又は 障害年金 

遺族 ( 補償 ) 年金Ⅰ遺族補償年金又は 遺族年金 

障害 ( 補償 ) 一時金二障害補償一時金又は 障害一時金 

遺族 ( 補償 ) 一時金主遺族補償一時金又は 遺族一時金   

介護 ( 補償 ) 給付姉介護補償給付又は 介護給付 
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2  監督署及び労働局における 保険給付に係る 事務分掌                                                                         

3  保険給付の種類                                                                                                                                                                         

4  特別支給金の 種類                                                                                                                                                                   
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1 0 1  保険給付支給請求書の 受付                                                                                                                                     

@  受付日付印の 押印                                                                                                                                                                   
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 2 I 0 共通的審査… 14 
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2
3
4
5
6
7
 

保険給付支給請求書記載事項、 添付資料等の 確認                                                                               Ⅰ 8 

保険関係の確認                                                                                                                                                                         19 

時効                                                                                                                                                                                                       20 

労働者性の確認                                                                                                                                                                         21 

業務上外の確認，                                                                                                                                                                         26 

通勤災害か否かの 確認‥                                                                                                                                                   26 

1 0 3  療養 ( 補償 )                                                                                                                                                                     26 

  給付の方法・・ ，                                                                                                                                                                               27 

2  療養 ( 補償 ) 給付の請求                                                                                                                                                 27 

3  傷病 ( 補償 ) 年金受給者の 療養 ( 補償 ) 給付の請求                                                                         27 

4  給付の範囲                                                                                                                                                                                     28 

5  療養の給付請求書及び 診療費請求書 ( 薬剤費請求書を 含む。 ) の提出先…         ‥ 28 

6  診療費及 び 薬剤費の取扱い                                                                                                                                           30 

7  療養の費用の 取扱い                                                                                                                                                             32 

8  療養 ( 補償 ) 給付の具体的審査……                                                                                                                   32 

( Ⅰ ) 



4 I 0 休業 ( 補償 ) 給付 
  給付事由…                                                                                                                                                                                     

2  給付の請求…                                                                                                                                                                               

3  給付の内容                                                                                                                                                                                       4 給付基礎日額 ( 平均賃金 ) 
5  厚生年金等との 調整                                                                                                                                                             

6  傷病 (. 補償 ) 年金と休業 ( 補償 ) 給付との関係……………………………… - … 

7  スライド制… - ……‥…… -- ……… - ……… - ………………… - ……………・・。 

8  休業給付基礎日額の 年齢階層別の 最低限度額及び 最高限度額…… - ……… - ‥   

9  通勤災害における 一部負担金の 減額                                                                                                                   

10 請求書審査上の 要点 -                                                                                                                                                       
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2  給付の種類と 請求手続                                                                                                                                                       

3  請求書審査上の 要点                                                                                                                                                             

4  障害等級の認定                                                                                                                                                                         6 遺族 ( 補償 ) 給付 
Ⅰ 給付事由                                                                                                                                                                                           

2  遺族 ( 補償 ) 一時金の受給権 者 及ぴ 請求の手続                                                                                     

3  給付の内容                                                                                                                                                                                     

4  請求書審査上の 要点‥                                                                                                                                                         7 Ⅰ @ 0 葬祭料 スは 葬祭給付… 
Ⅰ 給付事由                                                                                                                                                                                           

2  受給権 者及び請求の 手続…‥                                                                                                                                         

3  請求書審査上の 要点・ -.                                                                                                                                                       

1 0 8  介護 ( 捕償 ) 給付                                                                                                                                                               

1  給付事由                                                                                                                                                                                           

2  給付の内容                                                                                                                                                                                         

3  給付の請求                                                                                                                                                                                     56 4 請求書審査上の 要点… 57 

1 0 9  未 支給の保険給付                                                                                                                                                             6I 

Ⅰ 給付事由                                                                                                                                                                                           6I 

2  請求権 者及 び 請求の手続                                                                                                                                                 62 

Ⅱ 保険給付の実地調査                                                                                                                                                                         63 

2 0 1  実地調査の要領                                                                                                                                                                   63 

j  共通的調査                                                                                                                                                                                     63 

2  療養 ( 補償 ) 給付についての 調査                                                                                                                         64 

3  休業 ( 補償 ) 給付についての 調査‥                                                                                                                     64 
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 介護 ( 補償 ) 給付についての 調査 - … ， ……                                                                                                 66 

2 0 2  労災保険に係る 不正受給防止対策                                                                                                                   

Ⅰ 基本的事項                                                                                                                                                                                         

2  個別的事項                                                                                                                                                                                     

3  不正受給事件等発覚後の 処理体制                                                                                                                         4   不正受給防止対策の 運用上の留意事項‥ 
5  その他                                                                                                                                                                                                     

2 0 3  実地調査復命書の 作成                                                                                                                                                 

Ⅰ 実地調査復命書の 作成                                                                                                                                                       

2  実地調査復命書の 編綴                                                                                                                                                           

田 支給制限及び 費用徴収等                                                                                                                                                             

3 0 1  支給制限                                                                                                                                                                                     

Ⅰ 支給制限の事由                                                                                                                                                                         

2  支給制限の運用                                                                                                                                                                         

3 0 2  費用徴収                                                                                                                                                                                     
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給付事務の概要 

  「労災保険給付事務取扱手引」 

このⅠ労災保険給付事務取扱手引Ⅰは、 労災保険法による 保険給付の迅速・ 適正な事務処理を 行う 

ための基本的手順の 斉一化と事務処理の 便を図ることを 目的として作成したものであ る。 

2  監督署及び労働局における 保険給付に係る 事務分掌 
  

保険給付に係る 支給決定・支払事務は、 原則として所轄の 監督署 ( 二次健康診断等給付については 

所轄の労働局 ) において行うこととなっている ( 労災 則第 1 条 ) が、 指定病院等に 対する診療費及び 

指定薬局に対する 薬剤費の支払事務 ( 療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付請求書に 係る支給決定事務は、 

監督署において 行う。 ) については、 本省 ( 労災保険業務室 ) において行う。 ただし、 国立病院に対 

する支払は労働局において 行う。 

また、 年金給付に係る 支給決定事務は、 監督署において 行われるが、 年金給付に係る 支払事務は本 

  省 ( 労災保険業務室 ) において行う。 ただし、 年金給付の双仏一時金、 年金給付の差額一時金及び 未 

支給の年金に 係る支払は、 監督署において 行う。 

また、 労災保険法に 基づく二次健康診断等給付に 関する事務は、 所轄の労働局 ( 事業場が二以上の 労働 

局の管轄区域にまたがる 場合は、 その事業の主たる 事業所の所轄労働局 ) が行う ( 労災剛勇Ⅰ 条 第 2 項 ) 。 

さらに、 労働福祉事業に 係る事務は、 原則として労働局 ( 又は労働福祉事業団 ) において行う ( 労 働福祉事業に 係る申請書は 監督署を経由して 労働局又は労働福祉事業団に 提出される。 ) こと と は 

ているが、 アフターケア 委託費の支払事務については 本省 ( 労災保険業務室 ) において行う。 また、 

労災就学等援護 費は ついては、 監督署で支給決定し、 本省 ( 労災保険業務室 ) において年金給付とと 

もに支払う。 

なお、 特別支給金については、 監督署において 支給決定、 支払事務を行うが、 各種特別年金は、 本 

省 ( 労災保険業務室 ) においてそれぞれの 年金給付とともに 支払事務を行う。 

3  保険給付の種類 

労災保険の保険給付の 種類と内容は、 おおむね次のとおりであ る。 

一
 療
養
（
補
償
）
給
付
 一
 

  

  

保険給付の種類 

療 養 の 給 付 

療養の費用の 支給 

  

  

  

支 給 事 由 給付の 内容 

業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾 
病について、 労災病院、 若しくは指定医 必要な療養の 給付 ( 音き叶勿 
療機関で療養した 場合、 指定薬局で投薬 給付 ) 
を受けた場合又は 指定訪問看護事業者か 
ら 訪問看護を受けた 場合 

業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾 上記の給付を 行 い 得ない 
病は ついて、 上記以外の医療機関等で 事情があ る場合必要な 療 
療養した場合及び 看護、 移送を行った 養 費の全額 
場合 
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保険給付の種類 支 給 事 由 給 付の内容 

業務上の事由 x は通勤に よ る負傷又は疾 休業第 4 日目以降、 休業 
休業 ( 補償 )  給付 病 による療養のため 労働することかでき l 日につき給付基礎日額 

ないために賃金を 受けない日が 4 日以上 の 60% 栢当額 
に 及ぶ場合 

業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾 障害等級に応じ、 給付 基 
障害 ( 補償 ) 年金 病 が治ったときに 身体に障害等級 第 @ 級 暁日額の 3l3 日分から 13@ 

から第 7 級までに該当する 障害が残った 目分までの年金 
場合 

障 障害等級に応じ、 給付 基 
宝 障害 ( 補償 ) 年金 障害 ( 補償 ) 年 全の受給権 者が死亡した 礎 日額のは 40 日分から 
  場合に支給済の 年金の合計額が 一定の額 5f60 国分までの額から 
捕 差 額 一 時 金 に満たない場合 支給済の年金の 合計額を 
7 頁   

差し引いた額の 一時金 

給 障害 ( 補償 ) 年金 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者が前払一時 障害等級に応じ 給付基礎 
付 金の支給を受けようとする 場合 日額の 1340 日分から 200 
  l 前払 一時金 l l 日分の前仏一時金   
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業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾 
病が 療養の開始後 1 年 6 箇月を経過した 
日 又は同日後において、 治っておらず、 
当該負傷又は 疾病による障害の 程度が傷 
病 等級の 1 級から 3 級に該当する 場合 

給付基礎日額の 30 日分に 
31 万 5 千円を加えた 額 
( その額が給付基礎日額 
060 日分に満たない 場合 
には、 給付基礎日額の 60 
国分 ) 
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保険給付の種類 

介護 ( 補償 ) 給付 

二次健康診断等給付 

支 給 事 由 給付の内容 

障害 ( 補償 ) 年金又は傷病 ( 捕疽 ) 年 全 篇 時 介護の場合は、 介護 
受給者のうち 第 l 級の者 x は第 2 級の者 の費用として 支出した 額 
( 精神神経の障害 及ぴ 胸腹 部臓器の障害 ( たたし、 l08, 300 円 
の者 ) であ って 、 現に介護を受けている を上限とする ) 。 

場合 ただし、 親族等により 介 
護を受けており 介護費用 
を 支出していないか、 支 
し 出 た額が 58,750 円を下 
回る場合は 58.750 円。 
随時介護の場合は、 介護   

の 費用として支出した 額 
( ただし、 54, l50 円を上 
限 とする ) 。 
ただし、 親族等により 介 
護を受けており 介護費用 
を 支出していないか、 支 
出した額が 29,380 円を下 
回る場合は 29.380 円。 

事業主の行う 定期健康診断等のうち 直近 二次健康診断 及ぴ 特定保 
のもの ( 一次健康診断 ) において、 次の 健指導の給付 
各号のいずれにも 該当することとなった ， 田 二次健康診断   

場合 脳血管 及ぴ 心臓 
(1) 検査を受けた 労働者が・血圧検査、 の 状態を把握する 
血中脂質検査、 血糖検査、 BM l ( 肥 ために必要な 、 以 
満庭 ) の測定のすべての 検査において 下の検査 
異常の所見があ ると診断されているこ ① 空腹 時血中腹 
と 質 検査 
(2) 脳血管疾患、 又は心臓疾患の 症状を有 ② 空腹 時血糖値 
していないと 認められること 検査 

③ ヘモバロビン 

A  , 。 検査 
( 一次健康診断 
において行った 
場合を除く。 ) 
④ 負荷心電図 検 
査 又は心エコー 
検査 
⑤ 頸部エコー 検 
査 
⑥ 微量アルプ ミ 
ン 尿検査 
( 一次健康診断 
において尿蛋白 
検査の所見が 疑 
陽性 ( 土 ) 又は 
弱 陽性 (+) で 
あ る場合に限 
る 。 ) 

(2) 特定保健指導 
脳 ・心臓疾患の 
発生の予防を 図る 
ため、 医師等によ 
り 行われる栄養 指 
導 、 運動指導、 生 

  活 指導   
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5  保険給付事務の 管轄 

1) 保険給付 ( 二次健康診断等給付を 除く。 ) 

労災保険法に 基づく保険給付 ( 二次健康診断等給付を 除く。 ) に関する事務は、 労働局長の指揮 

監督を受けて、 事業場の所在地を 管轄する監督署長 ( 以下「所轄監督署長」という。 )  ( 事業場が 

二 以上の監督署の 管轄区域にまたがる 場合は、 その事業の主たる 事務所の所在地を 管轄する監督署 

長 ) が行う ( 労災 則第 1 条 第 3 項 ) 。 

なお、 保険給付 ( 二次健康診断等給付を 除く。 ) の事務に係る 管轄については、 次のような取扱 

いとなる " 

① 有期事業の一括 

徴収 法 第 7 条の規定による 有期一括の事業については、 一の事業とみなされ、 災害発生事業場 

( 作業現場等 ) が他書管内であ っても、 保険給付事務は、 徴収 則 第 6 条第 2 項第 3 号の事務所   

( 主たる事務所 ) の所轄監督署長が 行う ( 労災 則 第 2 条 ) 。 

② 継続事業の一括 

徴収 法 第 9 条の規定によって 継続一括を受けている 事業に係る保険関係は、 労働局長の指定し 

た 事業場 ( 指定事業場 ) において一括成立するが、 保険給付の事務はそれぞれの 事業場 ( 一括さ 

れる事業 ) の所轄監督署長が 行う。 

例えば、 本社 ( 指定事業場 ) が A 局 管内 B 署の管轄区域にあ り、 各支店が他局書館内に 散在し 

ているような 場合は、 それらの各支店の 被災労働者に 対する保険給付の 事務は B 署で行わず、 各 

支店の所轄監督署長が 行う。 

③ 労働保険事務組合に 事務を委託している 事業 

労働保険事務組合にその 労災保険事務を 委託している 事業に係る保険給付事務は、 労災 則第 Ⅰ 

条 によって、 それぞれの委託事業場の 所轄監督署長が 行う。 

④ 特別加入の取扱いを 受ける者 

労災保険法第㏄ 条の規定によって、 特別加入者として 認められる中小事業主及び 中小事業主が 

行う事業に従事する 者に対する給付事務は、 委託労働保険事務組合の 所在地にかかわらず、 その 

事業場の所轄監督署長が 行 う 。 

一人親方及び 一人親方が行 う 事業に従事する 者、 特定作業従事者については、 すべてこれらの 

者を構成員とする 団体が労災保険法第 3 条 第 Ⅰ項の適用事業の 事業主とみなされるので、 その団 

体の主たる事務所の 所轄監督署長が 行う。 

海外派遣者については、 特別加入の承認を 受けた団体又は 事業場の事務所の 所轄監督署長が 行 う 。 

(2) 二次健康診断等給付 

労災保険法に 基づく二次健康診断等給付に 関する事務は、 事業場の所在地を 管轄する都道府県労 

働局長 ( 以下「所轄労働局長」という。 ) ( 事業場が 2 以上の労働局の 管轄区域にまたがる 場合は 、 
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その事業の主たる 事業所の所轄労働局長 ) が行う。 

なお、 二次健康診断等給付に 関する事務に 係る管轄については、 次のような取扱いとなる。 

① 有期事業の一括 

徴収 法 第 7 条の規定による 有期一括の事業については、 一の事業とみなされ、 作業現場等が 他 

局管内であ っても、 二次健康診断等給付に 関する事務は、 徴収 則 第 6 条第 2 項第 3 号の事務所 

( 労働保険料の 納付の事務を 行 う 事務所 ) の所轄労働局長が 行 う 。 

② 継続事業の一括 

徴収 法 第 9 条の規定によって 継続一括を受けている 事業に係る保険関係は、 都道府県労働局長 

の 指定した事業場 ( 指定事業場 ) において一括成立するが、 二次健康診断等給付に 関する事務は 

それぞれの事業場の 所轄労働局長が 行 う 。 

例えば、 本社 ( 指定事業場 ) が A 局 管内にあ り、 各支店が他局管内に 散在しているような 場合 

は 、 それらの各支店の 被災労働者に 対する二次健康診断等給付に 関する事務は A 局で行わず、 各 

支店の所轄労働局長が 行 う 。 

③ 労働保険事務組合に 事務を委託している 事業 

労働保険事務組合にその 労災保険事務を 委託している 事業であ っても、 二次健康診断等給付に 

関する事務は、 それぞれの事業場の 所轄労働局長が 行う。 

6  管轄の移転 

事業場の移転又は 行政区画の変更によって 管轄する監督署の 変更を生じた 場合は 、 次によって管轄 

の 移転に関する 保険給付の事務を 処理すること。 

Ⅲ 事業場の移転 

事業場の移転前に 発生した業務上の 事由又は通勤による 災害に係る保険給付支給請求書の 支給 決 

定 。 支払いの事務処理は、 旧労働保険番号により 原則として移転前の 事業場の所轄監督署長が 行い、 

移転後に発生した 業務上の事由又は 通勤による災害に 係る保険給付支給請求書の 支給決定・支払い 

の事務処理は、 新労働保険番号により 移転後の事業場の 所轄監督署長が 行 う と 

(2) 行政区画の変更 

7 ラ政 区画の変更によって、 監督署長の管轄区域について 変更を生じた 場合には、 特に次の事項に 

留意して当該移転に 係る事務を処理するこ と 

① 当該管轄区域の 変更によって 引き継ぎをしなければならない 関係書類 ( 給付記録 票 、 その他 保 

険 給付に係る事務について 引き継ぎを必要とする 帳 簿及 び 書類 ) はこれを整備するとともに、 当 該 変更区域に係る 保険給付の請求については、 すみやかに審査のうえ 支払いを完了するこ と 

② 前号のほか、 債権 管理事務の移管に 当たっては、 国の債権 の管理等に関する 法律に定めるとこ 

ろによって処理すること。 
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支
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処
理
 

年金等の給付事務の 流れ 

労 働 基 準 監 督 署 本省 ( 労災保険業務室 ) 

請求書受付 登録帳 票・ K 一 O CR 
スは 追放   
  

形式審査 年金人力帳 票   

の 記入 K 一 RT 
  目 

  

  
K 一 L P 

( 不備返戻 ) 

  
支 

H O S T 
                                              支給決定 決議 

払 

    支 払 処 理 
( 郵 送 ) 支給決定     通知書   

金融機関等 ・ 
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療養の費用・ 休業 ( 補償 ) 給付及び介護 ( 補償 ) 給付の給付事務の 流れ 

労 働 基 準 監 署 督 

  請求書受付 形式審査 
K 一 OC R 
  

K 一 RT 

K 一 L P 

( 不備返戻 ) 
  

  

支給決定・ 
支   支払決議 

払 

    

( 郵 送 ) 支給決定・ 
支払通知書   

  

金融機関 支払処理 

本省 ( 労災保険業務室 ) 

  
  

  Ⅰ 

一時金等の給付事務の 流れ 

労 働 基 準 監 署 督 本省 ( 労災保険業務室 ) 

請求書受付 登録帳 票の K 一 OC R 
又は遺族等   形式審査 記入 

K 一 RT 
口 
  

K 一 ㌔ P 

( 不備返戻 ) 

  

支給決定， 
支 支払決議 

目   
払 

( 郵 送 ) 支給決定・   支払通知書 
  

金融機関 + 支払処理 
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二次健康診断等給付事務の 流れ 都 道 府 県 労 勤 局 

金融機関 支 払 処 理 健診 費診査 

費用請求書等 

支給決定決議 内容 診査 

給与請求書 

労働者 不支給決定通知 

給付請求書受付 

給付請求書 
健診給付病院等 

費用請求書 
レ セ プ ト 

R@ I@ C 

事前点検   

費用請求書等 
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第 t  短期給付に係る 事務処理 

Ⅰ 保険給付支給請求書の 受付及び審査 

]01 保険給付支給請求書の 受付 

Ⅰ 受付日付印の 押印 

保険給付支給請求書 ( 以下「請求書」という。 ) が提出されたときは、 請求書の指定された 箇 

所又は余白 櫛 に所定の受付日付印を 押印すること。 

受付日付は、 保険給付請求権 の時効等に関して 重要な意味を 有するものであ るから、 請求書の 

記載内容等に 不備な点があ る場合であ ってもそのまま 返戻することなく、 必ず受付日付印を 押印 

し、 請求書又は登録帳 票を O C R 人力したうえで、 不備返戻手続を 取ること。 

ただし、 療養の給付請求書については、 給付保留人力した 上で、 不備返戻手続を 行うこと。 

なお、 不備返戻した 請求書が再提出されたときは、 再提出された 日の受付日付印を 請求書の余 白欄 に押印するこ と 
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るものについては、 保険給付請求書処理 簿に 請求書に係る 事項を記載のうえ 請求書の散逸防止 

を図るとともに、 その後の処理経過を 明確にしておくこと。 

なお、 キャンセルの 原因となった 項目の補正を 必要とするものであ っても、 電話照会等によ 

中 り 当 日 に補正して入力できるものについては、 保険給付請求書処理簿への 記載を省略して 差 し 支えないこ と 

また、 保険給付請求書処理簿への 記載は次の要領によることとし、 保険給付の種類ごとに 分 

類し、 整理すること。 
  

イ 保険給付請求書処理 簿へ 記載する請求書は、 年度ごとの一連番号をもって 受付けをし、 整 

理番号、 受付年月日、 労働保険番号及 び 請求人氏名について 記入すること。 この場合、 保険 

給付請求書処理運 の 「収受番号Ⅰの 欄には整理番号を、 また、 「収受年月日Ⅰの 欄には受付 

年月日をそれぞれ 記入すること。 

ロ 「支給決定額」及 び 「支払年月日」の 欄は、 記入を要しないこと。 

ハ O C R 入力後に不備返戻したもの ( データ受付番号が 振り出されたものに 限る。 ) につい 

ては、 「労働保険番号 j の 欄にデータ受付番号を 記入しておくこ と 
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たのち、 不備返戻を行 う こと。 

ただし、 事業主が証明を 拒む等の特殊事情により・やむを 得ないと 恩 ・ 科 されるもの及び 電話 

照会等によって 補正できるもの ( 例えば、 郵便番号、 電話番号等の 軽微な補正。 ) は、 返戻す 

ることなく処理し、 不備返戻をできるだけ 差し控えること " 

なお、 電話照会等により 補正した場合には、 その処理経過を 請求書の余白等に 記載しておく 

こと。 

]02 共通的審査 

保険給付請求書の 審査に当たっては、 次の事項に留意すること。 

なお、 請求内容からみて、 紛争の生じることが 予想されるような 事案については、 調査の段階に 

おいて労働局に 報告し、 労働局は必要に 応じ本省に報告し、 処理方法等を 含めて組織間で 連携の上 

事務処理に努めること。 

?  保険 結 付の迅速処理 

㈲ 迅速処理の意義 

行政機関の事務処理は 迅速・適正に 行われることが 基本であ り、 労災保険給付の 支給決定に 

ついても請求人に 対して迅速・ 適正に行われることが 必要であ る 

行政庁の処分等に 関し、 共通する事項を 定めることによって、 行政運営における 公正の確保 

と 透明性の向上を 図ることを目的として 行政手続法が 制定、 施行されているが、 それに伴う労 

災保険業務の 運営に当たっては、 平成 6 年 9 月 30 日付け 基発 第 612 号、 婦 発 第 273 号通達「行政 

手続法等の施行について J 、 平成 11 年 3 月 31 日付け 基 登第 @79 号、 女 発 第 109 号通達 r f 窓ロ 事 

務の改善について 方の一部改正に 伴う関係通達の 改正についてⅠ及び 平成 6 年 9 月 30 日付け事 

務 連絡「行政手続法の 施行に伴う労働者災害補償保険法 等 労災関係法令に 基づく業務の 運営に 

当たり留意すべき 事項について」、 平成 11 年 3 月 31 日付け事務連絡「行政手続法に 基づく労働 

者災害補償保険法筆労災関係法令に 係る標準処理期間について ョ により行うこと。 

また、 疾病のうち、 基準法施行規則別表 第 1 の 2 の第 2 号 @3 、 第 3 号 5 、 第 4 号 8 、 第 6 号 

5 、 第 7 号 l8 及び第 9 号 ( 以下「包括的救済規定」と ぃ         に係るものについては、 標準 処 

理 期間を定めていない。 これは、 包括的救済規定は、 特定の業務と 疾病との間に 医学的な因果 

関係が確立していないものについて、 個別事案ごとに 医学的な因果関係を 検討した上で、 業務 

起因性が明らかとなったものについて 救済を図るものであ ることから、 業務上外の判断が 相当 

に困難で、 判断のための 調査事項が多岐にわたるものであ ること、 また、 調査に要する 期間に 
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相当のぱらつきもあ ること等によるものであ る。 したがって、 包括的救済規定について 標準処 

理期間の定めがないことをもって 処理期間を遅延させないよう 厳に留意するとともに、 国民か 
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通常要するべき 期間をいうが、 この場合、 「申請が 局著 に到達したとき」 とは、 受付印の押印 

等で判断されるものではなく、 局 署の職員が申請が 到達したことを 了知可能な状態になった 時 

を指すものであ る " 

労災保険給付に 係る処分についての 標準処理期間は 、 次に掲げる気に 記載したとおりであ る 

が、 申請事案の中には、 他の一般的な 事案に比べて 業務上界等の 判断が困難な 事案や詳細な 実 

地 調査が必要な 事案もあ り、 その処理に要する 期間が標準処理期間を 超える場合も 考えられ     

上記のような 事案にあ っては、 標準処理期間を 超えたからといって 直ちに「不作為の 違法 ョ 

と 判断されるものではないとしても、 申請人から標準処理期間を 超えた理由について 照会され 

る 可能性があ るので、 事案の困難性や 処理経過等について 申請人に説明できるようにしておく 

必要があ る。 なお、 回答は口頭で 行っても差し 支えない。 

また、 1 か 月を経過しても 処理できない 事案については、 照会がない場合であ っても請求人 

等にその理由等を 適宜通知するものとする。 

( 申請に対する 処分についての 標準処理期間 ) 

申 請 に 対 す る 処 分 

① 療養 ( 補償 ) 給付、 休業 ( 補償 ) 給付の決定、 障害 ( 補償 ) 年金の 

標準処理期間 

Ⅰ か月 

  改定、 遺族 ( 補償 ) 年金の改定、 転結、 支給停止の解除・ 支給停止等   
  

  に 伴う年金の改定、 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 決定並びに 未 支給     

の 保険給付 ( 支給決定はあ ったが支払われていないもの。 ) の決定 

② 介護 ( 補償 ) 給付の決定 l. 5  か月 

③ 障害 ( 補償 ) 給付及び障害 ( 補償 ) 年金前払一時金の 決定 3 か月 

④ 遺族 ( 補償 ) 給付、 遺族 ( 補償 ) 年金前払一時金、 葬祭料及 び 葬祭 4 か月 

給付の決定 ( ⑤の場合を除く。 ) 

⑤ 疾病に係る療養 ( 補償 ) 給付、 休業 ( 補償 ) 給付、 遺族 ( 補償 ) 給 6 か月 

付 、 遺族補償年金前払一時金及び 葬祭料及び葬祭給付の 決定 疾病のうち包括的 
救済規定に係るも 
のは標準処理期間 
を定めない。 

⑥ 未 支給の保険給付 ( ①の場合を除く。 ) 、 業務上災害に 関する特例 それぞれ該当する 

給付 及ぴ 通勤災害に関する 特例給付の決定   保険給付による 
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(2) 的確な調査計画の 策定 

労災保険給付請戎事案のうち、 調査を必要とするものについては、 請求書受理後、 速やかに 

担当者においてその 事務処理方法を 検討・確定しなければならない。 この場合、 多岐にわたる 

調査が必要な 事案等については、 署 ・ 課 内検討会等を 開催し過去の 同種事案の事務処理方法、 

事例集の内容等を 参考としつつ、 調査の時期、 項目、 方法、 分担等について 検討を行い、 事務 

処理の全体を 通じた調査計画を 策定すること。 

(3) 適切な進行管理体制の 確立 

監督署の管理者 ( 監督署長友 ぴ 労災担当課長等を いう 。 ) は、 長期未処理事案について 事務 
  

処理の進捗状況を 把握し適切な 進行管理を行う 観点から、 定期的 ( 例えば、 」箇月ごと ) にそ 

の進捗状況を 把握するとともに、 進行管理を登底するため、 各種請求書の 処理状況を監督署の 

端末装置より 出力される 5 号等未処理事案リスト、 休業 ( 補償 ) 給付に係る決議双未処理事案   

リスト、 年金・一時金決議喜夫人力リスト、 介護 ( 補償 ) 給付に係る未処理事案リスト 等によ り 、 毎月必ず点検を 行い、 未処理となっている 理由を把握するものとす る 

なお、 この場合、 管理者においては、 特に受付後 3 箇月以上も未処理となっている 事案につ 

いては、 処理経過を把握できる 経過表を作成する 等により迅速処理のため 適切な指導を 行 う 

と 

また、 処理経過が大幅に 遅延している 場合には、 その原因、 問題点等を署・ 課 内検討会等に 

おいて分析し、 必要に応じ処理方針を 見直す等組織的に 進行管理を行うこと   

(4) 迅速な 医 証の収集 

医 証の収集に当たっては、 疾病の発症経過、 病 像 等の医学的事項が 記載されている 医証 が重 

要 なものであ ることや、 遅延することが 請求人に対する 迅速な保護を 損なうことにつながるこ 

と等について 十分主治医等に 説明を行い、 医 証の収集の迅速化を 図ることとし、 医 証の収集に 

当たって長期間にわたり 回答がなされない 場合には、 文書や電話による 督促だけではなく、 直 

接 面談して依頼する 等の手法を取ること。 

また、 督促した日時、 処理状況等の 経過については、 当該事案の進捗状況を 把握するために 

記録しておくとともに、 再三にわたり 督促しているにも 拘らず、 回答がさらに 遅延することが 

予想される場合には、 医療機関の事務当局に 対しても協力を 依頼し、 それでもなお 遅延するこ 

とが予想される 場合には，他の 医師に医証を 依頼することについても 検討すること。 

さらに、 医師が書面による 医 証の提出を拒んだ 場合にあ っては、 医師との面談を 通じて聴取 

した事項を復命 書 として作成し、 これを 医託た 代えることとしても 差し支えない。 

ただし、 以上の措置を 講じても十分な 医証 が得られず、 依頼内容が主治医に 対する診療に 関 

する事項の報告等主治医以外の 医師に依頼することができない 場合には、 労災保険法第 49 条に 

基づく権 限の行使も含め 検討を行 う こと。 
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また、 地方労災医員、 労災協力 医 等の専門医に 対して 医 証を依頼する 場合には、 事案の詳細 

を把握した段階において、 傷病の発生状況、 業務内容、 業務量等の事項、 症状経過、 治療内容、 

主治医意見等の 事案の概要を 時系列に要領よく 取りまとめ、 医 証の作成抹額を 行うとともに、 

最終的な医学的意見を 求めるにとどまらず、 必要に応じて 主治医等から 収集すべき 医託た つい て 事前に相談を 行 う こ と 
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主治医等からの 医 証の収集、 関係者からの 聴取、 事業場の実地調査等がおおむね 終了した段 

階では、 監督署における 過去の同種事案の 復命 書 、 事例集の参考事例等を 参考として、 事案の 

取りまとめ方を 検討しておくこと。 

なお、 過去の同種事案が 監督署にない 場合には、 労働局に照会を 行い、 労働局にあ っては、 

同種事案に関する 資料等の具体的な 参考資料を提供すること。 また、 管理者は、 事案の取りま 

とめに長期間を 要している場合には、 具体的に方法等を 指導するとともに 必要に応じ応援体制 

づくりに努めること。 

@6) 事業主証明 

事業主が証明を 拒むなどやむを 得ない事情があ るものは証明がなくても 受理し、 実地調査等 

により事業主が 所要の証明を 行わない事情等を 明らかにすることにより 処理すること。 

(7) 第三者行為災害に 係る保険給付の 迅速処理 

イ 第三者行為災害屈及び 第三者行為災害報告書の 提出 

第三者行為災害 届 又は第三者行為災害報告書は、 労災保険給付の 原因であ る事故の当事者 

であ る被害者及 び 加害者の双方から 災害発生状況、 自賠責保険等及び 自動車保険 ( 任意保 

険 ) の加入状況、 損害賠償金等の 請求及 び 受領状況等を 把握することにより 適正な保険給付 

の調整事務を 行うために必要となるものであ る。 したがって、 当事者に対して、 その趣旨と 

ともに記載要領等を 十分説明し、 これらの提出が 遅延することがないよう 指導及び督促を 徹 

底 すること。 

なお、 保険給付を受けようとする 者から第三者行為災害 届が 提出されない 場合には、 保険 

給付等の支払が 差し止められる 場合もあ る旨を併せて 説明すること。 

また、 提出された第姉者行為災害届及び 第三者行為災害報告書に 不備等があ る場合には、 

期限を付して 補正を行わせ、 期限経過後においても 補正されない 場合は、 必要に応じて 第三 

者 行為災害調査等により 事実関係を把握し、 保険給付等の 決定を行うこと   

ロ 自賠責保険等との 調整 

労災保険給付と 自賠責保険等との 調整については、 給付事務の円滑化を 図るため、 自動車 
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保険料率算定会等との 協議により、 原則として、 自賠責保険等の 支払いを保険給付に 先行さ 

せるよう取り 扱うこととじているところであ るが、 この「 自賠 先行 J の取扱いは、 自動車 保 

険 料率算定会等との 間の原則的な 取扱いであ る。 したがって、 請求人に対し、 これを強制す 

るものでないことから、 被災労働者等が 労災保険給付の 先行を希望し 請求がなされた 場合に 

は、 次の事項に留意し、 保険給付等の 決定を行うこと   

( ィ ) 自賠責保険等からの 支払の確認 
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( 自動車保険等に 対する保険金の 請求の有無、 支払年月日又は 支払予定年月日、 損害の種 

類、 損害 額 、 支払 額 等の内訳 ) を添付して照会するほか、 第三者からの 損害賠償金の 受領 

の 有無、 示談成立の．有無等を 確認、 しなければならない。 この照会に対する 回答の結果、 保 

険給付を受けようとする 者に対して自賠責保険等より 損害賠償金が 支払われたこと 又は当 
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金を未だ支払われていない 場合には、 監督署は保険会社等と 協議を行い、 自賠先行か労災 

先行かについては、 当該請求人の 意向を確認した 上で事務処理を 進めること。 

なお、 任意保険が支払われる 場合についても 同様に取扱うこと。 

(a) 第三者からの 受領の確認 

監督署長は、 第三者行為災害届及び 第三者行為災害報告書により 第三者からの 損害賠償 

金の受領の有無、 示談成立の有無等を 確認するとともに、 保険給付を行う 直前においても 

再度損害賠償金の 受領の有無等を 電話等により 確認し、 労災保険給付を 受けようとする 者 

に 対して第三者より 損害賠償金が 支払われたことが 確認された場合を 除き、 速やかに保険 

給付を行うこと。 

なお、 第三者行為災害の 事務処理については、 「第姉者行為災害事務処理手引 J ( 平成 8 年 10 同 28 日付 基発 第 643 号 ) によるこ と 
2  保険給付支給請求書記載事項、 添付資料等の 確認 

保険給付支給請求書記載事項、 添付資料等は 、 次の要領により 確認すること。 

1) 保険給付支給請求書の 記載事項が漏れなく 記載されているか。 

(2) 請求人双、 各証明 欄 における事業主 印 ・医師 印 (X は薬剤師団・ 施術師 印   : 歯科医師部， 指 

定 訪問看護事業者 印 ) が明瞭に押印されているか。 
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押印が行われていない 場合については、 それぞれ本人が 自筆した署名であ ることについて 疑 

わしい点はないか ( 例 請求人の氏名、 事業主の氏名、 医師の氏名 欄 における各々の 筆跡が同 

一であ る等 ) 。 

㈲ 事業主、 医師等が証明を 拒むなどやむを 得ない事情があ るものは、 証明を得られない 事情を 

請求人に具体的に 述べさせた ぅえ 、 証明がなくとも 受理することとするが、 実地調査等により 

事業主、 医師等が所要の 証明を行わない 事情等を明らかにするなど 事業主、 医師等の証明を 要 

する事項について 調査しているか。 

(4) 特別加入者に 係る保険給付支給請求書については、 事業主の証明を 受けなければならないこ 

ととされている 事項を証明することができる 書類その他の 資料が添付されているかどうか ( 労 

災則 第 46 条の 27)  。 

3  保険関係の確認 

事業場の保険関係を 示す労働保険番号は、 すべての保険給付支給請求書の 必須記載事項であ る 

ので、 管轄等の誤りがないことを 事業場台帳 等により確認すること " 

なお、 労働保険番号の 構成は次のとおりであ る。 

労働保険番号の 構成           

府県 所掌 管轄 基 幹 番 号 枝 番 号 

Ⅲ 府県 

当該事業の所在地 ( 事務組合委託事業にあ っては事務組合の 主たる事務所の 所在地。 以下同 

じ。 ) の属する都道府県を 示すもので、 2 桁の数字で表す。 

(2) 所掌 

当該事業に係る 労働保険番号の 付与事務を監督署又は 安定所のいずれで 所掌するか示すもの 

で、 次のコードで 表す。 

監督署の所掌する 事業   

安定所の所掌する 事業 コり 

(3) 管轄 

当該事業の所在地を 管轄する監督署又は 安定所を示すもので、 監督署の所掌する 事業にっ ぃ 

ては監督署の 番号、 安定所の所掌する 事業については、 安定所の番号を 2 桁の数字で表す。 

(4) 基幹番号及び 枝番号 

当該事業の労働保険の 事業単位を示す 固有番号で、 6 桁の数字で構成する 基幹番号及び 3 桁 
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保険給付を受ける 権 利は、 時効によって 消滅するものであ るから、 請求書の審査事務を 行うに 

当たって当該請求権 が時効により 消滅していないか 確認する必要があ る。 時効については、 保険 

給付の種類によって 取扱いが異なるから、 次の表によって 誤りのないように 注意するこ     

 
 

年
年
年
年
年
年
年
 

年
 

滅
 

2
 

2
 

5
5
2
5
2
2
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各保険給付請求書 権 利の発生及び 時効の起算点 

療養 ( 捕償 ) 給付たる療養 療養の費用の 支出が具体的に 確定した都度発生し、 その 翌 

の 費用 日から進行する。 

療養のため労働することができないため 賃金を受けない 日 
休 業 ( 補償 ) 給 付 

こ 。 とに発生し、 その翌日から 進行する。 

障 害 ( 補償 )  給付 当該傷病の冶った 日に発生し、 その翌日から 進行する。 

障害 ( 補償 ) 年金差額一時金 労働者の死亡した 日に発生し、 その翌日から 進行する。 

障害 ( 補償 ) 年金前仏一時金 当該傷病の冶った 日に発生し、 その翌日から 進行する。 

遺族 ( 補償 )  給付 労働者の死亡した 日に発生し、 その翌日から 進行する。 

遺族 ( 補償 ) 年金前払一時金 労働者の死亡した 日に発生し、 その 翌 ・日から進行する。 

葬祭料又は葬祭給付 労働者の死亡した 日に発生し、 その翌日から 進行する。 

請求によって 行われるものでないから、 時効の問題は 生じ 
傷 病 ( 補償 ) 年 金 

ない。 

介 護 ( 補 償 )  給付 支給事由が生じた 月の翌月の初日から 進行する。 

なお、 時効で注意すべき 事項は 、 次のとおりであ る。 

(l) 指定病院の診療費請求権 及び指定薬局の 薬剤費請求権 の時効は 3 年 ( 民法第 170 条 ) であ 

る 。 ただし、 公共医療機関の 場合は 5 年 ( 地方自治法第 236 条 ) であ る。 

(2) 保険給付請求権 の時効は、 援用を要せず、 またその利益を 放棄することができない ( 会計法 

第 3@ 条 ) こととなっている。 

(3) 既に支給決定のあ った保険給付支払請求権 ( 年金たる保険給付については、 支払期日ごとの 

支分権 たる支払請求権 をいう。 ) の時効は 5 年 ( 会計法第 30 条 ) であ る。 

(4) 時効期間の満了壱が 行政機関の休日 ( 日曜日、 土曜日、 国民の祝日に 関する法律に 規定する 

休日並 ぴに 12 月 29 日から 1 月 3 日までの 日 ) に当たるときは、 行政機関の休日の 翌日をもって 

時効期間が満了するものとして 取り扱うこととなる ( 行政機関の休日に 関する法律第 2 条 参 

照 ) 。 
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労災保険法上の「労働者Ⅰとは、 基準法第 9 条に規定されている「労働者 ョと 同義であ り、 一 

般的にはいわゆる「使用従属関係」の 有無に基づいて 判断することになる。 

具体的には、 次に掲げる判断要素により 判明した事項を 総合的に勘案して 労働者性の有無を 判 

断することとなるが、 これらすべての 要素を満たさなければ 労働者性が否定されるといった 性質 

のものではないことに 留意する必要があ る。 

㈹ 「使用従属関係」の 存在に関する 判断要素 
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ハ 使用者の指揮命令等により 通常予定されている 業務以外の業務に 従事する可能性の 有無 

二 勤務場所、 勤務時間の指定等の 拘束性の有無 

木 本人に代わって 他の者が労務を 提供することが 認められているか 否か、 また、 本人が自ら 

の 判断で補助者を 使うことが認められているか 等労務提供の 代替性の有無 

へ 欠勤をした場合の 賃金控除及び 残業をした場合の 時間外勤務手当の 支払い等報酬の 労務 対 

慣性の有無 

(2) 労働者性の判断を 補強する要素 

使用従属関係の 判断が困難な 場合には、 以下の要素も 勘案して総合判断する 必要があ る   

イ 機械・器具の 負担関係、 報酬の額、 業務遂行上の 損害の負担関係等事業者性の 有無 

ロ 他社の業務に 従事することの 制約等専属性の 程度 

ハ 報酬について 給与所得として 源泉徴収を行っているか 否か 

二 労働保険の適用対象としているか 

ホ 服務規律を適用しているか 否か 

へ 退職金制度、 福利厚生を適用していること 等使用者がその 者を自らの労働者と 認識してい 

ると 推訳 されるか否か 

ト 採用、 委託等の際の 選考過程が正規従業員の 場合と同様であ るか否か 

チ 労使関係に継続性が 認められるか 否か 

り 報酬の決定方法についての 基準が一般的な 賃金決定の基準と 類似したものであ るか否か 

(3@ 雇用と請負・ 委任との区分 

労働者が労務を 提供する契約には、 「労務自体の 利用を目的とする 雇用」、 「仕事の完成を 

目的とする請負 J 、 「事務処理の 委託を目的とする 委任」などの 区分があ る。 このうち雇用が 

使用者の指揮命令下の 労務提供であ るのに対して、 請負や委任の 場合は、 労務供給の方法、 態 

様 等は下請負人や 受任者の裁量と 責任において 行われるものとされ、 労務を提供する 際の従属 

性 と独立性とが、 雇用と請負や 委任とを区別する 基準となっている。 したがって、 請負契約に 
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おける下請負人や 委任契約における 受任者は、 当該業務を自己の 業務として注文主から 独立し 

て 処理する限り、 たとえ本人が 実際に労務に 従事することがあ っても労働者となることはない。 

しかし、 形式上は請負や 委任のような 形をとっていても、 その実体において 使用従属関係が 

認められるときは、 当該関係は実際には 労働関係として 判断されることになり、 当該下請 貢人 

や受任者は労働者として 取り扱われることになる。 

(4) 一般的に問題となることが 多 い 事例 

イ 法人の役員 

法人の代表者又は 業務執行権 を有する役員のように、 事業主体との 関係において 使用従属 

の 関係に立たない 者は労働者ではない " 一方で、 法人の役員ではあ っても代表権 や業務執行 

権 を持たない者が 工場長や部長などの 役職にあ って賃金を受けている 場合 ( いわゆる兼務 役 

員 ) は 、 その限りにおいて 労働者として 取り扱われることになる。 

法人の役員に 関する具体的な 取扱いたついては、 

(,0) 法人の取締役、 理事、 無限責任社員等の 地位にあ る者であ っても、 法令、 定款等の規定 

に 基づいて業務執行権 を有すると認められる 者以外の者で、 事実上業務執行権 を有する取 

締役、 理事、 代表社員等の 指揮、 監督を受けて 労働に従事し、 その代償として 賃金を得て 

いる者は、 原貝 l 忙して労働者として 取り扱       

(a) 法令又は定款の 規定によっては、 業務執行権 を有しないと 認められる取緒彼等であ って 

も 、 取締役会規則その 他内部規定によって 業務執行権 を有する者と 認められる場合は 、 労 

勘者として取り 扱わない。 

㏄ ) 監査役及び監事は、 法令上使用人を 兼ねることを 得ないものとされているが、 事実上一 

般の労働者と 同様に賃金を 得て労働に従事している 場合には、 労働者として 取り扱う。 

( こ ) 労働者として 取り扱われる 役員であ っても、 法人の機関構成員としての 職務遂行中に 生 

じた災害は、 保険給付の対象としない ( 昭和 34    1 。 26 基 発 48 号 ) 。 

という解釈例規があ る。 

なお、 有限会社の取締役については、 

( ィ ) 有限会社の取締役は、 有限会社法第 27 条第 2 項の規定により 各自会社を代表することと 

されていることから、 同条第 3 項の規定に基づく 代表取締役が 選任されていない 場合には、 

代表権 とともに業務執行権 を有していると 解されるので、 労働者とは認められない。 

( の 有限会社において 代表取締役が 選任されている 場合であ っても、 代表取締役以外の 取締 

役は、 当然には業務執行権 を失うものではないが、 定款、 社員総会の決議若しくは 取締役 

の 過半数の決定により 業務執行権 がはく奪されている 場合又は実態として 代表取締役若し 

くは一部の取締役に 業務執行権 が集約されている 場合にあ っては、 業務執行権 を有してい 

ないと認められることから、 事実上業務執行権 を有する取締役の 指揮監督を受けて 労働に 
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従事し、 その 対償 として基準法第 @1 条の賃金を得ている 取締役は、 その限りにおいて 労働 

者 と認められる ( 昭和 61. 3 . 」 4 基 発 141 号 ) 。 

という解釈例規があ る。 

口 請負制の大工など 

請負契約を結んだ 大工等、 いわゆる一人親方は、 業務を自らの 業務として注文主から 独立 

して処理する 限り、 たとえ本人が 労務に従事することがあ っても労働者として 扱われること 

はないが、 形式上は請負であ っても、 その実体において 使用従属関係が 認められる場合には、 

労働関係があ るものと判断することになる。 その判断に当たっては、 当該請負人が 独立の事 

業主として事業計画を 作成しているか 否か、 損益計算や危険負担の 主体になっているか 否か、 

作業遂行に当たって 他者から指揮監督を 受けることはないか、 器具資材等を 誰が調達してい 

るか、 事業の沿革はどういうものであ るか等について 検討をしたうえで、 使用従属関係の 有   

無を見極める 必要があ る。 

なお、 報酬が出来高払いになっていることをもって 当該関係を労使関係でないとすること 

は 適当ではなく、 労働の対価であ る賃金が出来高払いという 計算方法をもって 支払われる 場 

含 もあ ることに十分留意する 必要があ る   

ハ 委任契約の外務員 等 

生命保険会社等の 外務員や委託集金人、 委託検針 員 等の中には、 委任契約に基づいて 就労 

している者もおり、 事業主との間に 使用従属関係が 認められなければ、 労働者としては 取り 

扱われないことになる。 しかし、 委任契約とは 称していてもその 実体において 使用従属関係 

が 認められるときは、 当該関係は実際は 労働関係であ り、 受任者であ る外務員等は 労働者と 

して取り扱われる。 

なお、 その判断は個々のケースごとに 行うことになるが、 生命保険の外務員に 関し、 

(,0) 所属会社との 契約は委任とする。 
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鮨 ) 所属会社は保険外務員の 労働の時間及び 場所を制限することはできない。 但し、 委任契 

約 によって募集地域を 委任することは 差し支えない。 

という実態にあ るような場合には、 労働者とならないという 解釈例規があ る ( 昭和 23. 1. 9 

基発 13 号 ) 。 

ニ 在宅勤務者 

在宅勤務者とは、 自宅において 就業する労働者をいうが、 自営業者や家内労働者等と 区別 

して、 労働者牲の有無を 判断する必要があ る。 
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仕事の依頼、 業務従事の指示等に 対する諾否の 自由があ るか否か、 会社が業務の 具体的内 

容及び遂行方法を 指示し、 業務の進行状況を 本人からの報告等により 把握、 管理しているか 

否か、 勤務時間が定められ、 本人の自主管理及び 報告により使用者が 管理しているか 否か 、 

当該業務に従事することについて 代替性が認められているか 否か、 報酬が時間給、 日給、 月 

給等時間を単位として 計算されているか 否か等に基づいて 総合的に労働者性の 有無を判断す 

ることになる。 

ホ 同居の親族 

個人事業主と 同居している 親族は、 事業主と居住友 ぴ 生計を一にするものであ り、 原則と 

して基準法上の 労働者には該当しないが、 同居の親族であ っても常時同居の 親族以覚の労働 

者を使用する 事業において 一般事務又は 現場作業等に 従事し、 かつ、 次の ( ィ ) 及び (n) の条件 

を 満たすものについては、 一般に私生活面での 相互協力関係とは 別に独立した 労働関係が成 

立しているとみられるので、 基準法上の労働者として 取り扱うものとする。 

Ⅱ ) 業務を行うにつき、 事業主の指揮命令に 従っていることが 明確であ ること   

け ) 就労の実態が 当該事業場における 他の労働者と 同様であ り、 賃金もこれに 応じて支払わ 

れていること。 特に、 ①始業及 び 終業の時刻、 休憩時間、 休日、 休暇等及び②賃金の 決定、 

計算 及ぴ 支払の方法、 賃金の締切及び 支払の時期等について、 就業規則その 他これに準ず 

るものに定めるところにより、 その管理が他の 労働者と同様になされていること ( 昭和 
  

54- 4 . 2 基 発 153 号 ) 。 

へ 労働組合の役員 

労働組合の役員のうち 代表者以外の 者であ って、 組合の業務に 専ら従事するもの ( いわゆ 

る 専従役員 ) については、 当該労働組合が 労働者を使用しない 場合にあ っては、 当該専従 役 

員の職務内容、 報酬の在り方等にかんがみ、 実質的に労働者と 考えて差し支えない 場合が通 

常 であ るため、 原則として当該専従役員を 労働者として 取り扱うこととする。 

なお、 当該労働組合が 労働者を使用する 場合には、 通常労働者とは 認められない 場合が多 

いものと思われるが、 その場合でも 当該専従役員が 実質的に労働者と 判断されるか 否かによ 

って労働者性を 判断する必要があ る。 

(5) 労働者の所属 ( 適用関係 ) 

ィ 出向労働者 

出向労働者に 係る保険関係が 出向元事業と 出向光事業とのいずれにあ るかは、 出向の目的 

及び出向元事業主と 出向光事業主とが 当該出向労働者の 出向につき行った 契約並びに出向 先 

事業における 出向労働者の 労働の実態等に 基づき、 当該労働者の 労働関係の所在を 判断して、 

決定することになる ( 昭和 35. 11. 2 基 発 932 号 ) 。 
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ロ 派遣労働者 

労働者派遣とは、 「自己の雇用する 労働者を、 当該雇用関係の 下に、 かっ、 他人の指揮命 

令を受けて、 当該他人のために 労働に従事させることをいい、 当該他人に対し 当該労働者を 

当該他人に雇用させることを 約してするものを 含まない」ものであ る ( 労働者派遣法第 2 条 

第 1 号 ) 。 この場合の「雇用関係」とは、 基準法第 9 条の「使用」する 関係 ( 以下「労働 契 約 関係」 という。 ) と 同義であ る 

したがって、 労働者派遣における 派遣 元 、 派遣先夜 ぴ 派遣労働者の 三者間の関係は、 ①派 

遣 元と 派遣労働者との 間に労働契約関係があ り、 ②派遣兄と派遣先との 間に労働者派遣契約 

が締結され、 この契約に基づき 派遣 元 が派遣先に労働者を 派遣し、 ③派遣先は、 派遣元から 

委ねられた指揮命令 権 により派遣労働者を 指揮命令するというものであ る。 

こうした事情から、 労働者派遣法においては、 特例を設けず、 派遣元事業主に 災害補償責 

任を負わせることとしている。 そのため、 基準法上の災害補償責任が 派遣元事業主に 課され 

る以上、 労災保険法と 基準法との関係を 考慮すれば、 労災保険法の 適用については 同様に取 

り 扱い、 派遣元事業主を 労災保険の適用事業とすることとされている ( 昭和 61. 6 , 30 基 発 

383 号 )  。 

ハ 海外出張者及び 海外派遣者 

労災保険法は、 原則として国外の 事業に適用されないが・ 国内の事業からの 出張と認めら 

れる場合には、 労災保険法が 適用されることとなる ( 昭和 26. i0. 29 基 収 5018 号及び昭和 

32, 7 。 31 基 収 5028 号参照 ) 。 

なお、 当該労働者が、 国外において 行われる事業に 所属 ( 勤務 ) する・ものであ るか、 国内 

の事業からの 出張と認められるかは、 個々の事例について 具体的に判断しなければならない 

が、 おおむね次の 業務又は作業内容によって 国外に派遣される 場合には出張とみなされ 労災 

保険法が適用されることとなる。 

( ィ ) 商用、 例えば商談、 視察、 技術 接渉 、 技術習得、 技術サービス ( アフターサービス ) 等 

のため社命により 国外に赴く場合 

(D) 役務、 例えば建設関係の 式典参列及び 業務連絡のため 社命により国外に 赴く場合又は 建 

設事業に関する 技術指導、 作業指導のみのため 社命により国外に 赴く場合 

(nl) 留学、 例えば会社業務と 直接関係あ る留学のため 社命により国外 り 赴く場合 
  

( こ ) その他、 例えば会社業務のための 社命による出張として 一定期間国外に 駐在する者であ 

って、 当該労働者の 勤務する場所が 不定であ るような場合 

ニ 外国人 

日本国内における 労働であ れは、 国籍を問わず、 また、 不法就労であ ると 否 とを問わず、   

労災保険法上の 労働者となる。 
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6  業務上外の確認 

業務災害に伴う 労災保険給付は、 労働者の業務上の 事由による傷病等に 対して支給されるもの 

であ ることから、 その支給に当たっては、 業務上外の認定が 必要となる。 

業務上の事由による 傷病等とは、 業務との間に 相当因果関係のあ る傷病等をいい、 この業務と 

の相当因果関係があ ることを業務起因性と 呼ぶ。 

この業務起因性があ るか否かは、 労働者が「労働契約に 従って事業主の 支配下にあ ること J 

( 「業務遂行性」と 呼ぶ。 ) に伴う危険が 現実化したものと 経験則上認められるか 否かによって 

半吋断 される。 

なお、 業務上外の認定に 当たっては、 「業務上疾病の 認定事務手引」 「業務上疾病の 認定基準 

及び関連通達美」及び「業務災害及び 通勤災害認定の 理論と実際 J  ( 労働省労働基準局編著 ) を 

参照のこと。 

7  通勤災害か否かの 確認 

通勤災害に伴う 労災保険給付は、 労働者の通勤による 傷病等に対して 支給される。 通勤災害と 

されるためには、 通勤と傷病等との 間に 栢当 因果関係のあ ること、 つまり、 通勤に通常伴う 危険 

が 具体化したものと 経験則上認められなければならず、 これは業務災害の 場合の業務起因 牲 に相 

当 するものであ る。 

また、 通勤とされるためには、 次の要件を満たしていることが 必要であ る   

Ⅲ 「就業に関し」行われる 往復行為であ ること。 

(2)  「住居 コ と 「就業の場所」 との間の往復行為であ ること。 

(3)  「合理的な経路 及ぴ 方法」により 行われる往復行為であ ること   

(4) 往復行為に「合理的な 経路の逸脱ス は 往復行為の中断Ⅰがないこ と 
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上 必要な行為であ って厚生労働省令 ( 労災 則 第 8 条 ) で定めるものをやむを 得ない事由により 行 

うための最小限度のものⅠであ る場合には、 当該逸脱又は 中断の間を除き、 合理的な経路に 復し 

た後は再び通勤とされる。 

]03 療養 ( 補償 ) 給付 

療養 ( 補償 ) 給付は、 労働者が業務上の 事由又は通勤による 負傷又は疾病により 療養を必要とす 

6 場合に支給される。 
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Ⅰ 給付の方法 

療養 ( 補償 ) 給付の方法として、 ①指定病院等で 直接療養そのものを 給付する「療養の 給付 ョ 

と、 ②それ以外の 病院等で療養を 行ったときにそれに 要した費用を 支給する「療養の 費用の支 

給 Ⅰの二つの方法があ る   

療養 ( 補償 ) 給付は、 現物給付であ る「療養の給付 コが 原則であ るが、 例外的な取扱いとして、 

当該療養を必要とする 労働者の居所又は 勤務の地域にたまたま 指定病院等がない 場合、 あ るいは 

緊急な療養を 必要としたため 指定病院等以覚の 病院等で受診した 場合等「療養の 給付Ⅰを行うこ 

とが困難なとき 又は療養の給付を 受けないことにつき 相当の理由があ るときに限って「療養の 給 

付」に代えて「療養の 費用の支給」が 行われる ( 昭和 41. @  3@ 基 発 73 号 )   

なお、 竹添看護、 移送、 特定保険医療材料等については、 「療養の給付 ョ として取り扱うこと 

が困難な事情にあ るので、 「療養の費用の 支給」として 取り扱われている。 

2  療養 ( 補償 ) 胎 付の請求 

療養 ( 補償 ) 給付の支給を 受けようとするものは、 給付の方法につき「療養の 給付」の場合に 

あ っては「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付請求書 j ( 告示様式第 5 号又は第 16 号の 3) を指定 

病院等を経由して、 「療養の費用の 支給Ⅰにあ っては「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 費用請求 

書 1  ( 告示第 7 号又は第 16 号の 5) を、 提出することとなるので、 記載事項に誤りがないか 確認 

すること。 また、 事業主の証明 及ぴ 診療担当者の 証明を要する 事項についても 併せて確認するこ 

と。 

なお、 第 2 回目以後の「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 費用請求書 J ( 告示第 7 号又は第 16 号の 

5) 及ぴ 指定医療機関等を 変更するときに 監督署長に提出する「療養 ( 痛憤 ) 給付たる療養の 給 

付を受ける指定病院等 ( 変更 ) 届 」 ( 告示第 6 号又は第 @6 号の 4 ) における事業主の 証明にっ ぃ 

ては、 提出が離職後であ る場合には、 各々必要ないものであ るこ と 

3  傷病 ( 補償 ) 年金受給者の 療養 ( 補償 ) 柏 付の請求 

療養 ( 補償 ) 給付は、 当該傷病が治るまで 続けられるが、 傷病 ( 補 償 ) 年金の受給者が 療養 

( 補償 ) 給付を受ける 場合は 、 次により取り 扱うこと。 

Ⅲ 療養の給付を 受けている労働者が 傷病 ( 補償 ) 年金の支給を 受けることになった 場合には 

イ 年金証書の番号 

ロ 労働者の氏名、 生年月日及 び 住所 

ハ 療養の給付等を 受ける指定病院等の 名称及び所在地 

を 記載した「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付を受ける 指定病院等 ( 変更 ) 届 J  ( 告示第 6 号 又は第 16 号の 4) をその療養の 給付を受ける 指定病院等を 経由して提出させるこ と 
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(2) 療養の給付を 受ける指定病院等の 変更届には、 ㎝の 々 、 ロに 掲げる事項及び 従来療養の給付 

を受けていた 指定病院等の 名称及び所在地を 記載し、 負傷又は発病の 年月日、 災害の原因及び 

発生状況等は 記載する必要はない。 

(3) 療養の費用の 支給を受けている 労働者が傷病 ( 補償 ) 年金の支給を 受けることとなった 場合 

は、 負傷又は発病の 年月日、 災害の原因及 び 発生状況等は 記載する必要はない。 

4  給付の範囲 
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5  療養 ( 補償 ) 給付請求書皮 ぴ 診療費請求書 ( 薬剤費請求書を 含む。 ) の提出先 

㈲ 療養 ( 補償 ) 給付請求書の 提出 

療養 ( 補償 ) 給付請求書は、 労働局長の指定を 受けた病院又は 診療所 ( 以下「指定医療機 

関 ョ という。 ) 又は指定薬局から 診療費請求書及び 薬剤費請求書の 提出先であ る労働局又は 

R I C 地方事務所を 経由して被災労働者の 所属事業場の 所轄監督署長あ て提出させること。 

また、 被災労働者が 指定医療機関等を 変更した場合、 変更後初めての 診療費又は薬剤費の 請 

求の際には、 療養 ( 補償 ) 給付請求書に 代えて、 「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付を受ける 

指定病院等 ( 変更 ) 届 1 ( 告示様式第 6 号 スは 第 16 号の 4 ) を添付させ る こと。 

(2) 診療費請求書及び 薬剤費請求書の 提出先 

々 診療費請求書及び 薬剤費請求書は 初回請求 分 、 継続分、 再発分及び県内・ 県外分を問わず、 

指定医療機関の 所轄労働局長あ て提出させること。 

ロ 指定医療機関が R I C 契約指定医療機関の 場合にあ っては、 上記 イ にかかわらず 当該指定 医療機関の所在地の R I C 地方事務所を 経由して所轄労働局長あ て提出させるこ と 

ハ 診療費請求書の 作成単位は、 初回分の請求については 監督署ごとに、 また、 継続分の請求 

ほ ついては、 すべてを一枚の 診療費請求書にまとめて 作成させ、 この場合、 診療費請求内訳 

書は短期給付の 業務災害、 通勤災害、 傷病 ( 補償 ) 年金の業務災害、 通勤災害の順とさせる 

- と   二 薬剤費請求書の 作成単位についても、 上記 ハに 準じて行わせるこ と 
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( 診療費請求書及び 薬剤費請求書の 作成単位及び 提出先 ) 

( 初回分 ) 請求書グループの 作成   
      A 局   

R l C 契約 

指定医療機関 

  
  
N 局   

 
 
 
 

 
 

  

  
 
 

C
 

 
 

「
 l
@
l
 
代
 

，回 療養の給付請求書 
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6  診療費及び薬剤費の 取扱い 

診療費及び薬剤費に 係る事務処理は、 以下の要領で 指定医療機関の 所轄労働局において 行 

  

Ⅲ 受 付 

イ R l C 地方事務所より 診療費請求書及び 診療費請求内訳書の 送付を受けたときは、 送付 書 に 受付印を押印するこ と   

a  R T C 非契約指定医療機関から 診療費請求書皮 ぴ 診療費請求内訳書の 送付を受けたとき ， 

または指定薬局から 薬剤費請求書 及ぴ 薬剤費請求内訳書の 送付を受けたときは、 診療費請求 

書 又は薬剤費請求書の 受付 印欄 に受付印を押印し、 事前点検のため、 R I C 地方事務所へ 送 

付すること。 

(2) 審査方法 

イ 診療費請求内訳書及び 薬剤費請求内訳書の 審査については、 R l C 地方事務所での 事前 点 

検 で、 医学的に疑問等のあ る診療費請求内訳書尺 ぴ 薬剤費請求内訳書については 行筆 が 添付 

され、 「点検結果連絡 表 」と合わせて R I a 地方事務所から 送付されるので、 内容を確認 

し 、 必要なものについては 指定医療機関等に 照会、 確認等を行うこと。 

ロ 医学的に疑問のあ る事項等については、 専門家をもって 構成する診療費審査委員会に 委嘱 

すること。 また、 診療費審査委員会については 審査規定 及ぴ 審査基準を作成又は 整備し、 構 

成員その他組織の 充実に必要な 措置を講じ、 充分な活用を 図ること。 

(3) 審査項目 

診療費請求内訳書及び 薬剤費請求内訳書の 審査に当たっては、 特に次の点に 留意すること   

イ 請求金額の算定方法に 誤りはないか。 

口 入院外の患者にのみ 算定できるものが 入院中の患者について 算定されていないか。 

ハ 療養期間が不当に 長くないか。 

ニ 症状から判断して、 処置、 注射等が必要以上になされていないか。 

ホ 診療費請求内訳書に 記載されている 傷病に対して 効果がないと 思われる投薬、 注射等が行 

われていないか。 

へ 画像診断 (X 線、 C T 、 MR I 等 ) が、 傷病の部位及び 程度からみて 妥当なものであ る 

か 。 

ト 症状が安定していると 認められるものに 対して、 理学療法、 マッサージ等の 物理的治療 が 

長期にわたって 行われていないか。 また、 検査が必要以上に 行われていないか。 

チ 歯科の補 てっ に必要と認められない 金、 プラチナ等が 使用されていないか。 

リ 業務上の傷病と 関係のない私傷病の 療養が含まれていないか。 

ヌ 入院は、 傷病名、 診療内容等から 必要なものと 認められるか。 
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ル 個室又は 2 人部屋への収容は、 必要な限度に 止められているか。 

ヲ 入院料の外に 入院中の諸雑費が 請求されていないか。 

ヮ 「薬価基準 ョに 収載されていない 医薬品が含まれていないか。 

㈲ 審査後の事務処理 

イ 診療費及び薬剤費の 審査を終えた 請求書等については、 R l C 地方事務所に 送付し、 尺 Ⅰ 

C 地方事務所が O C R 入力を行うこと。 

ロ 第 2 回目以降の診療費請求内訳書及び 薬剤費請求内訳書の 審査に当たっては、 新たな傷病 

名が付加されていないかを 確認し、 新たな傷病名が 付加されている 場合は、 業務上の傷病等 

との関係について 所轄監督署長に 照会する等特に 留意すること。 

ハ 診療費請求内訳書及び 薬剤費請求内訳書の 審査の結果、 当該労働者について 症状固定等 療 

養の給付を行う 必要がないと 認められるときは、 関係資料を添付 し 所轄監督署長に 連絡する 

- 」 と 。 

(5) 診療費の支出 

イ 国立病院を除く 指定医療機関に 対する診療費及び 指定薬局に対する 薬剤費の支払は、 本省 

( 労災保険業務室 ) において機械処理を 行い、 本省支出官から 各指定医療機関又は 指定薬局 

が 指定した金融機関の 預貯金口座 (R I C と契約を行っている 医療機関については、 R I C 

に 対して支払を 行う。 ) への振込によって 支払を行う。 また、 労働局は本省 ( 労災保険業務 

室 ) から送付される 「診療費審査確認 書 Ⅰ及び「同内訳書Ⅰを 0 C R 入力処理を行った 診療 

費請求書等及び 診療費チェックリストと 確認のうえ所轄労働局長の 決裁を受けること。 

口 国立病院に対する 診療費の支払に 関する事務は、 機械処理の結果、 本省 ( 労災保険業務 

室 ) より配信される「診療費支出決定通知書 ョ 及び「診療費支出調書 ( 国庫内移換用 ) J と 

OCR 入力処理を行った 診療費請求書等及び 診療費チェックリストを 確認のうえ、 「診療費 支出決定書」により 労働局労働基準部労災補償 課 において労働局長の 決裁を受けるこ と 

ハ 国立病院に対する 診療費の支払に 伴う支出決議事による 経理事務については、 労働局総務 部 総務課において 行 う こ と 

ニ 支出 官は 、 国立病院に係る 診療費の支出を 行ったときは、 支出計算書の 証拠書類として、 

「労働省関係の 計算証明に関する 指定について」 ( 昭和 27. 7.  1 検 第 @47 号 ) 第 9 号書式の 

証明書を会計検査院に 提出すること。 

ホ 国立病院に係る 診療費の過誤払についての 債権 管理は、 労働局長たる 歳入徴収 官 が行         

と 

へ 労災 則 の一部を改正する 省令 ( 昭和 4¥ 年 労働省令第 2 号 ) による改正前の 労災 則 第 21 条の 
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保険給付に関する 事務を行う監督署を 所轄監督署とし、 その者について 当該負傷又は 疾病に 

係る保険給付に 関する事務を 行う監督署が 管轄する区域を 管轄する労働局を 所轄労働局とす 

ること。 

7  療養の費用の 取扱い 

㈹ 療養の費用請求書の 療養の内訳及び 金額の審査に 当たっては、 前記 5 の診療費請求内訳書及 

び薬剤費請求内訳書に 準じて行うこと。 

(2) 療養の費用請求書の 診療内容等について 医学的に問題のあ るものについては、 診療費審査委 

員会に委嘱すること。 

(3) 療養を受けている 者 ( 傷病 ( 補償 ) 年金を受けている 者を含む。 ) について療養の 継続の要 

否 、 入院療養の要否、 冶ゆ 等を判断するために、 診療担当医師に 診断書の提出を 求める場合は 、 

診 様式第 @4 号の l 、 第 @5 号の ] 及び 珍 機様式 第 Ⅰ 号 、 第 3 号又は第 5 号、 第 I 号の 3 により 提 

出 依頼等を行うこと。 

また、 診断書の提出を 依頼した場合は、 診 様式第 @3 号検査。 診断書提出等依頼台帳 に必要事 

項を記載し、 収受状況を明確にしておくこと。 

なお、 この場合の診断書料は 障害等級等認定 庁費 又は保険給付費で 処理すること ( 昭和 60   

4 。 5 基 発 182 号 ) 。 

8  療養 ( 補償 ) 船 付の具体的審査 

㈹ 薬 剤   

使用薬剤の範囲は、 健康保険における「薬価基準Ⅰに 収載されている 医薬品を原則とする。 

また、 安価な薬で足りる 場合に高価な 薬を使用することは 認められない。 

@2) 治療材料及び 治療用装具 

イ 義歯は療養 ( 補償 ) 給付として取り 扱って差し支えない。 

口 義 指 、 義手、 かつら、 眼鏡 等は 、 療養の範囲に 属しない。 

ハ 視力の屈折矯正のために 使用するコンククトレンズは 労働福祉事業として 認められている。 

    

イ 死体処置のうち、 死後の診断又は 医師の立場から 死体に施す適宜の 処置、 例えば手術面の 

仮縫合、 内臓露出物の 還納等は特に 療養の範囲に 含める。 しかし、 本来葬儀屋が 行うべき 処 

置 ( 湯准 に代えてアルコール 等で払拭して、 脱脂綿等で分泌物漏洩のおそれあ る部位を充填 

する等 ) を医師が代行したと 認められるものは 療養の給付の 対象とならない。 

口 火葬料及び遺骨の 移送に要する 費用は、 療養の給付の 範囲とは認められない。 
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(4) 手 街 

植皮 術は 、 療養の過程で 行われるものであ れは、 一般に手術として 療養の範囲として 認めら 

れるが、 一旦 治の した後の植皮 術は 、 外科後処置の 対象となるものであ る " 

なお、 他人から皮膚の 提供を受けたとき、 提供者の皮膚を 剥離するに要する 費用は、 提供を 

受けた者の植皮 術 費用のうちに 含まれるもので、 提供者に支給すべきものではない。 
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(,0) 傷病の状態が 重篤で、 常に医師の監視を 要すると認められるもの。 

け ) 入院しなければ、 その傷病に必要な 処置・手術等が 実施できないと 認められるもの。 

(A) 歩行不能又は 著しく歩行困難であ るもの。 

歩行はできるが、 退院することにより 傷病が悪化するおそれのあ るもの。 

0  入院の認められないもの 

a  患者の個人的な 都合によるもの。 例えば、   患者が単身あ るいは宿舎がないという 理 

由 によるもの。 

b  地理的な事情によるもの。 例えば、 通院に長時間を 要するあ るいは交通に 不便であ 

るという理由によるもの。 

c  単なる手指等の 負傷で、 技術的に高度の 冶療を行う必要のないもの。 

d  しばしば外泊するようなもの。 

e  患者の強要によるもの。 

口 入院の期間 

入院の期間は、 療養上必要と 認められる最少限度に 止められるべきで、 症状の程度はそれ 

ほどでなくショック 状態を呈し又は 全身状態が極度に 悪化しているものを 入院させたときは、 

その状態が快復したら 通院に切り替えるべきであ る。 また、 治ゆ 0 日まで入院するというよ 

う なものは一般に 認めるべきでない。 

(6) 移送 費   ( 通院を含む。 )  ( 昭和 37. 9. @8 基 発 951 号、 昭和 48. 2    Ⅰ 基発 48 号 ) 

移送 費 とは、 傷病労働者が 負傷 スは 傷病のため入院治療を 必要としたとき 又は転匿 せ ざるを 

得ないときに、 その医療機関まで 歩行することができない 場合又は歩行することが 極めて困難 

な 場合等に支給される 費用であ る。 

ィ 移送 ( 通院を含む。 ) の認められる 条件 

( ィ ) 災害現場から 医療機関へ移送する 場合 

㏄ ) 入院の必要が 生じ、 自宅等から医療機関に 収容する場合 

(n) 監督署長の勧告による 転 匿 ( 転地ス は 帰郷療養を含む。 以下同じ。 ) の場合 

( こ ) 担当医師の指示による 転 匿 又は対診の場合 
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( 木 ) 担当医師の指示による 退院の場合 

W へ ) 住居地ス は 勤務先からおおよそ 4 キロメートルの 範囲内にあ る当該傷病の 診療に適した 

指定医療機関へ 通院する場合であ って交通機関の 利用距離 ( 住居 地と 勤務地との間は 除 

く。 ) が片道 2 キロメートルを 超える通院 

ただし、 当該傷病の症状の 程度からみて 交通機関を使用しなければ 通院することが 著し 

く 困難であ ると認められる 者についてはこの 限りでない。 

ひ ) 住居 地 又は勤務先からおおよそ 4 キロメートルの 範囲内に当該傷病の 診療に適した 指定 
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ロ 移送費の給付の 範囲 

( ィ ) 交通機関 ( 電車、 自動車等 ) の運賃 

傷病労働者の 傷病の状況等からみて、 一般に必要と 認められるもの。 

(a) 移送に従事した 者の日当 

a  付添 看護人の日当は、 その地区における 一般看護人の 日当 額 以内とする。 

b  同一事業場の 労働者の場合は、 その労働者の 通常の労働日の 賃金以内とする。 

c  配偶者及び二親等内の 血族が移送に 従事する場合は、 日当は支給されない。 

 
 
 
 

ハ 添付書類 

移送に要した 費用の額を証明する 領収書等 

なお、 自家用自動車の 使用については 昭和 53 年 7 月 6 日付け 基発 第 386 号参照 

(7)  柔道整復師の 施術 ( 昭和 33.  12.  12 基 発 784 号、 昭和 34,  8  。 5  基 発 545 号、 昭和 41,  3  .  22 

基光 245 号、 昭和 53.  3  .  16 基 発 154 号、 昭和 5f.  7  .  6  基 発 4@9 号、 昭和 59 。 8  .  3l 基発 450 号、 

基
 

 
 

3
 

5
 

平成 10 ． 7 . 28 基 発 466 号、 平成 12. 6 。 29 基 発 436 号 ) 

柔道整復師の 施術についての 取扱いは、 本省通達に定める 範囲及び料金による。 

(8) はり、 きゅう、 マッサージ師の 施術 ( 昭和 57. 5 . 11 基発 326 一 Ⅰ 号 、 昭和 57. 

発 375 号、 平成 10 ． 7  。 28 基 発 467 号、 平成 l2.  6  。 29 基 発 437 号 ) 

はり、 きゅう、 マッサージ師の 施術についての 取扱いは、 本省通達に定める 範囲及び料金に 

よる。 

]04 休業 ( 補償 ) 給付 

， 給付事由 

休業 ( 捕償 ) 給付は、 業務上の事由又は 通勤による負傷 スは 疾病による療養のため 労働するこ 

とができないために 賃金を受けない 日の第 4 日目から支給される。 

なお、 労災保険法による 休業 ( 補償 ) 給付は、 休業第 4 日目から支給されるので、 休業第 3 日 
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目 までは「 待期 期間 ョ とされ、 この問は事業主が 基準法の規定によって 休業補償を行うことにな 
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「療養のため」とは、 労災保険法第 l3 条又は第 22 条に規定する 範囲内の療養を 行っているこ 

とであ る。 したがって、 労働福祉事業として 行う義肢の装着あ るいは外科後処置のために 医療 

機関等に入り 再手術する場合等は 療養の範囲に 属さないから、 たとえそのために 休業しても 休 

  業 ( 補償 )  給付は認められない ( 昭和 24.  2.  16 基 収 275 号、 昭和 24.  12.  15 基 収 353.5 号 )  が 

(2@ 労働不能 

イ 「労働することができないⅠとは、 必ずしも負傷直前と 同一の労働ができないというので 

はなく、 一般的に働けないことをいう。 したがって、 軽作業に就くことによって 症状の悪化 

が認められない 場合あ るいはその作業に 実際に就労した 場合には、 その賃金が休業 ( 補償 ) 

給付額よりも 低い場合であ っても、 給付の対象とはならない ( 昭和 27. Ⅱ， l4 基 災収 l86l 

白 百 ) 0 

ロ 一部労働不能の 場合 ( 通院等のため 所定労働時間の 一部 は ついて労働することができない 

場合等 ) は下記 (3) の ロ の㏄ ) によること ( 昭和 40 ・ 7 。 3l 基 発 901 号 、 昭手口 40 、 9. 15 基 災発 

@4 号 ) 。 

ハ 所定の就業時間内に 災害が発生し、 所定労働時間の 一部 は ついて休業の 事実があ る場合は、 

負傷当日を労働不能として 取り扱い休業日数に 算入する ( 昭和 27 。 8 。 8 基 収 3208 号 ) 。 

(3) 賃金喪失 

「賃金を受けない 日」とは、 労働することができないことによって、 賃金の全部を 受けない 

場合と一部を 受けない場合とがあ り、 一部を受けない 場合は次により 取り扱う ( 昭和 40 ・ 7. 

31 基 発 90@ 号、 昭和 40 ． 9 。 15 基 災発 @4 号 ) 。 

イ 災害当日 

傷病が当日の 所定労働時間内に 発生し、 療養のため所定労働時間の 一部 は ついて労働する 

ことができない 場合は、 平均賃金と実労働時間に 対して支払われる 賃金との差額の 60/100 

以上の金額が 支払われていても、 その日は「休業する 日 」として特用期間に 算入されるこ 

と。 

また、 通勤による傷病が、 所定労働時間終了前 ( 出勤時、 早退時等 ) に発生した場合につ 

いては、 その日は「休業する 日 J となるが、 所定労働時間終了後 ( 退勤時 ) に発生した場合 

たっけては、 その日は「休業する 日 」とはならないこと。 

ただし、 2 暦日にまたがる 勤務形態をとる 場合には、 出 退勤を問わず、 当該傷病発生の 日 

から休業する 日として取り 扱うこと。 
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a  待期 期間中 

  

休業最初の 3 日間 ( 災害当日を除く。 ) については、 使用者が平均質金の f6l)/100 

以上の金額を 支払った場合には、 特別の事情がない 限り休業補償が 行われたものとして 

取り扱う ( 昭和 40 ． 7  .  3@ 基 発 90@ 号 )  。 

b  時期期間後 ( 休業第 4 日目以降 ) 

平均賃金の 60/l00 以上の賃金が 支給されている 場合には、 賃金が支払われたもの 

として給付事由が 生じない ( 昭和 27. 8 . 6 基 収 3l52 号 ) 。 

㏄ ) 一部労働不能の 場合 

通院等のため 所定労働時間の 一部 は ついて労働することができない 場合で、 平均賃金と 

実 労働時間に対して 支払われる賃金との 差額の 60/l00 未満の金額しか 支払われていな 

い ときは、 その日は「休業する 日 」として休業 ( 補償 ) 給付の対象となる。 なお、 当該 差 

額 060/l00 以上の金額が 支払われている 場合には、 療養のため休業した 最初の日から 

4 日目以降の日については、 「休業する目コ に 該当しない ( 昭和 40 ・ 9 。 15 基 災発 第 14 

ニ つ 千ア J) 0 

(4) 休業 ( 補償 ) 給付を行わない 場合 

次のいずれかに 該当する場合には、 休業 ( 補償 ) 給付を行わない。 

イ 懲役、 禁 鏑 若しくは拘留の 刑の執行のため 若しくは死刑の 言渡しを受けて 監獄に拘置され 

ている場合、 労役場留置の 言渡しを受けて 労役場に留置されている 場合又は監置の 裁判の執 

行のため監置場に 留置されている 場合 

ロ 少年法 ( 昭和 23 年法律第 l68 号 ) 第 24 条の規定による 保護処分として 少年院若しくは 教 

護院に送致され、 収容されている 場合又は売春防止法 ( 昭和 31 手 法律 第 Ul8 号 ) 第 17 条の 

規定による補導処分として 婦人補導 院 に収容されている 場合 
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訳 すること。 また、 事業主の証明及び 診療担当者の 証明を要する 事項についても 併せて確認する 

- し と 0 

なお、 事業主の証明については、 第 2 回目以後の請求が 離職後であ る場合には、 当該請求が離 

敵前に係る休業期間を 含む場合を除き、 必要ないものであ るこ と 
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休業 ( 補償 ) 給付の額は、 一日にっき給付基礎日額の 60/100 に相当する額であ る。 

ただし、 業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾病に よ る療養のため 所定労働時間のうち、 

その一部分についてのみ 労働した日に 係る休業 ( 捕償 ) 給付の額は、 給付基礎日額から 実際に 

労働した部分の 賃金額を差し 引いた額の 60/100 であ る 

一部休業日 は ついての 一部休業日の 方勧に 対し 
      給付基礎日額 一 

休業 ( 補償 ) 給付の額 支払われる賃金の 額 00llll 60 
この場合の給付基礎日額は、 年齢階層別の 最高限度額の 適用がないものとした 場合の給付日 

額であ る ( 労災保険法第Ⅱ 条 第 l 項ただし 書 ) 。 

(2) 端数処理 

休業 ( 補償 ) 給付額の算出において、 給付基礎日額に 100 分の 60 を乗じて休業Ⅰ口分の 休業 

( 補償 ) 給付の確定金額を 算出し、 その額に j 円 未満の端数を 生じた場合には、 その端数金額 
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4  % 付 基礎日額 ( 平均賃金 ) 

給付基礎日額とは、 原則として基準法第 @2 条に規定する 平均賃金に相当する 額であ るが、 平均 

賃金に 棺当 する額を給付基礎日額とすることが 適当でないと 認められる場合は、 政府が算定する 

額を給付基礎日額とする ( 労災保険法第 8 条 ) 。 

なお、 給付基礎日額に @ 円 未満の端数があ る場合は、 これを」円に 切り上げる ( 労災保険法第 

8 条の 5 ) 。 

(1) 平均賃金の計算方法 

イ 需用労働者の 場合 

(,0) 原則的計算方法 

平均賃金は、 算定事由の発生した 日以前 3 か 月間にその労働者に 対して支払われた 賃金 

総額を、 その期間の総日数 ( 暦日数 ) で除した額であ る ( 基準法第 12 条 ) 。 

この場合、 賃金締切目があ るときは、 算定事由発生の 日の直前の賃金締切日から 遡って 

3 か 月間をとることになる   

の ) 最低保障平均賃金 

日給、 時間給、 出来高払給及びその 他の請負給の 場合には、 前記 ( ィ ) の平均賃金算定 

期閣内に支払われた 賃金総額を、 その期間中に 実際に労働した 日数で除し、 これに 100 分の 
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60 を乗じて計算した 額と 、 前記 ( ィ ) の原則的計算方法とによって 得た額を比較して、 高い方 

を 平均賃金とする。 

( の W ィ ) とひ 70 混合した平均賃金 

賃金の一部が 日給、 時間給、 出来高払結政 ぴ その他の請負 給 で、 他に月ぎめの 賃金 ( 例 

えば家族手当 ) があ る場合には、 月 ぎめ賃金 は ( ィ ) の方法で得た 額 と日給等のものは ( のの 

方法によって 得た額の合算額が 最低保障平均賃金となる。 

なお、 この場合 け ) の 原則的方法によって 得た 額 とを比較して 高 い 方を平均質金とする。 し ) 総日数度 ぴ 賃金総額から 控除す る も 

平均賃金の算定期間のうちに、 次の期間があ る場合には、 その日数とその 期間中の賃金 

はともに計算の 塞礎から除く。   

a  業務上負傷し 、 又は疾病にかかり 療養のために 休業した期間 ( 基準法第 レ条 第 3 項 第   

Ⅰ 百 ロ ) 

b
 産前産後の女性が 基準法第 f65 条の規定によって 休業した期間 ( 基準法第 l2 条第 3 項 第 

2 号 ) 

c  使用者の責に 帰すべき事由によって 休業した期間 ( 基準法第 12 条第 3 項第 3 号 ) 

d  育児休業、 介護休業等育児又は 家族介護を行う 労働者の福祉に 関する法律第 2 条第 @ 

号に 規定する育児休業又は 同条第 2 号に規定する 介護休業をした 期間 ( 基準法第 ]2 条 第 

3 項第 4 号 ) 

e  試の使用期間 ( 基準法第 @2 条 第 ・ 3 項第 5 号 ) 

f  組合事務専従中の 期間 ( 昭和 24. 8 。 @9 基 収 1351 昔 、 昭和 25    5 . 19 基 収 62l 号、 

昭和 26. 8 . 18 基 収 3783 号 ) 

9  労働争議により 正当に罷業若しくは 怠業 し 又は正当な作業場閉鎖のため 休業した期間 

( 昭和 29.  3  .  31 其奴 4240 号 ) 

h  激甚災害 法 第 25 条の雇用保険法による 求職者給付の 受給期間 ( 昭和 39. 12. 24 基 収 

8881 号 ) 

;  じん肺に関連するとみられる 休業期間 ( 昭和 45. 5 . l4 基 発 375 号 ) 

ロ 常用労働者に 関する特例 

基準法第 12 条第 8 項に該当する 場合のように、 原則的な算定方法によってはその 平均賃金 
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佳 されているので、 被災労働者又は 被災労働者を 雇用している 事業主等から 平均賃金に係る 

決定申請書を 提出させ、 当該決定を経たうえで、 給付事務を進める 必要があ る。 
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決 定 事 由 項 目 平 均 賃 金 の 算・定 方 法 

    賃金水準の変動がなり 場合基準法第 @2 条第 3 項 第 l 与一第 3 号により休業した 最初の日を事由発生日とみ 
なし、 休業双 3 箇月間を算定期間として 算定する。 

休業双 3 箇月間の賃金総額 + 算定期間の総日数 = 平均賃金 

基準法第 @2 条 第                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

3 項第 l 号 一 第 2. 当該事業場で @ 0% 以上の 事由発生日前 3 箇月間に同一業務に 従事した者に 支払われた賃金総額 
3 号の控除期間 賃金水準の変動があ る場合 同一業務に従事した 労働者数Ⅹ算定期間の 総日数 

が 、 事由発生日                                                                                                                                                                                                                                                                                                               

以前 3 箇月以上 3. 上記 2 によって算定した 上記 2 によ づて 算定した金額と 体業前 3 箇月間に同一業務に 従事した労働者に 
にわたるもの 平均賃金が妥当を 欠く場合 っ い て、 上記に準じて 算定した金額 (3 とする ) との比率を求め 1 により算定 

した当該労働者の 平均賃金の額に 当該比率を乗じて 得た金額を平均賃金とする 

ことができる。 

@ X 7/3 丁平均賃金 

1 。 一定額の賃金が 予め定めら ィ ．稼働率が明らかであ る場合 ( 当該労働者に 予定されていた 稼働率又は当該 

雇人当日の平均 れている場合 事業場の同種労働者の 稼働率 ) 

賃金 ( 予め定められたものとは、 家 ①月額 + 年間平均Ⅰ箇月間の 総日数 (3 0) 

族 ・通勤等の諸手当を 含む。 ② 日額 
精 皆勤手当等の 不確定のもの A  年間平均の l 箇月間の所定労働日数が 把握できる場合 
は 含まない。 ) 年間平均の l 箇月間の所定労働日数 

日額 X 
年は 明二 均 Ⅰ箇月間の総日数 (3 0) 

B  年間平均の @ 箇月間の所定労働日数が 把握できない 場合 
( き ; 亥 業種の平均稼働率とは、 日額 X  当該業種の平均稼働率 ( 建設業は 2 2/3 0) 
当該地域の標準的な 事業場を ③ 時は @% 台 
調査し平均を 取る。 ) 当該事業場の 所定労働時間数により、 月額 X は日額を算出し、 

①又は②にょり 算出する。 

ロ ．稼働率が不明の 場合 

日給額 X  6/  7   
2 。 一定額の賃金が 定められて当該事業場において 同一業務に従事した 労働者の一人平均の 賃金額により 推算 

いない よ易合 すること 

過去 3 箇月間に同一業務に 従事した者に 支払われた賃金総額 

同一業務に従事した 労働者数 X 算定期間の総日数 

    全ての日に稼働している 場 算定期間中に 支払われた賃金の 総額をその期間の 総 び替 日数で除した 金額に 7 分 

ム口 06 を乗じて算定した 金額をその平均賃金とする。 

( 算定期間から 控除期間を除い 算定期間中の 賃金総額 

た 場合の期 罹肋辺 週間未満を 算定期間の総日数   一   ch> 7                         
2 週間未満 含むり   

2. 短時 稽覗 先方・長時間残業 そ 都道府県労働局長が 過去に当該事業場において、 当該労働者と 同種の業務に 従 
の他 通常の労働と 著しく異な事した 労働者の労働時間数等を 勘案して、 通常の労働に 封 ずる賃金額に 修正し 

" 銃 て 算定した金額をその 平均賃金とする。 

  賃金の全部又は - 部が月によっ イ ．賃金の全部が 月によって定められている 場合 

月給 帝便一 賃金 て 定められ、 かっその期間中の 月給の総額 -  3 0 0 暦日数 ) . 三 平均賃金 

算定期間未満 欠勤日数に応じて 減額されない ロ ．賃金の - づ ほ が月によって 定められている 場合 
場合において 算定期 宿肋 Ⅰ 一 賃金   同定の賃金 + 

算定期間に満たない 場合 30 Ⅰ 暦 暦日数算定期間の その他の賃金 総日数三平均賃金 
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決定 事 由 項 目 平 均 賃 金 の 算 定 方 法 

業務外による 休 休業期間中もしくは 再出勤当日 使用者の責めに 帰すべからざる 事由によって 休業した 期は肋 。 、 平均賃金を算定 

葉期間が 3 箇月 に算定事 ぬが 発生した場合 すべき事由の 発生した日以前 3 箇月以上にわたる 場合の平均賃金、 決定基準は 、 

以上 「基準法 方髭 うま 鞍り 第   4 条の基準」を 準用すること 

賃金総額が不明 @. 賃金額について 明確な定め イ ・平均賃金を 算定すべき事由の 発生した 日 又はその日の 属する賃金算定期間 

がなされていないか 又は雇人 において当該事業所で 同一業務に従事した 労働者一人平均の 賃金額により 推 

後の期 嗜肋 。 短いため実際に 受 第 
けるべき賃金額が 明らかでな ロ ，平均賃金を 算定すべき事由の 発生した日に 当該事業所所在地区又はその 地 
" ょ 碁会   区 と生産水準又は 物価事情を同じくすると 認められる他の 地区における 国 

種 、 同規模の事業所において、 同一業務に従事したう 牢 勘者一人平均の 賃金額 

により 推第 

以下へ省略 ( 昭和 29 年 @ 月 l5 日付 基発第 Ⅰ 号 通達 ml 賂丘 の 二 ( 一 ) (3X4X5X6 惨 
照り。   

2. 賃金支払 額は ついての記録 イ ．当該労働者が 過 妊 定期間に受けた 賃金額について、 本人若しくはその 家   
力 。 / よいか、 又は記載が日モ 完全 族 が記録しているか、 又は使用者との 間に確認している 場合にはその 金額に 

であ るため賃金の 総額が明ら より 推簾 

かでない場合 ロ ．当該労働者につき 過去一定期間に 支払った賃金額について、 使用者に明確 

な 記録があ る場合にはその 金額により 推簾 

以下、 省略 ( 昭和 29 年 j 月 @5 日付 基発第 1 号 通達別紙の二 ( 二 ) (3X4X5@ 

腱 。 

日給 希肋 、 3 月給 制 に変更された 平均賃金の算定期間中にその 賃金支 ま m ラ 態が変更された 場合には、 次の算式に 
賃金形態の変更場合の 最低保障額 よって算定した 金額を最低保障額とする 

(w/rx60/100xr)@ +@ (W/TxT) 

Ⅰ 十 T 

w 二日給総額 W= 月給総額 t 二日給期間 丁 二月給期間 
Ⅰ二日給期間中の 実労働日数 月額で賃金が 定められ、 欠勤日 賃金の 円 もしく 掛 が 月 ・ 週 ・その他一定の 期間によって 定められている 

日給月給等の 数もしくは欠勤時間数に 応じで 場合の平均賃金は 、 次の各号の一によってそれぞれ 計算した金額の 合計額とす 

場合の最低保障 減額されたⅠ房舎 る 。 ( イ + ロ + 八 ) 

( 算定期 眉助 く四週間に満たない イ ．賃金の一部が 労働した日もしくは 時間によって 算定され、 又は出来高払 制 
ものは除く ) によって定められた 場合 

( 日 ・時間，出来高の 賃金総額 モ 算定期間の労働日数 ) x0. 6 

注 ロ ．賃金の - 部 又は全部が月・ 週 ・その他の一定期間によって 定められ、 かつ 
法第 lm 条 第 l 項 - 第 6 項の規 その一定の期間中の 欠勤日数もしくは 欠勤時間数に 応じて減額された 場合 
定によ り算定した額が 当該 規 欠勤しなかった 場合に受けるべき 賃金の総額 6  0   
是 によって計算した 金額を下 算定期間の所定労働日数 1  0  0 

回る場合のみ 適用すること。 ハ ．賃金の一部 x は全部が月・ 力 ・その他一定の 期間によって 定められ、 かつ 
その一定の期間中の 欠勤日数もしくは 欠勤時間数に 応じて減額されなかった 

場合 
減額されない 賃金の総額 キ 算定期間の総日数 

 
 

O
 
4
  
 



八 日雇労働者の 場合 

「日日雇い入れられる 者」については、 その就労状態から 一般常用労働者と 同一の取扱い 

をすることが 難しいことから、 特に労働大臣が 別に定める金額を 平均賃金とする ( 昭和 38 労 

働省告示第 52 号 ) 。 

(,D) 平均賃金を算定すべき 事由の発生した 日以前 @ か 月間にその事業場に 使用された期間が 

あ る場合には、 その期間中に 支払われた賃金の 総額をその期間中に 日雇労働者本人がその 

事業場で労働した 日数で除した 金額の @0(@ 分の 73 を平均賃金とする。 

(a) (7) により算定できない 場合には、 平均賃金を算定すべき 事由の発生した 日以前 j か 月 

間にその事業場で 同一業務に従事した 同僚の日雇労働者に 対して支払われた 賃金の総額を 

その期間中にこれら 日雇労働者がその 事業場で労働した 総日数で除した 金額の @00 分の 73 

を平均賃金とする。 

( の ( の又は (D) により算定できない 場合や日雇労働者又は 使用者が ( ィ ) 又は W 口 ) の算定方法に 

より算定することを 不適当と認めて 申請した場合には、 労働局長が定める 金額を平均賃金 

とする。 

(--) 六大港の港湾運送事業に 使用される日雇労働者のうち 一定の職業に 従事するものについ 

ては (,0) 、 け ) 又は ( ハ ) によらず一定の 額の平均賃金が 定められている。 但し、 当該日雇 

労働者又は使用者が 当該平均賃金額とすることを 不適当と認めて 申し出た場合に ( ィ ) 一 ( 八 ) 

により算定できるときは、 その金額とする。 

二 年俸 制 通用労働者に 係る平均・賃金の 算定について 

年俸 制 で毎月払い部分と 賞与部分を合計して 予め年俸 額 が確定している 場合の平均賃金の 

算定については、 賞与を含めた 年俸 額の 12 分の 1 を 1 か 月の賃金として 平均賃金を算定する 

ものであ る ( 平成 12 年 3 月 8 日付け其奴第 78 号の 2)   

(2) 給付基礎日額の 特例 

前記 イの 平均賃金に当たる 額を給付基礎日額とすることが 適当でないと 認められるときの 政 

府が定める給付基礎日額は 、 次のように算定される。 

イ 平均賃金の算定基礎期間中に 通勤災害その 他の業務外の 事由による私傷病の 療養のために 

休業した期間があ る場合に、 平均賃金に相当する 額が、 その休業した 期間及びその 期間中に 

受けた賃金の 額を平均賃金の 算定基礎期間及びその 期間中の賃金の 額から控除して 算定した 

平均賃金に相当する 額に満たない 場合には、 後者の額を給付基礎日額とする。 

( 参 考 ) 

@ か 同 33 万円の賃金を 受けている労働者が、 平均賃金算定基礎期間中に 交通事故による 

傷病の療養のため 10 日間会社を欠勤し、 その間の賃金 (@0 万円 ) を受けなかった 場合の計 
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け ) 平均賃金の算定基礎期間中の 賃金から控除する 賃金の額は 、 いわ める月給制の 賃金を受 

ける労働者については、 当該賃金の額をその 私傷病の療養のために 休業した期間を 含む 月 

の 暦日数で除して 得た額に当該私傷病の 療養のため休業した 期間の日数を 乗じて得た 額 

( 平均賃金の算定基礎期間中の 複数の月に私傷病の 療養のため休業した 日が含まれている 

ときは、 各月ごとに以上により 算定した額の 合計額 ) とする。 

( 参 考 ) 

上記の参考 例 で、 月給制の賃金を 受けている労働者が、 8 月 30 日に業務災害を 被った 

場合、 平均賃金の算定基礎から 控除する賃金額 ( 賃金締切目が 毎月末日の例 ) 

a  当該労働者の 私傷病による 休業期間が、 6 月 l0 日から 6 月 @9 日までの場合 

円
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円
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b  私傷病による 休業期間が 6 月 27 日から 7 月 6 日までの 2 月にまたがる 場合 
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(n) 平均賃金算定基礎期間中に 私傷病の療養のため 休業した期間の 日数 及ぴ その期間中の 賃 

金の額については、 請求書記載の 事業主の証明事項により 確認すること。 事業場の閉鎖等 の 理由により事業主の 証明が得られない 場合には、 適宜の方法によりその 確認を図 る と 

W) 日雇労働者については、 その平均賃金の 算定方法からみて、 上記の特例措置の 適用の余 

地 はな い こと。 

ロ じん肺にかかったことにより 保険給付が行われる 場合の給付基礎日額は、 疾病発生の日を 

平均賃金を算定すべき 事由発生日として 計算した 額と 、 作業転換により 粉じん作業以外の 作 

業に従事した 日を平均賃金の 算定事由発生日として 算定された 額 とを比較して 高い方の額と 

する。 
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ては、 ハ の場合に該当するものとして、 上記 イ の場合に準じて 取り扱うこと ( 昭和 52. 

3  .  30 基発 192 号 )  。 

㏄ ) 請負 給制 によって使用される 漁業及び林業労働者の 平均賃金は、 原則として平均賃金を 

算定すべき事由の 発生した日以前のⅠ年間について 算定する ( 昭和 57. 4. 1 基 発 218 

ロ 百 ) つ 
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( の 振動障害にかかったことにより 保険給付が行われる 場合の給付基礎日額は、 疾病発生の 

日を平均賃金を 算定すべき事由発生日として 計算した 額と 、 振動業務以外の 業務に常時 従 

軍 することとなった 日を平均賃金の 算定事由発生日として 算定した 額 とを比較して 高い方 

の額 とする ( 昭和 57. 4 . 1 基 発 2 Ⅰ 9 号 ) 。 

    二 前記① 及ひ (2@ の イ 一ハの方法による 平均賃金柑老顔 が則 第 9 条に定める自動変更対象 額 

( 平成 12 年 8 月Ⅰ日から平成 l3 年 7 月 31 日 までは 4, 230 円 ) に満たない場合は、 給付基礎 

日額は 4,230 円とする。 

ホ 給付基礎日額がスライドされる 場合については、 平均賃金相当額に 通算スライド 率を乗じ 

た 額が 4,230 円以上であ るときは平均賃金相当額を 用い、 平均賃金柑老顔に 通算スライド 

率を乗じた額が 4,230 円未満であ るときは、 スライド後の 給付基礎日額が 4,230 円となる よう 

4,230 円を通算スライド 率で除して得た 額を用いる。 
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㈹ 調整率 

休業 ( 補償 ) 給付と厚生年金保険等の 年金とが併給される 場合の調整率は 傷病 ( 補償 ) 年金 

の場合と同一の 率であ り、 具体的には併給される 厚生年金保険等の 年金の種類に 応、 じ 次のと お 

りとなる ( 労災保険法第 l4 条第 2 項及び第 22 条の 2 第 2 項、 施行令第 @ 条、 施行令附則 6   

9 ) o 

厚生年金の障害 

併給される社会保 厚生年金及 び国 厚生年金の障害 国民年金の障害 

険の年金の種類 民 年金の障害 基 厚生年金 基礎年金 

捷年金 

調 整 率 0 ・ 73 0 ・ 86 0. 8g 

なお、 国民年金法 等 の一部を改正する 法律 ( 昭和 60 年法律第 34 号 ) による改正前の 厚生年金 

保険法、 船員保険法又は 国民年金法の 規定による年金が 併給される場合についても、 同様に次 

の表の調整率を 乗じて減額して 支給される。 

  併給される社会保改正前の 厚生年改正前の 船員 保   改正前の国民年   
金
 
年
 

9
 

 
 の
 
金
 

金
 
年
 

5
 

害
 

Ⅰ
 

障
 

0
 

の
 
険
 

金
 
年
 

5
 

害
 

Ⅱ
 

障
 

0
 

の
 
金
 

率
 

類
 
種
 

 
 
年
 
の
 険
調
 

一 43 一 



年
も
 

生
り
 

屋
よ
 

る
額
 

れ
 

の
 

さ
り
 

 
 り

じ
 

よ
減
 

に
 

ち
 

由
か
 

事
額
 

の
の
 

一
村
 

田
給
 

 
 
が
償
 

額
捕
 

の
 

（
 

行
業
 

結
体
 

）
 

の
 

償
前
 

 
 業

を
 

抹
額
 

た
る
 

し
す
 

 
 て

に
 

 
 

 
 限

調
額
 

整
 

の
の
 

調
 

Ⅲ
 

等
 
金
 

 
 
2
 
 
 

下回る場合には、 その残りの額をこの 場合の休業 ( 補償 ) 給付の額とすること ( 施行令弟Ⅰ 

条 ) 。 

(3@ 支給の有無及び 支給額の確認等 

イ 厚生年金保険等の 年金の支給の 有無の確認 

休業 ( 補償 ) 給付の支給請求書又は 請求人からの 聴取等により、 厚生年金保険等の 年金の 支給の有無を 確認し、 調整を行うかどうかを 決定するこ と 

この場合において、 休業 ( 補償 ) 給付の請求の 際にいまだ厚生年金保険等の 年金の請求を 

行っていない 者及び請求は 行っているがいまだ 裁定が行われていない 者 ( 以下「未裁定の 者Ⅰ 

という。 ) については、 その者が厚生年金保険等の 年金の支給要件等を 満たしているかどう 

かを年金の場合に 準じて判断し、 調整を行うかどうかを 決定すること ( 昭和 52. 8 , 20 事務 

連絡 ) 。 

ロ 厚生年金保険等の 年金の支給額の 確認 

既に厚生年金保険等の 年金の裁定を 受け、 その支給額が 決定している 者については、 休業 

( 補 償 ) 給付の支給請求書又は 請求人からの 聴取等により、 厚生年金保険等の 年金の支給額 

を 確認すること。 

ただし、 未裁定の者であ って調整を行うこととしたもの ( 以下「未裁定調整対象者」とい 

う " ) については、 この過程は除かれる ( 昭和 52. 8 . 20 事務違格 ) 。 

八 休業 ( 補償 ) 給付の支給額の 決定 

休業 ( 補償 ) 給付の所定額に 調整率を乗じて 得た 額 と調整限度額とを 比較して、 休業 ( 捕 

償 ) 給付の支給額を 決定する。 

なお、 未裁定調整対象者については、 休業 ( 補償 ) 給付の所定額に 調整率を乗じて 得た 額 

を 支給すること ( 昭和 52 。 8 . 20 事務連絡 ) 。 

ニ 体 業 ( 補償 ) 給付の支給 

未裁定調整対象者については、 請求を行えば 厚生年金保険等の 年金が支給される 可能性が 

あ ること、 裁定の結果、 厚生年金保険等の 年金が支給されないこととなった 場合及び支給さ 

れることとなったが 調整限度額の 適用があ る場合には、 その旨を申し 出れば不足額の 追給が 

行われること 等を説明する       ( 昭和 52. 8 . 20 事務連絡 ) 。 

6  傷病 ( 補償 ) 年金と体業 ( 補償 ) 始付 との関係 

休業 ( 補償 ) 給付を受けている 者について傷病 ( 補償 ) 年金の支給事由が 生じた場合には、 そ 
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の 支給事由の生じた 月の末日まで 引き続き休業 ( 補償 ) 給付が行われる。 また、 傷病は冶 ゆ しな 

いが、 その傷病による 障害の程度が 傷病等級 去 に掲げる障害の 程度に該当しなくなったため 傷病 

( 補償 ) 年金の受給権 を失った労働者に 対しては、 その受給権 を失った月の 翌月から、 必要に応 

じ 体業 ( 補償 ) 給付が行われる。 

子 スライド制 

Ⅲ 休業 ( 捕償 ) 給付の額の算定に 用いる給付基礎日額 ( 以下「休業給付基礎日額Ⅰという。 つ 

め スライドとして、 算定事由発生日 ( 労災保険法第 8 条 第 @ 項の算定事由発生日をいう。 ) の 

属する四半期 ( スライドされた 場合にあ っては、 スライド改定時の 前々四半期 ) の平均給与額 

( 毎月勤労統計における 調査産業の毎月きまって 支給する給与の 労働者Ⅰ 人 当たりⅠ か 月平均 

額 をいう。 )  0  @00 分の @10 を超え ス は 100 分の 90 を下回るに至った 場合に、 その比率を基準 

として労働大臣が 定める率を労災保険法第 8 条の給付基礎日額 ( スライドされた 場合にあ って 

は 、 スライド後の 額 ) に乗じて得た 額を、 当該四半期の 翌々四半期の 初日以後に支給事由が 生 

じた休業 ( 補償 ) 給付に係る休業給付基礎日額とする。 

なお、 スライド率の 算出に当たり、 各四半期における 平均給与額は、 毎月勤労統計における 

四半期ごとの 労働者 @ 人当たりの毎月きまって 支給する給与の @ か 月平均額による ( 例 1 参 

照 ) 。 

(2) 平成 2 年 @0 月 @ 日以前に適用されていた 平成 2 年改正前の法 ( 以下旧法という。 ) の規定に 

よりスライドされた 休業 ( 補償 ) 給付をスライドさせる 場合には、 当該旧法の規定による 最後 

の スライド改定時の 四半期の双々四半期 ( 日日雇い入れられる 者にあ っては、 スライド改定時 

の 四半期の属する 年の前年の 7 月から 9 月までの期間 ) の平均給与額を 基礎としてスライド 率 

を 算定し、 当該旧法の規定によるスライド 改定時の休業 ( 補償 ) 給付の額の 60 分の 100 に当該 

算定したスライド 率を乗じることによりスライドさせる ( 例 2 参照、 ) 。 

(3) 平成 2 年 10 同 l 日以前に支給事由が 生じた休業 ( 補償 ) 給付の額については、 同日以後に支 

払われる場合であ っても、 旧法の規定により 算定した額による ( 例 2 参照 ) 。 
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8  休業給付基礎日額の 年齢階層別の 最低限度額及 び 最高限度額 

療養を開始した 日から起算して @ 年 6 か 月を経過した 者に支給する 休業 ( 補償 ) 給付に係る休 

業 給付基礎日額については、 一般的労働者の 年齢階層別の 賃金構造の実態等に 基つき、 年齢階層 別の最低限度額 及ひ 最高限度額が 定められているが、 その内容は以下のとおりであ る 

㈹ 療養を開始した 日から起算して ] 年 6 か 月を経過した 日とは、 療養の開始の 日の属する月の 

翌月から起算して @8 か 月目の月において 当該療養の開始の 日に応答する 日 ( 応労 する日がな い 

場合には、 当該 18 か 月目の月の末日の 翌日 ) であ る。 

(2) 被災労働者の 年齢の計算については、 四半期の初日における 被災労働者の 年齢をもって 当該 
  

四半期の当該被災労働者の 年齢とする。 

(3) 年齢階層別の 最低限度額及 び 最高傾度額は、 労働者の年齢階層別の 賃金の実態に 基づき毎年 

算定され、 その額に毎年の 賃金水準の上昇 分 が反映されていることから、 スライドされた 休業 

給付基礎日額についても 最低限度額 及ぴ 最高限度額が 適用される。 

㈲ 休業給付基礎日額の 算定は、 労災保険法第 8 条の 2 差 @ 項の体 業 給付基礎日額 ( スライド制 

を適用すべき 場合はスライド 後の額 ) と被災労働者の 年齢の属する 年齢階層の最低限度額及び 

最高限度額とを 大小比較して 次のとおり行われる。 

  最低限度額 ニ 労災保険法第 8 条の 2 第 l 項の休業給付基礎日額 二 最高限度額のとき - 労災 

保険法第 8 条の 2 第 @ 項の休業給付基礎日額 

最低限度額 ノ 労災保険法第 8 条の 2 第 l 項の体 業 給付基礎日額のとき…最低限度額 

最高限度額 く 労災保険法第 8 条の 2 第 Ⅰ項の休業給付基礎日額のとき…最高限度額   

(5) 年齢階層別の 最低限度額及び 最高限度額は、 毎年、 前年の賃金構造基本統計調査の 結果に基 

づき、 その年の 8 月から翌年の 7 月までの 月 分の休業給付基礎日額に 適用されるものが 当該 8 

月の属する年の 7 月 31 日までに官報に 告示されるが、 平成 12 年 8 月」 日一 13 年 7 月 31 日までの 

休業給付基礎日額に 適用される年齢階層別の 最低限度額及び 最高限度額は、 次表に示すとおり 

であ る。 

最高 限度額 

@ 3 .  2 2 4 円 
l 3 ,  2 2 A 円 
l 3 .  2 6 7 円 
l 6 .  6 7 2 円 
@ 9 .  1 5 1 円 
2 1 , 4 6 4 円 

2 2 . 6 0 2 円 

2 4 . 2 9 2 円 

2 3 . 9 2 0 円 

2 0 .  6 1 2 円 

l 5 ,  1 2 6 円 
@ 3 ,  2 2 4 円 

年齢階層の区分 最低限度額 

20 歳未満 4 ,  2 9 2 円 
20 歳以上 25 歳未満 5 . 2 9 2 円 

25 歳以上 30 歳未満 6 ,  l 5 2 円 
30 。 歳 以上 35 歳未満 6 . 9 8 4 円 

35 歳以上 40 歳 未満 7 . 3 9 6 円 

40 歳以上 45 歳未満 7 , 4 4 0 円 

45 歳以上 50 歳未満 7 ,  3 4 7 円 
50 歳以上 55 歳未満 7 ,  1 3  1 円 

55 歳以上 60 歳未満 6 . 5 6 4 円 

60 歳以上 65 歳未満 4 , 4 9 0 円 

65 歳以上 70 歳 未満 4 , 2 3 0 円 

70 歳 以上 4 , 2 3 0 円 
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9  通勤災害における 一部負担金の 減額 
  

通勤災害により 療養給付を受ける 者に休業給付を 支給する場合は、 最初に支給事由の 生じた日 

の分に係る休業給付の 額から一部負担金相当額を 減じた額を支給すること。 

ただし、 休業給付を受けない 者等については、 一部負担全を 徴収しない。 

なお、 通勤災害における 一部負担金の 徴収事務については、 後記 60¥ 以下を参照のこと   

10 請求書審査上の 要点 

休業 ( 補償 ) 給付支給請求書の 内容審査に当たっては、 前記 l02 「共通的審査二 のほか、 次 

の点に留意して 審査を行うこと。 

㎝ 休業 ( 補償 ) 給付の支給事由の 有無 

休業 ( 補償 ) 給付の支給事由は、 前記 1 のとおりであ るので、 その事由に該当するか 審査す 

ること。 

イ 業務上 外 又は通勤災害該当の 有無については、 「負傷又は発病年月日」 と「災害の原因 及 び 発生状況 ョ 及びその事業の 業態又は通勤の 態様等から判断するこ と 

ロ 「療養ため」については、 「傷病の部位 及ぴ 傷病名」、 r 療養の期間」 、 「傷病の経過」 

等によって確認すること。 

ハ 「労働不能」については、 「労働者の職種」、 「傷病の部位及び 傷病名 J 、 「療養の期 

問 」、 「傷病の経過」等から「療養のため 労働することができなかったと 認められる期間 ョ 

が妥当であ るかを判断すること。 

ニ 「賃金喪失」については。 上記 ロ、 ハ 及び「負傷又は 発病年月日 J    「賃金を受けなかっ 

た 日数ョ等から 判断すること。 
  

(2) 給付すべき額の 算定 

イ 休業期間については、 「負傷又は発病年月日」、 「療養のため 労働することができなかっ 

たと認められる 期間」等から 確認すること。 

なお、 待期 期間の計算を 誤らないよう 注意すること   

口 絵付基礎日額については、 「負傷又は発病年月日Ⅰ   「雇人年月日」、 「賃金支給方法」 

等を確認して 算定期間を誤らないよう 注意すること。 

なお、 給付基礎日額 ( 平均賃金 ) の算定に当たっては、 前記 4 に十分留意すること。 

]05 障害 ( 補償 ) 給付 

]  給付事由 

障害 ( 補償 ) 給付は、 労働者が業務上の 事由 スは 通勤による負傷 スは 傷病が治ったときに 身体 

に 障害が存する 場合に、 その障害の程度に 応じて行うものであ り、 障害補償の対象となる 障害の 
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程度は、 労災別別表 第 Ⅰ 「障害等級 表 」に定められている。 

Ⅲ 障害 ( 補償 ) 給付は、 障害による労働能力の 喪失に対する 損失てん補を 目的とするものであ 

るから、 負傷又は疾病が 治ったときに 残存する当該傷病と 相当因果関係を 有し、 かつ、 将来に 

おいても回復が 困難と見込まれる 精神的又は身体的なき 損 状態であ って、 その存在が医学的に 

認められ、 労働能力の喪失を 伴うものを障害補償の 対象としているものてあ る。 

(2@  「 沿 ったときⅠとは、 傷病に対して 行われる医学上一般に 承認された治療方法 ( 以下「療養」 

という。 ) をもってしても、 その効果が期待し 得ない状態 ( 療養の終了 ) で、 かつ、 残存する 

症状が自然的経過によって 到達すると認められる 最終の状態 ( 症状の固定 ) に達したときをい 

・つ したがって、 障害の程度の 評価は、 原則として療養効果が 期待し得ない 状態となり、 症状 

が 固定したときにこれを 行うこととなる。 

(3)  r 労働能力」とは、 一般的な平均的労働能力をいうのであ って、 被災労働者の 年齢、 職種、   

利き腕、 知識、 経験等の職業能力的諸条件については、 障害の程度を 決定する要素とはなって 

いない。 

2  給付の種類と 請求手続 

障害 ( 補償 ) 給付は、 障害等級に応じ 年金 ( 1 級 一 7 級 ) とⅠ時合 (8 級 一 M 級 ) とに区分さ 

れる。 

障害 ( 補償 ) 給付の支給を 受けようとする 者は、 所定事項を記載した 障害 ( 補償 ) 給付支給 請 

永喜 ( 告示様式 第 10 号スは 第 16 号の 7) を監督署長に 提出する ( 労災 則 第 14 条の 2 又は第 18 条の 

8 ) 。 

3  請求書審査上の 要点 

障害 ( 補償 ) 給付支給請求書の 内容審査に当たっては、 前記 102 「共通的審査」のほか、 次の 

， 点に留意して 審査を行うこと。 

Ⅲ 傷病が治ったこと 及び 沿 った日並びにその 治ったときにおける 障害の部位及び 状態に関する 

医師ス は 歯科医師の診断書が 添付されているか。 

(2) 障害の立証上必要な X 線写真その他必要な 書類が添付されているか。 

(3) 障害を受けた 同一部位に既存の 障害があ る場合は、 その部位及び 状態が明示されているか。 

目 ) 厚生年金保険等の 受給関係は 、 誤りなく記載されているか。 

なお、 障害 ( 補償 ) 給付支給請求書が 提出された場合は 仮に、 請求書に添付された 診断書に障 

害 等級に該当しない 旨の記載のあ る場合であ っても、 受付けた上で 支給又は不支給の 決定を行 

うこと。 

また、 療養効果が期待し 得ない状態であ っても、 症状の固定に 至るまでにかなりの 期間を要 
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すると見込まれるものもあ り、 この場合、 医学上妥当と 認められる期間を 待って、 障害の評価 

をすることとなるが、 この場合であ っても、 障害 ( 補償 ) 給付支給請求書が 提出された場合は 

これを受付け、 受付けの保留をしないこ と 

なお、 症状の固定の 見込みが 6 ケ月 以内に認められないものにあ っては、 療養の終了時にお 

いて将来固定すると 認められる症状によって 等級を認定すること。 

4  障害等級の認定 

監督署長は受理した 請求書に基づいて、 その障害が労災別別表第 l の 「障害等級 表 Ⅰの同級 に 

該当するか認定すること。 
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ハ 特に機能障害の 原因が明確でな い 場合や精神・ 神経の障害の 場合等については、 診断書に 

すべての障害の 状態が記載されていない 場合もあ り、 診断書の記載が 十分でないと 判断され るものについては 被災労働者の 主訴についても 聴取する必要があ る と 

二 複数の障害が 認められる場合は、 準用・併合の 取扱いを十分検討すること。 ホ 既存障害があ る場合は、 加重の取扱いを 十分検討するこ と 

へ 災害の原因、 障害の状態等から 見て被災労働者の 生年月日、 住所、 職種、 災害発生状況、 

既存障害の有無、 その他必要な 事項を被災労働者本人や 事業主等から 聴取すること。 

@2) 認定の方法 

障害等級の認定に 当たっては、 診断書、 労災医員等の 専門医の意見書に 基づき、 別に定めら   

れた「障害等級認定基準」 ( 昭和 50 。 9 . 30 基 発 第 565 号、 昭和 56. 1 。 31 基 発 第 51 号、 昭 

和 6@.  3  。 26 基 発第 @67 号、 平成 3  .  12.  25 基 発 第 720 号、 平成 12.  3  .  14 基 発 第 128 号 ) 

により障害等級を 決定すること。 

イ 専門医の意見書等を 求めずに決定する 場合 

器 質的障害又は 機能障害のうち、 障害の程度が 明らかなものについては、 請求書に添付さ 

れた診断書、 X 線写真等の資料に 基づき、 本人の障害の 状態を確認の 上、 原則として専門 E 

の意見書等を 求めることなく 障害等級を決定する。 

なお、 次の①から③のすべての 項目に該当する 障害 ( 補償 ) 給付請求書については、 原則 

として実地調査を 要しないものとする。 

① 障害が 器 質的なものに 限られ、 障害の程度が 明らかな事案 

② 既存障害のな い ことが明らかな 事案 

③ 障害の程度が 障害 ( 補償 ) 一時金に該当する 事案 
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ロ 専門医の意見書等を 求めて決定する 場合 
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なお、 障害等級の決定は、 監督署長が行うものてあ るが、 その決定には 医学的根拠が 必要 

であ り、 労災医員等の 専門医の意見等が 根拠となるものであ ることに留意すること。 

また、 専門医等に診断又は 判断を依頼する 場合には、 障害等級認定についての 基本的な考 

え方等を説明すること。 

この場合の事務処理は 次によること ( 昭和 33. 7 . l2 基 発 454 号 ) 。 

( ィ ) 監督署長が専門医等に 意見書の提出を 依頼する場合には、 「専門医等に 対する意見書 依 頼 台帳 」に記載して 事務処理の適正を 期すこ と 

㏄ ) 担当者は、 様式 2 「意見書の提出依頼について」により 起案して決裁を 受け、 様式 3 に 

より依頼するこ と 「依頼事項」は 具体的に記載するこ と 

(A) 労働者に専門医等の 診断を受けさせる 場合には、 予め専門医等に 連絡して受診の 日時を 

決定し、 その旨を労働者に 周知しておくこと。 この場合、 様式 2 、 3 中の「判断」の 文字 

は 抹消すること。 労働者に診断を 受けさせることなく 意見書の提出を 依頼する場合には、 

「診断Ⅰの文字を 抹消すること。 

なお、 現に労災保険によって 療養を継続している 者の療養継続の 要否、 入院療養の要否、 
  

治ゆ 等を判断するために 専門医に意見書の 提出を求める 場合に用いる 様式等については、 

前記 103 の 7 を参照のこと。 

(3) 障害認定調査復命書の 作成 

障害等級の認定に 当たっては、 「障害認定調査復命 書 Ⅰを作成し、 障害 ( 補償 ) 給付支給 請 

末書に添付し、 決裁を受けること。 

]06 遺族 ( 補償 ) 給付 

l 給付事由 

遺族 ( 補償 ) 給付は、 労働者が業務上の 事由 スは 通勤により死亡した 場合にその遺族に 対して 

支給されるが、 遺族 ( 補償 ) 給付には、 年金給付としての「遺族 ( 補償 ) 年金」 と一時金として 

の 「遺族 ( 補償 ) 一時金Ⅰがあ る。 

遺族 ( 補償 ) 一時金は、 労働者の死亡当時遺族 ( 補償 ) 年金を受けることができる 遺族がいな 

い 場合 x は受給権 者の権 利が消滅した 場合において 他に受給権 者がなく、 かっ 、 既に支給した 遺 

族 ( 補償 ) 年金の合計額が 給付基礎日額の ],000 口分に満たない 場合に支給するものであ る ( 労 

災 保険法第 16 条の 6 、 第 22 条の 4 ) 。 
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2  遺族 ( 補償 ) 一時金の受給権 者及び請求の 手続 

㈲ 労働者の死亡当時年金の 受給資格者がなり 場合 

順位 遺 族 労 働 者 の 死 亡 当 時 の 要 件 

妻 生計維持関係になかった 者 

  夫 生計維持関係になかった 者 

夫 生計維持関係にあ り、 55 歳未満で障害の 状態にない者 

  子 l8 歳に達した日以後最初の 3 月 3@ 日が終了した 者 

3  父 ・ 母 生計維持 障害状態 55 歳未満 

  孫 関係あ り なし 18 歳に達した日以後最初の 3 月 3@ 日が終了した 者 

5  祖 父 母 55 歳未満 

  子 

7 父 母 

生計維持関係になかった 者 

  孫 

9  祖 父 母 

生計維持関係にあ り、 l8 歳に達した日以後最初の 3 月 31 日が終了し、 55 

兄弟姉妹 
1 0 歳 未満で、 障害の状態にない 者 

兄弟姉妹 生計維持関係になかった 者 

(2) 年金の最後順位の 受給権 者が失権 し 他に受給費 格 者がな い 場合 

順 位 遺 族 
労働者の死亡 

備 
当時の要件 

考 

  
労働者の死亡当時、 年金の受給資格者とならなかった 

配 偶 者 
者スは 年金の受給権 者となったがその 後失権 した者 

  子 

  
労働者の死亡当時、 年金の受給資格者とならなかった 

父 母 生計維持関係 
者スは 年金の受給資格者・ 受給権 者となったがその 後 

  孫 にあ った者 

5  祖 父 母 
失格・失権 した者 

  子 

  父 母 生計維持関係 

  孫 になかった者 

  祖 父 母 

労働者の死亡当時、 年金の受給資格者とならなかった 

10  兄弟姉妹 者スは 年金の受給資格者・ 受給権 者となったがその 後 

失格・失権 した者 

( 注 ) 死亡労働者の 配偶者・ チ ・父母・ 孫 ，祖父母・兄弟姉妹たる 身分は、 労働者の死亡 当 

時の身分によるものであ り、 その後の身分関係の 変動には関係しない。 
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なお、 「生計維持関係 / 及ぴ 「障害の状態Ⅰの 定義については 後記、 第 2 の 203 の 2 

(5) を参照すること。 

(3) 請求の手続 

遺族 ( 捕償 ) 一時金の支給を 受けようとする 者は、 所定事項を記載した 遺族 ( 補償 ) 一時金 

支給請求書 ( 告示様式 第 15 号又は第 @6 号の 9) を監督署長に 提出することとなるので、 記載内 

容に誤りがないか 確認すること ( 労災 則 第 l6 条又は第 l8 条の l0) 。 また、 事業主の証明を 要す 

る事項、 添付書類等についても 併せて確認すること。 

なお、 遺族 ( 補償 ) 一時金を受ける 権 利を有する者が 2 人以上いるときは、 原則としてこれ 

らの者のうち @ 人を遺族 ( 補 償 ) 一時金の請求 及ぴ 受領についての 代表者に選任しなければな 

らない。 

3  給付の内容 

㎝ 労働者の死亡当時、 年金の受給費 格 者がいないとき             給付基礎日額の 1, 000 口持 

(2) 年金の最後順位の 受給権 者が失権 し 他に受給資格者がいない 場合でそれまで 受給権 者であ っ 

た者全員に対して 支給された年金額の 合計額が給付基礎日額の @, 000 口分に満たないとき‥         

給付基礎日額の @,000 分と支給された 年金の合計額との 差額 

(3) 遺族 ( 補償 ) 一時金の算定の 基礎となる給付基礎日額については、 年全給付基礎日額に 準じ 

ることとする。 ただし、 年齢階層別最低。 最高限度額の 適用はない。 

なお、 労災保険法第 26 条の 6 差 j 項 第 2 号の差額一時金の 額を計算する 際における支給され 

た遺族 ( 捕償 ) 年金の額の合計額を 計算する場合には、 現に支給された 遺族 ( 補償 ) 年金の額 

( 厚生年金等との 併給調整があ る場合には、 その調整後の 額 ) に換算率を乗じることとし、 遺 

族 ( 補償 ) 年金前払一時金が 支給されている 場合には、 年金が支給されている 場合と同様に 遺 

族 ( 補償 ) 年金前払一時金の 額に換算率を 乗じることとする ( 平 2 . 7 . 31 基 発 484 号 )   

また、 毎年 7 月に、 その年の 8 月Ⅰ日から翌年の 7 月 3@ 日 までに支給すべき 事由が生じた 遺 
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煮 に留意して審査を 行うこと。 

㈲ 受給権 者に誤りはないか。 

(2) 添付書類に相違や 洩れはないか。 

(3) 平均賃金の額に 誤りはないか。 
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]07 葬祭料支は葬祭給付 

Ⅰ 給 付 事 由 

葬祭料又は葬祭給付は、 業務上の事由又は 通勤により死亡した 労働者の葬祭を 行う者に対して 

支給される。 

その額は、 通常葬祭に要する 費用を考慮して 労働大臣の定める 額 とされているが ( 労災保険法 

第 @7 条、 第 22 条の 5) 、 具体的には次の 算式による額が 支給される ( 労災 則第 17 条、 第 l8 条の 

@1)  O 

Ⅲ 給付基礎日額の 30 日 分 +  3@5,000 円 

[2) 上記の額が給付基礎日額の 60 日分に満たない 場合には、 給付基礎日額の 60 日分とする。 

(3) 葬祭料又は葬祭給付の 算定の基礎となる 給付基礎日額については、 年金給付基礎日額に 準ず 

るものとする。 ただし、 年齢階層別最低・ 最高限度額の 適用はない。 

2  受袷 権 者及び請求の 手続 

Ⅲ 受給権 者 

葬祭料又は葬祭給付の 受給権 者は、 葬祭を行う者であ る。 通常は遺族で 遺族 ( 補償 ) 給付の 

受給権 者と同一人であ るが、 必ずしもそうでな い 場合もあ る。 

会社等で社葬を 行うような場合があ るが、 これは一般に 儀礼的なもので、 遺族は埋葬その 他 

祭礼を別に行 う ものであ ることから、 その場合の受給権 者は遺族であ る。 しかし、 死亡労働者 

の 遺族が全くいない 等の理由で事業主が 葬祭を行ったものであ れば、 事業主が受給権 者として 

認められる。 

(2) 請求の手続 

葬祭料又は葬祭給付の 支給を受けようとする 者は、 所定事項を記載した「葬祭料支給請求 

書 j  ( 告示様式第 @6 号 ) 又は「葬祭給付支給請求書」 ( 告示様式第 16 号の 10) を監督署長に 提 

出することとなるので、 記載内容に誤りがなりか 確認すること ( 労災 則第 17 条の 2 スは第 18 条 

012) 。 また、 事業主の証明を 要する事項等についても 併せて確認するこ と 

3  請求書審査上の 要点 

葬祭料又は葬祭給付支給請求書の 内容審査に当たっては、 前記 102 r 共通的審査」のほか、 次 

の点に留意して 審査を行うこと。 

Ⅲ 受給権 者に誤りはないか。 

(2) 添付書類相違や 洩れはないか ( 遺族 ( 補償 ) 給付支給請求書に 添付されているものは 不 

か
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t08  介護 ( 補償 ) 給付 

]  給付事由 

介護 ( 補償 ) 給付は、 障害 ( 補償 ) 年金又は傷病 ( 補償 ) 年金を受ける 権 利を有し、 当該年金 

の 支給事由となる 障害により常時又は 随時介護を要する 状態にあ る重度被災労働者に 対して、 そ 

の 請求に基づいて 介護費用の補償を 行 う ものであ り、 介護 ( 補償 ) 給付の支給対象となる 障害の 

程度は、 労災別別表第 3 「要介護障害程度区分表ョ に 定められてい る 

2  給付の内容 介護 ( 補償 ) 給付は、 月 単位で支給するものとす る 

支給額 は ついては、 被災労働者が 現実に介護に 要 ずる費用として 支出した額を 具体的に算定し 

た 上で、 常時介護を要する 者については 平成 @2 年 8 月Ⅰ日から平成 13 年 7 月 31 日 までは 108,300   

円 、 随時介護を要する 者については 54.150 円を上限として 支給する。 ただし、 

Ⅲ 被災労働者がその 親族等により 介護を受けており、 かっ、 介護費用を支出していない 場合 

(2) 被災労働者がその 親族等にょり 介護を受けており、 かっ、 介護費用を支出して 介護を受けた 

が 、 当該支出額が 常時介護を要する 者については 58.750 円、 随時介護を要する 者については 

29.380 円を下回る場合 

については、 常時介護を要する 者は 58.750 円、 随時介護を要する 者については 29.380 円の一律定 

額を支給する。 

また、 介護 ( 補償 ) 給付の実費てん 捕の支給については、 支給すべき事由が 生じた月から、 支 

結 すべき事由が 消滅した 肩 までの各月において 介護費用として 支出された額を 算定するものとし   

一律定額の支給については、 ①親族等から 介護費用を支出しないで 介護を受け始めた 月について 

は一律定額の 給付は行わず、 その翌月から 一律定額の給付を 行うこととし、 ②逆に、 親族等から 

介護費用を支出しないで 介護を受けることがなくなった 月については、 」 ケ月 分の介護 ( 補償 ) 

給付の一律定額の 給付を行うものとする。 

3  % 付の請求 

Ⅲ 請求方法 

介護 ( 補償 ) 給付の請求は、 被災労働者が 所轄監督署長に「介護 ( 補償 ) 給付支給請求書 

( 様式第 16 号の 2 の 2) J  ( 以下Ⅰ請求書Ⅰという。 ) に必要な書類を 添付して提出すること 

により行 う ものとする。 

また、 介護を要する 状態に変更が 生じた場合に 介護 ( 補償 ) 給付を請求するときは、 新規に 

同給付を請求するときと 同様の手続を 行うものとする。 

なお、 介護 ( 補償 ) 給付の初回の 請求は、 障害 ( 補償 ) 年金を受ける 権 利を有する者にっ い 
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ては、 障害 ( 補償 ) 給付の請求と 同時又はその 請求後に、 また、 傷病 ( 捕償 ) 年金を受ける 権 

利を有する者については、 当該傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定を 受けた後に行わせるものとす 

る。 
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歯科医師の診断書 

② 介護に要する 費用を支出して 介護を受けた 日があ る場合にあ っては、 費用を支出して 介護 

を 受けた日数及び 当該支出した 費用の額を証する 書類 

なお、 被災労働者が 親族等により 介護を受けた 日があ る場合にあ っては、 当該介護に従事し 

た者の当該介護の 事実についての 申立て ( 以下「介護申立て」 という。 ) を、 請求書の下部に 

あ る 「介護の事実に 関する申立て」欄に 記載するものとする。 

(3) 診断書の添付と 定期報告書との 関係 

継続して 2 回目以降の介護 ( 補償 ) 給付を請求する 者については、 診断書の添付を 要しない 

ものとする。 

なお、 障害 ( 補償 ) 年金の受給者にあ っては、 同年金の定期報告書に、 介護 ( 補 償 ) 給付を 

受けている者について 記載すべき事項 ( 障害を有することに 伴 う 日常生活の状況 ) を記載した 

診断書を添付するものとする。 

また、 器 質的障害のみにより 及び騒音性難聴のみにより 障害 ( 補償 ) 年金を受給している 者 

ほ ついては、 同年金の定期報告書に 診断書の添付を 要しないこととしており て昭和 46. 12. 2@ 

基発 820 号、 平成 13. l.223 基 発 3@ 号 ) 、 介護 ( 捕償 ) 給付を受給する 場合においても、 同様に定 

期報告書に診断書の 添付を要しないものとする。 

(4) 診断書 料 

診断書に要する 費用の支給額は 4, 000 円 とする。 その請求手続については、 傷病 ( 補償 ) 

年金の受給者にあ っては、 診断を行った 医師の所属する 医療機関が 、 

① 指定病院等であ る場合には、 当該病院等から 診療費請求書により 直接請求する 

② 指定病院等以覚の 病院であ る場合には、 傷病 ( 補償 ) 年金の受給者から 療養の費用請求書 

により請求させる 

ことによるものとする。 また、 障害 ( 補償 ) 年金の受給者にあ っては、 療養の費用請求書によ 

り請求させることによるものとする。 

4  請求書審査上の 要点 

介護 ( 補償 ) 給付支給請求書の 内容審査に当たっては、 前記 102 「共通的審査」のほか、 次 
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の点に留意して 審査を行 う こ と 

(1) 受給権 の確認に当たっての 留意，点 

々 介護 ( 補償 ) 給付を受給する 権 利の有無の確認 

介護 ( 補償 ) 給付を受給する 権 利の有無については、 請求書の O C R 人力時に併合又は 準 

用による障害等級第 l 級及び第 2 級又は傷病等級 第 l 級 第 9 号、 第 2 級第 6 号以外について 

は、 要介護障害程度区分を 自動判定できることとなっているが、 請求書に記載されている 年 

金 証書番号に誤りがあ る場合については、 正確に要介護障害程度区分が 判定できないことか 

ら 、 年金証書番号を 確認する必要性があ る。 

この確認は、 被災労働者の 年金証書番号等に 基づき 「年金・一時金システムⅠの 情報検索 
  

等により行 う ものとする。 

なお、 障害 ( 補償 ) 給付の請求は 行っているが、 まだ支給決定を 受けていない 者から介護 

( 補償 ) 給付の請求がなされた 場合は、 障害 ( 補償 ) 給付の支給・ 不支給決定を 待って 、 介 

護 ( 補償 ) 給付を受給する 権 利の有無を確認するものとする。 また、 障害 ( 補償 ) 給付の請 

求を行っていない 者から介護 ( 補償 ) 給付の請求がなされた 場合には、 請求書は受理せず、 

介護 ( 補償 ) 給付の支給事由を 説明の上、 障害 ( 補償 ) 給付の請求と 併せて行うよう 指導す 

るものとする。 

ロ 介護 ( 補償 ) 給付の支給対象となる 障害の認定 

介護 ( 補償 ) 給付の支給の 対象となる障害に 該当するか否かは、 医師又は歯科医師の 診断 

書を参考にして、 労災別別表第 3 「要介護障害程度区分表」に 掲げる障害の 程度に該当する 

か 否かに よ り判断することとされているが、 実際の事務処理における 要介護障害程度区分は 、 

下記のとおり、 障害。 傷病等級の等級 号 で判断するものであ る。 

け ) 以下の障害を 有する者は、 常時介護を要する 状態にあ る者と認定する ( 自動判定 ) 。 

a  障害等級 第 1 級 第 3 号，第 4 号・第 6 号・第 7 号 

b  傷病等級 第 1 紙筆Ⅰ 号 ・第 2 号・第 5 号・第 6 号 

ひ ) 以下の障害を 有する者は、 随時介護を要する 状態にあ る者と認定する ( 自動判定 ) 。 

a  障害等級第 2 級第 2 号の 2 . 第 2 号の 3 

b  傷病等級第 2 級 第 1 号 ・第 2 号 

c  障害・傷病等級 第 l 級のうち、 ( ィ ) の a 及び b 以外の各号 ( 併合又は準用による 障 

害 等級 第 ] 級及び傷病等級 第 」 級 第 9 号を除く。 ) 

(A) 障害・傷病等級 第 1 級の者のうち、 併合又は準用による 障害等級第 1 級友 ぴ 傷病等級 第 

  級 第 9 号に該当する 者については、 A D l, 基準を使用することにより 介護を要する 状態 

を 区分するものであ るが、 運用上は、 原則として随時介護の 状態にあ るものとする。 ただ 
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a  併合又は準用の 結果障害等級 第 l 級 、 傷病等級 第 i 級 第 9 号に該当する 者については、 

上記 ( ィ )a 、 b に掲げる障害と 他の障害が重複している 場合には常時介護の 状態にあ 

るものとする 

b  両眼が失明するとともに、 障害・傷病等級 第 Ⅰ 級 又は第 2 級の各号のうちの 障害を有 

するもの 

c  市上肢を腕関節以上で 失うとともに 両下肢をひざ 関節以上で失ったもの 又は両下肢の 

用を全廃しているもの 

d  その他これらと 同等の介護を 要する状態にあ る者 

( こ ) 上記 d の「その他これらと 同等の介護を 要する状態にあ る者」については、 労働局を通 

じて本省へ照会するこ と 

ひ ) 併合又は準用の 結果障害等級第 2 級、 傷病等級第 2 級第 6 号に該当する 者については、   

( ロ )  ム b に掲げる障害と 他の障害が重複している 場合には随時介護の 状態にあ るものと 
する。 

(2) 介護費用の算定に 当たっての留意， 点 

ィ 介護 ( 補償 ) 給付の支給対象とする 介護の範囲 

介護 ( 補償 ) 給付の支給対象となる 被災労働者が 受ける介護の 範囲は、 身体又は精神の 障 

害 のために食事、 用便、 入浴、 衣服の着脱等の 生理的基本動作を 行うに当たって 必要とされ 

6 世話とし、 これらを主たる 世話として受けるに 当たって 、 従たる世話として 受ける調理、 

洗濯、 掃除等の家事も 含まれるものとする。 

ロ 介護 ( 補償 ) 給付の支給対象とする 費用の範囲 

介護を受けるに 当たって、 通常支出する 必要があ る費用については 介護 ( 痛憤 ) 給付の支   

給 対象とすることとし、 具体的には、 被災労働者が 介護人に対して 介護の対価として 支払っ 

た賃金、 日当、 謝金、 交通費等の実費を 対象とするものとする。 

なお、 介護費用の支出額については、 費用証明書により 確認を行 う ものとする。 

ハ 介護を受けているか 否かの確認 

介護を受けているか 否かの確認は、 以下の (7) 、 (a) 、 い 7 の場合に応じ、 それぞれ規定 

する書類等により 行うものとする。 

ひ ) 親族等による 介護を受けた 日があ る 月 

介護申立て 

(0) 介護に要する 費用を支出して 介護を受けた 日があ り、 かつ、 親族等による 介護を受けた 

日 があ る 月 
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(0) 訪問介護、 訪問入浴介護又は 労災 ホ、 一 ムヘルプサービス 

訪問介護、 訪問入浴介護又は 労災ホームヘルプサービス ( 以下「訪問介護等」 という ) 

を受けた被災労働者については、 当該サービスを 受けるに当たっての 費用は、 すべて訪問 

介護等の提供に 要する費用に 充てられることとなっており、 被災労働者の 介護に要する 費 

用としてとらえることができることから、 介護 ( 補償 ) 給付の実費額の 算定対象とするも 

のとする。 

なお、 訪問介護等を 受けた日があ る月についても、 親族等により 介護が行われている 場 

合 には、 Ⅰ 律 定額の介護 ( 補償 ) 給付の算定対象とするものとする。 ただし、 訪問入浴介   

護又は訪問介護に 係る実費額が 一律定額を上回る 場合には、 当該実費額を 支給するものと 

する。 

㏄ ) 通所介護又は 短期入所生活介護 

通所介護又は 短期入所生活介護を 受けた被災労働者については、 当該サービスを 受ける 

に 当たっての費用については、 施設・設備整備に 係る減価償却費や 光熱水費など 当該施設 

において日常生活を 営む上でも必要となる 経費が含まれ、 介護に要した 費用分が明確に 特 

定 できないことから、 介護 ( 補償 ) 給付の実費額の 算定対象とはしないものとする。 

なお、 通所介護又は 短期入所生活介護を 受けた日があ る月についても、 親族等による 介 

護 が行われている 場合には、 一律定額の介護 ( 補償 ) 給付の算定対象とするものとする。 

( 八 ) 上記以外の居宅におけるサービス 

上記以外の居宅におけるサービスに 要する費用については、 当該費用の中に 介護に要し 

た費用分が明確に 区分して計上されているときには、 当該介護に要した 費用分を介護 ( 補 

償 ) 給付の実費額の 算定対象とするものとする。 

また、 当該サービスを 受けた日があ る月においても、 親族等により 介護が行われている 

場合には、 一律定額の介護 ( 補償 ) 給付の算定対象とするものとする。 ただし、 当該 サ一 
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け ) 介護老人福祉施設 

介護保険法第 7 条第 21 項に基づく介護老人福祉施設に 入所している 者については、 当該 

施設に入所するに 当たっての費用については、 施設・設備整備に 係る減価償却費や 光熱水 

費など当該施設において 日常生活を営む 上でも必要となる 経費が含まれ、 介護費用分が 明 
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確に特定できないこと、 当該施設において 十分な介護サービスが 提供されることとなって 

いるので、 介護 ( 補償 ) 給付の実費額又は 一律定額の算定対象とはしないものとする。 

(0) 身体障害者廉譲施設、 原子爆弾被爆者特別養護ホーム 又は労災特別介護施設 

身体障害者廉謹施設、 原子爆弾被爆者 特 9iJ 養護ホーム又は 労災特別介護施設に 入所して 

いる被災労働者については、 当該施設において 十分な介護サービスが 提供されることとな 

っているとともに、 当該施設の費用徴収額は、 施設運営に要する 費用項目との 対応関係は 

ないものとして 徴収されており・ 介護に要した 費用として支出された 額 としてとらえるこ 

とはできないことから、 実費額の算定対象とはしない。 

また、 これらの施設に 入居中は、 親族等には介護を 受ける必要がないと 考えられること 

から、 一律定額の介護 ( 補償 ) 給付の算定対象とはしないものとする " 

( 八 ) 上記以外の施設 

上記以外の施設に 入居中の被災労働者については、 当該施設に支払う 費用の中に介護 費 

用 分が明確に区分して 計上されているときには、 当該介護費用分を 介護 ( 補償 ) 給付の実 

費額の算定対象とするとともに、 外部から看護婦・ 家政婦等の介護人の 派遣を受けるなど 

により介護費用を 支出して介護を 受ける場合については 当該介護費用を 介護 ( 補償 ) 給付 

の 実費額の算定対象とするものとする。 

また、 当該施設に入居中の 被災労働者が、 親族等により 介護を受けている 場合について 

は 、 介護 ( 補償 ) 給付の一律定額の 算定対象とするものとする。 

なお、 介護保険法第 7 条 第 ¥5 項に基づく痴呆対応型共同生活介護及 び 同条第 16 項に基づ 

く 特定施設入所者生活介護を 受けるに当たっての 費用については、 被 災労働者の介護に 要 

する費用としてとらえることができることから、 介護 ( 補償 ) 給付の実費額の 算定対象と 

するものとする。 

109  未 支給の保険給付 

労災保険法に 基づく保険給付を 受ける権 利を有する者が 死亡した場合において、 その死亡した 者 

に 支給すべき保険給付で、 いまだその者に 支給しなかったものがあ るときは、 その者の遺族に 対し 

支給することになるが、 これを「 未 支給の保険給付Ⅰ という。 

@ 措付 事由 

Ⅲ 支給事由が生じた 保険給付でいまだ 請求されていないもの。 

(2) 請求はあ ったが、 いまだ支給決定のないもの。 

(3) 支給決定があ って、 いまだ支払われてな い もの。 
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2  請求権 者及び請求の 手続 

は ) 請求権 者 

未 支給の保険給付の 請求権 者の範囲は、 死亡した受給権 者の配偶者・ チ ・父母・ 孫 ・祖父母 

・兄弟姉妹であ って受給権 者の死亡の当時その 者と生計を同しくしていた 者 ( 後記第 2 の 204 

を 参照のこと。 ) であ るが、 未 支給の遺族 ( 補償 ) 年金については、 死亡した労働者の 遺族た 

る 配偶者・ チ ・父母・ 孫 ・祖父母及び 兄弟姉妹であ って 次 順位の受給権 者となるものであ り、 

死亡した受給権 者の配偶者・ 子 。 父母・ 孫 ・祖父母及び 兄弟姉妹ではない ( 昭姐 ． @ . 31 基 発 

73 号 ) 。 

なお、 若年停止中の 受給権 者に係る 未 支給の保険給付の 請求権 の Jll 頁 位は 、 前記の遺族の 次の 

順位に、 また、 若年停止者が 数人いる場合 - には、 夫 ・父母・祖父母 及ぴ 兄弟姉妹の順序による 

C40 年改正法附則 第牡条 第 2 項 )  ( 労災 則第 @0 条 第 1 項 ) 。 

@2) 未 支給の保険給付の 請求権 者がいない場合 

未 支給の保険給付に 関する規定 ( 労災保険法第Ⅱ 条 、 労災 則 第 @0 条 ) は、 その限りで相続に 

関する民法の 規定を排除するものであ るが、 未 支給の保険給付の 請求権 者がいない場合には、 

本来の死亡した 受給権 者の相続人がその 未 支給の保険給付の 請求権 者となる。 また、 未 支給の 

保険給付の請求権 者が、 その 未 支給の保険給付の 支給を受けない う ちに死亡した 場合には、 そ 

の 死亡した 未 支給の保険給付請求権 者の相続人が 請求権 者となる   

[3) 請求の手続 

未 支給の保険給付の 支給を請求しようとする 者は、 所定事項を記載した 未 支給の保険給付支 

給請求書 ( 告示様式第 4 号 ) を監督署長に 提出することとなるので、 記載内容に誤りがないか 
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保険給付支給請求書の 審査については、 前記Ⅰ各保険給付支給請求書の 審査において 述べたとこ 

ろであ るが、 当該審査において 疑義が生じた 場合は、 実際に事業場、 診療機関その 他に出張して 災 

害 発生状況、 原因等の調査や 関係帳 簿書類等の点検あ るいは関係者からの 事情聴取等実地調査を 行 

うこと。 

なお、 実地調査の要領は、 各保険給付によって 異なるが、 調査の対象及び 要点を的確に 把握し、 

時機を失することのないよう 注意するこ と 

]  共通的調査 

各保険給付の 実地調査に当たっては、 次の事項に留意して 実施すること   

1) 災害が業務によるものであ るか又は通勤によるものであ るかどうかを、 作業場所、 作業時間、 

作業内容、 作業施設、 労働環境、 労働者の健康状態、 労働に従事した 時間、 その他災害の 発生 ほ ついて関連があ ると認められる 事項について 調査するこ と 

(2) 災害発生現場等を 調査することにより 当該災害発生の 原因が、 事業主、 若しくは労働者の 故 

意 スは 重大な過失によるものでないかどうか、 第三者の行為によるものでないかどうか 等にっ 

いて調査すること。 

[3) 災害発生日時、 出勤簿、 賃金台帳 等を検査し、 業務災害の場合は 災害が勤務外の 日時ス は私 

用によって生じたものでなかったかどうか、 通勤災害の場合は 通勤以外の私的行為によって 生 

じたものでなかったかどうかを 調査するこ と 

なお、 調査に当たっては、 被災労働者について 調査することはもちろん、 必要に応じて 事業 

主 、 同僚労働者、 現認者その他の 目撃者等について 調査すること。 

(4) 林業、 漁業等については、 労働関係の不明確なものが 多いことから 労働契約、 当該地域の慣 

習 等について調査すること。 

(5) 事業主又は事業場の 事務担当者が、 労働者の印鑑を 保管している 場合には、 不正が行われ 易 

い ので、 被災労働者又はその 遺族が、 保険給付請求の 事実及びその 内容にっき充分関知してい 

るか、 印鑑の保管者が 不正使用をしていないかについて 確認すること。 

(6) 受任者 払 のもの又は請求人の 住所が、 所属事業場気付となっているものについて 保険給付後 

調査するときは、 給付額が確実に 請求人に渡されているかどうかを 確認するこ     

(7) 業務上の傷病と 業務外の傷病又は 通勤による傷病とが 競合していないかどうかを 調査するこ 

と
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2 . 療養 ( 補償 ) 給付についての 調査 

療養 ( 補償 ) 給付の実地調査については、 次の事項について 特に留意し、 必要があ るときは、 

労災医員又は 専門医の意見を 聴く等適切な 措置をとること。 

㈲ 初診年月日 

請求書記載の 傷病年月日が 正しいかどうかを 診療録・病床日誌・ 体温記録 表 等によって確認 

すること。   

f2) 災害発生状況・ 原因 

  

請求書記載のものと 診療録記載のものと 照合して確認すること   

(3) 附添 看護 

イ 労働者の傷病の 程度から必要と 認められるか。 

ロ 指定・協定料金以上の 料金を徴していないか。 

(4) 治 ゆの取扱い 

診療録その他の 記録から、 冶 ゆとすべきものを 漫 然 と 継続診療していないか 調査すること。 

なお、 冶 ゆと判断されたものについては、 被災者基本情報登録・ 修正帳 票等により治 め 年月 

日を登記すること。 

3  休業 ( 補償 ) 給付についての 調査 

休業 ( 補償 ) 給付の実地調査に 際しては、 特に次の事項に 留意して行うこと   

㈹ 休業の必要の 有無と事実 

イ 休業の必要の 有無については、 医師の意見を 聴き、 場合によっては 被災労働者に 事情を聴 

取すること。 

ロ 休業の有無については、 出勤簿等によって 確認すること。 

ハ 傷病名から判断して 休業期間が長いと 思われるもの、 又は休業を必要としないと 思われる 

ものについては、 労働不能の程度等について 担当医師及び 労働者について 調査すること。 

(2) 賃金支払の有無 

休業期間中に 賃金が支払われていないか、 特に月給者については 休業期間中に 月給が支払わ 

れていることがあ ることから賃金台帳 によって確認するこ と 

(3) 給付基礎日額 

イ 請求書の「平均賃金算定内訳 ョの 金額が賃金台帳 等の支払金額と 栢達 していないか 確認す 

ること。 

ロ 本人の年齢、 経験等から判断して 高すぎると思われるものは 調査すること   

ハ 臨時に支払われた 賃金又は 3 箇月を超える 期間ごとに支払われた 賃金箸算定の 基礎に算入 

すべきでないものを 算入していないか 確認すること。 
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ニ 賃金締切目・ 雇人年月日について 確認すること。 ホ 常用、 日雇の別を労働者名簿。 出勤簿等によって 確認するこ と 

  
4  障害 ( 補償 ) 給付についての 調査 @ し   

障害 ( 補償 ) 給付の実地調査については、 前記 @05 を参照して調査することとするが 特に次の 

点 に留意すること。 

㈲ 障害を残した 同一部位の既存障害の 有無が不明な 場合には、 事業場備付けの 健康診断書又は 

事業主等の聴取に よ り確認、 すること。 

(2) 厚生年金保険法等の 年金について 請求書に記載のな い もの又は該当なしと 記載されているも 

のについては、 事業場の関係帳 簿等により確認すること。 

5  遺族 ( 補償 ) 耗付は ついての調査 遺族 ( 補償 ) 給付の実地調査については、 特に次の事項に 留意するこ と 

Ⅲ 請求人の受給順位が 正当であ るか、 請求人以覚に 同順位者がなりかどうか 及び遺族の障害の 

状態が確認されているかどうかを 戸籍謄本、 本人及び遺族その 他の関係者にっき 調査するこ と 

(2) 請求人が「婚姻の 届出をしていないが 事実上婚姻関係と 同様の事情にあ った者」 であ るとき 

は 、 その事実を父母、 事業主、 同居者、 同僚労働者、 近隣者 及ぴ 警察、 市町村役場等について 

調査すること。 この調査には、 子の有無、 内縁関係の期間 及ぴ 共同経済生活関係についても 調 

査 すること 0 

(3)  請求人が「労働者の 死亡当時その 収入によって 生計を維持していた 者Ⅰであ るときは、 家庭 

の 状況を調査するとともに、 請求人の生計に 要する費用の 額及び請求人が 労働者より与えられ 

た 費用の額を、 家計簿、 領収書等によって 調査すること。 

(4) 請求人がⅠ労働者の 死亡当時生計を 維持していた 者 」であ るときについても、 前号と同様の 

調査を行うこと。 

(5) 外国籍を有する 者に係る戸籍謄本の 取寄せ等に当たっては、 昭和 37. 2 . @5 基 発第 ㍑ 2 号、 

平成 6 。 2 . 4 事務連絡第 3 号に留意の上、 調査を行うこと。 

6  葬祭料 又は 葬祭給付についての 調査 

請求人が遺族 ( 補償 ) 給付の受給権 者あ るいは受給費 格者 等であ る場合は 、 特に実地調査を 行 

わなくても提出された 資料によって 葬祭を行 う 者を確認できるが、 請求人が事業主その 他の者で 
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規則、 会社内規等によって 調査するこ と 

@3) 給付基礎日額に 相違ないか賃金台帳 等によって確認するこ と 

  

Ⅰ 介護 ( 補償 ) 轄付は ついての調査 

請求書の審査上の 留意点については、 前記 @08 のとおりであ るが、 当該審査において 疑義が 

生じた場合は、 被災者宅や介護施設等に 対する実地調査を 行う等により、 介護状況の確認を 行う 

- と   

202 労災保険に係る 不正受給防止対策 

労災保険に係る 不正受給事件が 社会一般に与える 影響は特に多大なものがあ り、 労災保険制度全 

般に対する不信を 招来するのみならず、 正当な受給者及 び 事業主の遵法意識を 位下させ、 本 制度の 

適正な運営を 大きく阻害することにもなりかれない。 

このため、 下記の事項に 留意の上、 不正受給の防止及び 早期摘発対策の 充実、 強化を図り、 不正 

受給の再発防止に 万全を期すこと。 

@  基本的事項 

Ⅲ ・労災保険に 係る各種届出・ 請求等の内容の 点検・審査を 一層慎重かつ 厳正に行うこととし   

必要に応じ実地調査を 行うこと。 

(2) 既存事業場についても、 必要に応じその 実在確認を行うこと。 

(3) 労働局。 監督署。 公共職業安定所間において、 架空事業。 架空労働者等に 係る疑義事案が 発 

生した場合の 栢互の通報体制のより 一層の強化を 図ること。 

2  個別的事項 

1) 労働保険適用関係 ( 労働保険徴収 課 ( 室 ) 担当 ) 

労働保険保険関係成立 届 ( 以下「成立 届 」という。 ) の受理に当たっての 事務処理について 

は、 次によることとし、 当該届出の点検・ 審査の充実強化を 図るこ と 

Ⅰ @ 

Ⅰ 

  Ⅰ 
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3  不正受給事件 苧 発覚後の処理体制 

Ⅲ 労災保険又は 雇用保険に係る 不正受給事件が 発覚した場合 ( 関係機関からの 通報等により 事 

業の実在について 疑義の生じた 場合を含む。 ) 、 その手口等が 極めて悪質かつ 計画的なものに 

あ っては、 労災。 雇用 両 保険にわたって 不正受給が行われていることが 十分考えられることか ら 、 労働局関係各課は 相互にその内容等について 速やかに連絡通報するこ と 

@2) 複数の都道府県にわたる 不正受給事件の 処理に当たっては ，不正受給容疑者の 発見、 捕捉を 

行った労働局、 不正受給者の 住・居所を管轄する 労働局、 被害額の最も 大きい労働局などが 主 

な と て、 本省への通報、 不正受給事実の 調査、 告発等の事務処理を 行うこととし、 他の労働 居 にあ っては、 不正受給事実の 調査等に全面的に 協力するこ と 

一 67 一 



4  不正更始防止対策の 運用上の留意事項 

Ⅰ 

Ⅱ 1 

サ -   

/ Ⅰ 

1 

/ Ⅰ 

5  そ の 他 

(1) 不正受給の疑いが 生じた事案については、 当該労働局は 各監督署に対し 必要な指導及び 連絡 

体制を強化し、 当該事案の未然防止に 努めることとする。 なお、 同種の不正受給の 発生が複数 

の 都道府県においても 懸念される場合には、 関係労働局あ て情報を提供するとともに、 関係労 

働局との連絡を 密にし、 情報交換に努め 再発防止を図るものとする。 

不正受給事件として 事案の概要が 判明次第、 本省 捕償課 ( 業務 係 ) あ て速報するとともに、 

事案の内容がまとまり 次第、 「 捕 501 労災保険法違反容疑事件に 関する報告」により 報告する 

- Ⅰ と 。 

(2) 不正受給の疑 いが 生じた事案は、 その後「告発」する 場合があ ることから、 調査を実施する 

に 当たっては、 事実関係を的確に 把握しておくことが 必要であ る。 

    
ⅠⅠⅠⅠⅠ 

1 
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203 実地調査復命書の 作成 

Ⅰ 実地調査復命書の 作成 

各保険給付支給請求書について 実地調査を行ったときは、 実地調査後遅滞なく 調査事項につい 

て 実地調査復命書を 作成すること。 

関係者の出頭を 求め、 関係帳 簿等について 調査した場合においても 実地調査に準ずるものとし 

て 実地調査復命書を 作成すること。 

なお、 実地調査復命 書は 、 各労働局において 定めた適宜の 様式とするが、 復命 書 には、 調査に 

際して収集した 資料等を添付するこ と 

また、 当該保険給付支給請求書の 決裁に当たっては、 上記の実地調査復命書を 添付して決裁を 

受けるこ と 

2  実地調査復命書の 編綴 Ⅲ 実地調査復命 書は 、 年度ごとに一連番号を 付し、 番号順に編綴するこ と 

また、 当該復命書経には 索引を作成すること。 

@2) 年金関係、 介護 ( 補償 ) 給付に係る実地調査復命 書は 、 個人別年金ファイルに 別綴 とするこ 

と 

 
 

9
 
6
  
 



Ⅲ
 
支給制限及び 費用徴収等 

301  支給制限 

労災保険法第 @2 条の 2 の 2 第 @ 項の規定は、 業務上とならない 事故について 確認的に定めたもの 

であ って、 結果の発生を 意図した故意によって 事故を発生させたときは 当然業務 外 とし、 基準法第 

78 条が重大な過失による 事故のみについて 定めていることに 対応するものであ る。 

ただし、 被災労働者が、 結果の発生を 認容していても 業務又は通勤との 因果関係が認められる 事 

故については、 同項の適用はないこと。 また、 同条第 2 項の「故意の 犯罪行為Ⅰ とは、 事故の発生 

を意図した故意はないが、 その原因となる 犯罪行為が故意によるものであ ることをいうこと。 この 

場合には必ずしも 業務 外 又は通勤によるものではないとは 限らないから、 同条 第 Ⅰ項の「故意Ⅰに   

よる事故発生と 混同すべきではないこと ( 昭和 40 ． 7 。 31 基 発 901 号 ) 。 

Ⅰ 支給制限の事由 

支給制限は、 労災保険法第 ¥2 条の 2 の 2 の規定によって 、 次の場合に行 スノ 

㈹ 労働者が故意に 事故を生じさせたとき ( 第 1 項 ) 。 

(2) 労働者が故意の 犯罪行為若しくは 重大な過失により 事故を生じさせたとき ( 第 2 項前段 ) 。 

@3) 労働者が、 正当な理由がなく 療養に関する 指示に従わないことにより、 負傷、 疾病若しくは 

障害の程度を 増進させ、 若しくはその 回復を妨げたとき ( 第 2 項後段 ) 。 

2  支給制限の運用 ( 昭和 40 ． 7    31 基発 901 号 、 昭和 52. 3 . .30 基 発 @92 号 ) 

Ⅲ 第 @ 項関係 

第 1 項は、 被災労働者に 負傷、 疾病、 障害若しくは 死亡又はその 直接の原因となった 事故 

( 以下「事故」という。 ) の発生について、 意図した故意があ る場合について 適用すること。 

なお、 故意とは、 自分の行為が 一定の結果を 生ずべきことを 認識し、 かつ、 この結果を生ず 

ることを認容することをいうこと。 

ただし、 被災労働者が 結果の発生を 認容していても 業務との因果関係が 認められる事故にっ 

いては適用しないこと   

(2) 第 2 項前段関係 
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  口 第 2 項前段の規定による 支給制限は 、 次により行うこと。 

(,0) 支給制限の対象となる 保険給付 
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支給事由の存する 間 ( 障害 ( 補償 : 年金については、 当該障害の原因となった 傷病につ 

いて療養を開始した 日の翌日から 起算して、 3 年以内の期間において 支給事由の存する 期 

問 ) 

( ハ ) 支給制限の率 

保険給付の都度所定給付額の 30 パーセント 

(3) 第 2 項後段関係 

イ 第 2 項後段の規定は、 労働者に適正な 診療を受けさせることを 目的とするものであ るから、 

その適用に当たっては、 労働者の療養指導に 重点をおき、 いたずらにその 権 利を害すること 

のないよう特に 慎重を期することとし、 次の各号に該当する 場合に適用すること。 

け ) 療養中の労働者が、 診療を受けている 医療機関又は 所轄監督署長の 療養に関する 指示に 

従わないこ と 

a  「医療機関の 療養に関する 指示」は、 療養担当者が、 当該労働者に 対し療養に関する 

具体的指示を 行ったことが 診療記録等から 明らかに認められる 場合をいうものであ る。 

b  「所轄監督署長の 療養に関する 指示」は、 所轄監督署長が 当該労働者に 対し、 文書で 

具体的に指示を 行った場合をいうものであ ること。 

CD) 療養の t き 示に従わないことにつき、 正当な理由がなりこと   

「正当な理由」とは、 そのような事情があ れば誰しもが 療養の指示に 従うことができな 

かったであ ろうと認められる 場合をいい、 労働者の単なる 主観的事情は 含まないものであ 

ること。 

CA) 療養の指示に 従わないため、 当該傷病の程度を 増進させ又は 回復を妨げたことが、 医学 

王明らかに認められること。 

ロ 第 2 項後段の決定による 支給制限は 、 次により行うこと。 

け ) 支給制限の対象となる 保険給付 

当該傷病に係る 休業 ( 補償 ) 給付及び傷病 ( 補償 ) 年金 

(n) 支給制限の率 

当該傷病の程度を 増進させ、 又は回復を妨げた 事案 l 件につき休業 ( 補償 ) 給付の 10 日 

分 又は傷病 ( 補償 ) 年金の 365 分の 10 ( 、 所轄監督署長が 当該傷病の程度を 増進させ、 スは 

回復を妨げたと 認めた日以後 10 日 未満で支給事由が 消滅するものについては、 支給事由が 
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なお、 支給制限は、 所轄監督署長が 当該傷病の程度を 増進させ、 又は回復を妨げたと 認 

めた日以後において 支給事由の発生した 休業 ( 補償 ) 給付又は傷病 ( 補償 ) 年金について 
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第 2 項 前 段 第 2 項 後 段 
支給制限 

事故発生の直接の 原因となった 行為が 次のすべての 要件を満たす 場合 

の要件 法令 ( 基準法、 鉱山保安法、 道路交通 イ 療養中の労働者が、 診療を受けて 
法等 ) 上の危害防止に 関する規定で 罰 い る医療機関又は 所轄監督署長の 療 

則の附されているものに 違反するもの 養に関する指示に 従わない場合 

と 認められる場合 口 療養の指示に 従わないことにつ 

き、 正当の理由がない 場合 

支給 制 ハ 療養の指示に 従わないため 当該 傷 

病の程度を増進さ せ 又は回復を妨げ 

限の方法 たことが、 医学上明らかに 認められ 

6 場合 

支給制限の 当該傷病に係る 休業 ( 補償 ) 給付 ( 療 当該傷病に係る 休業 ( 補償 ) 給付及び 

対象となる 養の開始後 3 年を経過する 月までの 分 傷病 ( 補償 ) 年金 

保険給付 の傷病 ( 補償 ) 年金を含む。 ) 及び障 

害 ( 補償 ) 給付 ( 再発の部分を 除く㊤ 

支給事由の存する 期間 ( 障害 ( 補償 )  当該傷病の程度を 増進させ、 又は回復 

支給制限の 年金については、 当該障害の原因とな を妨げた事案 t 件につき休業 ( 補償 ) 

期間 った 傷病について 療養を開始した 日の 給付の 10 日 分 又は傷病 ( 補償 ) 年金の 

翌日から起算して 3 年以内の期間にお 10/365 相当額 

い て支給事由の 存する間 )   ， 0 所轄監督署長が 当該傷病の程度を 

増進させ、 スは 回復を妨げたと 認 

めた日以後 10 日未満で支給事由が 

消滅するものについては、 支給事 

支給制限の 保険給付の都度、 所定給付額の 30% 由 が消滅するま・での 日数分 

率 又は額 

0 当該労働者が、 休業 ( 補償 ) 給付 

ほ ついて、 既に第 2 項前段の規定 

による支給制限を 受けている場合 

は 支給制限により 減額された休業 

  ( 補償 ) 給付の 10 口分 

一 72 一 



302  費用徴収 

費用徴収とは、 保険給付した 後において、 保険加入者その 他の者から、 保険給付に要した 費用に 

栢当 する金額の全部又は 一部を徴収することで、 労災保険法第 ¥? 条の 3 の「不正受給者からの 費用 

徴収」と同法第 目条第 1 項の「事業主からの 費用徴収」とがあ る。 

不正受給者からの 費用徴収は、 保険給付を受けた 者 ( 被災労働者・ 遺族等の受給権 者に限らず、 

現実に、 かつ、 直接に保険給付を 受けた受給権 者以外の者も 含む。 ) と 、 不当に保険給付を 受けき 

せることを意図して 事実と異なる 報告や証明を 行った事業主が 対象とされる。 

労災保険法第 31 条第 Ⅰ項の事業主 か らの費用徴収は、 事業主のみが 対象となり、 それ以外の者が 

費用徴収を受けることはない。 

]  不正受給者からの 費用徴収 ( 労災保険法第 12 条の 3 ) 

㈹ 第 1 項 関係 

イ 本 項の規定は 、 偽りその他不正の 手段によって 保険給付を受けた 者があ る場合に適用する 

- 」 と 。 

(7) r 偽りその他不正の 手段」は、 保険給付を受ける 手段として不正が 行われた場合のすべ 

てをいい、 その不正行為は、 保険給付を受けた 者の行為に限らないものであ ること。 

Co) 「保険給付を 受けた者 ョは、 偽りその他不正の 手段により、 現実に、 かつ、 直接に保険 

給付を受けた 者をいい、 受給権 を有する者に 限らないものであ ること。 

日 本項の規定により 徴収する徴収金の 価額は、 保険給付を受けた 者が受けた保険給付のうち、 

偽りその他不正の 手段により給付を 受けた部分に 相当する価額とすること。 

(2) 第 2 項関係 

イ 末項の規定は、 事業主の虚偽の 報告又は証明によって 保険給付を受けた 者があ る場合に適 

屈 すること。 

「事業主の虚偽の 報告又は証明Ⅰとは、 保険給付の基礎となる 重要な事項 ( 例えば、 災害 

発生状況、 死傷病の年月日、 平均賃金等 ) について、 事業主が不当に 保険給付を受けさせる 

ことを意図して、 事実と異なる 報告又は証明を 行った場合をいうものであ ること。 

ロ 木項の規定による 徴収金の価額は、 (1) の ロ に定める徴収金の 価額と同額とすること。 

(3) 徴収金の徴収の 方法 

徴収金の徴収については、 国の債権 の管理等に関する 法律等関係法令によるほか、 次により 

事務処理を行うこと。 

なお、 徴収金には、 延滞金を課すことはできない。 

イ 監督署長は 、 偽りその他不正の 手段によって 保険給付を受けた 者があ るごとを発見した 場 

合は、 当該給付に係る 処分を変更し、 当該不正受給者に 対し、 その旨を通知すること。 
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ロ 労働局長は、 前記 イ 0 通知と同時に、 不正受給者 ( 本条 第 1 項及び第 2 項が同時に適用さ 

れる場合は、 当該事業主をき せ 。 ) に対し、 保険給付に要した 費用を徴収する 旨及び徴収金 

2 

の 価額等を法第 12 条の 3 の規定に基づく 費用徴収の命令書により 命ずるとともに、 不正受給 

者又は当該事業主に 対して納入告知書を 送付すること。 

なお、 事業主が連帯して 徴収金を納付すべき 場合は、 連帯債務として 債権 の確認及び調査 

決定は 1 件 として処理すること。 納入告知書を 不正受給者に 対して 発 付する場合には、 不正 

受給者の住所、 氏名に当該事業主の 氏名を併記し、 当該事業主に 対しては、 不正受給者に 納 

入 告知をした旨を 明記して通知することとし、 納入告知書を 当該事業主に 対して 発 付する場 

合には、 当該事業主の 住所、 氏名に不正受給者の 氏名を併記し、 不正受給者に 対しては、 当 

議 事業主に納入告知をした 旨を明記して 通知すること。 

ハ 本条の規定による 徴収金に係る 債権 管理においては、 債権 の種類は 、 第 Ⅰ項に係るものは   

返納金債権 、 第 2 項に係るものは 損害賠償金債権 とし、 歳入科目は雑人とすること   

事業主からの 費用徴収 ( 労災保険法第 31 条 ) 
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ロ 「事業主の故意又は 重大な過失」とは、 次のいずれかに 該当する場合をいうこと。 

C,D) 所轄労働局又は 所轄監督署若しくは 所轄公共職業安定所 ( 以下「所轄 所 」 という。 ) 又 

はその職員から 保険関係成立届の 提出ほか所定の 手続をとるよう 指導 ( 来手続事業場を 訪 

間 し又は当該事業場の 事業主等を呼び 出す方法等により 職員が直接指導するものに 限り、 

加入勧奨用の 文書の郵送や 電話による加入勧奨は 含まない。 以下同じ。 ) を 受けたにもか 

かわらず、 相当期間 ( 当面 @0 日間とする。 ) 以内に保険関係成立届を 提出しない場合。 

なお、 所轄労働局並びに 所轄監督署及び 所轄所においては、 職員が未、 手続事業主に 対し 

て加入勧奨に 係る指導を行った 場合には、 来手続事業主の 氏名又は名称及び 住所又は所在 

地 並びに指導経過 ( 例えば、 指導の日付、 担当者の職・ 氏名、 柏手方の 職 ・氏名、 指導の 

内容等 ) のほか、 可能な範囲で 事業の種類及び 使用労働者数、 労災保険のみ 天手続の場合 

は 当該事業の労 働 保険番号を記録しておくこととされているので、 これにより判断するこ 

と。 

㏄ ) 過去に事業を 行っていた事業主が、 その事業において 保険関係成立届の 提出ほか所定の 

手続をとっていたにもかかわらず、 その事業を廃止又は 終了した後に 開始した当該事故に 

係る事業について、 保険関係成立届を 提出していない 場合。 

なお、 この場合、 次の事項に留意するこ と 
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a  この基準は 、 新たに開始した 事業 ( 継続事業であ ると有期事業であ るとを問わない。 

以下同じ。 ) と既に消滅した 事業の事業主が 同一であ ることを要件とするものであ るか 

ら、 事業の廃止又は 終了に伴い法人が 解散し、 その後解散した 法人の代表取締役等が 新 

たに別の法人を 設立して事業を 開始したような 場合は、 この対象とはならないこと。 

b  この基準における「開始した」とは、 新規に新たな 事業を開始して 労働者を使用する 

場合のほか、 労働者を使用しないで 事業を行っていた 事業主が新たに 労働者を使用する 

に至った場合も 含まれること。 

ただし、 たまたま臨時的に 労働者を使用するに 至ったものは 除くものとし、 具体的に 

は 、 事故発生日において 少なくとも一の 労働者を 1 か 月以上継続して 使用している 事業 

に限るものとすること。 
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d  過去に行っていた 事業の保険関係手続の 有無については、 費用徴収に係る 事故の発生 

前 3 年以内の期間 ( ただし、 有期事業の場合は 2 年以内の期間 ) に保険関係を 消滅させ 

ていたものであ って、 当該事故が発生した 事業の所在する 都道府県内において 行われて 

いた事業について、 労働保険適用徴収システムの 検索機能を活用して 確認すること。 

W ハ ) 複数の事業を 行う事業主が、 そのうちの一の 事業において 保険関係成立届の 提出ほか 所 

定の手続をとっているにもかかわらず、 当該事故に係る 事業について 保険関係成立届を 提 

出していない 場合。 
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a  この基準は、 事業主が一の 事業において 実際に保険関係手続をとっていることを 要件 

とするものであ ることから、 専ら建設業の 下請負の事業を 行うため自ら 保険関係手続を 

とらない下請負事業主が、 たまたま元請負として 他の事業を行うような 場合は、 この 対 

象 とはならないこと。 

b  この基準の適用に 当たっては、 当該事故に係る 事業が、 本来、 労災保険の適用手続を 

行うべき独立した 事業であ るにもかかわらず、 当該事業を他の 事業に包括される 付随的 

な 事業であ ると事業主が 誤認して、 当該他の事業に 含めて手続をとっていた 場合は 、 こ 

0 対象としないものとすること。 なお、 具体的には、 次のような事例が 考えられるこ 

と 

(a) 本来、 独立した事業としての 出張所ではあ るが、 事業主が独立した 事業に該当 し な 

いと考えて当該出張所の 保険関係を直近の 上部組織であ る支店に包括して 手続をとっ 

ている場合。 
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(b) 鉄骨、 畳、 建具等を製造現場で 製作し、 建築現場でその 組 立てや据付けを 行って い 
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いと考えて建築の 事業に包括して 手続をとっている 場合。 

c  当該事業主の 行う他の事業の 保険関係手続の 有無については、 費用徴収に係る 事故が 

発生した事業の 所在する都道府県内において 行われる事業について、 労働保険適用徴収 

、 ンステムの検索機能を 活用して確認すること。 

ハ 本号の規定による 費用の徴収は、 保険関係成立届の 提出期限 ( 保険関係成立の 日の翌日か 

ら起算して ]0 日 ) の翌日から保険関係成立届の 提出のあ った日の前日 ( 保険関係成立 届 の 提 

出に先立って 政府が当該事業について 徴収 法 第 15 条第 3 項の規定による 決定をしたときは、 

その決定のあ った目の前日 ) までの期間中に 生じた事故に 係る保険給付 ( 療養補償給付及び 

療養給付を除く。 ) のうち事故発生の 日から保険関係成立届の 提出のあ った日の前日 x は 徴 

収法 第 15 条第 3 項の規定による 決定のあ った日の前日までに 支給事由が生じたものについて、 

支給の都度行うこ と 

ただし、 この場合、 療養を開始した 日 ( 即死の場合は 事故発生の日 ) の翌日から起算して 

3 年以内の期間において 支給事由の生じたものに 限ること ( 年金給付については、 この期間 

に支給事由が 生じ、 かっ、 この期間に支給すべき 保険給付に限る。 ) 。 

ニ 徴収金の価額は、 前記 ハの 保険給付の額に 100 分の 40 を乗じて得た 価額とすること   

(2@ 第 1 項第 2 号関係 

4  本号の規定は、 事業主が、 徴収 法 第 15 条 第 1 項 又は第 2 項の規定による 概算保険料のうち 

の一般保険料を、 徴収 法 第 2f 条の規定による 督促状の指定期限内に 納付しない場合 ( 天災事 

変 その他やむを 得ない事由により 保険料を納付することができなかったと 認められる場合を 

除く。 ) に適用すること。 

前記概算保険料について、 徴収 法 第 18 条の規定による 延納が認められている 場合において 

は 、 事故発生の日の 属する期について 保険料が完納されておれば、 その前期について 保険料 

の滞納があ っても、 本号の規定は 適用しないこと。 

なお、 徴収 則 第 71 条の規定による 事業主の代理人、 労災保険の事務について 代理権 を授与 

されていると 認められる者及び 事業主の名において 保険料の納付事務を 行う被用者が、 保険 

料の納付を怠った 場合には、 事業主が保険料を 納付しないものとして 取り扱うこと。 

口 前記 イ にかかわらず、 次の各号の一に 該当するときは、 本号の規定の 適用を差し控えるこ 

と 

W) 事業主について、 次の措置により 保険料の納付を 猶予している 場合。 ただし、 当該猶予 

期間中に生じた 事故に係る保険給付に 限る。 
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a  国税通則法第 46 条の規定による 納付の猶予 ( 同条第 3 項の規定の例によるものを 除 

< o@ ) 

b  国税徴収 法第 l51 条の規定の例による 換価の猶予 ( 同条 第 Ⅰ 項 第 2 号の規定の例によ 

るものを除く。 ) 

c  国税徴収法の 規定の例による 滞納処分の停止 

け ) 事業主が、 督促状の指定期限双に 具体的計画を 示して、 指定期限から l 箇月以内に保険 

料を納付することを 誓約し、 期限内に納付した 場合 

(") 督促状の指定期限双に、 国税通則法第 55 条の規定の例による 納付委託 ( 国税通則法第 46 

条 第 Ⅰ 項 若しくは第 2 項又は国税徴収 法 第 151 条 第 1 項第 1 号の規定の例によるものを 除 

く 。 ) を 受けた場合において 当該証券が督促状の 指定期限後 1 箇月以内の日を 支払期日と 

している場合 

ハ 本号の規定による 費用の徴収は、 督促状指定期限の 翌日から、 当該概算保険料を 完納した 

日の前日 ( 当該概算保険料を 完納した日が、 当該概算保険料に 係る保険年度若しくは 事業 期 

問 又は延納の場合における 当該期の末日を 経過している 場合には当該保険年度若しくは 事業 

期間又は期の 末日 ) までの期間中に 生じた事故に 係る休業 ( 補償 ) 給付、 障害 ( 補償 ) 給付、 

遺族 ( 補償 ) 給付及び葬祭料又は 葬祭給付 ( 再発に係るものを 除く。 ) のうち事故発生の 日 

から当該概算保険料を 完納した日の 前日までに支給事由が 生じたもの ( 年金給付については、 

この期間に支給事由が 生じ 、 かっ、 この期間に支給すべき 保険給付に限る。 )  ( 督促状の指 

定期限を経過した 後に前記の ロ の ( ィ ) に掲げる事由が 生じたことによる 保険料納付猶予期間 

中に支給事由の 生じたものを 除く。 ) について、 支給の都度行うこと。 ただし、 この場合、 

療養を開始した 日 ( 即死の場合は 事故発生の日 ) の翌日から起算して 3 年以内の期間におい 

て 支給事由の生じたものに 限ること ( 年金給付については、 この期間に支給事由が 生じ、 か 

つ、 この期間に支給すべき 保険給付に限る。 ) 。 

ニ 徴収金の価額は、 前記 ハの 保険給付の額に 相当する額に、 納付すべき概算保険料に 対する 

滞納額の割合 ( 以下「滞納率Ⅱという " )  ( 滞納率が 100 分の 40 をこえるときは、 100 分の 40 

とする。 ) を乗じて得た 価額とすること。 

なお、 滞納率等の具体的算定方法等については、 昭和 47 。 9 . 30 事務連絡第 2 号補償課長 

名、 及び昭和 47. @1. l1 事務連絡 ( 補償 課 第一業務班長名 ) を参照のこと。 

(3) 第 Ⅰ 項 第 3 号関係 

イ 本号の規定は、 事業主 ( 事業主に代わって 危害防止に関する 事項を管理する 責任を有する 

者を含む。 ) が 、 次の各号の一に 該当する場合に 適用すること。 

なお、 当該事故の発生原因が 他の行政庁の 主管する危害防止に 関する事項に 係るものであ 

る場合には、 当該行政庁の 意見を求めて 処理することを 要するが、 その回答が事故発生後 6 
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箇月以内に得られなかった 場合には、 それまでの調査資料に 基づいて独自に 判断して差し 支 

えないこと。 

( ィ ) 法令に危害防止のための 直接的かつ具体的な 措置が規定されている 場合に、 事業主が当 

該 規定に明白に 違反したため、 事故を発生させたと 認められるとき。 

㏄ ) 法令に危害防止のための 直接的措置が 規定されているが、 その規定する 措置が具体性に 

欠けている場合に、 事業主が監督行政庁より 具体的措置について 指示を受け、 その措置を 

講ずることを 怠ったために 事故を発生させたと 認められるとき。 

ひ ) 法令に危害防止のための 措置が規定されていないが、 事故発生の危険が 明白かつ急迫で 

あ るため、 事業主が監督行政庁より 直接的かつ具体的な 措置について 指示を受け、 その 措 

置を講ずることを 怠ったために 事故を発生させたと 認められるとき。 

ロ 本号の規定による 費用の徴収は、 当該事故に係る 休業補償給付、 障害補償給付、 遺族補償 給付及び葬祭料 ( 再発に係るものを 除く。 ) について、 支給の都度行 （ ノ - と ただし、 この 

場合、 療養を開始した 日 ( 即死の場合は 事故発生の日 ) の翌日から起算して 3 年以内の期間 

において支給事由の 生じたものに 限る ( 年金給付については、 この期間に支給事由が 生じ、 

かつ、 この期間に支給すべき 保険給付に限る。 )   

ハ 徴収金の価額は、 前記 ロの 保険給付の額に 相当する額の @00 分の 30 に相当する 額 とする 

- と   

(4) 徴収金の徴収の 調整 

本条 第 1 項 第 2 号に該当する 事由と第 3 号に該当する 事由とが同時に 存する場合においては、 

いずれか高 い 方の価額をもって 徴収金とすること   

(5) 徴収金の徴収の 方法 

本条の規定による 徴収金の債権 管理及び徴収事務は 、 国の債権 の管理等に関する 法律及び関 

係法令によるほか、 次により行うこと。 

なお、 本条の規定による 徴収金には延滞金を 課さなじものとして 取り扱うこと。 

イ 本条第 @ 項 第 Ⅰ号の規定による 費用徴収については、 次のけ ) 及び く のによること   

(7) 来手続事業に 係る労働者又はその 遺族から保険給付の 請求があ った場合は、 所轄監督署 

長は「様式の 1  労災保険法第 31 条の規定に係る 保険給付通知書Ⅰにより 所轄労働局長に 

対しその旨を 通知すること。 その際、 

a  所轄 著 において前記 (1) の ロ ( ィ ) の指導を行っている 場合は、 当該指導を行った 事業 

等の概要 ( 事業主の氏名又は 名称及び住所又は 所在地、 事業開始の年月日、 事業の種類 

及び使用労働者数、 労災保険のみ 来手続の場合は 当該事業の労働保険番号並びに 当該事 

業に対する加入勧奨に 係る指導経過 ( 指導の日付、 指導の方法、 担当者の職・ 氏名、 栢 

手 方の 職 ・氏名、 指導の内容等 ) ) 
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b  所轄監督署において 前記Ⅲの ロ (n) に該当する事実を 把握している 場合は、 過去に 労 

災 保険に係る適用手続をとっていた 当該事業の概要 ( 事業主の氏名又は 名称、 住所又は 

所在地、 事業の種類、 使用労働者数、 保険関係成立年月日、 事業廃止・終了年月日、 労 

働保険番号等 ) 

c  所轄監督署において 前記Ⅲの ロ ( ハ ) に該当する事実を 把握している 場合は、 労災保険 

に係る適用手続をとっている 他の当該事業の 概要 ( 事業主の氏名又は 名称、 住所又は所 

在地、 事業の種類、 使用労働者数、 保険関係成立年月日、 労働保険番号等 ) 

そ それぞれ別途記載し、 様式の @ に 添付すること。 また、 事故発生後に 当該事業主から 保 険 関係成立届の 提出があ った場合には、 その写しを併せて 添付するこ と 

(a) 所轄労働局長は、 所轄監督署長から 様式の 1 の提出があ った場合には、 これを踏まえて 

上記Ⅲの ロ に照らし、 当該事業主についての 故意又は重大な 過失の有無について 判断する 

- し と 。 

ひ ) 以上により、 労災保険法第 鰻条 第 l 項第 @ 号の規定により 費用徴収を行うことを 決定し 

た 場合には、 当該事業主に 対し保険給付に 要した費用を 徴収する旨及び 徴収金の価額等を 
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( ィ ) 所轄監督署長は、 本条 第 Ⅰ 項 第 2 号及び第 3 号の規定に該当するものについて 保険給付 

を行った場合には、 所轄労働局長に 対してその旨を 様式の丑により 通知すること。 

㏄ ) 所轄労働局長は、 上記 (7) の通知を受けた 場合は、 当該事業主に 対し保険給付に 要した 

費用を徴収する 旨及び徴収金の 価額等を様式の 2 により通知するとともに、 納入告知書を 

送付すること。 

ひ ) 本条の規定による 徴収金については、 債権 の種類は損害賠償金債権 とし、 歳入科目は労 

働 保険特別会計労災勘定の ( 款 ) 雑収入 ( 項 ) 雑収入 ( 日 ) 雑人とすること   

(6) 徴収の特例 

前記Ⅲの ニ 、 (2) のニ 及び㈲の ハ にかかわらず、 本条の規定による 徴収金の価額が 1,000 円 

未満の場合には、 本条の規定の 適用を差し控えるこ と 

(7) 第三者行為災害の 場合における 本条の規定の 適用 

イ 本条 第 1 項第 1 号の規定の適用があ る場合で、 労災保険法第 12 条の 4 第 1 項の規定の適用 

があ るときは、 すでに支給した 保険給付の価額から 政府から求償 し得 べき価額を差し 引いて 

得た残額に 100 分の 40 を乗じて得た 価額を、 本条の規定による 徴収金として 徴収すること。 

ロ 本条 第 Ⅰ 項 第 2 号の規定の適用があ る場合で、 労災保険法第 12 条の 4 第 1 項の規定の適用 
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があ るときは、 すでに支給した 保険給付の価額から 政府が求償 し得 べき価額を差し 引いて得 

た残額に滞納率 ( 滞納率が n00 分の 40 をこえるときは 100 分の 40 とする。 ) を乗じて得た 価額 

を、 本条の規定による 徴収金として 徴収すること。 

ハ 本条 第 1 項 第 3 号の規定が適用される 場合で、 当該事業主のほかに 共同不法行為者たる 第 
  

三者があ るときは、 既に支給した 保険給付の価額から 当該第三者に 求償 し 得る額を差し 引い 

て得た残額の 1 ㏄分の 30 に額当する額を、 本条の規定による 徴収金として 徴収すること 

( 昭和 47.  9 .  30 基光 643 号、 昭和 62.  3  。 30 発券 徴 23 号・ 基発 @74 号、 昭和 63.  1 .  22 

基光 46 号、 平成 5  .  6 .  22 発 労徴 42 号・ 基発 404 号 )  。 

303 保険給付の特例 

] 保険給付の特例 

保険給付の特例とは、 労災保険の暫定任意適用事業で 保険関係成立前に 発生した業務上の 傷病 

ほ つき基準法第 7b 条の療養補償を 行っている労働者 x は通勤による 傷病につき療養を 必要と認め 

られる労働者であ って、 事故発生当時に 当該事業に使用されていたものに 関して、 事業主の申請 

( 特例による保険給付申請書 ) によって当該傷病が 保険関係成立後に 発生したものとみなして 保 

険給付を行う 制度であ る ( 整備法第 t8 条、 第 18 条の 2 、 第 19 条 ) 。 

承認はすべての 申請に対七て 行われるものでなく、 監督署長の裁量行為となっているが、 その 

承認の基準は 次のとおりであ る。 

Ⅲ 業務災害については、 基準法の療養補償が 現に行われていること。 通勤災害については、 療 

養を必要と認められる 労働者であ って事故発生当時に 当該事業場に 使用されていたものであ る 

- と   

(2) 当該事業について 既に保険関係が 成立しているこ と 

(3) その傷病により、 将来において 傷病 ( 補償 ) 年金、 障害 ( 補償 ) 年金、 遺族 ( 補償 ) 年金に 

移行する可能性があ るもの。 

(4) 継続事業では、 経営不振その 他の事由で近 い 将来廃止するおそれがない 事業であ ること ( 昭 

和 41. 」。 31 基 発 73 号 ) 。 

2  特別保険料の 徴収期間 

特別保険料の 徴収期間は、 当該事業が継続事業であ るか有期事業であ るかによってその 取扱い が 異な る 
㈲ 継続事業の場合にあ っては、 個々の給付ごとに 次の期間 ( 整備法施行省令第 8 条 第 j 項 ) 

イ 療養 ( 補償 ) 給付 スは 休業 ( 補償 ) 給付に係る特別保険料については、 当該保険給付が 行 

われる期間 
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す ねね ち、 当該期間内の 保険年度ごとに、 当該保険年度中に 行われた特例による 当該給付 

に見合う特別保険料を 徴収する。 

ロ 障害 ( 補償 ) 年金又は遺族 ( 補償 ) 年金に係る特別保険料については、 l3 年すな ね ち、 特 

例 による当該給付の 支給事由が生じた 日の属する保険年度を 含めてそれ以後㍑ 年の保険年度 

にわたって特別保険料を 徴収する。 

ハ 障害 ( 補償 ) 一時金、 遺族 ( 補償 ) 一時金又は葬祭料若しくは 葬祭給付に係る 特別保険料 

ほ ついては、 当該給付が行われることとなった 日の属する保険年度の 末日までの期間すなわ 

ち 、 特例による当該給付の 支給事由が生じた 日の属する保険年度に 特別保険料を 徴収する。 

ニ 傷病 ( 補償 ) 年金に係る特別保険料については、 

(,0) 原則として、 年金が支給されることとなった 日から @3 年間 

け ) 療養開始後 3 年以内に年金に 移行した場合は、 年金が支給されることとなった 日から療 

養の開始後 16 年を経過する 日の属する月の 末日までの間 

特別保険料を 徴収する。 

ホ 介護 ( 補償 ) 給付に係る特別保険料は、 障害 ( 補償 ) 年金又は傷病 ( 補償 ) 年金が支給さ 

れる場合にあ ってはは 年 ( 療養の開始後 3 年を経過していない 者に傷病 ( 補償 ) 年金が支給 

されることとなった 場合にあ っては、 当該傷病 ( 補償 ) 年金が支給されることとなった 日か 

ら 当該療養の開始後 16 年を経過する 日の属する月の 末日までの期間 ) とする。 

(2@ 有期事業の場合にあ っては、 当該事業が終了する 日までの期間 ( 整備法施行省令第 8 条第 2 

項 ) すな ね ち、 特例により行われたすべての 保険給付に見合う 特別保険料を 事業の終了 ( 又は 

廃止 ) による保険関係の 消滅があ ったときに徴収する。 

3  特別保険料の 算定 

特別保険料も 賃金総額にその 事業についての 保険料率を乗じて 算定することとされている 点に 

おいては、 一般の保険料の 場合と変わりがないが、 その額については、 次の率を保険料率とみな 

して算定することとする ( 整備法弟 19 条第 2 項、 特別保険料率を 定める告示 昭 47. 3. 臣 労働省 

告示第 18 号 ) 。 

㈹ 継続事業の場合にあ っては、 当該保険年度中に 行われた特例による 保険給付の額 ( 障害 ( 捕 

償 ) 年金、 遺族 ( 補償 ) 年金については、 給付基礎日額を 基礎として、 それぞれ、 基準法の規 

定 により算定される 障害補償、 遺族補償又は 打切補償 額 ( 以下「労働基準法の 補償額」とい 

      ) を l3 で除して得た 額 と当該事業の 賃金総額に l000 分の」 5 を乗じて得た 額 との合算額とす 

る 。 ) の 当該事業の賃金総額に 対する率。 

(2) 有期事業の場合にあ っては、 当該事業の期間中に 行われた特例によるすべての 保険給付の額 

( 障害 ( 補償 ) 年金、 遺族 く 補償 ) 年金については、 基準法の補償額と 当該事業の賃金総額に 
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lo00 分の @5 を乗じて得た 頓 との合算額とする。 ) の 当該事業の賃金額に 対する率。 

(3) 傷病 ( 補償 ) 年金については、 療養開始後 3 年を経過する 日の属する月の 分まではその 全額 

を 算定基礎に加え、 その翌月以降の 分については 給付基礎日額の 1,200 日分を算定基礎に 加 

える。 

また、 療養 ( 補償 ) 給付のうち傷病 ( 補償 ) 年金の受給権 者に対して行われるもので、 その 

受給権 者が療養を開始した 後 3 年を経過する 日の属する月の 翌月以降の分は、 特別保険料率の 

算定基礎には 加えない。 

㈲ 介護 ( 補償 ) 給付の特別保険料の 額は、 賃金総額に介護 ( 補償 ) 給付に要する 費用その他の 事情を考慮して 厚生労働大臣の 定める率を乗じて 得た 額 とす る 
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Ⅳ 報告・出頭等の 命令及び保険給付の 一時差止め 

401 報告，出頭等の 命令 

㈹ 労災保険法第 46 条、 第 47 条、 第 47 条の 2 及び第 49 条に規定する 監督署長の命令は 、 必ず文書に 

よ て行うこと ( 労災 則 第 51 条の 2 ) 0 
(2) 命令の文書には、 次の事項を明示するこ と 

ィ 命令を実行すべき 期日又は期限 

ロ 正当な理由がなく 命令に従わない 場合には、 保険給付を一時差止めること。 

ハ 命令を実行すべき 期日又は期限までに、 命令を実行することができない 理由があ る場合には、 

必ずその旨の 申立てを行うべきこ と 

なお、 命令の効力は、 その文書が到達しその 内容を知り得たときから 発生する。 従って 、 到   

達の確実を期するため「書留Ⅰ郵便とすること ( 昭和 40 ・ 7. 3@ 基 発 906 号、 昭和 41, 2. 1 

基発 98 号 ( 一部改正 )  、 昭和 45.  10.  30 基 発 785 号 )  。 

402 受診命令 

1  受診命令の目的と 性格 

行政庁は、 保険給付に関して 必要があ ると認めるときは、 保険給付を受け、 又は受けようとす 

る者 ( 遺族補償年金又は 遺族年金の額の 算定の基礎となる 者を含む。 ) に対し、 その指定する 医 

師の診断を受けるべきことを 命ずることができる ( 労災保険法第 47 条の 2) 。 

労災保険において 被災労働者がその 傷病を治療する 医師を選択することは、 本人の自由な 意志 

に委ねられているところであ るが、 受診命令は、 労災保険法第 打条 0 2 に基づき、 監督署長が業 

務上 外の認定、 傷病の治ゆの 認定、 障害等級の認定等を 行うに当たって、 保険給付の請求書に 添 

付された診断書等によってはその 判断が困難であ ると認められる 場合に、 医学的判断資料を 得る 

目的で行うものであ るので、 監督署長は医師を 指定して行うこととなっている。 
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2  受診命令の対象 

労災保険法第 47 条の 2 の規定に基づく 受診命令は 、 次の場合に限って 行うものであ る ( 昭和 

45.  5  .  27 基 発 414 号 )  。 

イ 監督署長が保険給付の 請求書に添付された 診断書、 レントゲン写真等の 資料及び労災医員の 

一 83 一 



  

意見のみでは 医学的判断資料が 十分でなく、 業務上外の認定 ( 再発の認定を 含む。 ) 、 傷病の 

治ゆの認定、 障害等級の認定 x は遺族 ( 補償 ) 年金を受けることができる 遺族となる障害の 程 

度の認定を行うことが 困難であ ると認めた場合 

口 監督署長が、 年金受給者又は 休業 ( 補償 ) 給付受給者の 定期報告書、 届書又は障害 ( 補償 ) 

年金受給者の 障害 ( 補償 ) 給付変更請求書に 添付された診断書、 レントゲン写真等の 資料及び 

労災医員の意見のみでは、 症状等の確認、 障害の程度の 変更の確認が 困難であ ると認めた場合 

ハ 監督署長が、 長期療養者 ( 傷病 ( 補償 ) 年金の受給者を 含む。 ) の 症状把握のため、 特に必 

要 があ ると認めた場合 

なお、 適正な認定・ 確認を行 う ために必要な 資料の収集方法等については 労災医員に相談 す 

6 等により十分検討のう                     と。 

3  受診命令の運用 

受診命令の実施にあ たっては、 その円滑かつ 適正な運用を 図るため、 次の要領で行うこととさ 

れている ( 同上通達 ) 。 

イ 受診命令は、 当該労働者等に 対して、 受診 日 、 医師 名 、 受診事項その 他の所要の事項を 記載 

した文書をもって 行うこと。 

なお、 受診を命ずるに 当たっては、 受診の趣旨をよく 説明し、 所定の期日に 指定の医師の 診 

断を受けるよう 指導すること。 

口 受診を依頼する 医師とあ らかじめ診断事項、 診断 口等 所要の事項について 連絡を密に行い、 

要すれば当該労働者の 就業状況等労働条件に 関する資料を 提示する等、 診断の的確化を 図る ょ 

うに配慮するこ と 

なお、 診断した結果の 意見書等については、 監督署に直接提出されるべきものであ るから、 

受診者等を通じて 提出されることのないよう 配意すること。 受診命令を行うに 当たっては、 被 

命令者に対して 受診の趣旨を 十分説明し、 理解と協力を 得ることが必要であ るから医学的にみ 

て診断が必要であ ることを具体的に 説明できるよ う 労災医員等と 事前によく相談協議して、 受 

診 目的を明確にしておくこと。 

また、 請求人以覚の 関係者から説明を 求められた場合には、 これら関係者に 対して協力を 求 

めることは差し 支えないが、 本来、 受診命令は請求人個人に 係る問題であ るので、 このことに 

かかる判断を 誤ることのないように 留意すべきであ る。 

受診命令においては、 医師を指定することとなっているが、 「指定する医師Ⅱとは、 監督署 

長が、 当該請求人に 対して診断を 受けさせるべく 特に指定した 医師であ って、 労災 則第 Ⅱ条に 

より各地方労働局長が 指定する病院又は 診療所の医師をいうものではない。 一般的には、 当該 

疾病について 臨床経験を有し、 かつ、 所要の設備を 有すると認められる 医療機関の医師を 指定 
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するものであ る。 なお、 障害の程度等に 関しては主治医がふさわしい 場合もあ るので、 指定す 

る 医師から主治医を 除外するものではない。 

なお、 費用の支出等については、 医療関係通達集を 参照のこと。 

403 保険給付の一時差止め 

Ⅰ 支払差止めの 事由 ( 労災保険法第 47 条の 3 ) 
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イ 労災保険法第 12 条の 7 ( 労災 則 第 19 条の 2) による報告書の 提出を怠り、 かつ、 督促に応 

じないこと。 

ロ 年金受給権 者が、 労災保険法第 12 条の 7 ( 労災 則 第 21 条、 第 21 条の 2) による届出 x は 書   

類 ・物件の提出を 怠ったこと ( 所在不明による 場合を含む。 ) 。 

(2) 命令に従わない 場合 

イ 療養中の労働者等が、 労災保険法第 47 条による文書。 物件の提出、 出頭の命令又は 労災保 

除法第 47 条による受診命令 ( 遺族 ( 補償 ) 年金の額の算定の 基礎となる者を 含む。 ) に従わ 

ないこと。 ロ 命令に従わないことにつき、 正当な理由がないこ と 

「正当な理由」とは、 そのような事情があ れば、 誰しも命令に 従うことができなかったで 

あ ろうと認められる 場合をいい、 当該受給権 者の単なる主観的な 事情は含まないものであ る 

- と   

2  支払差止めの 対象 

Ⅲ 労災保険法第 12 条の 7 による場合 

当該年金受給権 者の請求に係る 保険給付で、 報告・届出をしないことによって、 支給決定に 

支障をきたすと 認められる保険給付。 

(2) 労災保険法第 47 条及び第 47 条の 2 による場合 

当該受給権 者の請求に係る 保険給付で、 命令時においてその 命令に従わないことによって 、 

支給決定に支障をきたすと 認められるすべての 保険給付。 

3  支払差止めの 期間 

差止めは、 前記 1 の報告、 届出又は命令を 実行するまでの 期間について 行い、 差止め事由が 消 

滅した場合は、 差止めていた 保険給付を速やかに 支給すること。 
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V
 
支給・不支給決定及び 変更決定の事務 

保険給付に関する 決定は、 処分機関たる 監督署長が給付要件について 調査確認して 支給すべき給付を 

確定させる行為 ( 処分 ) であ り、 支給決定の事務は 次の要領で行 う こと。 

501 療養の給付に 係る支給決定 

支給決定決議 

㈲ 支給決定決議は、 「療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付請求書」 ( 告示様式第 5 号、 第 16 号の 

3 ) 下欄のⅠ支給・ 不支給決定決議 書 Ⅰにより行うこと。 

(2) 決議を行うに 当たっては、 該当する調査年月日、 復命 書 番号等の項目を 記入し、 支給決定の 

判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付して 行 う こ と 

502  療養の費用に 係る支給決定 

Ⅰ 支給決定・支払決議 

u) 療養の費用に 係る支給決定・ 支払決議は、 請求書の 0 C R 入力により出力される「支給決定 

・支払決議 書 」 ( 以下「決議 書 」 とい         により行うこと ゥ 

(2) 支給すべき金額は、 決議 書の 「支払金額」の 欄に誤りなく 記入し、 金額の頭に「￥」を 記入 

することとし、 支給すべき金額の 記入誤り等により「支払金額Ⅰの 欄に記入した 金額を訂正す 

る場合には、 決議書を再出力し、 正当な金額を 記入し決裁を 受けること。 

(3) 調査関係項目 ( 調査コード、 調査年月日、 復命 書 番号 ) については、 該当があ る場合に決議 

書の決裁・統計人力 欄 に記入すること。 

(4) 決裁を受けるに 当たっては、 支給とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付して 

行 う こと。 

(5) 支給決定，支払決議が 行われたときは、 決議書の決裁。 統計入力欄に 支給決定年月日等必要 

事項を記入すること。 

2  支給決定・支払通知の 作成 

療養の費用の 支給決定・支払決議を 行ったものについては、 決議 書の O CR 入力により出力さ 

れる「支給決定・ 支払通知」に 必要事項を記入のうえ、 請求人あ て通知すること。 

503 休業 ( 補償 ) 給付に係る支給決定 

]  支給決定，支払決議 

は ) 休業 ( 補償 ) 給付に係る支給決定・ 支払決議は、 請求書の OCR 入力により出力される 支給 
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決定・支払決議事により 行うこと。 

(2) 調査関係項目 ( 調査コード、 調査年月日、 復命 書 番号 ) については、 該当があ る場合に決議 

書の決裁・災害統計人力 欄 に記入すること。 

(3) 決裁を受けるに 当たっては、 支給とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付して 

行 う こと。 

(4) 支給決定・支払決議が 行われたときは、 決議書の決裁・ 災害統計人力 欄 に支給決定年月日等 

必要事項を記入すること。 

2  支給決定，支払通知の 作成 

休業 ( 補償 ) 給付の支給決定・ 支払決議を行ったものについては、 決議 嘗め OC R 人力により 

出力される「支給決定，支払通知Ⅰに 必要事項を記入のうえ、 目隠しシールを 貼付して、 請求人 

あ て通知すること。 

3  保険給付記録票の 作成 

(1) 休業 ( 補償 ) 給付の支給決定をしたときの 保険給付記録票の 作成については、 次の場合に行 

と う と し、 それ以外の場合には 省略して差し 支えない。 

の 業務上の事由又は 通勤に よ る疾病に係る 事案の場合 
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②
③
 
④ 労働福祉事業として 行われる各種給付金等 ( 特別支給金を 除く。 ) の給付を受ける 事案の 

場合 

(2) 被災労働者が 継続事業に係る 者であ る場合と有期事業に 係る者であ る場合を区分して 別個に 

作成すること。 

(3) 給付記録 票は 、 労働保険番号順に 配列するとともに、 同一労働保険番号に 属するものについ 

ては更に災害発生年月日順に 配列し保管すること。 

(4) 給付履歴については、 情報検索により 対処するこ と 

504 年金・一時金システムにより 事務処理を行う 給付 (xn 下 「年金・一時金給付」という。 ) に 

係る支給決定 

]  支給決定，支払決議 

㈲ 年金。 一時金給付に 係る支給決定，支払決議は、 年金の場合にあ っては、 登録帳 票及び年金 

入力帳 票の OCR 入力により出力される「支給決定・ 支払決議 書 」により、 一時金の場合にあ 

っては、 登録帳 票の OC R 入力により出力される「支給決定・ 支払決議 書 」により行うこと。 
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(2) 調査関係項目 ( 調査コード、 調査年月日、 復命 書 番号 ) については、 該当があ る場合に決議 

書の決裁・災害統計入力欄に 記入すること。 

(3) 決裁を受けるに 当たっては、 支給とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付して 

行うこと。 

(4) 支給決定・支払決議が 行われたときは、 決議喜の決裁・ 災害統計入力欄に 支給決定年月日等 

必要事項を記入するこ と 

2  支給決定・支払通知の 作成 

年金・一時金給付の 支給決定を行ったものについては、 年金の場合にあ っては支給決定通知 

に 、 一時金の場合にあ っては支給決定通知友 ぴ 振込・支払通知に 必要事項を記入のうえ、 目隠し 

・ ン 一ル を 貼付して請求人あ て送付すること。 

3  保険給付記録票の 作成 

年金・一時金給付の 支給決定をしたときの 保険給付記録票の 作成については、 前記 503 の 3 に 

準じて行うこととするが、 休業 ( 補償 ) 給付等を受けていたものであ って、 業務上の事由 スは通 

勤 による疾病に 係る事案等については 既に保険給付記録票が 作成されているので、 当該保険給付 

記録事に年金・ 一時金給付の 内容を追加記入すること。 

505 介護 ( 補償 ) 給付に係る支給決定 

Ⅰ 支給決定，支払決議 

支給決定・支払決議は 請求書の OC R 人力により出力される「介護 ( 補償 ) 給付支給決定・ 支 

払決議 書 」 ( 以下「決議 書 Ⅰという。 ) により行うこと。 

なお、 決裁は決議書の 決裁欄を使用するこ と 

2  支給決定，支払通知の 作成 

所轄監督署長は、 介護 ( 補償 ) 給付の支給決定・ 支払決議を行ったものについては、 決議 書の 

C O R 入力により出力される「介護 ( 補償 ) 給付支給・不支給・ 変更決定、 振込・支払通知書」 を 使用し、 目隠しシールを 貼付して通知するこ と 

3  「続紙」に関する 取扱い 

3 か 月を超える請求に 係る 2 枚以上の請求書が 、 1 つの請求行為として 同時に提出された 場合 

には、 当該 2 枚目以降の請求書は「続紙」として 取り扱うこと 0 

「続紙Ⅰは、 単独では請求行為として 成り立たないことから、 請求人が記名・ 押印を行 う 必要 
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はなく、 記載すべき項目は、 請求書の「請求対象年月」   「費用を支出して 介護を受けた 日数」 

及び ; 介護に要する 費用として支出した 費用の額」の 欄 とこれに対応する「介護を 受けた場所 

等 J 、 「介護に従事した 者 ゴ 及び r 介護の事実に 関する申立てⅠ の 欄 ( 同一の請求書内で 対応す 

る必要はない。 ) であ ることから、 これらの 欄 以外に記載がないことをもって 不備返戻を行うこ 

とのないよう 留意すること。 

「続紙」であ っても、 0 C R 入力する必要があ ることから、 年金証書番号等の 必要項目を記載 

し、 併せて、 請求書の左上に 総枚数と当該請求書の 枚数を朱書き ( 例えば、 3 枚の請求書がⅠ フ 

の 請求行為として 同時に提出された 場合は、 「本葉」には 3 枚 中 1 枚目と、 「続紙 コ には 3 枚 中 

2 枚目、 3 枚 申 3 枚目とそれぞれ 朱書きする。 ) にて付し、 人力することとする。 

請求書の入力により、 同数の決議 書 が出力されることとなるが、 これら複数枚の 決議事におい 

ても、 1 つの請求に係る 決議であ るとの観点から、 決裁は請求書の「本葉」に 係るⅠ枚目の 決議 

書の決裁 欄 のみ使用することとする。 このとき、 2 枚目以降の「続紙」 としての請求書に 係る決 

議書を必ず添付して 決裁を受けること。 また、 請求書と同様に、 決議書の左上に 総枚数及び当該 

決議書の枚数を 朱書きすること。 

決裁後、 複数枚の決議書の 人力を行 う 必要があ り、 同数の通知書が 出力されるが、 1 つの請求 

に 対する通知であ るとの観点から、 これらを印字されていない 1 枚の通知書に 手書きの上通知す 

ることとし、 E 口 字 された通知書は、 決議事に添付して 編綴するこ と 

手書きの記載項目は、 システムにおける 出力項目に準じるものとするが、 「請求対象年月」の 

欄は不足することから、 「理由等」の 欄を使用することとし、 「理由等」の 欄に記入できない 場 

合は、 「別紙」 ( 様式参照 ) を添付することとし、 その旨を「理由等」の 欄に記入しておくこ 

と。 

また、 「別紙Ⅰを添付した 場合は、 封書にて請求人あ て送付すること。 

この事務処理は、 支給決定、 不支給決定及び 変更決定に共通であ ること   

506 療養の給付に 係る不支給決定 

@  不支給決定決議 

Ⅲ 不支給決定決議は、 療養の給付請求書の 下欄の「支給・ 不支給決定決議 書 」により行うこと。 

(2) 不支給決定決議は「不支給の 理由」欄に理由を 記入し、 決裁を受けるこ と 

(3) 決裁を受けるに 当たっては、 不支給とする 判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付し 

て 行うこと。 

2  不支給決定通知の 作成 

は ) 不支給決定を 行ったものについては、 決議 書の O C R 入力により出力される「不支給決定通 
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知 」によりその 旨を目隠しシール 貼付の上、 請求人あ て簡易書留郵便にて 通知するこ と 

(2)  「不支給・変更理由 コ 欄については、 後記 3 に留意し、 不支給の理由を 的確かつ具体的に 記 

載すること。 

(3,) 不支給決定を 行った請求書については、 年度別に不支給決定年月日順に 編綴保管すること   

3  処分理由の記載要領及び 説明 

㈲ 請求人は、 請求人の被った 傷病等が、 労災保険における 業務災害 スは 通勤災害として 認定さ 
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(2) 所轄監督署長が 請求人に対して 不支給決定等の 処分の通知を 行 う 場合には、 別紙参考事例を   

参照の うえ 、 その処分理由を 的確かつ具体的に「不支給・ 不変更決定通知書」等に 記載するこ 

と。 

(3) 請求人から所轄監督署長に 対して不支給決定等の 処分の理由について 説明を求められた 場合 

には、 法律上の根拠及びその 解釈並びに医学的判断理由を 説明し、 請求人が当該処分理由を 理 

解し得るよう 努めること。 

なお、 説明の際、 請求人から処分の 判断のもとになった 資料等について 開示を求められた 場 

合は、 昭和 57. 2 . 22 基 発 第 128 号「第姉者からの 文章の開示等の 要請に対する 取扱いに つ い 

て 」及び平成 5 。 3 . 23 事務連絡第 7 号によること。 
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( 参考事例 ) 

  
本 当該労働者の 負傷については、 就業状況等からみて、 業務遂行性については 認められるが、 業 

誘起因性が認められない 場合 

( 理 由 ) 
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*  再発と認められない 場合 

( 理 由 ) 

本件傷病は、 平成 年 月 

認められまぜ ん 。 

自発生した業務上の 傷病が 、 再び増悪したものとは 医学上 

  

  
木 労働者の疾病と 取扱物質 C 又は作業態様等 ) との間に医学的に 因果関係が確立している 場合で 

あ って、 当該労働者の 作業環境、 作業条件、 症状等から考えて、 業務によるものとは 認められな 
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からみて、 業務に起因して 発生したものとは 認められません。 したがって、 本件は業務上の 事由 

る
 
き
 
で
 
断
 
半
 
Ⅱ
 
と
 
る
 
れ
 
ら
 

）
 

め
 

認
い
 

に
し
 

か
ま
 

ら
望
 

明
が
 

と
と
 

の
こ
 

も
く
 

る
お
 

よ
て
 

に
れ
 

病
触
 

疾
も
 

は
て
 

ス
ぃ
 

因
 

っ
 

原
に
 

0
 

名
 

。
 

外
病
 

ん
以
疾
 

せ
 

務
は
 

ま
 

柴
ス
 

ね
 

、
 
因
 

ら
り
 
原
 

め
 

よ
の
 

認
 

に
そ
 

は
等
、
 

と
 

断
て
 

の
謬
 
っ
 

も
 

利
根
 

る
 

鋳
に
 

よ
 

（
ム
ロ
 

 
 
 
 

場
 

  
水 症状固定後において、 なお、 保険給付の請求がなされた 場合 

( 理 由 ) 

現在までの治療経過・ 症状経過からみて ( 月 日をもって ) 症状が安定し、 医学上一般に 認 

められた医療を 行っても、 その医療効果が 期待できない 症状が固定した 状態にあ ると認められる 

ので、 以後の保険給付については 不支給とします。 
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507  療養の費用に 係る不支給決定 

)  不支給決定決議 

㈲ 全部不支給とする 場合は、 支給決定・支払決議 書の 「支払金額」の 欄には「￥ 0 」 と、 また、 

「備考」の欄には 全部不支給の 理由を記入し、 決裁を受けること。 

(2) 支給制限等により 一部不支給とする 場合は、 支給決定・支払決議 書の 「支払金額二の 欄には 

支給すべき 金 ．額を、 「増減額」の 欄には一部不支給となる 金額を、 また、 「備考」の欄にはそ 

の理由を記入し、 決裁を受けること。 

なお、 「備考」の欄にその 理由を記入できない 場合は、 別紙に記入し、 これを添付すること。 

(3) 決裁を受けるに 当たっては、 不支給 ( 全部又は一部 ) とする判断根拠となる 復命 書 等の関係 

資料を必ず添付して 行うこ と 

2  不支給決定通知の 作成 

(1) 不支給決定を 行ったものについては、 支給決定・支払決議 書の O C R 人力により出力される 

「不支給決定通知」によりその 旨を目隠しシールを 貼付して、 請求人あ て簡易書留郵便にて 通 卸 するこ と 
(2@  「減額及び不支給決定理由」欄については、 前記 50f の 2 に準じて記載すること。 

(3) 不支給決定を 行った請求書については、 年度別に不支給決定年月日順に 編綴保管すること   

508  休業 ( 補償 ) 給付に係る不支給決定 

， 不支給決定決議 ㈹ 全部不支給とする 場合は、 支給決定・支払決議 書の 「支払金額Ⅰ欄の 金額を朱 線で 抹消 し 

その上部に「￥ OJ と記入し決裁を 受けるこ と 

(2) 支給制限等により 一部不支給とする 場合は、 給付別項目修正帳 票 ( 着用 ) の 0CR 入力によ り 出力される支給決定・ 支払決議事により 決裁を受けるこ と 

(3) 決裁を受けるに 当たっては、 不支給とする 判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付し 

て行うこと。 

2  不支給決定通知の 作成 

Ⅲ 休業 ( 補償 ) 給付の不支給決定を 行ったものについては、 支給決定・支払決議 書 00CR 入 

力 により出力される「不支給決定通知」に 必要事項を記入のうえ、 目隠しシールを 貼付して 請 

求人あ て簡易書留郵便にて 通知すること。 

(2)  「減額及 び 不支給決定理由Ⅰ欄については、 前記 5Of の 2 に準じて記載するこ     

(3) 不支給決定を 行った請求書については、 年度別に不支給決定年月日順に 編綴保管すること。 
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509 傷病 ( 補償 ) 年金の不支給決定 

?  不支給決定決議・ 不文蛤決定通知 

1) 休業 ( 補償 ) 給付を受ける 労働者から、 療養開始後Ⅰ年 6 箇月を経過した 際に提出させる 傷 

病の状態等に 関する届書 ( 告示様式第 @6 号の 2) により当該労働者の 傷病に係る障害の 状態を 

認定した結果、 傷病 ( 補償 ) 年金の支給要件に 該当しないと 認められる場合にほ 登録帳 票の 0 

CR 入力により出力される「支給決定・ 支払決議 書ョ により不支給決定決議を 行い、 目隠しシ 

ールを貼付して 簡易書留郵便にて 不支給決定通知を 行うこと。 

(2) 決裁を受けるに 当たっては、 不支給とする 判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付し 

て 行うこと。 

(3) 療養開始後 ] 年 6 箇月を経過して 引き続き休業 ( 補償 ) 給付を受けている 労働者について、 

毎年Ⅰ 月 中の日に係る 休業 ( 補償 ) 給付の請求書を 提出するときに 請求書に添えて 提出させる 

傷病の状態等に 関する報告書 ( 告示様式 第 16 号の 11) により当該労働者の 傷病による障害の 状 

態を認定した 結果、 障害の程度が 傷病等級に該当しないと 認められる者については、 傷病 ( 補 

償 ) 年金の不支給決定決議を 要しないこと。 

なお、 傷病の状態等に 関する報告書を 提出することとされている 者から同報告書が 提出され 

た際に、 傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定が 行われるまでの 間は 、 引き続き休業 ( 補償 ) 給付の支 

治要件に該当する 場合に限り、 休業 ( 補償 ) 給付の請求書を 提出するよう 指導すること。 

(4) 療養開始後」年 6 箇月を経過して 引き続き休業 ( 補償 ) 給付を受けている 労働者について、 

傷病による障害の 程度が傷病等級に 該当するに至ったとして 申し出た場合に 提出させる傷病の 

状態等に関する 届書により当該労働者の 傷病による障害の 状態を認定した 結果、 障害の程度が 

傷病等級に該当しないと 認められる場合には、 前記 1) の場合に準じて 傷病 ( 補償 ) 年金の不文 給 決定決議及 び 不支給決定通知を 行 う こ と 

2  給付記録稟への 記載 

(1) 不支給の決定をしたものについては、 給付記録 票の 「決定年月日」欄に 不支給年月日を 記入 

し 、 「決定金額」欄に 不支給と朱書きすること。 

(2) 支給制限をしたものは、 「支給制限」欄に 該当条文、 給付種別、 制限率等を記入すること。 

田 0 年金・一時金システムにより 事務処理を行う 給付 ( 以下「年金，一時金給付」という 0 ) に 

係る不支給決定 

@  不支給決定決議 

㈹ 不支給決定決議は、 登録帳 票の 0CR 人力にょり出力される 支給決定・支払決議事により 行 

うこと。 
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(2) 決裁を受けるに 当たっては、 不支給とする 判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付し 

て行うこと。 

2  不支給決定通知の 作成 

Ⅲ 不支給決定を 行ったものについては、 支給決定・支払決議 嘗め O CR 入力により出力される 

「不支給決定通知」に 必要事項を記入のうえ、 目は、 し シールを貼付して 請求人あ て簡易書留 郵 便 にて通知するこ と 

(2@  「不支給・不変更理由」欄については、 前記 506 の 2 に準じて記載するこ と 

(3) 不支給決定を 行った請求書については、 年度別に不支給決定年月日順に 編綴保管するこ     

5 Ⅱ 介護 ( 補償 ) 給付に係る不支給決定 

] 不支給決定決議 

不支給決定決議は、 決議書の処理区分 欄 に不支給コードを 記入することにより 行うものと     

全部又は一部の 請求対象年月について、 不支給どする 年月の「支払金額」欄の 金額を朱書で 抹消 

し、 その上部に「￥ 0 」と記入すること。 また、 併せて「総支払金額 ョ 欄の金額についても 朱書 

で抹消し、 その上部に該当する 金額を記入し、 決裁を受けること。 

なお、 決裁を受けるに 当たっては、 不支給する判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 必ず添付 

すること。 

2  手 支袷 決定通知の作成 

不支給決定を 行ったものについては、 通知書に不支給決定の 理由を記載し、 目隠しシールを 貼 

付して、 請求人に通知すること。 

なお、 不支給決定の 理由については、 「不支給決定 / 変更決定の理由」欄に 具体的に記載を 行 

うこと。 

5]2 変更決定 

事後調査又は 審査請求等の 結果、 既に行った決定 ( 支給・支給制限・ 不支給 ) を取消し、 スは変 

更を要する場合は 、 次の要領で取消又は 変更を行 う 。 

なお、 年金給付に係る 変更決定は、 後記第 2 年金給付に係る 事務処理を参照のこと。 
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決議を行うこと。 

なお、 変更決定決議 書の 「備考」欄には 変更の理由を 記入し、 決裁を受けること。 

また、 決裁の際には 変更する判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 添付するとともに 変更 

前の請求書を 提示すること。 

ロ 変更決定の通知 

変更決定決議 書を 0 C R 入力すると不支給決定の 変更決定通知が 出力されるので、 目は、 し 

、 ン 一ル を 貼付して請求人あ て通知すること。 
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被災者基本情報登録・ 修正帳 票等を O C R 入力すると支給決定 取消 ・支給決定・ 支払 ( 追 

給 ・回収 ) 決議 書 ( 以下「決議 書 」 という。 ) が出力されるので、 これにより支給決定の 変 

更 、 不支給決定の 取消しの決議を 行うこと。 

変更決定すべきものが 複数あ る場合には、 決議事に変更決定の 内訳を添付し、 支給決定の 

変更、 不支給決定の 取消しの決議を 行うこと。 

なお、 決裁の際には、 変更とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 添付するとともに 

取消 又は変更前の 請求書を提示すること。 

ロ 変更決定・支払の 通知 

決議 書 (2 部複写 ) の 2 枚目により変更決定通知書を 作成し、 目隠しシールを 貼付して 請 

求人あ て通知すること。 

変更決定すべきものが 複数あ る場合は、 変更決定の内訳の 2 枚目裏 面の変更決定通知書に 

「変更決定の 理由」等の必要事項を 記入の上、 請求人あ て通知すること。 

なお、 追給決議したものを OC R 入力すると、 振込・支払通知が 出力されるのでこれを 同 

封すること。 

(3@ 休業 ( 補償 ) 給付に係る変更決定 

イ 変更決定の決議 

被災者基本情報登録・ 修正帳 票等を OCR 入力すると支給決定散 消 ・支給決定・ 支払 ( 追 

給・回収 ) 決議 書 ( 以下「決議 書 」という。 ) が出力されるので、 これにより支給決定の 変 

更 、 不支給決定の 取消しの決議を 行うこと。 

なお、 決裁の際には、 変更とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 添付するとともに 

取消 又は変更前の 請求書を提示すること。 
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ロ 変更決定・支払の 通知 

被災者基本情報登録・ 修正帳 票等を入力すると、 決議事と同時に 内訳書が出力されるので、 

これにより変更決定通知書を 作成し、 目隠しシールを 貼付して請求人あ て通知すること。 

また、 追給決議したものを 0 CR 入力すると、 振込・支払通知が 出力されるのでこれを 同 

圭寸 するこ と 

(4) 一時金に係る 変更決定 

イ 変更決議の決定 

訂正帳 票を O C R 入力すると支給決定散 消 ・支給決定・ 支払 ( 追給 ) 決議 書 ( 以下「決議 

書 」という。 ) が 出力されるので、 これにより支給決定の 変更、 不支給決定の 取消しの決議 

を行 う こと。 

なお、 決裁の際には、 変更とする判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 添付するとともに 

取消スは 変更前の請求書を 提示すること   

ロ 変更決定・支払の 通知 

決議 書 ( 2 部複写 ) の 2 枚目により変更決定通知書を 作成し、 目隠しシールを 貼付して請 

求人あ て通知すること。 

なお、 追給決議したものを OCR 人力すると、 振込・支払通知が 出力きれるのでこれを 同 

対 すること。 

(5) 介護 ( 補償 ) 給付に係る変更決定 

イ 変更決定の決議 

「介護 ( 補償 ) 給付基本情報・ 請求情報修正帳 票」を人力すると「介護 ( 補償 ) 給付支給 

決定 取消 ・支給決定・ 支払 ( 追給・回収 ) 決議 書 J ( 以下「 追 ・ 回 決議 書 」という。 ) が 出 力 されるので、 これにより支給決定の 変更。 取消し、 不支給決定の 取消しの決議を 行 つ - 

と 

なお、 決裁の際には 変更の判断根拠となる 復命 書 等の関係資料を 添付するとともに、 取消 

し ス は変更前の請求書及び 決議書を提示すること。 

ロ 変更決定・支払の 通知 

追 ・ 回 決議 書を 0 C R 人力することにょり 出力される通知書に 変更決定の理由を 記載し   

請求人あ て通知すること。 

なお、 目隠しシールを 貼付すること 及 び 3 か 月を超える 追 ・ 回 決議については、 支給決定 

通知と同様に 取り扱うこ と 

(6) 追加支給の留意事項 

イ 追加支給するに 当たって は 、 その算定の基礎となる 証明資料を提出させること。 例えば、 

平均賃金の算定内訳について 事業主が証明を 誤ったため変更を 要するものについては 適正な 
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証明資料を提出させるこ と 

ロ 休業期間の証明誤りによる 場合は、 変更決定によらず 証明を行わなかった 期間に係る休業 

( 補償 ) 給付は未請求となるので、 請求書を提出させる 必要があ り、 通常の「支給決定・ 支 

払 決議」を行 う こと   

(7) 給付記録票への 記入 

給付記録票の 記載を要するものについては、 追加支給等の 所要の事項について 記入すること。 

2  回収を要する 場合 

過誤払であ ることを発見したときは、 既に支払った 保険給付の一部 スは 全部の返納を 求めるこ 

とになるので、 保険給付の取 消 決定の事務処理に 当たっては、 上記 1 の変更決定事務に 準じ、 下 

記の要領により 行うこと。 

なお、 この過誤払金に 係る債権 管理の事務は、 平成 ¥W 年 改訂「資金双渡官吏事務取扱手引」及 

び平成 7 年改訂「労災保険業務機械処理事務手引 ¥ ( 短期給付一元管理システム ) により行うこ 

と 。 

㈹ 療養の給付に 係る取消決定 

イ 取消 決定の決議 療養 ( 補償 ) 給付たる療養の 給付変更決定決議事により 支給決定の取 消 決議を行 フ ・ と 

ロ 変更決定を行ったものについては、 変更決定決議 書の o C R 入力により出力される 支給 決 

定の変更決定通知により 受給者あ て通知すること。 

(a) 療養の費用に 係る取消決定 

イ 取消 決定の決議 

被災者基本情報登録・ 修正帳 票等を OCR 入力すると支給決定 取消 ・支給決定。 支払 ( 追 

給・回収 ) 決議 書 ( 以下「決議 書 」 という。 ) が出力されるので、 これにより決議を 行うこ 

とっ 

なお、 決議すべきものが 複数あ る場合には、 決議事に変更決定の 内訳を添付し、 決議を行 

うこと。 

ロ 決議 書 C 2 部複写 ) の 2 枚目により変更決定通知書を 作成し、 請求人あ て通知すること   

なお、 取消決定すべきものが、 複数あ る場合は変更決定の 内訳 2 枚目裏 面の変更決定通知 

書を作成し、 請求人あ て通知すること。 

(3) 休業 ( 補償 コ 給付に係る取消決定 

イ 取消 決定の決議 

被災者基本情報登録・ 修正帳 票等を 0 CR 入力すると支給決定 取消 ・支給決定・ 支払 ( 追 
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ロ 決議事と同時に 出力された内訳書により 変更決定通知書を 作成し、 請求人あ て通知するこ 

と 

(4) 一時金に係る 取消決定 

イ 取消 決定の決議 

訂正帳 票を入力すると 支給決定散 消 ・支給決定・ 支払 ( 追給 ) 決議 書 が出力されるので、 

これにより決議を 行 う こと。 

ロ 決議 書 (2 部複写 ) の 2 枚目により変更決定通知書を 作成し、 請求人あ て通知すること   

(5) 債権 確認決議の注意事項 

支払年月日と 同じ会計年度中 ( 出納整理期間を 含む。 ) に債権 確認決議を行 う 場合と会計年 

度の経過後に 行 う 場合とでは、 債権 の種類等その 取扱いが異なるので 注意を要する。 

(6) 介護 ( 補償 ) 給付に係る取消決定 

イ 介護 ( 補償 ) 給付基本情報・ 基本情報修正帳 票を入力すると「介護 ( 補 償 ) 給付支給決定 

取消 。 支給決定・支払 ( 追給・回収 ) 決議 書 」 ( 以下「 追 ・ 回 決議 書 」という。 ) が出力さ 

れるので、 これにより決議を 行 う こと " 

ロ 追 ・ 回 決議 書 と同時に出力された 内訳書により 変更決定通知書を 作成し、 請求人あ て通知 

すること。 

なお、 目隠しシールを 貼付すること 及び 3 ケ月 を超える 追 。 回 決議については、 支給決定 

通知と同様に 取り扱うこと。 

Ⅹ 同一請求において、 各月ごとに追給又は 回収が発生したが、 請求全体では 追給又は回収が 

生じない場合についても、 請求人あ て通知書は送付すること。 

なお、 この場合、 債権 管理簿の記載は 不要であ る   

(7) 事後処理等 

給付記録票への 記入 

給付記録票の 記載を要するものについて 取消し 又は 回収決議を行った 場合については、 決定 

年月日以下その 内容を朱記すること。 

(8) 過誤払金の時効 

過誤払金の徴収の 時効は、 会計法第 30 条により 5 年であ るこ と 

なお、 延滞金は課せられないこ と 
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Ⅵ 通勤災害における 一部負担金の 徴収事務 

通勤災害により 療養給付を受ける 労働者は、 200 円を超えない 範囲内で労働省令で 定める額を一部負 

担金として徴収されることになっている ( 法 第 31 条第 2 項 ) が、 これらに係る 徴収事務は 、 次により 行 

うことり 

60 Ⅰ 一部負担金の 額 

通勤災害の一部負担金の 額は 200 円であ る。 ただし、 健康保険法の 規定による日雇特例 被 保険 

者については l00 円であ る ( 労災 則 第 44 条の 2 第 2 項 ) 。 

602  一部負担金の 徴収を要しない 者 

@  第三者の行為によって 生じた事故により 療養給付を受ける 者 
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603  現金給付からの 一部負担金の 控除 

通勤災害における 一部負担金の 徴収事務は、 労災保険法第 22 条の 2 第 3 項の規定にょり 療養給付 

を 受ける労働者 ( 上記 602 の者を除く。 ) に支給する休業給付の 初回の支給の 際にその額を 一部負 

担金の額に相当する 額 だけ減額して 支給することにより、 一部負担金の 徴収に代えることができる。 

従って、 この場合には 一部負担金の 徴収に関する 債権 管理事務は行う 必要がない。 

しかし、 最初に支給すべき 休業給付から 減額措置が行わればかつた 場合には、 休業給付の過腔と 

いうことになるため 債権 管理等の事務処理を 行うこと。 

604  一部負担金の 事務処理 

一部負担金に 係る監督署の 事務は、 休業給付の支払の 際の控除の手続及び 歳入徴収官への 債権 発 

生 通知又は労働保険特別会計労働者災害補償保険通勤災害一部負担金額 表 ( 以下「一部負担金額 表 」 

という。 ) の送付等であ る。 

労働局の事務は、 監督署からの 債権 発生通知 スは 、 一部負担金額 表 により歳入金債権 の調査確認、 

歳入金の徴収決定、 控除しなかったものに 対する納入の 告知及び帳 簿登記等であ る。 
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Ⅰ 監督署の事務 

Ⅲ 控除決議及び 残額の支払 

労災保険法第別条第 3 項の規定により 一部負担金棺 当 額を保険給付の 額から控除する 場合に 

は 、 まず提出された 休業給付の支給請求書の 内容審査を行ったうえ OCR に入力し、 支給決定 

・支払決議書を 出力させる。 この決議事により 一部負担金相当額の 控除決議と一部負担金を 控 

除した後の保険給付の 額の支払決議を 監督署長が併せて 行 い 0CR に人力すると 支給決定通知 が 出力されるので 請求人あ て送付するこ と 

この通知が出力された 後、 「明細 表 ・当地名簿・ 送金名簿配信要求帳 票」を作成し O C R に 

入力すると要求した 内容に応じて 振込先預貯金口座明細 表 、 当地名簿、 送金名簿が出力される 

ので、 これに基づき、 支払事務を行うとともに 控除した一部負担金 は ついては、 国庫金振替 書 

を 発して国庫内移換の 手続きをとって 歳入に納付すること ( 歳入徴収官事務規程第 8 条の 2 度   

び 出納官吏事務規程第 40 条の 3) 0 

(2) 国庫金振替書の 作成 

国庫金振替書の 作成に当たっては、 所要事項を記載のうえ、 表面余白に「労働者災害補償保 

険 通勤災害一部負担金」の 印を押すこと ( 出納官吏事務規程第 35 条 ) 。 

(3) 国庫金振替書の 歳入納付 

控除した一部負担金相当額を 当該保険給付の 日 x は、 支払の日の属する 月で取りまとめて 歳 

入 に納付する場合には 控除額支払決議 書 ( 様式第 2 号 ( その @ ) ) の一部負担金額表を 作成の 

うえ、 同様式により 控除額支払決議を 行い、 この決議に基づいて 国庫金振替書を 発し、 一部 員 

担 金相当額を預託金から 歳入に納付すること   

(4@ 一部負担金額表の 送付 

国庫金振替書を 発したときは、 歳入徴収 官に 「一部負担金額 表 Ⅰを送付すること ( 出納官吏 

事務規程第 32 条第 3 項及び第 54 条 ) 。 

この場合に、 「一部負担金額 表 Ⅰは控除債権 調査決定決議 書 ( 様式第 2 号 ( その 2) 

く嚢ア了這 ㌃二姉姉夏暴富 若こ種曳 こ 蕃ぎ爆デ馨宏遼下迂肇ァよぎ 三 % 三三三 % ニ Ⅰニ %" 
労働者の療養給付に 関する最初の 支給決定の日 ) を 記入すること。 

なお、 「一部負担金額 表 」の送付の際には、 債権 発生調書並びに 債権 管理 簿 ( 様式 第 1 号 

( その 1 ) 及び ( その 2) ) の添付は要しないものであ る。 

  (5) 控除額支払決議書の 保管等 

a  控除額支払決議 書は 、 前渡資金出納計算書の 附属証拠書類ではあ るが、 会計検査院に 提出 

する必要はない。 

b  控除額支払決議 書は 、 保険給付費等証拠書の 最末尾に仕切紙を 付して国庫金振替 済 事とと 

もに編綴保管すること。 
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(6) 債権 発生通知 

休業給付を行ったが 一部負担金の 控除をしなかったものについては、 その支給決定をした 日 

の属する四半期ごとに 取りまとめ、 債権 発生調書 ( 様式第 l 号 ) を作成し、 その四半期の 第 3 の月の巧 日 までに同調書を 添付した債権 発生通知書 ( 様式第 3 号 ( その 2)  ( ㊥③ 2 
通を歳入徴収 官 に送付すること。 

(7) 記録票への登記 

一部負担金に 関する記録票の 記入については、 503 の 3 を参照するほか、 特に次の点に 留意 

すること。 イ 控除決議をしたものについては、 その都度「休業給付」欄に 控除金額を記入する と と も @ 

控除した額を 歳入納付したときは「一部負担金Ⅰ欄にその 年月日を記入すること。 

ロ 債権 発生通知をしたものについては、 「一部負担金」欄に 債権 発生通知年月日を 記入する   

- と   

2  労働局の事務 

Ⅲ 徴収決定 

「一部負担金額 表 」の送付を受けた 歳入徴収 官は 、 その内容を調査し、 誤りがないことを 確 

認 しかつ日本銀行からの 振替 済 通知書の送付があ ったときは、 その振替 済 通知書にもとづき、 

控除債権 調査決定決議 書 ( 様式第 2 号 ( その 2) ) により歳入金の 徴収決定を行い、 徴収 簿に 

登言己 するこ と 

控除債権 調査決定決議 書 ㊥は原本として 歳入徴収 額 計算書の附属証拠書類として 会計検 

査 院に提出すること。 

(2) 納入告知方式に よ る一部負担金の 徴収事務 
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口 前記 イ の事務処理を 終えたときは、 副本であ る決議 書 とその添付書類となっていた 債権 管 

理簿を区分し、 債権 確認・徴収決議書儀 ( 一部負担金 ) 及び債権 管理 簿 ( 一部負担金 ) にそ 

れぞれ編綴すること。 

なお、 新たに編綴した 債権 管理 簿 には、 調査確認年月日、 納入告知年月日を 記入し、 その 

後 督促状を発行したときは、 その年月日を、 また債権 が消滅したときは、 備考欄に⑥の 

表示をすること。 
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第 2 

I 

年金給付に係る 事務処理 

年金給付の事務処理概要 

1 ㎝ 年金給付の種類 

年金給付には、 次の 6 種類があ る。 

Ⅰ 傷病補償年金 

2  傷病年金 

3  障害補償年金 

4  障害年金 

5  遺族補償年金 

6  遺族年金 

102 年金給付に係る 共通的事務処理 

  厚生年金保険等との 調整 

Ⅲ 調整するのは、 労災保険の年金と 厚生年金保険等の 年金との関係に 限られ、 年金と一時金と 

の 関係では調整は 行われない。 

(2) 労災保険年金の 年金額が調整されるのは、 厚生年金保険等の 年金が次の要件を 備えた場合で 

あ る。 

イ 同一の事由により 支給されるもの 

口 実際に支給されるもの 

ハ 厚生年金保険等の 被保険者期間、 災害の内容からみて 厚生年金等が 支給されるものと 認め 

られるもの 

(3) 調整による減額は 、 次のように行われる。 

イ 労災保険年金の 年額に厚生年金保険等の 種別に定められた 調整率を乗じて 算定する。 

ロ 昭和 51 年改正法附則第 7 条第 1 項適用者 ( 経過措置 ) で昭和 52 年 4 月 1 日 以前より調整さ 

れていたもので、 上記 イで 算定した労災保険年金額 ( 新支給額 ) が、 昭和 52 年 3 月分の労災 

保険年金額Ⅰ 日 支給額 ) よりも低額となるときは、 新支給額がスライドにより 旧 支給額に達 

するまでの間、 旧支給額に相当する 額を支給する。 

ハ 調整限度額適用者で、 調整後の支給額が 調整前の労災保険年金額から 厚生年金保険等の 年 
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(4) 調整に関する 事務処理 

イ 労災年金の請求書 ( 傷病 ( 補償 ) 年金については「傷病の 状態等に関する 届 」 ( 告示様式 

第 @6 号の 2 ) ) の「厚生年金保険等の 受給関係 ョ 欄に記載があ る場合、 裁定通知又は 年金 証 
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  ついては保険給付の 裁定・保険給付の 額の改定についての   照会 ( 年金照会様式第 2 号及 び第 

3 号 ) により被災労働者の 事業場を管轄する 社会保険事務所、 ( 国民年金については、 被保 

険者の住所地を 管轄する市町村等 ) に対し、 調整の対象となる 厚生年金保険等の 年額、 年金 

証書番号、 支給開始年月日等について 照会し、 前記 イに 準じて事務処理を 行うこと。 

なお、 この照会事務の 処理経過は、 年金ファイルに 編綴の上、 明らかにしておくこと   

ハ 調整の対象となる 厚生年金保険等の 受給関係に労災 則 第 21 条の Z 第 I 項第 2 号から第 4 号 

に掲げる変更事由が 生じた場合は、 受給権 者から厚生年金保険等の 受給関係変更届 ( 告示 様 

式 第 20 号 ) に社会保険庁から 受給権 者あ て送付された 年金額の改定通知書 ( 写 ) 等 変更の事 

実を証明することのできる 書類等を添えて 提出させ年金変更。 不変更決定決議事により 変更 

決定を行うことり 

なお、 受給権 者から変更届の 提出がない場合でも 労災年金の年額に 変動があ る場合は 、 年 金 変更・不変更決定決議事により、 職権 による変更決定を 行 フ - と 

ニ 定期報告書で 厚生年金保険等の 受給関係を報告させることとするが、 厚生年金保険等の 受 

給関係変更届 ( 告示様式第 20 号 ) を含め厚生年金保険等の 年額の変更等を 把握したときは、 

年金変更・不変更決定決議事により 変更決定決議を 行うこと。 
  

ホ 労災年金支給決定時において、 受給権 者及び被災労働者の 厚生年金保険等への 加入状況 及 

ぴ 厚生年金保険等の 受給状況について 記載がない場合、 厚生年金保険等の 裁定を請求してい 

るが、 社会保険庁から 裁定を受けていない 者など、 今後、 厚生年金保険等を 受給し併給調整 

0 対象となる可能性のあ る者 ( 以下「 末 調整者」という。 ) については、 毎月、 本省 ( 労災 

保険業務室 ) から監督署へ 配信し出力される「厚手筈 末 調整。 厚手筈年額未登記リスト」を 

活用し、 厚生年金保険等の 受給関係の把握に 努めるこ と 
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労災保険年金と 厚生年金保険等との 調整 表 

  

  

保
険
 

災
 
労
 

 
 

鋳
 年金
 

( 補償 ) 

寄
金
 

障
年
 

( 補償 ) 

償
 
)
 

捕
 
 
 
 
 

厚生年金保険法 
及び 厚生年金保険法 国 民 年 金 法 

国 民 年 金 法 

遺族厚生年金 

障害厚生年金 及び 遺族基礎年金 

及 び 遺族基礎年金 障害厚生年金 遺族厚生年金 障害基礎年金 又は 

障害基礎年金 又は 寡婦年金 
寡婦年金 

鱗兜 鱗弗 ( 労歩ひ 
年額の 73% 年額の 86% 年額の 88% 

( 厚釜 鱒田 ( 厚生 ) 

全額支給 全額支給 全額支給 

( 労災 ) ( 労災 ) ( 労災 ) 
年額の 73% 年額の 83% 年額の 88% 

( 厚生 ) 纏 わ 幅曳 

全額支給 全額支給 全額支給 

( 労災 ) ( 労災Ⅰ 鱗弗 
年額の 80% 年額の 84% 年額の 88% 

纏も 拒も 纏り 
/ l 全額支給Ⅱ   全額支給 Z 全額支給 

  

  

  

  

  

社会保険 

@ 厚生年金保険法 旧国民年金法 旧 船員保険法 

母子年金 
準 母子年金 母子福祉年金 

障害年金 遺族年金 障害年金 障害福祉年金 遺児年金 障害年金 遺族年金 
寡婦年金 $ a 子 S a $ 全 

労災保険 

( 労よ め ㎝ 翔 ( 労災 ) ( 労災 ) 

年額の 75% 年額の 89%  全額支給 年額の 75% 

傷病 ( 補償 ) 
年金 

腹 も ㊤ 釜 ⑥ も 暉わ 
全額支給 全額文籍 全額停止 全額支給 

⑨ 災 緩災 ( 労歩 D ( 労芽 0 
年額の 74% 年額の 89% 全額支給 年額の 74% 

障害 ( 補償 ) 

年金 

( 厚生 ) 鰻も ( 厚生 ) 纏 め 
全額支給 全額支給 全額停止 全額支給 

( 労災 ) ( 労災 ) ( 労災 ) ( 労災 ) 

年額の 80% 年額の 90% 全額支給 年額の 80% 
遺族 ( 補償 ) 

年金 

( 厚生 ) ( 厚生 ) 纏釜 纏釜 
全額支給 全額支給 全額停止   全額支給 
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2  スライド制 

㈹ 年金たる保険給付のスライドについては、 算定事由発生日の 属する年度の 翌々年度以後は、 

その年度の 8 月から翌年度の 7 月までの 月 分の年金たる 保険給付に関し、 当該年金たる 保険 給 

付の額の算定の 基礎となる給付基礎日額 ( 以下「年金給付基礎日額」という。 ) に、 算定事由 

発生日の属する 年度の平均給与額と 当該その年度の 前年度の平均給与額との 比率を基準として 

厚生労働大臣が 定める率 ( 以下「スライド 率 」という。 ) を乗じて得た 額を当該年金たる 保険 

給付の額とする。 

(0) スライド率は・ 支払い対象月の 属する年度の 前年度 ( 4 月から 7 月までの 月 分ほついては、 

前々年度 ) の平均給与額を 算定事由発生日の 属する年度の 平均給与額で 除して得た率を 基準と 

して厚生労働大臣が 定める。 

(3) 平均給与額は、 原則として毎月勤労統計の 労働者Ⅰ 人 当たりの毎月きまって 支給する給与額   

の 4 月分から翌年 3 月分までの各月分の 合計額による。 

(4l スライド率の 改定に伴う年金額の 改定に係る機械処理は、 本省 ( 労災保険業務室 ) の電算機 

により行われ、 その結果が「年金額等変更リスト」 「変更決定通知書」に 印字きれ、 労働局に 

送付される。 

スライドによる 変更決定決議 

スライドによる 変更決定決議は、 本省 ( 労災保険業務室 フ より送付する 新 スライド率等の 適 

用 者に係る「年金額等変更リスト」を 決議資料とし、 一枚の決議 書 で総括決議を 行うこ     

3  年金給付基礎日額の 年齢階層別の 最低限度額及 び 最高限度額 

年金給付基礎日額については、 一般的労働者の 年齢階層別の 賃金構造の実態等に 基づき、 年齢 

階層別の最低限度額及び 最高限度額が 定められている。 

Ⅲ 年齢の計算については、 傷病 ( 補償 ) 年金及び障害 ( 補償 ) 年金にあ っては、 当該年金たる 
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者 ( 遺族 ) の年齢ではなく、 支給事由であ る死亡した労働者 ( 被災労働者 ) が生存していると 

仮定したときの 8 月 ] 日における当該被災労働者の 年齢をもって 同日からⅠ年間の 当該被災 労 

勘者の年齢とする。 

(2) 年金給付基礎日額の 算定は、 労災保険法第 8 条の 3 第 l 項の年金給付基礎日額 ( スライド制 

を適用すべき 場合は年金スライド 率を乗じて得た 額 ) と、 被災労働者の 年齢の属する 年齢階層 

の 最低限度額及び 最高限度額とを 大小比較して 次のように行う。 

一 105 一 



，最低限度額 塞 労災保険法第 8 条の 3 第 1 項の年金給付基礎日額 二 最高限度額のとき、 

      労災保険法第 8 条の 3 第 1 項の年金給付基礎日額 

最低限度額 ノ 労災保険法第 8 条の 3 第 」項の年金給付基礎日額のとき…最低限度額 

最高限度額 く 労災保険法第 8 条の 3 第 1 項の年金給付基礎日額のとき - 最高限度額   

㈹ 昭和 62 年 1 月 31 日において年金たる 保険給付を受ける 権 利を有していた 者であ って、 同一の 

業務上の事由又は 通勤による障害又は 死亡に関し、 同年 2 月 1 日 以後においても 年金たる保険 

給付を受ける 権 利を有する者 ( 以下「経過措置対象者 コ という。 ) については、 当該同日以後 

において受ける 構 利を有する年金たる 保険給付の同日以後の 期間に係る額の 算定に当たっては、 

同年 1 同 31 日における労災保険法第 8 条の給付基礎日額 ( 同日においてスライド 制を適用 

すべき場合には、 同日におけるスライド 率を乗じて得た 額 。 以下「施行双給付基礎日額 ョとい 

う 。 ) が 、 被災労働者の 年齢に属する 年齢階層の最高限度額を 超える場合であ っても、 施行双   

給付基礎日額を 労災保険法第 8 条の 3 の年金給付基礎日額とする。 

㈲ (3) の昭和 R2 年 1 月 31 日において受ける 権 利を有していた 年金たる保険給付が 遺族 ( 補償 ) 年 

金であ る場合は、 同年 2 月 1 日 以後に転結により 受給権 者となった遺族 ( 補償 ) 年金の受給資 

格 者は同年 1 同 31 日において当該遺族 ( 補償 ) 年金を受ける 権 利を有していたものとみなすこ 

ととされ、 (3) の経過措置が 適用される。 

4  年金給付に係る 求 債権 

第三者行為災害に 係る年金給付の 求償権 行使については、 災害発生年月日から 3 年をこえた期 

間について給付される 年金については 求償しないこととなっているが、 求償事務の詳細は「第姉 

者 行為災害事務取扱手引」 4 8 . 10 改訂版 ) によること。 

5    受給権 者の死亡に伴う 事務 

年金受給権 者が死亡した 場合は、 当該受給権 者の遺族から 提出された年金等受給権 者死亡届 

く 年金申請様式第 6 号 ) スは 、 職権 に基づき、 年金変更。 不変更決定決議事により 受給権 消滅 確 認 決議を行 う こ と 

6  年金の支給 ( 変更 ) . 不支給 ( 不変更 ) 決定の通知 

年金給付の支給 ( 変更 ) スは 不支給 ( 不変更 ) の決定を行ったときは、 「年金・一時金支給 決 

定 通知書、 年金変更決定通知書又は 不支給 ( 不変更 ) 決定通知書」により 決定の結果を 遅滞なく 

受給権 者であ った者等に通知すること。 
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7  年金証書の取扱い 

Ⅲ 年金証書の出力 

年金の支給決定決議 書を 0 C R 入力すると所定の 項目に印字された 年金証書が出力される。 

(2) 年金証書の交付及び 返納 

年金証書が出力されたときは 速やかに受給権 者に交付し、 治 め 又は死亡等によって 受給権 が 

消滅した場合には、 受給権 者又はその遺族から 年金証書を返納させ、 当該証書の表紙に 斜線を 

朱書し、 返納年月日を 記載して廃棄すること。 また、 証書を紛失 スは鞍 揖したため受給権 者か 

ら再交付申請書 ( 年金申請様式第 3 号 ) が提出された 場合には所要の 処理により年金証書を 再 

交付する と と し これらの処理経過を 年金証書交付処理 簿 ( 年金記録様式第 8 号 ) に記載す 

ること。 

(3) 提出物件等の 返却 

年金給付の決定に 関し、 受給権 者等が提出した 書類又はエックス 線フィルム等の 物件のうち、 

返還を要すべきものについては 用 済陵 遅滞なくこれを 返却すること。 

8  年金の支払事務 

年金の支払については、 監督署で入力された 登録帳 票、 年金人力帳 票及び決議 書の OC R 入力 

により本省 ( 労災保険業務室 ) で一括集中管理して、 電算機処理を 行い年金の支払額を 計算し、 直接受給権 者あ てに支払を行うが、 その概要は次のとおりであ る 
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 本省で支払う 年金の支払期月及び 支払開始日は 次表のとおりであ る 

支払開始日 
支払期月 支 払 対 象 月 

郵便局・金融機関 

2 月支払 期 2  月 l5 日 前年の 12 月と当年のⅠ月の 2 箇月 分 

4 月支払 期 4  月 l5 日 2 月、 3 月の 2 箇月 分 

6 月支払 期 6  月 15 日 4 月、 5 月の 2 箇月 分 

8 月支払 期 8  月 l5 日 6 月、 7 月の 2 箇月 分 

10 月支払 期 10 同 l5 日 8 月、 9 月の 2 箇月 分 

12 月支払 期 12 月 15 日 10 月 、 lU 月の 2 箇月 分 
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(2) 支払機関と支払方法 

ィ 支払機関 

年金の支払機関としては、 金融機関 ( 支出官事務規程第 15 条第 2 項により、 日本銀行が指 

定した銀行その 他の金融機関をいう。 ) と郵便局 ( 簡易郵便局を 除く。 ) があ り、 このどち 

らかを受けとり 窓口とするかは、 受給権 者が選択することになっている。 

ロ 支払方法 

本省 ( 労災保険業務室 ) は、 年金の支払いに 当たり支払機関が 金融機関の場合は、 毎 支払 

期月の 15 日 ( その日が日曜日等の 休業日に当たる 場合は、 その直前の営業日 ) に日本銀行に 

文 T し 、 国庫金の振込請求と 受給権 者の指定した 預貯金口座への 振込み依頼を 行い、 受給権 者 

に 対しては、 支払開始日までに 振込通知書を 送付し支払いを 行っている。 また、 支払機関が 

郵便局の場合は、 毎 支払期月の 15 日 ( その日が日曜日等の 休業日に当たる 場合は、 その直前   

の 営業日 ) に総務省郵政事業庁に 対し国庫金振替 善 により資金を 交付し、 受給権 者に対して 

は支払開始日までに 支払通知書を 送付し支払を 行っている。 

なお、 郵便局払いにあ っては、 払渡 郵便局の窓口での 現金払いと、 受給権 者の指定する 貯 

金口座へ入金する 振替預入払いの 二つの方法があ る。 

ハ 支払通知 

年金の支払に 関する通知は 毎年 10 月に前年 11 月から当年 10 月分を一括して 通知している。 
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]  支給要件 

傷病 ( 補償 ) 年金は、 業務上の事由又は 通勤により負傷し 、 又は疾病にかかった 労働者が療養 

の開始後Ⅰ年 6 箇月を経過した 日 又はその日後において、 次の要件に該当する 場合に、 その要件 

に 該当するに至った 月の翌月からその 要件に該当する 状態が継続している 間、 支給される ( 労災 

保険法第 @2 条の 8 第 3 項及び第 23 条 第 Ⅰ 項 ) 。 

の その負傷 スは 疾病が治っていないこと。 

② その負傷又は 疾病による障害の 程度が労働省令で 定める傷病等級 ( 第 l 級 一 第 3 級 ) に該当 

すること。 

なお、 療養開始後 1 年 6 箇月を経過した 日とは、 療養の開始の 日の属する月の 翌月から起算し 

て @8 箇月目の月において 当該療養の開始の 日に応 労 する日をいう。 

例えば、 平成Ⅱ年 3 月 5 日に療養を開始した 場合には、 平成 @1 年 3 月の翌月から 起算して 18 箇 

月目の月であ る平成 1Z 年 9 月 5 日が療養開始後Ⅰ年 6 箇月を経過した 日となる。 

2  傷病等級の内容及 び 傷病等級の認定基準 

傷病 ( 補償 ) 年金制度の公正、 的確な実施を 図るため、 障害等級との 均衡をも考慮して 傷病等 

級 表 が定められているが ( 労災別別表 第 ・ 2 ) 、 その具体的な 内容及び傷病等級の 認定基準につい 

ては、 昭和 52  .  3  。 30 基 発 192 号を参照のこと。 

3  傷病等級の認定手続等 

㈹ 長期療養者の 把握 

じん肺患者であ ってじん航法第 4 条第 2 項の規定によるじん 肺 管理区分が管理 4 に該当する 

者及び合併症にかかっていると 認められる者又はせき 髄 損傷患者及びその 他の傷病により 長期 

の 療養を要すると 見込まれる患者であ って療養開始後満 1 年を経過する 者については、 適正給 

付管理名簿により、 傷病 ( 補償 ) 年金に移行すると 予測される者 ( 以下「移行予定者」とい 

う。 ) を把握すること。 

(2) 傷病の状態等に 関する届出 

適正給付管理名簿によって 把握した移行予定者に 対し ( 休業 ( 補償 ) 給付の支給を 受ける 労 

勘者のうち ) 、 療養開始後 満 ] 年 6 箇月を経過した 月からⅠ箇月以内に「傷病の 状態等に関す 

る届書の提出について」 ( 年金通知様式 第 Ⅰ 号 ) に「傷病の状態等に 関する 届 1 ( 告示様式 第 

16 号の 2) を添え、 傷病の種類別 ( じん 肺 ・せき 髄 損傷・その他 ) に診断書 ( 年金通知様式第 
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2 号の @ 、 3 号、 4 号 ) を同封して送付し、 傷病の状態等に 関する届出を 求め、 この提出され 

たものにより 障害の程度を 認定し傷病 ( 補償 ) 年金を支給することとするか、 引き続き休業 

( 補償 ) 給付を行うかどうかを 決定すること ( 労災 則 第 I8 条の 2 又は第 ]8 条の 13) 。 

(3) 実地調査又は 受診命令 

傷病の状態等の 届書の提出がない 場合はもとより、 届書が提出されてもその 記載内容が不明 

確 で、 これのみでは 給付の決定ができない 場合には、 直ちに実地調査を 行い、 必要と認めると 

きは、 労災保険法第 47 条の 2 の規定に基づき、 専門医による 再診断を受けさせなければならな 

い。 

なお、 診断依頼に当たっては、 あ らかじめ依頼光と 連絡し、 受診予定日等を 打合せのうえ、 

依頼先に対しては、 診断依頼書、 障害等級等認定関係費用請求書及び 診断書を、 労働者に対し 

ては受診命令書 ( 年金通知 様 第 5 号 ) を送付する。 

(4) 地方じん 肺診査 医の意見の聴取 

移行予定者がじん 肺患者であ る場合には、 症状固定の見通し 及び今後必要とする 療養の内容 

並びに期間等について、 地方じん 肺診査 医の意見を徴すること。 ただし、 当該労働者から 提出 

された診断書又は 前記 (3) によって送付を 受けた診断書が、 じん 肺診査 医の作成にかかるもので 

あ るときはこの 限りでない。 

(5) 傷病の状態等に 関する報告書の 届出 

イ (2) の場合において、 引き続き休業 ( 補償 ) 給付を支給されることとなった 労働者からは、 

毎年Ⅰ 月 Ⅰ日から同月末日までのいずれの 日の分を含む 休業 ( 補償 ) 給付の請求書を 提出さ 

せる際に。 請求書に添えて「傷病の 状態等に関する 報告書」 ( 告示様式 第 16 号の 11) を提出 

させること ( 労災 則 第 19 条の 2) 。 また、 提出された報告書の 内容から当該労働者が 傷病等 

級に 該当するに至っていると 認められるときは、 ただちに傷病 ( 補償 ) 年金の支給の 決定を 

Ⅰ 行 っ - ） - と 。 

なお、 この際「傷病の 状態等に関する 届 」 ( 告示様式 第 16 号の 2) を提出させ、 受給権 者 

が 年金の払渡を 受けることを 希望する金融機関 スは 郵便局及び厚生年金保険等を 受給して ぃ る 場合にはその 受給関係等を 把握するこ と 

また、 当該報告書の 提出がない場合スはその 内容が不十分な 場合については、 上記㈹に準 

ずる。 

ロ イ の報告書の提出を 待つまでもなく、 当該労働者が 傷病等級に該当するに 至っていること 

が推定できるに 至った場合には、 所轄監督署長は、 適宜「傷病の 状態等に関する 届 J  ( 告示 

様式 第 16 号の 2) を提出させるとともに、 上訴 2) に準じて傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定の 要 

否を判断すること ( 労災地第 18 条の 2 又は第 18 条の 13) 。 

(6) 休業 ( 補償 ) 給付の受給者が 傷病等級に該当するに 至ったとして 申し出た場合も 上記に準ず 
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ること。 

(7) 上記の手続を 経て、 被災労働者が 傷病等級に該当するに 至っていることが 確認できた場合に 

は 、 その者が傷病等級に 該当するに至った 時に遡及して 傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定を 行うこ 

と。 この場合において、 休業 ( 補償 ) 給付に回収を 要するものは 内払処理を行うこと。 

4  支給・不支給決定 
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傷病等級 給付内容 ( 額 ) 
Ⅹ ) 端 数 処 理 

第 ] 級 給付基礎日額の 313 日 分 計算の段階毎に 発生した 円 未満の端数をすべ 

て 切捨てた ぅ えで、 年額の端数は 50 円未満を   
第 2 級 給付基礎日額の 277 日 分 切捨て、 50 円以上 @00 円 未満を 100 円に切上げ 

る 。 ( 以下 r 障害 ( 補償 ) 年金」 、 r 遺族 ( 捕 

第 3 級 給付基礎日額の 245 日 分 償 ) 年金」 についても同じ ) 。 

ロ 決定決議 

支給の決定に 関する決議は   年金 姦 - 警吏 夢決笘 決議 書 によ って行うこと   
(2) 傷病 ( 補償 ) 年金の不支給決定は 前記 第 1 の 509 不支給決定に 準じて行うこと。 

5  障害の程度の 不変更 

㈹ 傷病 ( 補償 ) 年金の受給権 者が労災 則 第 2l 条の 2 第 ] 項 第 7 号に掲げる場合に 行う届け出は 、 

ゆ 傷病 ( 補償 ) 年金受給者 傷病の状態の 治 変更に関する 届 届 ( 年金申請様式第 4 号 ) により行わ 

せること。 

なお、 前記届書により 当該受給権 者の傷病による 障害 G 状態を認定した 結果、 障害の程度が 

他の傷病等級に 該当するに至っていないと 認められる場合には、 年金変更，不変更決定決議 書 

により傷病 ( 補償 ) 年金の不変更決議を 行い、 年金不変更決定通知により 当該受給権 者あ て 通 
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合 には、 年金変更・不変更決定決議事により、 医師により傷病等級の 変更が確認された 日を変更 

事由発生の日として 年金の額の変更決議を 行うこと。 

また、 傷病の治 ゆ 等により傷病等級に 該当しなくなったと 認められる場合には 当該労働者から 

提出された 治ゆ届 ( 年金申請様式第 4 号 ) 又は職権 に基づき年金変更・ 不変更決定決議事により 

受給権 の消滅確認決議を 行うこと。 

202 障害 ( 補償 ) 年金 

]  支給要件 

障害 ( 補償 ) 年金は、 業務上の事由又は 通勤により負傷し 、 又は疾病にかかった 労働者が 、 次 

の要件に該当する 場合にその要件に 該当するに至った 月の翌月からその 要件に該当する 状態が継 

統 している 肩 までの間支給される。 

① その負傷 スは 疾病が治り、 身体の一部に 一定の障害が 残っていること   ② ①の障害の程度が 労働省令で定める 障害等級 ( 第 Ⅰ 級一 第 7 級 ) に該当す る と 

2  支給，不支給決定 

Ⅰ ) 障害 ( 補償 ) 年金の支給決定は 下記により行 う こと。 

ィ 支給事由発生年月日 

支給事由発生の 日は治ゆの 日 とすること。 この場合において、 騒音性難聴は、 騒音作業に 

引 続き従事しなくなった 日以降は、 増悪しないものとされており、 また、 治療の効果も 認め 

られていないことから、 騒音作業を離脱した 日をもって 冶ゆ日 とする。 また、 再発により 再 

び 障害 ( 補償 ) 年金を受けることとなった 場合は、 再治ゆの 日 とする。 

ロ 年金額の算定方法 

W ィ )  原則的な場合 

障害等級   給 付 内 容 ( 額 )   

第 I 級   給付基礎日額の 313 日 分   

@        l                              l 
  

第 3 級 給付基礎日額の 245 日 分 

第 4 級 給付基礎日額の 213 日 分 

第 5 級 給付基礎日額の ]84 日 分 

第 6 級 給付基礎日額の 156 日 分 

第 7 級 給付基礎日額の 131 日 分 
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( ロ )  加重障害となる 場合 

a  既にあ った障害 ( 以下「既存障害」という。 ) の程度が障害 ( 補償 ) 年金 ( 昭和 35 年 

改正法による 第 l 種障害補償費 スは第 I 種 障害給付を含む。 以下同じ。 ) に該当する 場 

合 

給付基礎日額 x   ( 現 障害の等級別給付日数一既存障害の 等級別給付日数 )  C 参考⑧ ) 

b  既存障害の程度が 障害 ( 補償 ) 一時金に該当する 場合 

給付基礎日額 X ( 現 障害の等級別給付日数一既存障害の 等級別給付日数 X 尭 )( 参考⑧ ) 
(A) 再発再治ゆとなる 場合 

a  再発前の障害の 程度が障害 ( 補償 ) 年金に該当する 場合 

給付基礎日額 X 現 障害の等級別給付日数 ( 参考決別表第一 ) 

b  再発前の障害の 程度が障害 ( 補償 ) 一時金に該当する 場合 

給付基礎日額 X  ( 現 障害の等級別給付日数一再発双の 等級別給付日数 X 去 ) ( 参考⑥Ⅰ 

ハ 決定決議 

支給の決定に 関する決議書の 様式及び決議の 要領は双記「 第 j の 504 支給決定 ョに 準じ 

て 行うこと。 

(2) 障害 ( 補償 ) 年金の不支給決定は 前記「 第 1 の 509 不支給決定Ⅰに 準じて行うこと   

3  支給制限の解除又は 制限率の変更 

支給制限を行っている 障害 ( 補償 ) 年金について、 制限の期間が 療養開始の日 ( 療養を伴わな 

かった障害 ( 例えば難聴等 ) については、 平均賃金算定事由発生の 日 ) から満 3 年を経過した 場 

合は、 機械上自動的に 解除されるが、 特別加入者の 保険料滞納による 給付制限について、 当該保 

険料の全部 スは 一部が納付された 場合には、 3 年訂正処理で 保険料納付の 日付けをもって、 年金 

変更・不変更決定決議事により 支給制限の解除又は 制限率の変更による 年金額の変更決定決議を 

行うこと。 

なお、 支給制限については、 前記 301 「支給制限Ⅰを 参照のこと。 

4  障害等級の変更 ( 障害等級認定必携参考のこと。 ) 

け ) 変更後の障害等級が 第 7 級以上に該当する 場合 

イ 障害 ( 補償 ) 給付変更請求書 ( 告示様式 第 Ⅱ 号 ) が提出されている 場合はもとより、 変更 

請求書は提出されていないが 定期報告書等により 明らかに第 7 級以上の障害等級に 該当する 

と 認められる場合には、 年金変更・不変更決定決議 書 により、 医師により障害等級の 変更が 

確認された日を 変更事由発生の 日として ( 以下懐及び (3) についても同じ。 ) 、 年金額の変更 
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決定決議を行うこと。 

なお、 定期報告書等により 明らかに第 7 級以上の障害等級に 該当すると認められる 場合は 、 受給権 者に障害 ( 補償 ) 給付変更請求書 ( 告示様式 第 Ⅱ 号 ) を提出するよ う 指導するこ と 

また、 変更決議を行うに 当たっては、 必要な実地調査又は 受診命令を行うこと。 

口 上記により変更決定されたものについては、 年金変更決定通知書により、 受給権 者あ てに 

決定の結果を 遅滞なく通知すること。 

(2) 変更後の障害等級が 第 8 級以下に該当する 場合 

障害 ( 補償Ⅰ給付変更請求書が 提出されている 場合はもとより、 変更請求書は 提出されてい 

ないが定期報告書等により 明らかに第 8 級以下の障害等級に 該当すると認められる 場合には、 

年金変更。 不変更決定決議事により 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 消滅確認決議を 行い、 年金変更 

決定通知により 通知すること。 

また、 上記決議に併せて、 障害 ( 補償 ) 一時金の支給決定・ 支払決議を行い、 一時金支給決 

定通知書及 び 振込・支払通知書により 通知すること。 

(3) 変更後の障害の 程度が、 第 14 級にも達しなくなった 場合 

障害 ( 補償 ) 給付変更請求書が 提出された場合はもとより、 変更請求書は 提出されていない 

が 定期報告等により 明らかに障害の 程度が第 14 級にも達しないと 認められる場合には、 年金 変 

更 ・不変更決定決議 書 により障害 ( 補償 ) 年金の受給権 消滅確認決議を 行い、 年金変更決定通 

勅書により通知すること。 

なお、 受給権 者から提出された 障害 ( 補償 ) 給付変更請求書について 審査を行った 結果、 障 

害等級を変更する 必要がないと 認めた場合には、 年金変更。 不変更決定決議事により 不変更の 

決定決議を行い、 年金不変更決定通知書により 通知するこ と 
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( 参考 3 障害 ( 補償 ) 年金早見表 

加重後の年金障害等級に 対応する給付目敏一既存の 一時金 ( 年金以外 ) の障害等級に 対応する給付日数 X 去 ① 

加重後の年金の 障害等級に対応する 給付日数一既存の 年金の障害等級に 対応する給付日数⑧ 

障害等級に対応する 給付日数 ⑧ 加重後の年金の 障害等級 
法 別表 

I 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 コード㏄ l 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 
第 一 

313 277 245 213 184 156 131 l 級 

  分 コ ー ド 

業 務 上 年 金 

業 務 上一時 金 

Ⅹ業務上年金波 ぴ 業務上一時金は 通災も含まれる。 
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5 再 発 

障害 ( 補償 ) 年金の支給原因となった 傷病が再発した 場合には、 療養 ( 補償 ) 給付の支給決定 

と 同時に、 療養開始の日付をもって、 年金変更・不変更決定決議事により 障害 ( 補償 ) 年金の受 給権 消滅確認決議を 行うこ と 

6  障害 ( 補償 )   年金前払一時金 

障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者が障害 ( 補償 ) 年金前払一時金の 支給を希望するときは、 次によ り 障害 ( 補償 ) 年金前払一時金請求書 ( 年金申請様式第 10 号 ) を提出させるこ と 

㈲ 前弘 一時金の支給要件 

々 前払 一時金の請求については、 原則として障害 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に行わなければ 

ならないが、 障害 ( 補償 ) 年金の支給決定の 通知のあ った日の翌日から 起算して一年を 経過   

するまでの間については、 障害 ( 補償 ) 年金を請求した 後においても 前払一時金を 請求する 

と ができる。 ただし、 前払一時金の 請求は時効により 傷病の治った 日から 2 年以内に限ら 

れる。 

口 前払一時金の 請求は、 同一の事由に 関し、 1 回 限り行うことができる。 したがって 、 例え 

ば、 前払一時金として 給付基礎日額の 200 日分に相当する 額を数回にわたって 請求すること 

は認められない。 

また、 再発後に 治め して障害 ( 補償 ) 年金を受ける 場合 ( 障害の程度を 加重した場合に 限 

る。 ) 及び加重障害の 場合は、 当該障害等級に 応じて算定される 限度額の範囲内で 前払一時 

金を請求することができる。 

(2) 前仏一時金の 支給時期 

前仏一時金の 請求が、 障害 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に行われた 場合には、 支給時期に制約 

はない。 ただし、 障害 ( 補償 ) 年金の請求後に 前払一時金の 請求が行われた 場合には、 当該請 

求に係る前払一時金は、 当該請求が行われた 月後の最初の 1 月 、 3 月、 5 月、 7 月、 9 月又は 

11 月に支給する。 

(3) 前仏一時金の 額と計算 

障害等級に応じて 次の表に掲げる 額あ う ち受給権 者の選択する 額を支給する。 
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障害等級 額 

第 1 級 給付基礎日額の 200 日分、 400 日分、 600 日分、 800 日分、 @  000 国分、 
@  200 日 分 又はⅡ 340 日 分 

第 2 級   200 日分、 400 日分、 600 日分、 800 日分、 ㍉ 000 口 分 スは 
㍉ @90 日 分 

第 3 級   200 日分、 400 日分、 600 日分、 800 日分、 ㌔ 000 日 分スは 
1,050 日 分 

第 4 級   200 日分、 400 日分、 600 日分、 800 日 分 又は 920 日 分 

第 5 級   200 日分、 400 日分、 f600 口 分又は 790 日 分 

第 6 級   200 日分、 400 日分、 ROO 口分又は 670 日 分 

第 7 級   200 日分、 400 日 分 又は 560 日金 

Ⅹ給付基礎日額については、 スライド制が 適用される場合には、 スライド後の 給付基礎日額。 

ただし、 年齢階層別最低、 最高限度額の 適用はない。 

イ 加重障害の場合 

障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者のうち、 加重障害の場合における 当該加重障害に 係る障害 

( 補償 ) 年金前払一時金の 前 払 最高限度額は 次のとおりとする。 

(7) 加重双の障害等級が 障害 ( 補償 ) 年金に相当していた 場合には、 障害 ( 補償 ) 年金に係 

る加重後の障害等級に 応ずる下表の 右横に掲げる 額から障害 ( 補償 ) 年金に係る加重双の 

障害等級に応ずる 国表の 右 欄の額を差し 引いた額とする。 

障害等級 額 

第 Ⅰ 級 給付基礎日額の l,340 日 分 

第 2  級 給付基礎日額の 1,190 日 分 

第 3  級 給付基礎日額の 1,050 日 分 

第 4  級 給付基礎日額の 920 日 分 

第 5  級 給付基礎日額の 790 日 分 

第 6  級 給付基礎日額の 670 日 分 

第 7  級 給付基礎日額の 560 日 分 

㏄ ) 加重双の障害等級が 障害 ( 補償 ) 一時金に相当していた 場合には、 次の算式で求められ 

た 額 とする。 
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給付基礎日額の 目 分 
前 仏 限度額二給付基礎日額の 5RO 口分 X 

給付基礎日額の 131 の口分 

ロ 再発後に 冶の して再び障害 ( 補償 ) 年金を受けるに 至った場合 

( イ ) 初発傷病に関し、 障害 ( 補償 ) 年金を受けていた 者については、 再発傷病に関し、 再治 

の して障害の程度を 加重した場合に 限り、 その加重分の 障害 ( 補償 ) 年金前払一時金を 支   

給する。 その前仏限度額は、 加重障害の場合に 準ずる。 

㏄ ) 初発傷病に関し、 障害 ( 補償 ) 一時金が既に 支給されており、 かつ、 再発後再治 の して 

障害 ( 補償 ) 年金の受給権 を取得した者に 支給される障害 ( 補償 ) 年金前払一時金の 限度 

額は、 加重障害の場合に 準じて算出した 額 とする。 

ハ 自然的経過による 身体障害の程度の 変更があ った場合 

(,0)  障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者のうち、 当該障害 ( 補償 ) 年金に係る障害 ( 補償 ) 年金前 

弘一時金の支給に 係る請求の日までに 身体障害の程度に 変更があ ったものの当該障害 ( 補 

償 ) 年金前払一時金の 額については、 当該請求のあ った日における 障害等級に応じた 限度 

額 とする。 

(n) 障害 ( 補償 ) 年金前払一時金が 支給された後の 障害 ( 補償 ) 年金の支給停止期間中に 、 

身体障害の程度に 変更があ った場合には、 次のとおりとす る ① 変更後の障害等級が 障害 ( 補償 ) 年金に相当する 場合にあ っては、 新たに該当す る 

ととなった障害等級による 年金を支給停止する。 

支
文
 

め
る
 

金
金
 

時
時
 

一
一
 

払
 

）
 

前
債
 
補
 

ま
 

（
 

 
 て
害
 

っ
障
 

あ
た
 

に
じ
 

ハ
 
@
 n
 
 山
心
 

場
 

に
 

8
 

級
 

す
等
 

雪
害
 

栢
障
 

た
 

の
 

金
陵
 

時
更
 

一
変
 

）
 償
し
 

捕
了
 

（
七
 %
 

害
は
 

陸
上
 

 
 等

支
 

生
コ
 
の
 

障
金
 

0
 

年
 

 
 

変
に
す
 

給
給
 

②
 

丁 支給停止 

次に掲げる場合には、 受給権 者の請求又は 職権 による調査の 結果に基づき、 それぞれ下記に 

従って年金の 支給停止の決定を 行い、 停止の事由が 消滅したときは 支給停止の解除の 決定を行う 

こと。 なお、 停止の事由が 年金の支給決定の 際既に生じている 場合ス は 解除によって 年金の支給 
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又は年金額の 変更の決定を 行うべき場合は、 それらの決定は 同時に行うものとする。 

① 障害 ( 補償 ) 年金前払一時金を 支給すべき場合 

② 第三者の行為による 災害で、 同一の事由により 第三者から損害賠償を 受けた場合 

Ⅲ 前仏一時金の 支給による停止 

イ 支給停止の開始月 

(7) 障害 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に前払一時金の 請求があ った場合は支給事由発生日の 属 

する月の翌月とする。 

㏄ ) 障害 ( 補償 ) 年金の支払開始後に 前払一時金の 請求があ った場合は前払一時金支給日の 

属する月の翌月とする。 

ロ 支給停止が解除される 月 

支給停止の開始月以後支給されるべき 各月の年金額に、 年利 5 分に よ る調整係数 ( 遺族 

( 補償 ) 年金前払一時金の 場合と同様の 係数 ) を乗じて得た 額の合計額が 支給された双払 一 

特金の額に達する 月まで年金の 支給を停止し、 前払一時金の 額に達した月の 翌月からその 支 

給停止が解除される。 

ハ 決定決議 

支給停止の決定決議は、 前払一時金の 支給決定・支払決議事により 行うこと   

(2) 損害賠償金の 受領による支給停止 

当該障害 ( 補償 ) 年金の支給原因となった 業務上の事由又は 通勤による負傷又は 疾病が第姉 

者の行為によるものであ って第三者から 同一の事由によって 損害賠償を受けたときは 次により 

支給停止の決定を 行うこと。 

イ 支給停止の開始日 

(0) 年金の支給決定双に 損害賠償金を 受領したときは、 支給事由発生の 月の翌月から 支給停 

止とすること。 

㏄ ) 年金の支給開始後に 損害賠償金を 受領したときは、 損害賠償金を 受領した日の 属する支 

払 期 に支給すべき 年金から停止することとなる。 なお、 監督署が損害賠償金を 受領した 事 

実を知           が損害賠償受領 日 より相当経過した 日であ る等の理由により、 支給停止の開 

始 が損害賠償受領 日 に属する支払期の 次期以降となる 場合にあ っては、 損害賠償受領 日の 

属する支払 期 以降の既支給 済 額は、 債権 管理することになるので 別途文書報告を 行うこ 

と。 

口 支給停止が解除される 月 

支給すべき年金額が、 受領した損害賠償金に 達した日の属する 月とする。 ただし、 その 期 
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ハ 決定決議 

支給停止に関する 決定は、 支給決定・支払決議 書 又は訂正決議事により 行うこと   

一 一一 ・『希 正旦 知 

受給権 者に対しては、 年金支給決定通知又は 年金変更決定通知により 通知すること。 

8  障害 ( 補償 ) 年金差額一時金 

㈹ 給付事由 

障害 ( 補償 ) 年金を受ける 権 利を有する者が 死亡した場合において、 その者に支給された 障 

害 ( 補償 ) 年金及び障害 ( 補償 ) 年金前払一時金の 額 ( 労災保険法第 I6 条の 6 第 2 項と同様に 

換算率を乗じて 得た 額 ) 0 合計額 ( 以下 (3) の イ 及び ロ において「当該事由に 関する政支給年金 

額等 Ⅱという。 ) が 、 当該障害等級に 応ずる一定額 ((3) イ の表の右 欄 の 額 ) に満たない場合に 

は、 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金を 支給する。 

(2) 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 受給権 者 

障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 支給を受けることができる 遺族は 、 次の イ 又は口に掲げる 遺 

族とし、 当該給付の支給を 受けるべき順位は 、 次の イ、 ロの 順序によることとする。 

イ 労働者の死亡当時その 者と生計を同じくしていた 配偶者 ( 婚姻の届出をしていないが、 事 

実上婚姻関係と 同様の事情にあ ったものを含む。 ロ においても同じ。 ) 、 子、 父母、 孫、 祖 

父母及び兄弟姉妹 

口 上記 イに 該当しない配偶者、 子、 父母、 孫、 祖父母及び兄弟姉妹 

(3) 給付の内容 

イ 転帰時の障害等級に 応じ、 次表に掲げた 額 ( スライド制が 適用される場合はスライド 後の 

額 ) から当該事由に 関する 既 支給年金額等を 差し引いた額とする。 

障害等級 額 

第 @ 級 給付基礎日額の 1, 目 0 国分 

第 2 級 給付基礎日額の @,190 日 分 

第 3 級 給付基礎日額の l,050 日 分 

第 4 級 給付基礎日額の 920 日 分 

第 5 級 給付基礎日額の 790 日 分 

第 6 級 給付基礎日額の 670 日 分 

第 7 級   給付基礎日額の 560 日 分 

口 加重障害の場合における 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 額は 、 次のとおりとする。 
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比例配分により 算出 ( 加重障害の場合と 同様の方法 ) した限度額 
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  再治 め 後の障害に 

関し支給された 障 

害 ( 補償 ) 年金及 

び障害 ( 補償 ) 年 

金前払一時金の 額 

の合計額 

二 自然的経過による 身体障害の程度の 変更があ った場合 

障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者のうち、 自然的経過により 身体障害の程度に 変更があ った者 

が死亡した場合における 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金については、 当該障害 ( 補償 ) 年金差 

額 一時金の支給事由発生日 ( 被災労働者の 死亡の 日 ) における障害の 程度により支給額を 算   

定する。 

(4) 請求書審査上の 要点 

障害 ( 補償 ) 年金差額一時金請求書の 内容審査に当たっては 前記 第 @ の l02r 共通的審査」の 

ほか、 次の点に留意すること。 

イ 受給権 者に誤りはないか。 

ロ 添付書類に相違や 洩れはないか。 

(5) そ の 他 

イ 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金についても 過誤払充当の 処理を行う。 

ロ 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金を 受ける権 利を有する者が 2 人以上あ るときは、 遺族 ( 補 償 ) 年金の場合と 同様代表者を 選任させるこ と 

9  障害特別年金差額一時金 

は ) 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 受給権 者に対し特別支給金として 障害特別年金差額一時金を 

支給する。 支給額は、 障害の程度に 応じ 次 表の石欄に掲げる 額 ( スライド制が 適用される場合 

は スライド後の 額 ) からすでに支払われた 障害特別年金の 額 ( 労災保険法第 16 条の 6 第 2 項と 

同様に換算率を 乗じて得た 額 ) を差し引いた 額とする。 
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障害等級 額 

第 Ⅰ 級 算定基礎日額の @,340 日 分 

第 2 級 算定基礎日額の 1, 190 日 分 

第 3 級 算定基礎日額の l,050 日 分 

第 4 級 算定基礎日額の 920 日 分 

第 5 級 算定基礎日額の 790 日 分 

第 6 級 算定基礎日額の 670 日 分 

第 7 級 算定基礎日額の 5f60 口 分 

(2) 加重障害の場合、 再発再治ゆの 場合及び自然的経過による 障害の程度の 変更の場合の 取扱、 

は 、 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 取扱いた準ずる。 

(3) 支給申請手続については、 遺族特別一時金の 場合に準ずる。 

(4@  そ の 他 

イ 障害特別年金差額一時金についても 過誤払充当の 処理を行       

ロ メリット収支率の 算定基礎から 除外する。 

遺族 ( 補償 ) 年金 

支給要件 

遺族 ( 補償 ) 年金は、 業務上の事由又は 通勤により死亡した 労働者の遺族が 次の要件に該当す 

る場合にその 要件に該当するに 至った月の翌月からその 要件に該当する 状態が継続している 月ま 

での 間 支給される。 

① 労働者の死亡の 当時その収入によって 生計を維持されていたこと。 

② 妻 以外の者については、 一定の年齢又は 障害の状態にあ ること。 

2  支給決定双の 処理 

遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書が 提出されたときは、 次の区分に従って 適法な請求がなされてい 

るか否かを審査し、 添付書類の不備等があ るときは、 遅滞なく補正させること。 
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Ⅲ 遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書の 受付 

請 求 の 区 分 根拠となる規則 請求書の名称 

最初に年金を 請求する場合 ( 鼻先順位の実 労災 則 第 I5 条の 2  遺族 ( 補償 ) 年金支給 

治権 者たる請求人又は 先順位の受給権 者が 労災 則第 @8 条の 9  請求書 

年金の支給決定を 受けていない 場合に転結 ( 告示様式第 12 号 ) 

により受給権 者となった者が 年金の請求を ( 告示様式 第 16 号の 8) 

する場合を含む。 ) 

労働者の死亡当時胎児であ った子が先順位 労災 則 第 @5 条の 3  遺族 ( 補償 ) 年金転結 

者 ( 配偶者 ) の失権 により受給権 者となっ 労災 則 第 @8 条の 9  等請求書 

た 場合 ( 他の子と同時に 受給権 者になった ( 告示様式第 @3 号 ) 

場合を除く。 ) 又は、 胎児が出生したとき 

に 既に他の子若しくは 次 順位者が年金の 支 

給 決定を受けていた 場合 

既に年金の支給決定を 受けた先順位者が 失 労災 則 第 @5 条の 4 同 上 

推 し、 又は支給停止を 受けたことにより 後・労災 則 第 18 条の 9 

順位の受給権 者が年金の転給を 受けること 

となった場合 

(2) 受給権 者及 び 受給費 格 者の確認 

イ 請求書添付資料の 戸籍謄本・生計維持関係証明書 等 ・障害状態証明診断書が 適正なものか を 確認するこ と 

障害については、 必要に応じて 追加資料の提出を 求め、 あ るいは関係者から 聴取するこ と 

ロ 々によって確認した 事項を「遺族 ( 補償 ) 給付受給権 ( 資格 ) 者認定書」 ( 年金記録様式 第 9 号 ) によって整理し、 受給権 者，受給資格者を 決定するこ と 

ハ 受給権 者が 2 人以上あ るときは、 その代表者の 選任が適切なものか 関係者から聴取するこ 

と 。 

(3) 受給権 者及び受給資格者 

遺族 ( 補償 ) 年金は、 受給資格者のうちの 量 先順位者であ る受給権 者に支払われる。 

同順位者が 2 人以上あ るときは、 全員がそれぞれ 受給権 者となる。 

遺族 ( 補償 ) 年金の受給資格者及び 受給権 者は、 別表のとおりであ る ( 労災保険法第 16 条の 

2 、 40 年改正法附則第 43 条 ) 。 
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  併せ提出させること。 

(5) 受給資格者の 認定 

遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書 ( 告示様式第 @2 号及び l6 号の @8) ( 添付書類を含む。 ) の記載 

内容及び実地調査の 結果等に基づいて、 遺族 ( 補償 ) 給付受給権 ( 資格 ) 者認定書 ( 年金記録 

様式第 9 号 ) を作成し、 給付の適正を 期すること   

イ 認定に当たっての 留意事項 

(,0)  労働者の死亡当時、 その収入によって 生計を維持していたことが、 住民票の写し、 在学 

証明書、 送金の事実を 証する書留郵便物受領証明等によって 明らかであ るか。 

(0)  労働者の死亡当時、 夫、 父母、 及び祖父母については 55 歳以上、 子及び孫についてはⅣ 

歳に達する日以後の 最初の 3 月 31 日までの間にあ ること、 兄弟姉妹については 18 歳に達す 

る日以後の最初の 3 月刊 日 までの間にあ ること又は 55 歳以上であ ることが、 戸籍に関する 

書面で明らかにされているか。 

(A) 上記㎝ ) に該当しない 夫、 子、 父母、 孫、 祖父母及び兄弟姉妹については、 障害の状 

態 にあ ることが障害等診断書の 上から明らかであ るか。 

( こ )  非摘出子については 認知があ るか。 

a-)  内縁の配偶者については、 婚姻と同様の 関係にあ ることが書面上明らかであ るか。 

い )  養子については、 縁組関係が戸籍に 関する書面で 明らかにされているか。 

( ト )  死亡労働者が 配偶者の氏を 称している場合に、 養子縁組の行われていない 配偶者の父母 

( 義父母 ) 、 祖父母 ( 養 祖父母 ) を、 労働者の父母、 祖父母として 請求していないか。 

( チ ) 受給権 者以外の受給資格者については、 受給権 者と同一の生計にあ ることが、 住民票の 

写し等によって 明らかであ るか。 

一二 25 一 



受給資格者 

"'4 ユ % 玉 玉 族 労働者の死亡当時の 要件 

妻 死亡労働者の 
収入によって 

夫 ，父母・祖父母 生計を維持し 5b 歳 以上又は障害 
ていたこと 

子 孫 lm 歳に達する日以後の 最初の 3 月 
31 日までの間にあ ること又は障害 

l8 歳に達する日以後の 最初の 3 月 
兄 弟 姉 妹 31 日までの間にあ ること若しくは 

55 歳以上又は障害 

( 注 )  @  妻 ・夫については、 婚姻の届出をしていないが 事実上婚姻 
関係と同様の 事情にあ ったものを含む。 

2  労働者の死亡当時胎児であ った子が出生したとき、 その子 
は 、 将来に 阿 って、 労働者の死亡当時その 収入によって 生計 

を 維持していた 子とみなされる。 

3  非摘出子については、 認知があ ったことを要する。 
4  障害とは、 ①障害等級 ( 労災別別表第 9 ) 第 5 級以上に 該 
当 する障害があ る者。 ②負傷若しくは 疾病が治らないで、 身 

体の機能や精神に 高度の制限を 受けるか、 若しくは労働に 高 

度の制限を加えられることを 必要とする程度の 障害があ る者 

( 厚生年金保険の 障害等級第 2 級程度以上の 障害の状態の 者 ) 。 

受 給 権 者 
  

  順位   遺 族   労働者の死亡当時の 要件 
  

  妻 夫 60 歳以上又は障害 

2 子 死生 1S 歳に達する日以後の 最初の 3 月田田まで 
亡 計 の間にあ ること又は障害 
  労 る 

3 父 母 樹 維 60 歳以上又は障害 
  昔時 

4 孫 のし 18 歳に達する日以後の 最初の 3 月刊 日 まで 
収 て の間にあ ること ス は障害 
  入い 

5 祖父母 にた 60 歳以上又は障害 
よこ 

6 兄弟姉妹 っと 18 歳に達する日以後の 最初の 3 月 3l 日 まで 
て の間にあ ること若しくは 60 歳以上又は障害     

7 夫 55 歳以上 60 歳未満 

8 父 母 55 歳以上 GO 歳 未満 

9 祖父母 55 歳以上 60 歳未満 

10    兄弟姉妹     55 歳以上 60 歳未満 

( 注 )  上記の順位 7 一 10 までの者は、 受給者になっても、 60 歳に達す 
るまで支給停止。 
また、 後に 60 歳に達しても 順位は繰り上らない。 
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ロ 生計維持関係 

労災保険法第 16 条の 2 第 Ⅰ 項 等にいう 「労働者の死亡当時その 収入によって 生計を維持し 
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困難となるような 関係 ( 以下「生計維持関係」という。 ) が常態であ ったか否かにより 判断 

すること。 その場合、 次の点に留意すること。 

( ィ )  労働者の死亡当時における 当該遺族の生活水準が、 年齢、 職業等の事情が 類似する一般 

人のそれを著しく 上回る場合を 除き、 当該遺族が労働者の 収入によって 消費生活の全部 ス 

は 一部を営んでいた 関係 ( 以下「生計依存関係」という。 ) が認められる 限り、 生計維持 

関係があ ったものと認めて 差し支えない。 

なお、 死亡労働者が 当該遺族と同居しともに 収入を得ていた 場合においては、 相互に生   

計 依存関係がな い ことが明らかに 認められる場合を 除き、 生計依存関係を 認めて差し支え 
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ただし、 当該遺族が死亡労働者と 同居していたその 孫 、 祖父母又は兄弟姉妹であ り、 当 

該 遺族の @ 親等の血族であ って労働者の 死亡の当時において 当該遺族と同居していた 者 

( 以下「当該血族 コ という。 ) がいる場合には、 当該血族の収入 ( 当該血族と同居してい 

る 当該血族の配偶者の 収入を含む。 ) を 把握し、 一般的に当該収入によって 当該遺族の消 

費 生活のほとんどを 維持し得ると 認められる程度の 収入があ る場合は、 原則として、 生計 

依存関係があ ったものとは 認めないこととすること ( 昭和 41. 10.22 基 発 1108 号、 平成 2.7. 

31 基 発 486 号 )  。 

W0) 以下の場合も 生計維持関係が「常態であ った」 ものと認めること。 

a  労働者の死亡当時において、 業務外の疾病その 他の事情により 当該遺族との 生計維持 

関係が失われていても、 それが一時的な 事情によるものであ ることが明らかであ るとき   

b  労働者の収入により 生計を維持することとなった 後まもなく当該労働者が 死亡した場 

合であ っても、 労働者が生存していたとすれば、 特別の事情がないかぎり 生計維持関係 

が 存続したであ ろうと推定し 得るとき。 

c  労働者が就職後極めて 短期間の間に 死亡したため、 その収入により 当該遺族が生計を 

維持するに至らなかった 場合であ っても、 労働者が生存していたとすれば、 生計維持関 

係がまもなく 常態となるに 至ったであ ろうことが賃金支払事情等から 明らかに認められ 
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a  負傷疾病の発生から 死亡まで相当の 期間があ り、 死亡当時には 労働者が入院療養中の 

ため収入がなく、 それによって 生計を維持していなかった 場合であ っても、 その労働者 

が 当該災害を披らなかったなら ぱ 生計を維持したであ ろうと思われる 場合は含まれる。 

b  労働者の収入の 中には、 賃金収入はもちろん、 休業 ( 補償 ) 給付その他各種保険給付 

もその他一切の 収入が含まれる。 

c  もっばら又は 主として労働者の 収入によって 生計を維持されていることを 要せず、 労 

働者の収入によって 生計の一部を 維持されていれば 足りる。 したがつて、 いわゆる共稼 

ぎもこれに含まれる ( 昭和 41 Ⅱ． 31 基 発 73 号 ) 。 

d  被保険者 ( 労働者 ) の収入が、 その世帯の生活水準を 社会通念上普通の 状態に維持す 

るために必要不可欠のものであ れは、 その被保険者によって 生計を維持しているという 

べきであ る ( 被保険者の収入が 世帯の生活費の 1 /2 を下回っている 場合の例 ) 。             

( 社会保険審査会裁決昭和 35 年 7 月 30 日 ) 

e  法に生計を維持するというのは、 扶養義務者がいなかったならば ，生計維持に 支障を 
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 関係がないとするには 生計を全く別にし、 何ら生計維持関係がないことが 明らかにされ 
なければならない。             ( 社会保険審査会裁決昭和 38 年 l0 同 31 日 ) 

ハ 同一生計関係 

「生計を同じくする」とは、 1 個の生計単位の 構成員であ るということであ るから、 同居 

している場合は、 生計を維持されていることを 要せず、 また、 別居している 場合であ っても、 

生計を維持されている 場合には、 生計を同じくしているものと 推定して差し 支えない ( 昭和 

41. 1.31 基光 73 号 ) 。 

二 障害の状態 

「労働者の、 死亡当時障害の 状態にあ る j とは、 労働者の死亡の 時から引き続き 現に障害 

等級第 5 級以上の身体障害があ る状態又は傷病が 治らないで労働が 高度の制限を 受けるか、 

若しくは労働に 高度の制限を 加える必要があ る程度以上の 身体障害があ る状態 ( 少なくとも 

厚生年金保険の 障害等級第 2 級以上の障害の 状態に相当する 状態 ) にあ ることをいう ( 昭和 

41. 1.31 基 発 73 号 ) 。 

3  支給，不支給決定 

当該請求について 審査を行った 結果、 遺族 ( 補償 ) 年金を支給すべきものと 認， めたときは、 下 

記により支給決定を 行うこと。 
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㈹ 支給事由発生の 日は労働者が 死亡した日ス は 死亡したと推定された 日とする。 

(2) 年金額の算定方法 

次により算定した 額 とし、 受給権 者が 2 人以上げる場合の l 人当りの支給額は、 年金額を受 

給 権 者数で等分した 額 とする。 

イ 給付日数 

遺 族 の 人 数 年 金 額 

Ⅰ 人 

( ィ ) の コ 以外の場合 給付基礎日額の 153 日 分 

㏄ ) 55 歳以上の妻又は 障害状態 給付基礎日額の 175 日 分 

にあ る 妻 

2 人 給付基礎日額の 20@ 日 分 

3 人 給付基礎日額の 223 日 分 

4 人 以 上 給付基礎日額の 245 日方 

(3) 決定決議 

支給の決定に 関する決議書の 様式及 び 決議の要領は 前記「 第 1 の 504 支給決定」 に準じて 

行 う こと。 

なお、 遺族 ( 補償 ) 年金の不支給決定は 前記「 第 1 の 509 不支給決定」に 準じて行 フ - と 

4  遺族 ( 補償 ) 年金前払一時金請求書の 処理 

遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者が遺族 ( 補償 ) 年金前払一時金の 支給を希望するとき ( 受給権 者 

が 2 人以上いる場合は 全員が希望したとき ) は次により前払一時金請求書 ( 年金申請様式 第 Ⅰ 

号 ) を 提出させること。 

㈹ 前 弘一時金の支給要件 

イ 前仏一時金の 請求については、 原則として遺族 ( 補償 ) 年金と同時に 行わなければならな 

いが、 遺族 ( 補償 ) 年金の支給決定の 通知があ った日の翌日から 起算して一年を 経過するま 

での間については、 遺族 ( 補償 ) 年金を請求したあ とにおいても 前払一時金を 請求する と 

ができる。 ただし、 前払一時金の 請求は時効により 労働者の死亡の 日の翌日から 起算して 2 

年 以内に限られる。 

したがって、 いわゆる転結により 遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者となったものについても、 

先 順位の受給権 者が前払一時金の 請求を行っていなかった 場合は、 上記の期間内であ れば前 

払一時金の請求を 行うことができる。 
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止される ( 若年停止 ) が、 前払一時金の 請求は行 う ことができ る 

口 前払一時金の 請求は、 同一の事由に 関し、 1 回に限り行うことができる。 したがって 、 例 

えば、 前払一時金として 給付基礎日額 200 日分に相当する 額を数回にわたって 請求すると 

いうようなことは 認められない。 

(2) 前仏一時金の 支給時期 

前弘 一時金が、 遺族 ( 補償 ) 年金と同時に 請求された場合には、 いっでも支給できる。 ただ 

し、 遺族 ( 補償 ) 年金が請求された 後に前払一時金が 請求された場合には、 当該請求に係る 前 

弘一時金は、 当該請求が行われた 月後の最初の 1 月 、 3 月、 5 月、 7 月、 9 月又はⅡ月に 支給 

する。 

(3) 前弘 一時金の額と 計算 

受給権 者の希望により 給付基礎日額 ( スライド制が 適用される場合はスライド 後の額。 ただ 

し 、 年齢階層別最低・ 最高限度額の 適用はない。 ) 0200 日・ 400 日・ 600 日・ 800 日・ 1000 日分 

のいずれかを 支給する。 また年金の支払開始後であ っても年金の 支給決定の通知があ った日の 

翌日から起算してⅠ 年 以内であ れば請求があ った場合も同様に 取扱うが、 この場合には 支払 済 

年金 ( 当該支払 期 に支払うべき 年金も含む ) と希望する前払一時金の 合計額が法第 16 条の 6 第 1 項の遺族一時金の 額を超えないこ と 
5  支給停止 

次に掲げる場合には、 受給権 者の請求又は 職権 による調査の 結果に基づき、 それぞれ下記によ 

9 年金の支給停止の 決定を行い、 停止の事由が 消滅したときは 支給停止の解除の 決定を行うこと   

なお、 停止の事由が 年金の支給決定の 際既に生じている 場合又は解除によって 年金の支給又は 

年金額の変更の 決定を行 う べき場合は、 それらの決定は 同時に行うものとする。 

① 遺族 ( 補償 ) 年金前払一時金を 支給すべき場合 

② 年金の若年停止をすべき 場合 

③ 第三者の行為による 災害で、 同一の事由により 第三者から損害賠償を 受けた場合 
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イ 支給停止の開始月 

(0) 遺族 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に前払一時金の 請求があ った場合は支給事由発生の 翌月 

とする。 

け ) 遺族 ( 補償 ) 年金の支払開始後に 前払一時金の 請求があ った場合は前払一時金支給日の 

属する次の翌月とする。 

  
 
 

0
 
3
 
1
 



ロ 支給停止が解除される 月 

支給停止の開始月以後支給されるべき 各月の年金額に、 年利 5 分による調整係数を 乗じて 

得た額の合計額が 支給された双払一時金の 額に達する 肩 まで年金の支給を 停止し、 前払一時 

金の額に達した 月の翌月からその 支給停止が解除される。 

ハ 決定決議 

支給停止の決定決議は、 前払一時金の 支給決定・支払決議事により 行うこと。 

(2) 若年停止 

若年停止の決定は、 停止の決定を 受けるべき者から 遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書に 併せて 前 

払 一時金請求書の 提出； くあ ったとき ス は受給金確認のため、 満 60 歳に達する日の 相当期間前に 

遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書が 提出されたとき、 解除の決定は、 既に停止の決定を 受けた者が、 

満 60 歳に達したことにより 受給権 者となるべきとき、 下記により行う。 したがって、 支給停止   

の 決定を受けるべき 者から、 満 60 歳に達する日の 直前に遺族 ( 捕償 ) 年金の請求書が 提出され 

た場合には、 支給停止の決定を 行う必要はなく、 また、 満 60 歳に達したことにより 単に加算 対 

豪者数の変更のみが 生ずる場合は、 年金変更・不変更決定決議事によって 変更決定決議を 行い、 

同時に年金額の 改定の決議を 行うこと。 なお、 この場合、 本省 ( 労災保険業務室 ) より監督署 

へ配信されている「指定年齢到達予定者リスト」を 添付して行うこと。 

イ 支給停止の日 

支給事由発生の 日 

ロ 停止期間満了の 日 

満 60 歳に達した日、 すな ね ち、 満 60 歳に達した年の 生まれた月日に 対応する日の 前日とす 

る 

ハ 決定決議 

若年停止の決定決議は、 支給・決定支払決議事により 遺族 ( 補償 ) 年金の支給決定と 同時 

は 行うこと。 

(3) 損害賠償金の 受領による支給停止 

受給者が第三者から 死亡による損害賠償を 受けた場合は 労災保険の保険給付からその 損害賠 

償 額を差し引いて 支給することとなる。 

このうち労災保険給付と 調整する必要があ るものは、 死亡による逸失利益相当分についてで 

あ る。 

したがって、 遺族 ( 補償 ) 給付の調整は 下記により行うこと   

イ 遺族 ( 補償 ) 年金の場合 

死亡による損害賠償金と 労災保険の遺族 ( 補償 ) 年金との調整は、 遺族 ( 補償 ) 年金の支 

抹額がっぎの 算式で計算された 損害賠償金受領 額 ( 逸失利益分 ) に達するまでの 期間とな     

一 131 一 



ただし、 その期間は、 災害発生後満 3 年経過の日を 限度とする。 

若哲著笘糞輯衰箱 彗芳 X 受給権 者の法定相続割合 = 損害賠償金受領 額 ( 年金との調整を 要する 額 ) 

( 民法第 900 条 ) 

ロ 転 給の場合 

転結による受給者については、 その者が受けた 損害賠償金受領 額 ( 逸失利益相当分 ) を 限 

度 として年金の 支給を調整するものであ る。 

なお、 詳細は「第姉者行為災害事務取扱手引」 ( 平 8 。 10 改訂 ) によるこ と 

ii イ ・ウ @ ( 注 )  1. 根拠条文 民法第 900 条 
法 
定 2 。 子がいないときは 孫 ・ ひ 孫で 栢続 する。 父母がいないときは 祖父母。 

柏 
続 3. 干 、 親、 兄弟姉妹等が 数人 い るときは上記割合の 財産を均等に 分け る 
Ⅱ 中上目 

ム 非摘出子は摘出子の 半分。 

(4 Ⅰ 行方不明による 支給停止 
  

受給権 者の所在が i 年以上明らかでないため、 同順位者から 遺族 ( 補償 ) 年金支給停止申請 

書 ( 告示様式第 14 号 ) が提出された 場合又は同順位者がないため 次 順位者から前記の 申請書に 

あ わせて遺族 ( 補償 ) 年金転結 等 請求書 ( 告示様式第 13 号 ) が提出された 場合は、 事実の有無 

を 確認のうえ 、 当該受給権 者については 支給停止の決定を、 申請人たる同順位者については 変 

更決定を、 次 順位者については 転 給の決定をそれぞれ 行うこと。 また支給停止の 決定を受けた 

当該行方不明者から 遺族 ( 補償 ) 年金支給停止解除申請書 ( 年金申請様式第 2 号 ) の提出があ 

った場合には、 申請人たる行方不明者について 支給停止の解除決定を 行うと同時に、 同順位者 

があ る場合には変更決定、 次順位者が転給を 受けている場合は 当該 次 順位者について 不支給決 

定を、 それぞれ次により 行うこと。 

イ 支給停止の日 

受給権 者の所在が不明となった 日 ( 通常は警察署に 捜索願 等 が提出された 日 ) とする。 
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支給停止及び 停止に伴う変更の 決定は、 遺族 ( 補償 ) 年金支給停止申請書 ( 告示様式 第 Ⅱ 

号 ) 、 転 給の決定は遺族 ( 補償 ) 年金転結 寺 請求書 ( 告示様式第 13 号 ) に基づき年金変更・ 

不変更決定決議事により 行い、 支給停止の解除及び 解除に伴う変更の 決定並びに不支給の 決 

定も同様の決議事により 行うこと   

(5) 支給停止に係る 計算方法 

具体的な計算方法は 次のとおりであ る 

  

  

  

適 用 期 間 調 整 係 数 

  支給事由発生の 日の属する月の 翌月から、 前払一時金を 支給した日の   
  
属する支払 期 まで、 そのうえさらにその 後 1 年間。 ( 支給事由発生日 

I 十                   
が平成 l2M 年 Ⅰ 月 l0 日で前払一時金支給日が 平成 12 年 2 月 12 日とすると 

1. 000 
平成 ¥2 年 12 月から平成 13 年まで ) 

その後 1 年間 

  

  

  

0. 953 

0. 909 

0. 870 

 
 0 ． 834 

 
 

0
 
0
 

8
 

0
 ・
 

 
   0. 770 

  0. 74 Ⅰ 

  0 ・ 715 

  0 ． 690 

  0 ・ 667 

注 )  n                                 特金を支給した 月後、 最初の年金の 支払期月からの 経過年数。 

調整係数             小数点以下 4 位を切り上げた 数値。 
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1  前 弘一時金の支払が 先行する場合 
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注 ) 第三者より受けた 損害賠償額に 相当する額を 控除して前払一時金を 支給した場合における 支給停 

止期間の計算についても、 この場合と同様の 計算を行うこと ( 昭和 41 年 6 月 17 日付 基発 第 610 号 

通達の別表 4 を参照のこと。 ) 。 
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3  若年停止の者に 前払一時金を 支給した場合 

この場合は、 満 60 歳に達する月の 翌月 ( 年金の支給を 開始すべき 月 ) から適用される 調整係数を 

もって計算を 行うものであ る と 
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6  変更決定 

給付の内容に 変更を生じたときは、 受給権 者等から届出又は 職権 による調査の 結果に基づき   

次により変更の 決定を行うこと。 

㈹ 受給権 者又は受給費権 者の失権 ( 失格 ) 

イ 死 亡 

(,0) 受給権 者の死亡 

a  同順位者も次順位者もない 場合 

遺族から提出された 年金等受給権 者死亡届 ( 年金申請様式第 6 号 ) に基づき受給権 の 

消滅確認決議を 行うこと。 なお、 死亡の 月 までの遺族 ( 補償 ) 年金の額が、 給付基礎 日 

額の 1,000 口分に満たない 場合には、 その差額相当額を 遺族 ( 補償 ) 一時金として 支 

給する。 

b  同順位者がなく 次 順位者のあ る場合 

a と同様双記届書に 基づき当該受給権 者について受給権 消滅確認決議を 行うと同時に、 

次 順位者により 提出された遺族 ( 補償 ) 年金額絵筆請求書 ( 告示様式第 13 号 ) に基づき、 

転 給及び年金額の 変更の決議を 行うこと。 

なお、 この場合、 次順位者が 2 人以上あ るときは、 代表者選任 届 ( 年金申請様式第 7 

号 ) も 併せて提出させ 代表者の選任決議を 行うこと。 

c  同順位者があ る場合 

a 及び b と同様、 同順位者から 提出された年金等受給権 者死亡届 ( 年金申請様式第 6 

号 ) に基づき、 死亡した受給権 者について受給権 消滅確認決議を 行うと同時に 年金額の 

変更の決議を 行 う こと。 

なお、 この場合においても、 死亡した受給権 者が代表者に 選任されており、 かつ、 同 

順位者が 2 人以上あ るときは、 新たに遺族 ( 補償 ) 年金代表者選任 届 ( 年金申請様式 第 

7 号 ) を提出させ代表者の 選任決議を行 う こと。 

(a) 受給権 者以外の受給費 格 者の死亡 

受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金額算定基礎変更届 ( 告示様式第 22 号 ) に基づ 

き、 当該受給費 格 者について受給権 消滅確認決議を 行い、 当該受給資格者の 死亡に伴って 

加算対象者数に 変更が生じる 場合は、 同時に年金額の 変更の決議を 行 う こと。 

ロ 婚姻 ( 届出しないが 婚姻関係と同様の 事情にあ る場合を含む。 ) 

m ィ )  受給権 者の婚姻 

受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者失権 届 ( 告示様式第 21 号 ) に基づき   

当該受給権 者について受給権 消滅確認決議を 行 う とともに、 婚姻によって 転結が行われる 

場合又は同順位者があ って年金額の 変更を行う場合については、 前記 イの (7) の b 及び 
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c の取扱い同様、 前者については 転結 等 請求書、 後者については 失権 居 に基づき変更の 決 

議を行うこと。 

(a)  受給権 者以外の受給資格者の 婚姻 

前記 イの ③ ) の 取扱いに同じ。 

ハ 直系血族又は 直系姻族以覚の 者との養子縁組 ( 届出をしないが、 事実上養子縁組と 同様の 

事情にあ る場合を含む。 ) 

受給権 者が、 自己又は自己の 配偶者の直系の 親族 ( 父母、 祖父母等 ) 以外の者 ( おじ、 お 

ばもこれに該当する。 ) の養子となった 場合又は受給権 者以外の受給資格者が 同じく直系の 

血族 スは 姻族以外の者の 養子となった 場合には、 前者については 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者 

失権 届 ( 告示様式第 21 号 ) 、 後者については 遺族 ( 補償 ) 年金額算定基礎変更届 ( 告示様式 第 22 号 ) を提出させ、 前記 ロに 準じ変更の決定を 行 つ ・ と 

ニ 離縁によって、 死亡した労働者との 親族関係が消滅したとき 

前記 ロに 同じ " 

ホ 干、 孫又は兄弟姉妹については、 18 歳に達した日以後の 最初の 3 月利目が終了したとき 

( 労働者の死亡当時から 引続き労災 則第 15 条に定める障害の 状態にあ ると，きを除く。 ) 

上記年齢に達したことにより、 遺族 ( 補償 ) 年金転結寺請求書 ( 告示様式 第 13 号 ) 又は遺 

族 ( 補償 ) 年金代表者解任 届 ( 年金申請様式第 7 号 ) の提出を必要とする 者に対しては、 本 

省 ( 労災保険業務室 ) より葉書で直接通知するので、 これによって 提出きれた請求書等によ り 変更決定の決議を 行 う こととし同時に 年金額の変更の 決議を行 Ⅰ ノ - と 但し、 遺族 ( 補 

償 ) 年金代表者解任 届 ( 年金申請様式第 7 号 ) の届書の提出だけを 必要とする者に 対する 年 

金額の変更決議は、 職権 決議 書 ( 年金決議様式第 3 号 ) により行うこ と 

なお、 上記年金額の 変更決議を行う 場合、 本省 ( 労災保険業務室 ) より監督署へ 配信され 

る「指定年齢到達予定者リストⅠを 添付して行うこと。 

へ 障害の状態にあ ることにより 受給権 者又は受給資格者となった 夫、 子、 父母、 孫、 祖父母 

又は兄弟姉妹について、 障害の状態が、 労災 則第 15 条に定める程度に 達しなくなったとき 

前言 己口 に同じ。 

ト 受給権 者以外の受給資格者が 受給権 者と生計を同じくしなくなったとき 

受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金額算定基礎変更届 ( 告示様式第 22 号 ) により 当 

譲受給資格者について 受給権 消滅確認決議を 行うと同時に 年金額の変更の 決議を行うこと。 

(2) 胎児の出生 

イ 胎児が受給権 者となる場合 

( ィ )  先 順位者 ( 配偶者 ) が失権 し 、 胎児であ った子が先順位者になった 場合 ( 労災 則 第 15 条 

0  3) 
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受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者失権 届 ( 告示様式第 21 号 ) ( 死亡の 

場合は年金等受給権 者死亡届 ( 年金申請様式第 6 号 )) に基づき、 先順位者の受給権 消滅 確 

認 決議を行うと 同時に、 遺族 ( 補償 ) 年金 転 絵筆請求書 ( 告示様式第 13 号 ) に基づき、 転 結政 ぴ 年金額の変更の 決議を行うこ と 

㏄ ) 後 順位者が既に 支給決定を受けていた 場合 ( 労災 則第 15 条の 3) 

受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金転結寺請求書 ( 告示様式 第は号 ) に基づき、 

転 給及び年金額の 変更の決議を 行うこと。 

(A)  同順位者があ る場合 ( 労災 則 第 15 条の 3) 

C のに同じ。 なお、 代表者が選任されている 場合には、 改めて胎児であ った子につい 

て 選任の手続をとる 必要はない。 

< こ ) 先 順位者 ( 配偶者 ) の失権 により、 他の子と同時に 受給権 者となる場合 ( 労災 則 第 15 条   

の 4 ) 

前記 (7) に同じ。 

( ホ )  年金額の計算は 胎児の出生月の 翌月から行うこと   

ロ 胎児が受給権 者とならない 場合 

受給権 者から提出された 遺族 ( 補償 ) 年金額算定基礎変更届 ( 告示様式第 22 号 ) に基づき 

受給資格者数の 変更決定決議を 行い、 当該受給資格者の 出生に伴って 加算対象者数に 変更が 

生じる場合は、 同時に年金額の 変更の決議を 行うこと。 

204 % 支給年金の支給決定 

年金の受給権 者が死亡等により 全員失権 した場合で、 死亡した者に 支給すべき年金でまだその 者 

に 支給していないものがあ るときは、 転帰上伴う機械処理により 出力される年金変更・ 不変更決議 

書 の 未 支給金額欄にその 額が印字されるので、 遺族から 未 支給の保険給付請求書 ( 告示様式第 4 号 ) 

を 提出させ、 その支給決定処理を 行うこと。 

また、 本省において 支払 取 消を行った場合に 随時出力される 支払 取消 リストにより 未 支給年金額 

を 確認し、 上記と同様の 処理を行 う こと。 

なお、 未 支給の保険給付の 受給権 者が 2 人以上あ る場合においては、 それらの者が 同時に請求を 

した場合を除き、 その 1 人について全額の 支給決定をするこ と 

@  未 支給年金の受給権 者 

Ⅲ 傷病 ( 補償 ) 年金及 び 障害 ( 補償 ) 年金 

イ 受給権 者と生計を同じくする 次の者であ って、 その順位は記載の 順であ る。 

配偶者、 子、 父母、 孫、 祖父母又は兄弟姉妹 
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Ⅲ 定 期 報 告 

  

3 ㎝ 定期報告書の 提出 

年金の受給権 者は、 労働大臣が指定する 日を提出期限とし、 毎年 1 回、 「年金たる保険給付の 受 

給 権 者の定期報告書Ⅰを 提出することとされている ( 労災 則 第 21 条 ) が、 この報告は、 当該給付の 

継続の可否、 年金額変更の 要否、 受給者の移動の 有無等を確認し、 適正な給付を 行 う ための重要な 

手がかりとなるものであ るから、 監督署長は、 下記に よ り事務処理を 行い、 その実効を確保するよ 

う 努めること。 

]  定期報告書の 提出期限 

年金たる保険給付の 受給権 者からの労災 則 第 21 条による定期報告の 提出期限は次のとおりであ   

50 

Ⅲ 受給権 者の生年月日の 属する月が 1 月から 6 月までのいずれかの 月に該当する 者は毎年 5 月 

31 日までに提出する ( 以下「 A グループ」という。 ) 。 

(2) 受給権 者の生年月日の 属する月が 7 月から ¥2 月までのいずれかの 月に該当する 者は毎年 10 月 

3l 日までに提出する ( 以下「 B グループ」という。 )   

ただし、 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者にあ っては、 当該年金たる 保険給付を支給すべき 事由に係 

る労働者、 すなわち死亡した 被災労働者の 生年月日による。 

2  定期報告を必要としない 者の範囲 

年金たる保険給付の 受給権 者のうち労災 則 第 21 条 第 @ 項 ただし書の規定により 報告を要しない 

者は、 次のとおりであ る。 

(I@  A グループ 

イ その年の 2 月Ⅰ 日 以降定期報告時 (5 月 31 日 ) までに支給決定を 受けた者 

ロ その年の 2 月Ⅰ 日 以降定期報告時 ( 5 月 31 日 ) までに定期報告の 内容と同一の 内容につい 

て所轄監督署長の 職権 による調査が 行われた 者 

(2)  B グループ 

べ その年の 7 月 1 日 以降定期報告時 (10 月 31 日 ) までに支給決定を 受けた者   

ロ その年の 7 月 1 日以降定期報告時 (10 月 31 日 ) までに定期報告の 内容と同一の 内容につい 

て所轄監督署長の 職権 による調査が 行われた 者 
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302 定期報告書の 処理 

Ⅰ 定期報告書の 受付 

定期報告書の 提出がなされたときは、 空欄に受付日付印を 押印し、 記載事項、 添付書類に洩れ 

がないか確認すること。 

なお、 定期報告書の 記載内容等に 不備な点があ る場合でも、 そのまま返戻することなく、 必ず 
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るだけ差し控えること。 

なお、 受給権 者に返戻する 場合は、 当該報告書に 係る労働者 x は事業場の住所・ 氏名 ( 名称 ) 

等が不明とならないよう 留意すること。 

また、 不備返戻した 定期報告書が 再提出されたときは、 新たに当該報告書に 受付日付印を 押印 

すること。 

2  定期報告書の 審査 

定期報告書を 受付けたときは、 その内容を審査し、 不審があ るものについては、 労災医員等の 

意見聴取、 実地調査を行 つ ・ と 

また、 定期報告書の 審査終了後、 定期報告人力帳 票に必要項目を 記入の うえ 、 O C R 入力する 

こと。 

3  給付内容の変更・ 不変更 

は ) 給付内容の変更を 必要とするもの 

障害 ( 補償 ) 給付変更請求書 ( 告示様式第 11 号 ) スは 労災 則 第 2l 条の 2 の規定による 届書等 ( 告示様式第 20 号、 第 21 号 、 第 22 号等 ) を提出させ、 当該請求書等により 変更決議を行 ，つ と 

この場合、 定期報告書等の 関係書類を添付して 決議を行 う と ただし、 請求書等の提出のな い 場合には、 職権 により変更決議を 行 つ - と 

また、 変更決議を行った 場合は、 受給権 者に通知すること。 

(2) 給付内容の変更を 必要としないもの 

給付内容の変更を 必要としないと 判断されるものであ っても、 定期報告書等の 関係書類を添 

付して定期報告入力帳 票の決議 欄 により不変更の 決議を行 フ - と 

(3) 未 提出者の確認 

配信要求により 出力される定期報告書人提出者等のリストによって 未 提出者を確認し、 支払 

差止めの事務処理に 移行できるよう 準備しておくこ 臼 ・ L 
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303 定期報告書案提出者に 対する措置 

定期報告書等の 未提出者については、 次の事務処理を 行 う こと   

Ⅰ 未 提出者に対する 督促 

定期報告書の 提出がない受給権 者に対して、 配信要求によって 出力される定期報告書提出照会 

状を送付するなどにより 督促するこ と 
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等 ( 以下「関係者等Ⅰという。 ) に照会しても 所在が判明しない 受給権 者について、 上記による 

督促を行った 日より相当期間経過後においても 定期報告書の 提出がない者に 対して職権 により支 
幸で 

払差止め決議を 行い、 年金支払差止通知書により 受給権 者へ通知すること。 

304 年金たる保険給付の 支払差止めに 係る処理 

年金たる保険給付の 受給権 者は、 定期報告書 ( 労災 則 第 2t 条 ) 、 各種の変更の 届出 ( 労災 則 第 21 

条 0 2 、 第 21 条の 3 ) をする必要があ るが、 それらの報告書・ 届出 ( 以下「定期報告書等」 とい 

う。 ) の 未 提出の場合における 支払差止めに 係る処理は以下により 行 う こと " 

@  支払差止め決議に 至るまでの措置 

年金の受給権 者が同条に基づく 定期報告及びその 添付資料又は 随時報告及 び その添付資料を 期 

限 までに提出しなり 場合には、 文書により注意を 喚起し、 注意を喚起してもなお 定期報告書等が 

提出されない 場合には、 支払差止めを 決議し受給権 者あ て通知すること。 

2  支払差止め決議直後における 措置 

Ⅲ 受給権 者が所在不明であ る場合 

支払差止めを 行った者のうち、 受給権 者の所在が明らかなものについては、 面接、 電話等の 

方法により、 直接、 定期報告書等 未 提出の理由等実情を 把握したうえ 提出指導に努めること。 

受給権 者が所在不明であ る場合には、 受給権 者の関係者等に 照会するなど、 その所在確認に 

努めること。 

また、 受給権 者の親族等と 面接したときは、 支払差止めの 趣旨、 解除の条件等を 説明すると 

ともに、 受給権 者の所在を把握したときには 速やかに所轄監督署にその 旨 連絡することを 依頼 

しておくこと。 
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(2) 照会及び調査の 結果等の事跡 
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Ⅲ 支払差止めを 行った年金に 係る受給権 者について、 上記 2 の措置を行ったにもかかわらず 定 

朗 報告書等が提出されない 場合には引き 続き支払の差止めを 継続することとなるが、 この場合 

においても受給権 者又は関係者等に 対する指導及び 照会を適宜継続的に 行い、 支払差止めが 漫 

然と 継続することのないよう 留意すること。 

(2) 支払差止めの 期間が長期にお ょ んだ場合、 当該差し止められた 期間に係る年金の 支払請求権 

は、 会計法第 30 条の規定により 5 年で時効により 消滅することとなるので、 その結果生ずる 受   

給 権 者の不ネ lj 益を考慮して、 支払差止めを 開始して 4 年を経過したときは、 次の措置を講ずる 

- と   

イ 受給権 者の所在が分かっている 場合には、 改めて定期報告書等の 提出について 当該受給権 

者あ て文書で注意を 喚起すること。 その際、 当該文書には、 支払いを差し 止められた期間に 

係る年金の支払い 請求権 は 5 年で時効により 消滅するため、 その期間にかかる 年金は受給で 

きなくなる旨を 明記すること。 

口 受給権 者が所在不明であ る場合には、 所在確認のための 調査を行うこと。 この場合、 前記 

2 のⅢ又は 3 の㈲において 調査した者についても、 この時点において 改めて調査すること。 

4  定期報告書が 提出されたときにおける 措置 

Ⅲ 定期報告書等が 提出されたときは、 速やかに支払差止め 解除を決議し、 受給権 者あ て年金支 

払 差止解除通知書により 通知すること。 

(2) 支払差止めを 解除したときは、 速やかに当該差し 止められていた 年金の支払事務を 行うこと   

その際、 次のことに留意すること。 

イ 定期報告書等の 内容の審査・ 確認の結果、 障害の程度の 変更、 死亡労働者の 配偶者の婚姻 

等、 保険給付の支給要件に 変更が認められる 場合には、 変更時に遡って 変更の決定をするこ 

と 。 

ロ 差止められた 期間に係る年金のうち、 定期報告書等の 提出時において、 支払請求権 が既に 

時効により消滅している 支払期月に係る 年金 ( 当該支払期月の 前 2 箇月分の年金 ) は支払う 

ことができないものであ ること。 

なお、 この場合の支払請求権 の時効の起算日は、 それぞれの支払い 期月の初日 ( 2 月 1 日、 

在方 1 日、 6 月 1 日、 8 月Ⅰ 日 、 10 月 1 日、 12 月 1 日 ) となる。 
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第 2 編 二次健康診断等給付事務処理 
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給付事務の概要 
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Ⅲ 給付事由 

二次健康診断等給付は、 労働安全衛生法に 基づく定期健康診断等のうち、 直近のものにおいて、 脳血管疾患及び 心臓疾患、 ( 以下「脳及び 心臓疾患、 J とい う に関連する一定の 項目について 異常 

0 所見があ ると診断された 労働者 ( 既に脳血管疾患又は 心臓疾患の症状を 有すると認められるもの 

を 除く。 ) に対して、 当該労働者の 請求に基づき 支給する。 

(2) 給付の範囲 

二次健康診断等給付は 二次健康診断及び 特定保健指導を 給付する ( 現物給付 ) 。 

この場合、 二次健康診断とは、 脳血管 及ぴ 心臓の状態を 把握するために 必要な検査を 行 う 医師に 

よる健康診断を、 特定保健指導とは、 二次健康診断の 結果に基づき、 脳 及 び 心臓疾患の発生の 予防 

を 図るため面接により 行われる医師、 保健婦又は保健士による 保健指導をい       

3  保険給付事務の 管轄 

労災保険法に 基づく二次健康診断等給付に 関する事務は、 所轄労働局長 ( 事業場が 2 以上の労働局 

0 管轄区域にまたがる 場合は、 その事業の主たる 事務所の所轄労働局長 ) が行 う 。 

なお、 二次健康診断等給付に 関する事務に 係る管轄については、 次のような取扱いとなる。 

㈹ 有期事業の一括 

徴収 法 第 7 条の規定による 有期一括の事業については、 一の事業とみなされ、 作業現場等が 他局 

管内であ っても、 二次健康診断等給付に 関する事務は、 徴収 則 第 6 条第 2 項第 3 号の事務所 ( 労働 

保険料の納付の 事務を行う事務所 ) の所轄労働局長が 行う。 

(2) 継続事業の一括 

徴収 法 第 9 条の規定によって 継続一括を受けている 事業に係る保険関係は、 労働局長の指定した 

事業場 ( 指定事業場 ) において一括成立するが、 二次健康診断等給付に 関する事務はそれぞれの 事 

業 場の所轄労働局長が 行 う 。 

例えば、 本社 ( 指定事業場 ) が A 局 管内にあ り、 各支店が他局管内に 散在している 場合は、 それ 

らの各支店の 被災労働者に 対する二次健康診断等給付に 関する事務は A 局では行わず、 各支店の所 轄 労働局長が行 フ - 
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(3) 労働保険事務組合に 事務を委託している 事業 

労働保険事務組合にその 労災保険事務を 委託している 事業であ っても、 二次健康診断等給付に 関 
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給付請求書受付 

給付請求書 
健診給付病院等 事 前 点検 
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費用請求書等 
レセプト 
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直近のもの ( 以下「一次健康診断Ⅰという。 ) において、 血圧検査、 血液検査その 他業務上の事由 

による脳及び 心臓疾患の発生にかかわる 身体の状態に 関する検査を 行った場合に、 当該検査を受け 

た 労働者がそのいずれの 項目にも異常の 所見があ ると診断され、 かつ脳血管疾患 スは 心臓疾患 ( 以 下 「勝又は心臓疾患、 」とい つ ・ め 症状を有して ( 脳 又は心臓疾患、 を発症して ) いないと認められ 

る 場合に、 当該労働者の 請求に基づき 行われる ( 労災保険法 ( 以下「 法 」という。 ) 第 26 条 第   

項 ) 。 

第 2  給付内容 

@  給付の範囲 

二次健康診断等給付の 範囲は、 二次健康診断及び 特定保健指導であ る ( 労災保険法第 26 条第 2 

項 ) 。 

㈹ 二次健康診断 

二次健康診断は、 脳血管及び心臓の 状態を把握するために 必要な検査を 行う医師による 健康診 

断であ り、 具体的には次の 検査の全て ( ヘモバロビン A , 。 検査にあ っては、 一次健康診断におい 

て当該検査を 行った場合を 除く。 負荷心電図検査又は 胸部超音波検査にあ っては、 いずれか一方 

の 検査に限る。 微量アルプミン 尿検査にあ っては、 一次健康診断において 尿中の蛋白の 有無の検 

査 において疑陽性 ( 土 ) 又は弱陽性 C+) 0 所見があ ると診断された 場合に限る。 ) を 行うもの 

であ る ( 労災保険法第 26 条第 2 項 第 1 号及び労災 則 第 18 条の 16 第 2 項 ) 。 
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2    量の検査 ( 空腹 時血糖値 

  検査 ) 

内 容 

空腹 時において血液を 採取し、 食事による影響を 排除 

した血清総コレステロール、 高 比重リポ蛋白コレステロ 

  
一ル (H D L コレステロール ) 及び血清トリバリセライ 

  

ド ( 中性脂肪 ) の量により血中脂質を 測定する検査。 

空腹 時において血液を 採取し、 食事による影響を 排除 

した血中グルコースの 量 ( 血糖値 ) を測定する検査。   

米グルコース ニ ブドウ糖 
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ヘモバロビン A, 。 ( エー 7  食事による一時的な 影響が少なく、 過去Ⅰ 一 2 か 月間 

ンシ一 ) 検査 における平均的な 血糖値を表すとされている へ モグロビ 

ン A , 。 の割合を測定する 検査。 
りくり 

Ⅹ一次健康診断において 当該検査を行った 場合を除く。 

Ⅹヘモバロビン A , 。 ニ ヘモバロビンにバルコースが 結合 

したもの。 

負荷心電図検査又は 胸部 超 ・負荷心電図検査 

音波検査 ( 心 エコー検査 )  階段を上り下りしたり、 ベルトコンベアの 上を歩くな 

どの運動により 心臓に負荷を 加えた状態で、 心電図を計 

4 測する検査。 

・胸部超音波検査 ( 心 エコー検査 ) 

超音波探触子を 胸壁に当て、 心臓の状態を 調べる検査。 

凶 いずれか一方の 検査に限る。 

頸部超音波検査 ( 頸部ェコ 超音波探触子を 頸部に当て、 脳に人 る 動脈の状態を 調 
5 

一 検査 ) べる検査。 

微量アルプミン 尿検査 尿中のアルブミンの 量を精密に測定する 検査。 

米 一次健康診断において 尿蛋白検査の 所見が疑陽性 C 土 ) 
6 

又は弱陽性 (+) であ る者に限る " 
  

米 アルブミンⅠ血清中に 多く存在するタンパク 質の一種。 

(2) 特定保健指導 

特定保健指導は、 二次健康診断の 結果に基づき、 脳及び心臓疾患の 発生の予防を 図るため、 面 

， 接により行われる 医師、 保健婦又は保健士による 保健指導であ り、 次の指導の全てを 行うことと 

する ( 労災保険法第 26 条第 2 項第 2 号 ) 。 

項 目 内 容 

1  栄養指導 適切なカロリ 一の摂取等食生活上の 指針を示す指導。 

2  運動指導 必要な運動の 指針を示す指導。 

3  生活指導 飲酒、 喫煙、 睡眠等の生活習慣に 関する指導。 

 
 

2  支給方法 

二次健康診断等給付は、 労災病院又は 労働局長の指定する 病院若しくは 診療所 4 以下「健康給付 

病院等Ⅰという。 ) において、 直接二次健康診断及び 特定保健指導を 支給 ( 現物給付 ) することに 

より行うものとする。 
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第 3  支給基準 

二次健康診断等給付の 支給・不支給の 決定に当たっては、 次の事項により 判断することとする。 

  二次健康診断 

二次健康診断は 、 ㈹から (6) の事項までのすべてに 該当する場合に 支給することとし、 該当しない 

項目があ る場合には不支給とすること。 

Ⅲ 一次健康診断の 結果、 次に掲げるすべての 検査項目において 医師による異常の 所見 ( 以下「給 

付対象所見」という。 ) が認められること ( 労災保険法第 26 条 第 1 項及び労災 則 第 18 条の 16 第 J 

項 ) 。 

ィ 血圧検査 

口 血中脂質検査 

具体的には次の 検査項目のいずれか 1 つ以上とする。 
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・血清トリバリセライド ( 中性脂肪 ) 

ハ 血糖検査 

ニ BM l ( 肥満庭 ) の測定 

なお、 B M I は次の算式により 算出された値という。 

体重 (kg) 
B M I 三 

身長 (m) 2 

この場合、 「異常の所見」とは、 検査の数値が 高い場合 ( 高 比重リポ蛋白コレステロール (H 

D L コレステロール ) にあ っては低い場合 ) であ って、 「異常なし」以覚の 所見を指すものであ 

る 

ただし、 一次健康診断の 担当医が上の イ から二の検査については 異常なしの所見と 診断した場 

合であ っても、 労働安全衛生法第㍑ 条第 Ⅰ項に基づき 当該検査を受けた 労働者が所属する 事業場 

に 選任されている 産業医や同法第は 条の 2 に規定する労働者の 健康管理等を 行うのに必要な 医学 

に関する知識を 有する医師 ( 地域産業保健センタ 一の医師及び 小規模事業場が 共同選任した 産業 

医の要件を備えた 医師等。 以下「産業医等」という。 ) が 、 一次健康診断の 担当医が異常なしの 

所見と診断した 検査項目について、 当該検査を受けた 労働者の就業環境等を 総合的に勘案し 異常 

の所見があ ると診断した 場合には、 産業医の意見を 優先し、 当該検査項目については 異常の所見 

があ ると診断されたものとみなす。 

(2) 脳スは 心臓疾患の症状を 有すると認められないこと。 

一次健康診断又はその 他の機会において、 医師により既に 脳又は心臓疾患，の 症状を有すると 

診断された労働者については、 二次健康診断等給付の 支給対象とはならない ( 労災保険法第 26 条 

一 151 一 



第 Ⅰ 項 ) 。 

なお、 労働者が高血圧症、 高脂血症、 糖尿病等の個々の 疾患について 現に治療を受けている、 

あ るいは一次健康診断の 結果において 血圧、 血中脂質、 血糖，肥満の 各々の検査項目について 

「 要 治療」の判定がなされている 場合であ っても、 医師により 脳 x は心臓疾患、 の症状を有すると 

診断されていない 場合には、 二次健康診断等給付の 支給対象となる。 

(3) 二次健康診断等給付を 請求した日が 一次健康診断を 受診した日から 3 か 月経過していないこと 

( 天災その他請求しなかったことについてやむを 得ない理由があ るときを除く。 ) ( 労災 則第穏 

条 019 第 4 項 ) 。 

二次健康診断等給付は、 一次健康診断の 結果、 給付対象所見が 認められ 脳 又は心臓疾患を 発症 

するおそれが 非常に高い者に 支給される者であ ることから、 一次健康診断の 結果が判明した 後、 

できる限り早期に 給付されるべきものであ る。 また、 給付対象所見が 認められた一次健康診断の   

結果が労働者の 健康状態を表すものと 評価できる状態であ る必要があ ることから、 天災その他 請 

来 しなかったことについてやむを 得ない理由があ るときを除き、 二次健康診断等給付の 請求は一 

次健康診断を 受診してから 3 か 月以内に限ることとする。 

一次健康診断実施 二次健康診断等給付の 請求 

            
    

ト t ー 3 か 月以内であ る必要があ る   

なお、 天災その他請求しなかったことについてやむを 得ない理由とは、 例えば次のような 場合 

が 考えられること。 

イ 天災地変により 請求を行うことができない 場合。 

ロ 一次健康診断を 行った医療機関の 都合等により、 一次健康診断の 結果の通知が 著しく遅れた 

場合。 

(4) 二次健康診断等給付の 対象となる定期健康診断等が 直近に行ったものであ ること ( 労災保険法 

第 26 条 第 」 項 ) 。 

二次健康診断等給付は、 脳及び心臓疾患の 発生の予防に 資するための 保険給付であ り、 その支 

給・不支給の 決定は労働者の 最新の健康状態によって 判断する必要があ る。 

このことから、 過去 3 か 月以内に複数回の 定期健康診断等を 受診した場合は、 直近の定期健康 

診断等の結果に 基づき二次健康診断等給付を 支給することとしている   

具体的には、 次の ィ に該当する場合に 二次健康診断等給付の 支給対象となり   ロに 該当する 場 

合には支給対象とならないこと。 

イ 二次健康診断等給付の 支給対象となるケース 
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診断等給付 
支 給 可 

給付対象所見 
が 認められない 給付対象所見 定期健康診断等                                                           

が 認められる 

ロ 二次健康診断等給付の 支給対象とはならないケース     

  

定期健康診断等 直近の定期健康診断等 二次健康 

  
診断等給付 

給付対象所見 
が 認められる 

l/ 
給付対象所見 
が 認められない 

Ⅹ 過去の定期健康診断等の 結果において 給付対象所見が 認められた場合であ って 

も 、 直近の定期健康診断等の 結果において 給付対象所見が 認められていない 場合 

には、 二次健康診断等給付の 支給対象とはならない。 

(5) 当該年度内に 二次健康診断等給付を 支給していないこと ( 労災保険法第 2B 条 第 2 項 ) 。 

脳及ぴ 心臓疾患は、 業務に起因する 場合のみならず、 偏った生活習慣等に 起因する場合もあ り   

その発症予防について、 事業主の費用負担によって 賄う労災保険の 給付の回数を 過度に多くし 脳 

及び心臓疾患の 発症予防を行うことは 適当でないと 考えられることなどから、 二次健康診断等 給 

付の支給は、 1 年度内に 1 回に限定している ( 労災保険法第 26 条第 2 項 ) 。 
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4 月 3 日 翌年 3 月 31 日 

      
    

@ この期間中に 1 回支給 Ⅱ ll 

したがって、 労働安全衛生規則第 45 条に基づき 6 か 月にⅠ回の定期健康診断等が 義務づけられ 

ている特定業務従事者等、 同一年度内に 定期健康診断等を 2 回行っている 場合で、 1 回 目の定期 

健康診断等の 結果において 給付対象所見が 認められ、 二次健康診断等給付を 支給した場合には、     

2 回目の定期健康診断等の 結果において 給付対象所見が 認められた場合においても、 当該年度内 

には二次健康診断等給付を 支給しないこととする。 ただし、 2 回目定期健康診断等を 受診した 日 

から 3 か 月以内であ れは、 翌年度に二次健康診断等給付を 支給することは 可能であ る。 

4 月 1 日 翌 3 月 31 日 

                
給付対象所見 
が 認められる   

が 認められる 

米 既に二次健康診断等給付を 支給している 場合には、 その後定期健康診断等の 

結果において 給付対象所見が 認められても、 同一年度内に 二次健康診断等給付 

を 支給することはできない。 

3 か 月以内 

4 月 1 日 翌 3  月 31 日 
              

  

診断等給付 診断等給付 
を 支給 可     給付対象所見 

が 認められる 
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(6) 特別加入者でないこ と 

  
  二次健康診断等給付は、 事業主による 業務軽減などの 適切な予防対策に 結び付けることを 趣旨 

としているが、 特別加入者については、 労働安全衛生法の 適用がな い ことから定期健康診断等の 

適用対象となっておらず、 健康診断の受診については 自主性に任されていることから、 二次健康 

診断等給付の 対象としないこととする。 

2  特定保健指導 

特定保健指導は、 二次健康診断において 医師が脳及び 心臓疾患を発症していないと 診断した場合 

に 限り支給することとし、 勝ス は 心臓疾患を発症していると 診断した場合には、 不支給とすること 

( 労災保険法第 2f 条 第 3 項 ) 。 

第 4  二次健康診断等給付の 請求手続等 

1  二次健康診断等給付請求書の 提出先 

二次健康診断等給付請求書 ( 以下「給付請求書Ⅰという。 ) は、 健診給付病院等から 二次健康診 

断等給付を請求する 労働者 ( 以下「請求労働者」という。 ) の所属する事業場の 所轄労働局長あ て 

提出させることとする ( 労災 則 第 18 条の 19 第 Ⅰ 項 ) 。 

なお、 提出された給付請求書が 他局に係るものであ る場合には、 当該 居 に回送するこ と 

2  給付請求書に 添付させる書類 

二次健康診断等給付を 請求する際には、 給付請求書に 一次健康診断の 結果を証明することができ 

る 書類を添付させること ( 労災 則 第 18 条の 19 第 2 項 ) " 

3  二次健康診断及び 特定保健指導に 係る費用の請求 

二次健康診断及び 特定保健指導を 行った健診給付病院等においては、 請求労働者の 所属する事業 

場の所轄労働局長に 対し、 各月 10 日 までに二次健康診断及び 特定保健指導に 係る費用の請求を 行わ 

せること。 

請求に当たっては、 給付請求書、 二次健康診断等費用請求書 ( 以下「費用請求書」という。 ) 及 

び二次健康診断等費用語求書内訳書 ( 以下「レセプト」という。 ) の順に束ねて 提出させること。 

第 5  % 付請求書の受付 

Ⅰ 受付年月日の 押印 

給付請求書が 提出されたときは、 当該給付請求書の 受領 印欄 に直ちに所定の 受付日付印を 押印す 

ること。 

なお、 不備返戻した 給付請求書が 再度提出されたときは、 再提出された 日の受付日付印を 給付請 

求書の余白 欄 に押印すること。 

2  保険給付請求書処理簿への 記載 
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給付請求書を 受け付けた場合には 前記Ⅰにより、 まず受付日付印を 押印し、 その後保険給付請求 

書処理 簿に 整理番号、 受付年月日、 労働保険番号及 び 請求人氏名について 記入すること。 この場合、 

保険給付請求書処理 薄め 「収受番号」の 欄には整理番号を、 また「収受年月日」の 欄には受付年月 

日をそれぞれ 記入すること。 

ただし、 不備返戻した 給付請求書を 再受付した場合には、 再度記載する 必要はない。 

3  不備返戻 

給付請求書の 記載内容等に 不備な点があ る場合であ っても、 そのまま返戻することなく、 必ず 前 

記 Ⅰ及 び 2 により、 受付日付印を 押印した後に 保険給付請求書処理運 へ 必要事項を記入し、 給付請 

求書に整理番号を 記載した上で 不備返戻を行 う こと。 

第 6  給付請求書の 審査上の要点 

給付請求書の 審査に当たっては、 l02 「共通的審査二のほか、 特に、 以下の点に留意すること。 

なお、 二次健康診断等給付に 係る処分についての 標準処理期間は 、 l か 月とする。 

1  給付対象所見の 有無の確認 

一次健康診断の 結果において、 給付対象所見が 認められることを 確認すること。 

2  産業医等の判断の 有無の確認 ( 一次健康診断の 結果において 医師により給付対象所見が 認められ 

ていない場合 ) 

一次健康診断の 結果において 医師により給付対象所見が 認められていない 場合には、 給付請求書 

に 産業医等によって 一次健康診断の 担当医が異常なしの 所見と診断した 検査項目について 異常の所 

見 があ ると診断した 目の意見が付してあ ることを確認すること   

  
3  勝又は心臓疾患の 有無の確認 

一次健康診断の 結果において 医師により 脳 又は心臓疾患の 所見が認められていないことを 確認す 

ること。 

4  請求時期の確認 

給付請求書が 一次健康診断を 受けた日付げから 3 か 月以内に健診給付病院等に 提出されているこ 

とを確認するこ と 

5  事業主証明の 有無の確認 

給付請求書に 記 戟 された一次健康診断受診年月日及び 添付された一次健康診断の 結果を証明する 

ことができる 書類について、 事業主の証明が 記入されていることを 確認すること。 

しかし、 事業主が証明を 拒むなどやむを 得ない事情があ るものは証明がなくとも 受領し、 実地調 

査 等により事業主が 所要の証明を 行わない事情等を 明らかにすることにより 迅速に処理し、 事業主 

証明のないこと 等を理由に処理を 遅延させることのないようにすること。 

なお、 特別加入者は 二次健康診断等給付の 対象としないことに 留意すること。 
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6  同一年度内の 支給の有無の 確認 
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7  二次健康診断における 脳及び心臓疾患の 有無の確認 ( 特定保健指導が   行われている 場合 ) 

二次健康診断の 結果において 医師により脳及び 心臓疾患が認められていないことを 確認すること   

筆下 二次健康診断等給付に 要した費用の 支払について 

二次健康診断等に 要した費用 ( 以下「健診費用」 という。 ) の支払に係る 事務処理は、 請求労働 者の所属する 事業場の所轄労働局において 以下の要領で 行うこ と 

Ⅰ 受 付 

健診給付病院等から 費用請求書及びレセプトの 送付を受けたときは、 費用請求書の 受付 印欄 に受 

竹印を押印した 上で、 事前点検のため 給付請求書の 写しを添えて R I C 地方事務所へ 送付すること   

なお、 送付を受けた 費用請求書及びレセプトが 他局に係るものであ る場合には、 当該 居 に回送す 

ること。 
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費用請求書の 審査に当たっては、 第 2 の 1 のⅢ及び (2) に掲げる二次健康診断等給付の 対象として 

規定される項目について 検査 スは 特定保健指導を 行っているか 否かを審査することになるが、 特に、 

以下の点に留意して 審査を行うこと。 

Ⅲ ヘモバロビン A , 。 検査 

二次健康診断等給付における へ モグロビン A , 。 検査については、 一次健康診断において 当該 検 

査を受診していた 場合には支給しないこととしていることから、 二次健康診断としてへモバロビ 

ン A , 。 検査が行われている 場合には、 一次健康診断において へ モグロビン A , 。 検査を行っていな 

いことを確認すること。 

(2) 微量アルプミン 尿検査 

微量アルプミン 尿検査については、 一次健康診断における 尿蛋白検査において 疑陽性 ( 土 ) 又 

は弱陽性 (+) の場合に限り 受診できることとしていることから、 二次健康診断として 微量アル 
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4  二次健康診断等給付に 要した検査等の 費用の額について 

二次健康診断等給付に 要した検査等の 費用として支払われる 額は、 検査等の組合せにより 次の 

ようになる。 

㈲ 特定保健指導を 行った場合 

検 査 項 目 検 査 の 有 無 

，空腹 時血中脂質検査 O O O O O O O O 

空腹 時血糖検査 0 O O O O O O O 

ヘモバロビン A , 。 検査 0   O   O   O   

負荷心電図検査 X       O O O O 

合計額 て円コ   31,046   28,935   29.  996   27,885   29,996   27,885  |  28,946   26,835   

  ム
 
場
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よ
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丁
 
Ⅰ
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導
 

ヒ
日
 

ネ
 
・
 
ィ
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健
 
保
 
定
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 2
 

 
 

  

検 査 項 目 検 査 の 有 無 

空腹 時血中脂質検査 O O O O O O O O 

空腹 時血糖検査 0 O O O O O O O 

ヘモバロビン A , 。 検査 0   O   O   O   

負荷心電図検査 X       O O O O 

  
合 計 額 ( 円 )  24,746  22,635  23,696  21,585  23,696  21,585  22,646  20 ， 535 

( 注 )  0 は実施したもの、 x は実施しなかったものを 表す。 
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第 8  実地調査等 

二次健康診断等給付については、 原則として実地調査を 要しないものであ るあ るが、 添付された 

一次健康診断の 結果に偽造の 疑いがあ る場合等特に 必要があ るときは事業場における 調査や労災 医 

員 又は専門医の 意見を聞く等適切な 措置をとること。 

第 9  支給制限及び 費用徴収 

Ⅰ 支給制限 ( 労災保険法第 lm 条の 2 の 2) 

二次健康診断等給付については、 労災保険法第 12 条の 2 の 2 に基づく支給制限の 問題は生じない 

ものであ る。 

2  費用徴収 

Ⅲ 不正受給者からの 費用徴収 ( 労災保険法第 12 条の 3) 

二次健康診断等給付における 不正受給者からの 費用徴収において 徴収する徴収金の 価額は、 保 

険給付を受けた 者が受けた保険給付のうち、 偽りその他不正の 手段により給付を 受けた部分に 相 

当 する価額とする。 

(2) 第三者の行為による 事故 ( 労災保険法第 12 条の 4 ) 

二次健康診断等給付については、 労災保険法第 ]2 条の 4 に基づく第三者に 対する損害賠償請求 

権 の取得の問題は 生じないものであ る。 

(3) 事業主の費用徴収 ( 労災保険法第 31 条 ) 

労災保険法第 31 美葉 1 項から第 3 号までに該当する 事故について 保険給付を行う 場合は、 労働 

基準法の規定による 災害補償の価額の 限度で、 その保険給付に 要した費用に 相当する金額の 全部 

又は一部を事業主から 徴収することとなっているが、 労働基準法上規定のない 二次健康診断等 給 

付は ついては費用徴収は 行わないものとする。 

第 ]0  支給，不支給決定の 事務   

Ⅰ 支給決定・支出決議 

㎝ 支給決定決議 

支給決定決議は 所轄労働局において 給付請求書を 受付後、 必要な調査確認を 行った上で、 給付 

請求書下欄の「支給決定決議 書 」により決議すること。 

(2) 支出事務 

健診給付病院等に 対する健診費用の 支払は、 労働基準部労災補償課から 給付請求書、 費用請求 

書及びレセプトを 会計事務を所掌する 課 ( 以下「会計担当課」という。 ) に送付し、 当該 課 にお 

いて「支出負担行為及び 支出決議 書 」を作成し、 通常の支出事務と 同様に処理ずること。 

給付請求書については、 二次健康診断等給付に 係るコンピュータシステムの 稼働後、 各局にお 
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いてデータの 移行処理として O CR 入力を行うことを 考えていることから、 会計事務が終了し 次 

第、 給付請求書、 費用請求書及びレセプトの 原本を労働基準部労災補償 課へ 返還すること。 

(3) 保険給付請求書処理簿への 記載 

保険給付請求書処理運 の 「支給決定額Ⅰ欄に 支給決定額を、 「支払年月日Ⅰ欄に 支払年月日を 

記入するこ と 

(4) 給付支払調査票の 人力 

給付統計システムで 支払情報等の 管理を行うため、 支払事務終了後、 給付請求書単位に 給付 支 

払 調査 票 ( 帳 票種別 36102) を作成の上、 0 C R 人力を行 う こと   

2  不支給決定 

二次健康診断等給付の 不支給決定を 行ったものについては、 「不支給決定通知」に 不支給理由を 

記載し、 プライバシー 保護の観点から 当該通知を封書へ 封入し、 簡易書留郵便にて 請求労働者に 通 

知すること。 

築い 時 効 

  二次健康診断等を 受ける権 利は、 労働者が一次健康診断の 結果を了知し 得る日の翌日から 起算し 

て 2 年で時効により 消滅する ( 労災保険法第 42 条 ) 。 

2  健診給付病院等の 健診 費 請求権 の時効は 3 年 ( 民法第 170 条 ) であ る。 ただし、 公共医療機関 

の場合は 5 年 ( 地方自治法第 236 条 ) であ る。 

3  時効期間の満了 日 が行政機関の 休日 ( 日曜日、 土曜日、 国民の祝日に 関する法律に 規定する休日 

並びに 12 月 29 日からⅠ 月 3 日までの 日 ) に当たるときは、 行政機関の休日の 翌日をもって 時効期間 

が満了したものとして 取り扱う ( 行政機関の休日に 関する法律第 2 条 ) 。 

第 l2  メリット収支率の 取扱い ( 綾収 法華 12 条 ) 

メリット収支率の 算定に当たっては、 二次健康診断等給付に 係る保険料額及び 保険給付額は 算定 

基礎に含まれない。 
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各種様式 

@  二次健康診断等給付請求書 ( 表面 ) 

2  二次健康診断等給付請求書 ( 裏 面 ) 

3  二次健康診断等給付費用請求書 

4  二次健康診断等給付費用請求書内訳書 ( 都道府県労働局提出用 ) 

5  二次健康診断等給付費用請求書内訳書 ( 受診者用 ) 

6 二次健康診断等給付費用請求書内訳書 ( 事業主提出用 ) 

7  二次健康診断等給付費用請求書内訳書 ( 病院・診療所控え ) 

面
 。
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帳
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窩式第 l6 ぢの @0 の， 2 { 素面 ) 方南吉夫 害菟田條険 硅 毎年 拝 

立面に記 荻 してあ る在五事攻をよく 

二次健康診断等給付請求書 韓ん ガ 上で．ゑ人してください。 

② ""z" ③ "" ①。 " 。 "" 

" 箇量管 口口 翠乏 八 l 新規 移行 ロロ目ロロロロ 口口     
枝番号 ⑥処理区分 の支給不文 轄 決定年月日 

義士自己自白色白白山面目口ロ L  " ロロ目ロロロロ 口ロ " 艶了 ""   
⑪一次 健京 診断受診年月日 ⑫ニホ 健ま珍所 受診年月日   

- 印 
城の 

鍔國 筒薗 目コ口口目 " 口口口口口口口 " 口ロ口ロロ口口 貫瓶 
か は 
註記 。 むむ 筒はぽむ Itl,m む 口目 は 0 口口口 入人 
  しし 
まな   すい 

労 
- で 

  震 ) 
  

氏 名   
助   
フリガナ                                                                                                                                                                                                                                                                                     

者 

佳 所 
    

郵 社寺号   
  
  

一人 柚康診 ㌫ 値 近の定期健康診 蜥考 ) における以下の 検査 轄果は ついて記入してください。       
( 以下の⑭⑧ 、 ⑰及 び ⑱の異常所見について、 すべて「 有 Ⅰの方が二人柱 康 診断 等衿 付を受給することができます。 )   

次   
血 糖 検 査 

0 所見 ⑬ BMl( 肥満尾 ) の画定⑲尿蛋白検査について⑳ 肛 について 又はし 肛疾至 痩去を 

⑰ 希 姦悪 暴合 に における @ い 場合に広る。 異 某所見 ) 健康 ⑬血圧の田主における⑬ 異言所見 ⑬検査方法 @ い % 台に限る。 @  @ テ 異 る ・たた D 余所見 中略 一ルⅠついてけ 策 L.HDL 検査における @ い助 合ト コレス 低 い 使 
年頭 を 

診 
め 合に及 ろ     胆る 。     

  口 ヨ l 有無 口 断結果 l3 布 &. f  +++ 

机     
  

電話番号       : 名称   
二次 捷ま詮 所与実施 接憶の :--------------                                                                                                                                                                                                                                       

; 所在地 英仁井 号     
  
  

② @ 用 廿が ⑪ゆ用日から 3 か 月を超えている 坊舎、 その 珪由だ ついて、 該当するものを 0 で已んでください。   
イ 天火 め 変に上り 舐 木を行うことができなかった。   ウ 伝 技嵌 的の祢 合 年により、 一次 鍵疎 診断の 桂 果の通知が苦しく 運 れた。 ） 8% 台 には 
⑧の者について、 ⑪の湖 D が - 六度度診断の 実施日であ ること及 び 添付された 甘 婚が⑪の月日における ， - 人柱康彦 斯 の 轄果 であ ることを五明します。   

  
事 年 月 日 み 

案 専 案の名称 俺 詰番号       
  

土 車乗劫の所在地 郵便番号     
  

証 事圭 主の氏名 ⑳ 哲 

明 [ 士人その他の 日体であ ろときはその 名称八 % 代表者の氏名 ) さら ( 記名押印又はモネ ) 

  
屈 労功者の所あ さ 尭 

五話番号       
勒の名称・所在地   

上記に よ り こ 六 % ま詮妨等憤付 9% 末 します。   

労功局長 椴   
弗使番号   五話番号       

  

  

結 ぶ人の         

芽 。 ニ "9 診 打所 氏 ネ， ⑨ 

  ( 記名押印 スは 吾君 )         
  
    笘売 年月 8   

行合き千号           
蹉寅 年月日 

  
      結窩   
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様式第 16 号の 10 の 2  ( 裏 面 ) 
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康
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次
 あ
る
 

一
 が
す
 

イ 血圧 

  
口 血中脂質 

  
ハ 血糖値 

ニ BMI W 肥満 度 ) 
異常の所見があ ると診断 

した産業医等の 氏名 

( 注意 ) 

⑳ 

(1 己名 押印 X は署名 ) 

  で 表示された 枠 ( 以下「記入 枠 」という。 ) に記入する文字は、 光学的文字 
読取装置 (OCR) で直接読取りを 行うので、 汚したり、 穴をあ けたり、 必要以上に強く 折り曲 

ぽ たり、 のりづけしたりしないでください。 

2  記載すべき事項のな い欄 又は記入枠は 空欄のままとし、 事項を選択する 場合には該当事項を 0 

で 囲み ( ⑨及び⑭から⑳までの 事項並びに⑩・⑪ 、 ⑫及び⑳の元号については、 該当番号を記 

入枠に記入すること。 ) 、 Ⅹ印のついた 記入 欄 には記入しないでください。 

3  記入枠の部分は 、 必ず黒のボールベンを 使用し，様式表面右上に 記載された「標準字体」にな 

もって・枠からはみ 出さないように 大きめのカタカナ 及 び アラビア数字で 明りとうに記入してく 

ださい。 

4  「一次健康診断りとは、 直近の定期健康診断等 ( 労働安全衛生法第 6 6 条 第 1 項の規定による 

健康診断又は 当該健康診断に 係る同条第 5 項ただし書の 規定による健康診断のうち、 直近のもの ) 

そい います。 

5  ⑫は、 実際に二次健康診断を 受診した 日 ( 複数日に分けて 受診した場合は 最初に受診した 日 ) 

を、 また、 ⑳は、 二次健康診断等給付を 請求した 日 ( 二次健康診断等を 医療機関に申し 込んだ 

日 ) そ それぞれ記入してください。 

6  ⑭から⑳までの 事項を証明することができる 一次健康診断の 結果を添えてください。 

7  「二次健康診断等実施機関の 名称及 び 所在地」の欄については・ 実際に二次健康診断等を 受診 

した医療機関の 名称及び所在地を 記載してください ( 胸部超音波検査 ( 心 エコー検査 ) 又は頸部 

超音波検査 ( 頸部エコー検査 ) を別の医療機関で 行った場合、 当該医療機関については 記載する 

必要はあ りません。 ) 。 

8  「事業主の氏名」の 欄 及 び 「請求人の氏名」の 欄は、 記名押印することに 代えて、 自筆による 

署名をすることができます。 

9  「労働者の所属事業場の 名称・所在地」の 欄については、 労働者が直接所属する 事業場が一括 

適用の取扱いをしている 支店．工場、 工事現場等の 場合に記載してください。 

]0  「産業医等 コ とは、 労働安全衛生法第 1 3 条に基づき当該労働者が 所属する事業場に 選任され 

ている産業医や 同法第 1 3 条の 2 に規定する労働者の 健康管理等を 行 う のに必要な医学に 関する 

知識を有する 医師 ( 地域産業保健センタ 一の医師、 小規模事業場が 共同選任した 産業医の要件を 

備えた医師等 ) をいいます。 

at 会 保険作成年月日提出代行者・ 事務代理者の 表示 氏 名 電話番号 

を言 7 正したと 

きの訂正 印机 
  ④ 
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二機 枝 大業 @ 号 
" 鶏口回回国回国国ロ 回国 

労働者災害補償保険二次健康診断等費用請求書 
投票社別   ② 遠 受付年月日 

国国国回回 ロ ココロコロコロ ， ㍻目口ロ口ロ 口口 
1 一 9 年・ 月 ・日はそれぞれ 右へ 

光印 

  
窩 
  
  

③ 請 求 金 額 ①内訳書添付枚数 
  
し 

  
            

  
だ 
さ 
  

金額の頭に￥マークを 付けてください。 

⑤ 誇 末年 ⑥訴求 月 浜傍 正ね 

，， 」 ， ㍻目ロロ午 ロロ筋 ロロロロロロロロ 口   

  

ほか 名 に対する二次健康診断等有用の 内訳は、 別紙内訳書のとおり。 

上記の金額を 請求します。 

平成 年 月 日 

  郵便番号   

  

  

受付 印   
  

一 164 一 

住 所 
( 所在地 ) 

請 求 人 の 名 称 

( 病院 スは 診療所 ) 

⑨
 
勾
 
署
 
ヰ
ム
 

 
 
ス
 
-
 

印
 
押
 
名
 
己
 
-
 
一
 
-
-
 

旦
 

 
 

者
 
氏
名
 

任
 
貢
 

労働局長 殿 電話番号     



二皮 枝式 第 2 サ 

( 都道府県労働局提出用 ) 
桂ぢ拾 竹 なせ 拾付 

席抗争の お院等 の 

表 号 名 券   

Ⅹ受診者に当該検査を 必ず行ってください。   
軽期 3 ⑬ ヘモク 二葉 口 ロビン Ale 枝 Ⅹ一次健康診断で 五 へ モグロビン A@C 検査を行っていない 者に 荻サ 行ってくださいっ 

の 負荷心耳何 % 五 又はめ 計茸昔浬技糞 ( 心 エコー 棲茸 ) 

% 所 ヨ三 ヨ           @ ヨ 貧打心耳目 宙も軽 帝荻 口 Ⅹ l 又は 3 のいずれか一方の 検査を行ってください。 

凶 受診者に当該検査を 必ず行ってください。 

内 
  
    
ゆ 特定侠 任 持汚 

三き 
日     

酋 _ 次健廉 診断において、 膳 又はむ 腱疾   旺 の症状が認められないきに 籠り行ってください。 

の臆 x は心月 疾 且の症状の有無 

  釆 受診者に当 音 症状が認められるか 否かの確認，を 行ってください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
修
正
 
は
 

頁
貝
 記
入
 楓
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( 受診者用 ) 
珪砂 拮付 
病睨等 の 

名 称 

二次健康診断等の 受診結果 

  

至な者の氏名 ( カナ ) 

受勒 者の生年月 B 
3 大正元そ       
5 昭和 
7 手技 

二次使 接勒宙 支社 年 且且 
元号       

7 手 皮 

  

  

  

  

事   
の 名 称 

事 実 拐 林道 ぬ区 
の 所 在地 府県   

至ロ 時 血中指な 接五 栓 コレステロール (mS/a @)  ; 

n 
左はか 「 @ 」の場合、 当該 検 五を打っております。 

一 HDL コレステロール (me/d@)  ; 
一 中性脂肪 (m  e/  d  I ) ; 
交接特立坊 価杜五 

次 
口 

左援が nl ヨ のれ合、 当 故検 五を行っております。 血 俺 値 (m g/d @ ) ; 

健 ヘモク ロビン Ale 桂牽 

口 
左 接がⅠ @J の % 台、 当散杖 壷さ 行って おサ ます。 

康 
ヘモバ D ピン Ajc 検査 (%)         

負荷七 % 由枝 五 又は化部好音 洩 検査 ( 心 エコー 按五 ) 医師の所見 
診 
口 左抽が は 宙蔀 超音波枕 (@J のときは負荷 売 ( 七 、 エコー 心屯ロ 枝黄 ) 検査を・ を行っております。 [3J のとき 

  頭部舌音 洩 検査 ( 頭部エコ一枝 糞 ) 医師の所見 

a 
方杖 が Ⅰ 1 」の持合、 当該検査を行っております。 

結 

  荻ユ アルプミン 仮 検査 
左 ねがⅡ」の場合．当該 枝 壷を行って なウ ます。 荻さ アルプミン 尿枝糞 ; 一 十 +  ++  +++ 

村定保健措辞 医師の所見 

a 
左面が n@ 」の 拐今 、 俺定年 仮指 みを行っておけます。 

l 二次 硅 康彦 舐等 の 桔栗 における医師の 所見 ] 

氏 

⑧ 
名 

[ 記名押印又は 芽 名 ) 
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( 事 葉室提出用 ) 
在を垢付 
坊屋等の 

名 称 

二次健康診 蜥 等の受診結果 

受註考の氏名 ( カ ナ ) 

  
臣活 者の生年月日 

3 大正元号       
5 把 和 
7 手 珪 

二次 臣族勒宙受甘 年月日 
元号       

7 手 珪 

  

  

  

  

  

手   
0 名 称 

事 尭 拐 毒垂 郡区 

の所在地 府県   

空攻時 血中指文杖 五 梧 コレステロール (mg/d @) ; 

  
左 接が「 @ 」の場合．当該検査を 行っております。   HDL コレステロール (mg/d@)       

  中柱脂肪 (mg/d @  ; 
立接辞 血垢痩扶天 

次 
日 

左接 が「 1 Ⅰの 4@ 今 、 当 敦 検査を行っております。 血 糖 捷 @m s/d @ ) . 

健 ヘモクロ ピン A@e 技 Ⅰ 

  
主面 が n l 」の場合、 当 故挨 丑を行っております。 ヘモバロピン A@c 検査 (%)         

康 

医師の所見 
診 負荷小耳 田接五 又は宙部 茸 吉江 枝糞 ( 心ヱコ 一枝 糞 ) 
口 

友田 が 「 @1 のときは負荷 心 ミロ検査 を ， r3 」のとき 

は脚 % 超 帝波 % ま (, む エコ一枝 壬 ) を行っておりま す ．   医師の所見 

a 
左肝が 「 lJ の場合、 当該 検 圭を行っております。 

結 

果仮 ニア姉号ミン 稼 検査 
左肝が Ⅰ 'J のめ合、 当 執検 俺を行っております。 概五 アルプミン尿検査         一 十 ， 4. ++ +++ 

特定保健拙下 医師の所見 

口 
左机が flJ の g 合、 寺 定 保健 指 みを打って おサ ます。 

l こ 次位 姦 診断等の拮 呆 における医師の 所見 ) 

氏 

⑳ 
名 

( 記名押印又は 署名 ) 
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( 病院。 診荻所 控え ) 

  

  

  

  

  

  

@@ +@ ++@ +++ 

⑳ 

( 記名押印又は 碁客 ) 

二次健康診断等の 受診記録 

範士日色色目口自白自由口占自己 

筒苗口目ロロロロココロロロロロ ロ 
⑦弟日者の生年月日 口 35 イ 7 目 ロ 
⑨二次在京 議舐 受註年月 B 口 " 巴 
の 靭 末額 口 

事 案 
0  名 牽牛 

事 兼 拐 都道 部区 

  所在地 府県   

の空 俺時 血中指仮枕五 俺 コレステロール (me/d @)       

  HDL コレステロール (me/d け       
*. ヨ 有 @     中柱 膳肪 (Tmg/d I )       
⑰主典 時血捷伍技五 

血 轄 値 (mg/d @  ; 次 要目 
健 のへ モクロ ピン Alc 検査 

康 ， 口 ヘモバロピン AJc 枝蚕 ( 弟 @         

医師の所見 

3% 努旭 古枝               ， 筋 。 ， " 口                                                 
脚テ 0 頭部群青 洩技五 ( 項 訪 エコー 接 Ⅰ ) 医師の所見 

結 異日 
0% コアルブミン 桶 検査 

果   荻サ アルプミン尿検査         一 

の 特定保田打 音 医師の所見 

口 

[ 二次健康診断等の 拮 果 における医師の 所見 l 

氏 

名 

「 
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黄帝 者 災害 穏伍 保険 
拾付 統計システム 給付支払調査 票 

技芸種別 ①支払 局 舌 ②特殊 き宙 コード ③ 予英 コード 

国国口口口   囲     
⑤杜夫君生年月日Ⅰ受診者生年月日 ⑥筋痛年月 H/ 二次健康診断受診年月日 

⑦ 

臼   
⑧共通二別 ⑨ 綜 付の種別 ⑩掛ヲの柱 俺ノ持仮 コード⑪ 取消 等の表示 の新規 莱続 再発の別 

目           
⑬韓神 口致 ⑭三者コード 6 特定疾病コード⑬特別加入者コード ⑪支払コード 

給 

刃 口 拷 山口   

ⅠⅠ テ 口日日日ロ口ロ Q 保 供給付森 口口 ⑬特別 口口四日日日ロロ 支若金 A 口 
額 

等 日 ⑳神別支給金 日日日口口口ロ B 口 日日四日日ロロ ⑧分譲文 用 支出額 口口 
の支払 ( 国側年月日 0 支 お @ 収 ) 決定年月日 

支 
払 口 口 
-
 
年
月
日
等
 一
 
療
養
項
目
等
 
一
 そ
の
 

② 轄付朋 助の初日Ⅰ一次健康診断受診年月日 の 拾 行劫俺の末日 口 
㊨療養開始年月 B 

口 
密 図囲   図拷 口 
0 診 敵は関の別 の実 診抜 B 蕪等 ③指定・非措定の 別 0 指定病院番号       
③特殊共用の 別 韓 入院・非人虎の 別 

    
拷口囲囲 ③障害・ 紡病 等級 号 ⑨ 轄 日日ロロロ 村墓碑日額 口 日日口ロ口口 健其 宝華 硅 日額 

⑧平均集金 ⑰九 % 区分 ゆ 弁証 き コード 

他 

其 
  

四図 拷図 口辺     
Q 性別 ⑭筋痛性典 ④ @s 市 あ 枯 又はモ % 方法 ⑨ ヰ 杜の抽千万 

統 
吉ナ 

項 
  
囲 日日 囲拷 拷拷 
⑨血圧④血中弗化⑥立毛 検套 方法⑯ 血荻 所見⑨ BM@  ⑬尿蛋白 

健 一次健診 

診拮 果   
 
 
 
 
口
 

委
 
辛
 

ロ
ロ
ロ
口
 

接
 
健
診
幹
竹
病
院
 
与
 

の
 

Q
B
J
@
@
@
t
 

比
 
2
 口
 

鍍
ぬ
 

口
 

 
 
Q
 口
 

検
査
 

 
 
Q
 
検
査
 

日
 
口
 

検
査
 

4
 
⑨
 
⑨
検
査
 

口
 

3
 
 
 
⑬
検
査
 

日
 

 
 
⑨
検
査
 

日
 
大
度
 

診
 
_
 検
査
項
目
等
 

結
果
等
 
  

備 

考 

      
決 荻 :       
轄 畏 コ 生宮 Ⅰ 奈 官 兵 長 係 且   
培 良 次 長 浜 長 保 夫 係 見 
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労 曲者災害補佑保険 
給付統計システム 

給付状況検索入力帳 票 

世宗種別 

国国田口 回 

事業場剖検索項目 

②対象年度     
枝 素封 莱 年度を記入。 

局署別 ・業種別検索項目 

⑤支払箇所 ⑥ 案種 

①「 ロロロ 局 l 者 口 @ 
署コード       月毛打 = ワ サ 

  
合計…空柱 

  
全文 在計       空舟 

本ち 払 - @ 
局払 … ヨ 
モ札‥ 5 

⑧元号 ロココロコ l 年 @ 月 l コ 生栗 別 

披 素月 簗 年月 @ 年度八 % 七去 3 年度分について 検束可能 ) 
元 号‥平成「刀を 記入 
年度 別 接辞       年を記入 
          年 ・万八 ぴ当 二別に「 l ヨを 記入 
栗 % 分‥年月及び 当来別にⅠ ヨ Ⅰを記入 ( 当該年度 新 4 月 

から五六 % 倣 年度 接計 まて検索 可肯ヒ ) 

③ 案 通二別 

  
粟 通計… 空接 
乗務 夫萎 … l 
通 功夫 芸 … ヨ 
= 次 健診… 5 

⑦ 栗 通二別 

  
戎軒 甘 …空 舟 
乗務災害 -@ 
通勤災害… 3 
二次健ぢ -5 

不
 
旧
 
表
 

口
 

⑨
 

遼東       至れ 
旧 4 月         

「 
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若苗 者 災害 祷笘 保険 
給付統計システム 給付状況検索出力帳 票 回 

  

秀句保険 奉号 
( 局 モ ) @  a  I      i 産ま分担 ( 支払暗示 ) 口 """" 口 
対立年度 
( 村寡 年月 ) 足技 ( 生悪計 )   "":"" ] 日 Ⅰ 

 
 

 
 

円
 

円
 

 
 

 
 

額
 

額
 

金
 

金
 

 
 

一
一
一
一
 
鮒
 

 
 

 
 

 
 

付
 

 
 

 
 

 
 

 
 

計
 
-
 
）
 
金
 

給
 

十
 
-
 
@
 
Ⅰ
 

金
 

  

ム
 
@
 

合
 
総
 

非
番
短
長
 
案
害
 -
 一
 前
年
 族
 一
前
時
 

-
  

 

 
 

休
珪
 近
傍
陣
陣
適
法
 
傷
特
 

葬
 

傷
介
 
二
俣
 

走
 

休
硅
 

療
 

4
 
才
 

険
 

糸
ム
 

口
 
、
 

特
別
支
給
金
 

保
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殿 

号
目
 

月
 

年
 

第
 尭
成
 

労
平
 

労働局長 

二次健康診断等給付の 不支給決定について 

平成 年 月 日付けをもって 貴殿より請求のあ った二次健康診断等給付については 下記理由 

( 該当する番号に 0 を付しています。 ) により不支給と 決定したので 通知します。 

この決定理由の 詳細については、 当局労働基準部労災補償 課 まで照会してください。 

なお、 この保険給付に 関する決定に 不服があ る場合には、 決定があ ったことを知った 日の翌日から 起 

算して 60 日以内に、 当局の労働者災害補償保険審査官に 対して審査請求をすることができます。 

" - - Ⅰ - 己 

  二次健康診断等給付請求書及び 当該請求書に 添付された一次健康診断の 結果において、 二次健康診 

断筆給付の支給要件であ る異常の所見があ ると診断されたことが 認められないこ と 

2  一次健康診断を 受けた日から 3 か 月以内に二次健康診断等給付の 請求が行われていないこと。 

3  今回二次健康診断等給付を 請求した日の 属する年度において、 既に二次健康診断等給付の 支給を受 

けているこ と 

4  その他の理由 
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送付番号 第 " ヲ 

平成 年 月 日 

二次健康診断等給付費用請求書等送付票 

中
 
御
 

一
所
 

タ
務
 

ン
事
 

セ
 
情
報
 

険
 
保
 
災
 
労
 
人
 
法
 
団
 財
 

労働局長 

-@  工 73 一 



て
 
 
 
Ⅰ
Ⅴ
 

つ
 
こ
 
 
 
目
 
項
 

検
査
 

の
 
等
 

診
断
 

康
 
健
 
期
 
定
 
く
 
つ
 
基
 
こ
 
 
 
法
 

衛
生
 

全
 
安
 
働
 
労
 

考
 
参
 

1
0
4
3
@
4
5
6
7
8
9
 

0
 
l
l
 

1
 
@
@
@
@
 

ユ
 

既往歴及び業務歴の 調査 

自覚症状及び 他覚症状の有無の 検査 

身長、 体重、 視力及び聴力の 検査 

胸部エックス 線検査及び 喀疾 検査 

血圧の測定 

貧血検査 

肝機能検査 

血中脂質検査 

血糖検査 

尿検査 

心電図検査 
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第 3 編 その他給付関係等事務処理 
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I 保険給付・特別支給金の 内払及び充当処理 

由弘処理及び 充当処理は、 いずれも支給事務処理上で 給付の過誤払が 生じた場合における 債権 回収事 

務手続の簡素化を 図るため設けられた 制度であ る。 

このうち、 内払処理は、 過誤払となった 支払額を将来に 支給される給付の 内法として、 過誤払となっ 

た 支払 額を 、 その後において 支払うべき給付額から 差し引いて支給するものであ る。 

また、 充当処理は、 受給権 者の死亡に関し、 新たな受給権 者となる者に 支給される保険給付について 

対等関係に立っ 過誤払に係る 返還金債権 があ ることを前提に、 政府の一方的手続により 決済するもので 

あ る。 

  保
 
る
 
れ
 

支
払
わ
 

 
 
 
 
者
 
権
 
給
 
受
 
え
 
"
 
よ
 

た
 
新
 

ま
 
@
 
て
 
 
 
つ
 
 
 
 
 
権
 
債
 
金
 
還
 
返
 
る
 

対
す
 

 
 
 
 
人
 
統
 

る
 

栢
あ
 

の
で
 

外
の
 

 
 者
い
 

権
な
 

結
 

き
 

愛
 

で
 
当
 

て
充
 

っ
ま
 
@
 

Ⅰ
 
ナ
 カ
｜
 
-
 
し
 

た
村
 

し
給
 
険
 

]01 円 払 処理の範囲 

Ⅰ 保険給付に関する 内払処理 

㈹ 年金たる保険給付の 支給を停止すべき 事由が生じたにもかかわらず、 その停止すべき 期間の 

分 として年金たる 保険給付が支払われたときは、 その支払われた 年金たる保険給付は、 その後 

に 支払うべき年金たる 保険給付の内 払 とみなして取り 扱うこと ( 労災保険法第 12 条 第 Ⅰ 項 ) 。 

(2) 年金たる保険給付の 額を減額して 改定すべき事由が 生じたにもかかわらず、 その後も減額し 

ない額の年金たる 保険給付が支払われた 場合のその減額すべき 部分についても、 その後に支払 

うべき年金たる 保険給付の内 払 とみなして取扱うこと ( 労災保険法第 12 条 第 1 項 ) 。 

(3) 次の表の左 欄 に掲げる給付を 受ける権 利が消滅し、 同時に次の表の 右 欄 に掲げる給付を 受け 

ることができることとなった 場合に、 従来支給されていた 給付が引き続いて 支給されたときは、 

その給付は 、 新たに支給されることとなった 給付の内仏とみなして 取り扱うこと ( 労災保険法 

第佗条 第 2 項、 第 3 項 ) 。 

  

支給を受ける 権 利を失った給付   新たに支給されることになった 給付 

障害 ( 補償 ) 年金 

傷病 ( 補償 ) 年金 

休業 ( 補償 ) 給付 

傷病 ( 補償 ) 年金、 障害 ( 補償 ) 一時金、 
休業 ( 補償 ) 給付 

障害 ( 補償 ) 給付、 休業 ( 補償 ) 給付 

傷病 ( 補償 ) 年金、 障害 ( 補償 ) 給付 

2  特別支持金に 関する内払処理 

1) 年金たる特別支給金の 支給を停止すべき 事由が生じたにもかかわらず、 その停止すべき 期間 
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4
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会
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給
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文
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別
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年
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そ
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よ
 

は
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払
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支
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給
る
 

文
た
 

利
金
 

特
年
 

る
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た
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全
 

う
 

手
拭
。
 

て
支
 
）
 

し
に
 
項
 

と
 

後
 
I
 

分
 

の
 

第
 

の
そ
 
条
 

(2) 年金たる特別支給金の 額を減額して 改定すべき事由が 生じたにもかかわらず、 その後も減額 

しない額の年金たる 特別支給金が 支払われた場合のその 減額すべき部分についても、 その後に 

支払うべき年金たる 特別支給金の 内仏とみなして 取り扱うこと ( 特別支給金規則 第 14 条 第 1 

項 ) 。 

(3) また、 次の表の左 欄 に掲げる特別支給金が 支給されなくなり、 同表 の石欄に掲げる 特別支給 

金 が支給されることとなった 場合に、 従来支給されていた 特別支給金が 引き続き支給されたと 

扱
 
れ
ノ
 

取
 
て
 
し
 
Ⅰ
 
-
 
よ
 
ん
 

み
 
と
 
内
仏
 

の
 
金
 
給
 
支
 
l
 
 
 

 
 つ
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 と
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こ
項
 

る
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れ
第
 

さ
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項
 

支
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に
第
 

た
条
 

新
 

M
 
第
 

は
則
 

金
親
 

給
金
 

支
給
 

 
 の

特
 

そ
 

（
 
と
 

@
 ま
こ
 

き
う
 
  支給されなくなった 特別支給金新たに 支給されることになった 特別支給金   
      

障害特別年金 傷病特別年金 ( 障害差額特別支給金 ) 、 
休業特別支給金、 障害特別一時金 

傷病特別年金 ( 傷病差額特別 支 休業特別支給金、 障害特別支給金   
給金 ) 障害特別年金、 障害特別一時金 

休業特別支給金 傷病特別年金 ( 傷病差額特別支給金 ) 、 
傷病特別支給金 
障害特別支給金、 障害特別年金 
障害特別一時金 

省
っ
 

正
に
 

改
い
 

付
扱
 

 
 年

う
 

2
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102 過誤払に係る 返還金債権 への充当 

年金たる保険給付の 受給権 者が死亡したためその 受給権 が消滅したにもかかわらず、 その死亡 の 

日の属する月の 翌月以降の分として 当該年金たる 保険給付が誤って 支払われた場合、 すなわち過誤 

拡 が行われた場合において、 当該過誤払による 返還金に係る 債権 ( 返還金債権 ) の債務の弁 償 をな 

すべき者に支払うべき 一定の保険給付があ るときは、 当該保険給付の 支払金の金額を 当該過誤払に 

よる返還金債権 の金額に充当することができる。 また、 年金たる特別支給金過誤払に 係る返還金 債 

権 は ついても、 同様の充当を 行 う ことができる ( 労災保険法第 12 条の 2 、 特別支給金規則第 14 条の 

2 関係 ) 。 

なお、 傷病差額特別給付金についても、 傷病特別年金とみなして 同様の取扱いをする ( 改正省令 

附則第 8 条の規定による 改正後の特別支給金規則の 一部を改正する 省令附則第 6 条第 3 項関係 ) 。 
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]  保険給付に関する 充当処理 

Ⅲ 年金たる保険給付の 受給権 者が死亡し、 当該死亡に関して 新たに保険給付の 受給権 者となる 

者が生じる場合であ って、 当該新たに受給権 者となる者が 当該死亡に伴う 過誤払に係る 返還金 

債権 に係る債権 の弁済をなすべき 者であ るときは、 次の表の左側に 掲げる過誤払された 年金 た 

る 保険給付の種類に 応じ、 国表の右側に 掲げる保険給付の 支払金の金額を 当該過誤払に 係る返 

還金債権 の金額に充当すること ( 労災 則 第 10 条の 2 関係 ) 。 
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 なお、 この場合においては、 年金たる保険給付の 受給権 者の死亡に関して 支給される保険給 

付が 2 種類あ るときは、 葬祭料及び葬祭給付以覚の 保険給付を優先して 返還金債権 に充当する 

- し と 。 

(2) 年金たる保険給付の 受給権 者が死亡したが、 当該年金たる 保険給付について 他に同順位の 受 

給権 者がいる場合であ って、 当該同順位の 受給権 者が当該死亡に 伴って過誤払されたことによ 

り 生じた返還金債権 についての債務の 弁済をなすべき 者であ るときは、 次の表の左側に 掲げる 

過誤払された 年金たる保険給付の 種類に応じ、 国表の右側に 掲げる保険給付の 支払金の金額を 

当該過誤払に 係る返還金債権 の金額に充当するこ と 

過誤払された 年 当該死亡受給権 者の受給した 年金たる保険給付と 同一の事 
金 たる保険給付 中 にょり同順位の 受給権 者に支給される 年金たる保険給付 

遺族補償年金 遺 族 補 償 年 金 

遺 族 年 金 遺 族 年 金 
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2  特別支給金に 関する充当処理 

㈹ 年金たる特別支給金を 受ける者が死亡し、 当該死亡に関して 新たに特別支給金を 受けること 

ができる者となる 者が生じる場合であ って、 当該新たに特別支給金を 受けることができる 者と 

なる者が当該死亡に 伴って過誤払されたことにより 生じた返還金債権 についての債務の 弁済を 

なすべき者であ るときは、 次の表の左 欄 に掲げる過誤払された 年金たる特別支給金の 種類に応 

じ、 国表の石欄に 掲げる特別支給金の 金額を当該過誤払に 係る返還金債権 の金額に充当するこ 

と ( 特別支給金規則 第 Ⅱ条の 2) 。 

過誤払された 年金 当該死亡に関して 新たに特別支給金を 受けること 
たる特別支給金 ができる者となった 者に支給すべき 特別支給金 

障害特別年金 遺 族 特 別 支 給 金 
遺 族 特 別 年 金 
遺 族 特 別 一 時 金 
障害特別年金差額一時金 

遺族特別年金 

傷病特別年金 
( 差額支給金を 含む ) 

遺 族 特別 支 給 金 
遺 族 特 別 年 金 
遺 族 特 別 一 時 金 

遺 族 特別 支給 金 
遺 族 特 別 年 金 
遺 族 特別 一時 金 

なお、 この場合においては、 年金たる特別支給金を 受ける者の死亡に 関し支給される 特別支 

給金が 2 種類あ るときは、 遺族 塙別 支給金以覚の 保険給付を優先して 返還金債権 に充当するこ 

とゥ 

(2) 遺族特別年金を 受ける者が死亡したが、 当該遺族特別年金について 他に同順位で 支給を受け 

と
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を 受ける者に支給すべき 遺族特別年金の 金額を当該過誤払に 係る返還金債権 の金額に充当する 

- と   

3  充当権 の保有、 充当の効果 

この充当は、 政府のみが充当権 を有し、 受給権 者の側には充当確が 認められない 点及び履行 期 

の 到来していない 債権 に対しても充当できる 点に相殺と異なる 特色を有するが、 充当の効果は 相 

殺と同様であ り、 充当が行われた 場合には、 その相当額において 当該保険給付又は 特別支給金の 

支払債務及び 当該過誤払による 返還金債権 の双方が消滅することとなる。 
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]03  円払及び充当処理事務 

1  円私度 ぴ 充当処理に関する 留意事項 

(1) 監督署における 内払処理 

監督署長は、 当該転帰した 受給権 者から休業 ( 補償 ) 給付及び障害 ( 補償 ) 一時金の請求 又 

は 申請があ った場合に、 年金の過 払分 を体業 ( 補償 ) 給付及び障害 ( 補 償 ) 一時金との間で 内 

払 処理を行うこと。 休業 ( 補償 ) 給付での両法処理決議は、 「内仏。 充当処理決議 書 」により 

各保険給付又は 特別支給金に 係る請求書 ( 申請書 ) ごとに行うこと。 

また、 障害 ( 捕償 ) 一時金での内仏処理決議は、 一時金支給決定決議事により 行うこと。 

なお、 過払いとなった 年金の内仏処理が 完了する前に 当該受給権 者が休業 ( 補償 ) 給付及び 

障害 ( 補償 ) 一時金を受ける 権 利を失った場合には、 監督署長はその 残余の額について 歳入徴 

収 官 ( 所轄労働局長 ) あ て債権 管理の通知を 行うこと。 

(2) 監督署における 充当処理 

監督署長は、 年金の過 払分 に係る返還金債権 についての債務を 弁済すべき者から、 死亡した 

年金受給権 者に支給すべきであ った 未 支給の保険給付、 遺族 ( 痛憤 ) 一時金及び葬祭料 ( 葬祭 

給付 ) の請求があ った場合に、 当該年金の過誤払に 係る返還金債権 との間で充当処理を 行うこ 

と。 葬祭料 ( 葬祭給付 ) での充当処理決議は、 r 由弘・充当処理決議 書ョ により各保険給付 又 

  は 特別支給金に 係る請求書 ( 申請書 ノ ごとに行うこ と 

未 支給の保険給付、 遺族 ( 補償 ) 一時金での内 仏 処理決議は、 一時金支給決定決議事により 

， 打フ 一 - 。 

なお、 充当処理が完了する 前に当該債務を 弁済すべき者が 当該 未 支給の保険給付、 遺族 ( 補 

償 ) 一時金及 び 葬祭料 ( 葬祭給付 ) を受ける権 利を失った場合には、 監督署長はその 残余の額 ほ ついて歳入徴収 官 ( 所轄労働局長 ) あ て債権 管理の通知を 行 つ - と 

(3) 内 払及び充当処理に 関する説明 

内払 及 び 充当処理を行うこととなったものについては、 債務者に対して 返納を要する 額及び 

理由等についてあ らかじめ十分説明しておくこと。 

㈹ 労働局における 事務処理 

上記 (2) 及 び (3) により債権 管理の通知を 受けた歳入徴収 官 ( 所轄労働局長 ) は国の債権 の管理 

等に関する法律の 規定により債権 管理を行 う こと。 
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201 給付決定の遅れと 不服申立て 

行政庁の違法又は 不当な処分その 他公権 力の行使に当たる 行為に関しては、 国民に対して、 広く 

行政庁に対する 不服申立ての 道が開かれているところであ るが、 このうち、 行政庁が、 法令に基づ 

く 申請に対し、 相当の期間内に 何らかの処分その 他公権 力の行使に当たる 行為をすべきにもかかわ 
  

らず、 これをしないときは、 当該不作為に 係る処分その 他の行為を申請した 者は、 異議申立て又は 

当該不作為庁の 直近上級行政庁に 対する審査請求のいずれかをすることができる ( 行政不服審査法 

第 2 条及び第 7 条 ) 。 

不作為についての 不服申立ての 対象は，行政庁が 行うべき処分その 他公権 力の行使に当たる 行為 

であ り、 保険給付の請求に 対する監督署長又は 労働局長 ( 以下 r 監督署長等」 という。 ) の決定は、 

この処分に当たる。 また、 不作為についての 不服を申し立てることができるのは、 法令に基づく 申 

請 をした者であ る。 したがって、 被災労働者 ス はその遺族であ らても、 保険給付の請求をしていな 

い者は不作為についての 不服申立てはできない。 保険給付の請求をした 者以外の者 ( 例えば、 事業 

主 、 労働組合等 ) も不作為についての 不服申立てができないことはいうまでもない。 

不作為というためには、 申請後「相当期間」が 経過しており、 かつ、 申請に対し行政庁が 何もし 

ない状態が存在する 必要があ る。 「相当期間」とは、 社会通念上、 当該申請を処理するために 必要 

とされる期間であ る。 平成 6 年 9 月 30 日付けの事務連絡「行政手続法の 施行に伴う労働者災害補償 

保険法筆労災保険関係法令に 基づく業務の 運営に当たり 留意すべき事項について」 ( 平成 @1 年 3 月 

31 日付けの事務連絡「行政手続法に 基づく労働者災害補償保険法苦労災関係法令に 係る標準処理 期     
請 に対する行政庁の 判断が示されば い とすれば、 違法または不当な 不作為を推測させる 目安になる                     
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この際、 請求人かち取り 下げがあ った場合は 、 取り下げとして 処理することとなる。 
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ついては、 平成 @0 ． 3 . 31 基 発 第 150 号により示されている「労災保険審査請求事務取扱手引   

によることとするが、 特に次の点に 留意するこ と 

Ⅰ 一般的な留意事項 

Ⅲ 保険給付に関する 監督署長等の 決定について、 請求人から決定理由等について 説明を求めてき 

た 場合は、 口頭により必要な 説明を行うこと。 この場合、 請求人の疑問が 法律上の間 題は ついて 

の無知又は誤解に 基づくものであ ると認められる 場合は、 労災保険制度の 趣旨、 目的、 手続、 内 

容等について、 適宜懇切な説明を 行い、 疑問を解消するよう 努めるべきであ るが、 審査請求の権 

利を不当に抑圧するような 言動は厳に慎むこと。 

(2) 審査請求書 スは 再審査請求書を 手交する際、 あ るいはその記載要領等についての 照会があ った 

場合の説明については、 労働者災害補償保険審査官 ( 以下「審査官」という。 ) X は労働保険塞 査会 ( 以下「審査会Ⅰという。 ) における補正事務を 極力行わなくてすむよう、 留意して 行 つ ・ 

と 

(3) 審査請求及び 再審査請求は、 原 処分をした監督署長又は 審査請求人若しくは 再審査請求人の 住 

所を管轄する 監督署長を経由して 行 う ことができることとされている ( 先客 令 第 3 条 第 1 項 、 第 

23 条 第 1 項 ) が、 監督署長を経由して 行われる審査請求 x は再審査請求がなされた 場合は、 監督 

署長は、 審査請求を受け 付けた年月日を 明らかにした 上で直ちに当該事件を 管轄審査官 スは 審査 

会あ て送付すること。 

(4) 審査請求については、 口頭で行うことができることとされている ( 芳書法第 9 条 ) が、 監督署 

長を経由して 行われる審査請求が 口頭によるものであ る場合には、 監督署長又は 当該監督署長が 

あ らかじめ指名する 職員は、 聴取書の作成等の 事務を行うこととされている ( 芳春 令 第 5 条第 2 

項 ) ので、 労災課長等これらの 事務を行う職員をあ らかじめ指名し、 事務分掌を明らかにしてお 

くこと。 

なお、 再審査請求については、 口頭で行うことが 認められていないので 留意すること ( 労審法 
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第 39 条 ) 。 

(5) 平成 8 年 7 月Ⅰ日付けの 労災 法 第 35 条の改正により、 審査請求後 3 か 月を経過しても 審査官の 

決定がなれ場合には、 請求人は審査官の 決定を経ずに、 直接、 審査会に対して 再審査請求を 行 う 

ことが可能となったが、 請求人から、 この法律に基づく 再審査請求を 行いたい目の 意思を受けた 

場合には、 再審査請求様式 ( 規則様式第 3 号の 2) に記載するよ う 指導し、 この請求書が 提出さ 

ね た場合には速やかに 審査官に電話で 再審査請求があ った旨を連絡した 後、 遅滞なく再審査請求 

書を審査会へ 送付すること。 

2  意見書の提出に 当たっての留意事項 

㈹ 原 処分 庁 ( 監督署長等 ) から審査官又は 審査会に提出する 意見書には、 審査請求 x は再審査請 

求の趣旨に対して 棄却の決定又は 裁決を求める 旨 主張するとともに 審査請求 x は再審査請求の 理   

由 に対して、 請求の対象となっている 原 処分の存否を 確認したうえ、 処分を行うに 当って判断の 

根拠とした認定基準等の 要件に対応するように 原 処分庁の主張を 論理的に記述し、 かっ、 原 処分 

庁 が立証すべき 事項については、 証拠となる資料を 意見書に添付し、 又は立証方法を 付記するこ 

と 

また、 審査会に提出する 意見書においては、 審査官に提出した 意見書をそのまま 利用するので 

はなく、 再審査段階における 請求人の新たな 主張や審査官決定書も 踏まえて主張、 立証に努める 

こと。 

なお、 りん伺によってなした 処分であ っても、 りん何に対する 回答のみをもって 処分の理由と 

せず、 原 処分 庁 自体の処分の 理由を明確にするこ と 

(2) 意見書に添付する 資料は、 原 処分 庁 が処分を行う た 際して判断の 根拠としたものに 限ることと 

し、 審査官及び審査会において 審理上必要ではないと 認められるものまで 提出することのないよ 

う特に留意すること。 

なお、 提出する資料の 中に、 企業の秘密事項等を 記載した文書が 含まれる場合は、 審査官及び 

審査会に対して、 その取扱いに 充分留意願いたい 旨 連絡すること。 

(3) 審査会に提出する 意見書の添付資料については、 審査官から提出される 資料との重複等を 避け 

るため、 労働局で確認調整の 上、 審査官の提出資料と 併 せ 、 労働局が審査会に 提出すること。 
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皿 統 
 
 

計
 

301 業務統計報告 

労災保険業務運営状況を 的確に把握し、 労災保険事業の 適正な運営を 図る基礎資料を 作成するた 

め、 労災保険業務統計が 定められているので、 所定の期日までに 本省 ( 労働基準局労災補償部補償 

課 ) に報告すること。 

なお、 報告に当たっては   「業務統計報告作成手引 ( 補償 課 関係 ) J によること   

302  機械処理業務統計報告 

労働局及び監督署において 各給付システム ( 休業、 療養の費用 及ぴ 一時金 ) によらず手払いによ 

り 保険給付又は 回収を行ったときは、 給付支払調査票を 作成し、 OC R 入力すること。 

なお、 作成要領については、 平成 9 年 4 月 「労災保険業務機械処理事務手引 ( 給付統計データ 関 

  係 ) 」によること。 
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第 4  編 労働福祉事業 
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I 労 働 福 祉 事・ 業 

]01 労働福祉事業の 概要 

]  労働福祉事業の 趣旨 

労災保険においては、 労働者の業務上の 事由及び通勤による 災害等に対して 保険給付を行うほ 

か、 労災保険の適用を 受ける事業に 係る労働者の 福祉の増進を 図るため、 労働福祉事業として、 

次の 4 種の事業を行っている ( 労災保険法第 1 条 、 第 2 条の 2 、 第 29 条 ) 。 

① 療養に関する 施設及びリハビリテーションに 関する施設の 設置及び運営その 他被災労働者の 

円滑な社会復帰を 促進するために 必要な事業 
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援護を図るために 必要な事業 

③ 業務災害の防止に 関する活動に 対する援助、 健康診断に関する 施設の設置及び 運営その他 方 

勘 者の安全及び 衛生の確保のために 必要な事業 

④ 賃金の支払の 確保、 労働条件に係る 事項の管理に 関する事業主に 対する指導及び 援助その他 

適正な労働条件の 確保を図るために 必要な事業 

2  労働福祉事業の 概要 

労働福祉事業の 概要は次のとおりであ る ( 具体的な事業内容等は 後記 l02 参照のこと ) 。 

3  労働福祉事業の 事務処理 

労働福祉事業に 係る事務処理の 詳細については・ 労働福祉事業実施要綱 ( 昭 56.2.6 基 発 69 号 ) 、 

労働福祉事業としてのアフターケア 実施要領 ( 手元。 3.20 基 発 127 号 ) 、 平成 7 年 7 月「労災保険 

業務機械処理事務手引 ( 年金・一時金システム ) J 、 平成 12 年 10 月 「労災保険業務横枝処理事務 

手引 ( アフターケアシステム ) J 、 自動車購入費金貸付規程 ( 昭 43.9.3 規程 第 10 号 ) 、 労災援護 

金 支給規程 ( 昭 37.8.@ 規程第 9 号 ) 及び年金担保資金貸付規程 ( 昭 56-10.28 規程第 l7 号 ) 等に よ 

ること。 

なお、 特別支給金及び 労災就学等援護 費は ついては後記Ⅱ及び 皿を参照のこ と 
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]02  労働福祉事業の 種類及び内容 

内 容 利用できる者 

義肢装着のための 高手術、 醜状の軽減、 障害 ( 補償 ) 給付の 

・障害によって 喪失した労働能力回復のた 支給決定を受けた 者 

・めの手術等傷病治 め 後に行う処置・ 診療 で、 必要と認められ 

で、 労災病院又は 指定された病院で 行 る者 
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①
 

② 上肢装具及び 下肢装具の支給 

上肢又は下肢の 機能に障害を 残した 

場合に 2 本支給される。 

③ 体幹装具の支給 

せき柱に常に 体幹装具の装着を 必要 

とする程度の 荷重障害を残した 場合に 

1 個 支給される。 

④ 座位保持装置の 支給 

四肢又は体幹に 著しい障害を 残し、 

座位が不可能又は 著しく困難な 場合に 

0 障害 ( 捕償 ) 給付 

の支給決定を 受け 

た者又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病が治 の した者に 

限る。 ) 

0 労災リハ医療指定 

施設等において 

利用の手続 

「覚科後処置申請 

書」及び「 診査表 Ⅰ 

を所轄監督署長を 経 

由して、 所轄労働局 

長あ てに提出する。 

「義肢等支給修理申 

請書Ⅰを所轄監督署 

長を経由して、 所轄 

労働局長あ てに提出 

する。 

療養し、 療養 く捕 

償 ) 給付を受けて 

ぃ 6 者で、 治め後 

障害 ( 補償 ) 給付 

を 受けると見込ま 

れるもの。 

0 障害 ( 補償 ) 給付 

の 支給決定を受け 

た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病 が治 め した者に 

限る。 ) 

0 障害等級第 8 級 以 

上の障害 ( 補償 ) 

給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 

( 傷病が治 の し た 

者に限る。 ) 

0 障害等級 第 1 級の 

障害 ( 補償 ) 給付 

の 支給決定を受け 
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種 類 内 
  
谷 利用できる者 利用の手続 

1 台 支給される。 た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病が治め した者に 

限る。 ) 

⑤ 盲人安全つえの 支給 0 障害等級第 4 級 以 

両眼に視力障害を 残した場合に 1 本 土の障害 ( 補償 ) 

支給される。 給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 

( 傷病が治 の した 

者に限る。 ) 

⑥ 義眼の支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

」 眼 又は両眼を失明した 場合に失明 の支給決定を 受け 

した @ 眼につき l 個支給される。 た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

義肢等の 病 が治 の した者に 

支 給 限る。 ) 

⑦ 眼鏡の支給 0 障害等級第 @3 級以 

1 眼 又は両眼に視力障害を 残した 場 上の障害 ( 補償 ) 

合 は 1 個支給される。 給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 

( 傷病が治 め した 

者に限る " ) 

⑧ 点字器の支給 0 障害等級第 4 級 以 

両眼に視力障害を 残した場合に 1 吉 上の障害 ( 補償 ) 

支給される。 給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 

( 傷病が 冶の し た 

者に限 る ） 

⑨ 補聴器の支給 0 障害等級 第 Ⅱ 級以 

  耳 又は両耳に聴力障害を 残した場 上の障害 ( 補償 ) 合 は 1 器 支給され る 給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 
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種 類 内 
  
谷 利用できる者 利用の手続 

( 傷病が 冶の し た 

者に限る。 ) 

⑯ 人工喉頭の支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

言語機能を廃した 場合に 1 個 支給さ の 支給決定を受け 

れる。 た者又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病 が治 の した者に 

限る 0 フ 

⑪ 車いすの支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

両下肢を全廃し 又は喪失した 場合に の支給決定を 受け 

ヰ台支給される。 た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病が治め した者に 

限る。 ) で、 義足 

及び下肢装具の 使 

義肢等の 用 が不可能であ る 

支 給 もの。 

0 療養 ( 補償 ) 給付 

を受けている 者で 

治 の 後義足及び 下 

肢 装具の使用が 不 

可能であ ることが 

明らかに認められ 

るもの。 

0 傷病 ( 補償 ) 年金 

の 支給 決 拝を受け 

た者で、 義足及び 

下肢装具の使用が 

不可能であ るも 

の 。 

⑫ 電動車いすの 支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

両下肢及び面上肢に 著しい障害を 残 の支給決定を 受け 

した場合に 1 台 支給される。 た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病が治 め した者に 

限る。 ) で、 車い 
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種 類 内 容 利用できる者 

すの使用が著しく 

困難なもの。 

0 療養 ( 補償 ) 給付   

を 受けている者で 

治め 後車いすの 使 

用 が不可能であ る 

ことが明らかに 認 

められるもの。 

⑬ 歩行車の支給 0 障害等級第 3 級 以 

高度の失調又は 平衡機能障害を 残し 上の障害 ( 補償 ) 

た 場合に @ 台 支給される。 給付の支給決定を 

受けた者又は 受け 

ると見込まれる 者 

( 傷病が 冶の し た 

者に限 る 
義肢等の ⑭ 収 尿器の支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

支 給 せき 髄 損傷。 外傷性泌尿器障害又は の支給決定を 受け 

尿路系腫瘍等の 傷病のため、 尿失禁を た音叉 は 受けると 

伴う場合又は 尿路変更を行った 場合に 見込まれる者 ( 傷 

2 話 ( 人工膀胱用簡易型については、 病が冶の した者に 

支給基準の価格の 範囲内で所轄労働局 限る。 ) 

長 が必要と認めた 数 ) 支給される。   

⑮ ストマ用装具 0 障害 ( 補償 ) 給付 

負傷、 疾病により直腸を 摘出した場 の支給決定を 受け 

合 は 、 支給基準の価格の 範囲内で所轄 た者 x は受けると 

労働局長が必要と 認めた数支給され 見込まれる者 ( 傷 

る 病 が治 め した者に 

限る。 Ⅰ 

⑯ 歩行補助つえの 支給 0 障害等級第 7 級 以 

下肢の全部又は 一部を喪失し ス は 上の障害 ( 補償 ) 

下肢の機能に 障害を残した 場合に t 本 給付の支給決定を 

( 両下肢に障害のあ る場合には、 必要 受けた者又は 受け 

に 応じ 2 本 ) 支給される。 ると見込まれる 者 

( 傷病が治 の し た 

者に限る。 ) で 義 

足 又は下肢装具の 

利用の手続 

一 194 一 



  

  

種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

使用が可能であ る 

もの。 

⑰ か つるの支給 0 障害 ( 補償 ) 給付 

頭部に著しい 醜状を残した 場合に   の 支給決定を受 け 

個 支給される。 た者 又は受けると 

見込まれる者 ( 傷 

病が冶の した者に 

限る。 ) 

⑱ 洗 楊器 付 排便剤の支給 0 せき 髄 損傷者のう 

腸管障害のあ る場合に。 31 日に ] 個の ち障害等級第 3 

割合で支給される。 級 以上の障害 ( 捕 

の
給
 

等
 
肢
 
義
支
 

）
 
償
 
捕
 
 
 

給
害
 

支
障
 

の
は
 

ん
文
 

と
金
 

ふ
 数
）
 
年
 

用
償
 

功
補
 

予
 
（
 

療
病
 

褥
傷
 

⑲
 

償 ) 給付の支給決 

定を受けた者又は 

受けると見込まれ 

る者 ( 傷病が 治め 

した者に限る。 ) 

左記の要件に 該当す 

る者 

  給付を受けているせき 髄 損傷者のうち、     

常時介護に係る 介護 ( 捕償 ) 給付の 

支給を受けている 者に j 枚 支給され 

る。 

⑳ 介助用リフタ 一の支給 

次の要件の 々 又は ロ に該当し、 かつ 

ハ から ホ までのすべてに 該当する者に 

Ⅰ 台 支給される。 

イ 傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定を 受 

けた者のうち、 傷病等級 第 Ⅰ 級第 Ⅰ 

号 若しくは第 2 号に該当するもの 又 

左記の要件に 該当す 

6 音 
  

はこれらと同程度の 障害の状態にあ 

ると認められるものであ り、 自宅療 

養者又は支給申請の 日から 3 か 月以 

内に退院し、 自宅で療養すると 見込 

まれる入院療養者であ るこ と 

ロ 障害 ( 補償 ) 給付の支給決定を 受 

けた音ス は 受けると見込まれる 者 
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利用の手続 種 類 内 容 利用できる者 

( 傷病が治 の した者に限る。 ) のう 

ち、 障害等級第二級第 3 号若しくは 

第 4 号に該当するもの 又はこれらと 

同程度の障害の 状態にあ ると認めら 

れるものであ ること。 

八 車いす又は義肢の 使用が不可能で 

あ ること。 

二 対象者の症状並びにリフタ 一の性 

能、 操作方法を理解し、 リフターを 

安全に使用できる 介護人がいるこ 

睦ヒ 0 

ホ 家屋の構造がリフタ 一の移動に適 

するものであ ること。 

⑳ フローテーションバッド ( 車いす・ 左記の要件に 該当す 

電動車いす 用 ) の 支給 る者 

労働福祉事業として 支給された車い 

義肢等の す ス は電動車いすを 使用する者のうち 

支 給 褥瘡がでん 部 又は大腿部に 発生するお   

それがあ り、 かつ、 担当医がフローテ 

一 ションバッド ( 車いす。 電動車いす 

用 ) の使用を必要と 認めたものに 対し 

て 1 枚 支給される。 

⑫ ギャッチベッドの 支給 左記の要件に 該当す 

⑳の要件の イ 又は ロ に該当し、 かっ 5 者 

ハに 該当する者にⅠ 台 支給される。 

注 Ⅰ 労働福祉事業として 支給された 

の一 ④ 、 ⑦ 、 ⑨ 一 ⑭ 、 ⑯ 、 ⑳ 及ぴ 

⑳の種目については、 本人の故意 

以外の事由によりき 損した場合に 

修理を行う。 

注 2  ① 、 ② 、 ⑤ 、 ⑥ 、 ⑭及び㎜の種 

目は ついては、 業務上の事由によ 

りき 損し、 かつ、 修理不能となっ 

た 場合に 、 き 損したものⅠ 本 ( 1 

個 、 1 台 ) につき @ 本 ( 1 個、 1 

台 ) が 支給される。 
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種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

注 3  労働福祉事業として 支給された 

の
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保
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の
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 料 、 食事 料 、 サービス料が 支給される まれる者 ( 傷病が治 温泉保養 ( 飲酒 糟 等の遊興費は 支給しない。 ) 。 ゆ した者に限 る ノ ㍉ 

ただし支給決定を 受 

けた者は、 当該決定 

日の翌日から 起算し 

経
長
 

を
局
 

長
働
る
 

署
 

芳
す
 

督
 

蕗
田
 

監
所
提
 

轄
 

て
に
 

萌
 

し
て
 

を
由
 
る
 

  て 2 年以内に申請が 
  

あ ったものに限る。 

外科後処置、 義肢、 装具又はかつらの 採 左記の旅行をした 者 「旅費支給申請書」 

型 ・装着、 義眼の装かんのため 旅行する を 所轄監督署長を 経 

場合に旅費及び 宿泊料 (8.700 円以内 ) の 白 して所轄労働局長 

実費が支給される。 あ てに提出する。 

旅費の支給温泉保養に 係る鉄道賃及び 船賃について   
  

は 200km 内の範囲で支給される。 

外科後処置のための 入院期間及び 温泉 保 

 
 

と
 
報
 
の
 
長
 
署
 
督
 
監
 
轄
 
所
 

る
 
す
 
当
 
-
 
方
 
-
 
-
 
ニ
ス
 

 
 
 
 
件
 
要
 
-
 
己
 
一
 
-
 
-
 
口
 

左
 

の
 

機
 

円
 

療
 

0
 
5
 

医
 

8
 

日
 
 
 

災
 
指
定
 

り
 

労
 

限
 
 
 

し
 

 
 間
 

。
 
対
 

期
 

る
に
 

在
れ
者
 

濫
 

さ
る
 

の
 

結
す
 

で
友
 
当
 

設
が
該
 

施
当
に
 

養
 

日
次
 

働
健
 

労
 
「
 

轄
に
 

両
者
 

、
当
 

き
該
 

つ
 
す
よ
り
 

茎
長
 

に
局
 

者
 

の
 
め
 
た
 
の
 
健
 保
 

び
ぅ
 

友
行
 

査
を
 

 
 

 
 診

等
 

て
給
 

 
 に

剤
 

関
薬
 
① 原則として障害等級第 3 級以上の障 

アフター 害 ( 補償 ) 給付を受けている 又は受け ケ ア ると見込まれるせき 髄 損傷者 ( 傷病が 
  

康 管理手帳 」を交付 

する。 

冶の した者に限る。 )   

② 原則として障害等級第 9 級以上の障 

 
 

害 ( 補償 ) 給付を受けている 又は受け 

ると見込まれる 頭 頸部外傷症候群等 り 
  

 
 

7
 
9
 Ⅰ
 
上
 

 
 



  

  

種 類   内 容   

一
ア
 

タ
 

フ
 ア

ケ
 

患者 ( 傷病が治 の した者に限る。 ） 

③ 障害 ( 補償 ) 給付を受けている 又は 

@  受けると見込まれる 尿道狭さくり 患 、 者 

@  ( 傷病が治 の した者に限る。 ) 

④ 慢性肝炎の症状が 固定した者 

・⑤ 原則として障害 ( 補償 ) 給付を受け 

ている又は受けると 見込まれる白内障 

等の眼疾患、 り 患者 ( 傷病が 冶の した者 

に限る。 ) 

⑥ 障害補償給付を 受けている又は 受け 

ると見込まれる 振動障害者 ( 傷病が 治 

め した者に限る。 ) 

⑦ 原則として障害 ( 捕償 ) 給付を受け 

ている ス は受けると見込まれる 大腿骨 

頸部骨折及び 股関節脱臼・ 腕 白骨折を 

した者 ( 傷病が治 の した者に限る。 ) 

⑧ 障害 ( 補償 ) 給付を受けている ス は 

受けると見込まれる 人工関節又は 人工 

骨頭を置換した 者 ( 傷病が治 の した者 

に限る。 ) 

⑨ 障害 ( 補償 ) 給付を受けている 又は 

受けると見込まれる 慢性化膿性骨髄炎 

り 患者 ( 傷病が 冶の した者に限る。 ) 

⑩ 原則として障害等級第 9 級以上の障 

害補償給付を 受けている又は 受けると 

見込まれる虚血性心疾患等 り 患者 ( 傷 

病が 治め した者に限る。 ) 

⑪ 尿路系腫瘍の 症状が固定した 者 

⑫ 原則として障害等級第 9 級以上の障 

害 補償給付を受けている 又は受けると 

見込まれる脳血管疾患、 り 患者 ( 傷病が 

治 の した者に限る。 ) 

⑬ 有機溶剤中毒等 ( 一酸化炭素中毒 

( 炭鉱災害によるものを 含む ) を除 

く ) により脳の岩質的損傷が 出現した 

者で、 原則として障害等級第 9 級以上 

利用できる者 利用の手続   
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種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

の 障害 ( 補償 ) 給付を受けている 者 又 

は 受けると見込まれる 者 ( 傷病が 治め 

した者に限る。 ) ⑭ 外傷により末梢卒中経を 損傷 し R S D 
  

( ヵゥザ ルギーを含む。 ) の症状固定 
  

後も激しい 捧 痛苦が残る者で、 障害等 

級第 ¥m 級 以上の障害 ( 補償 ) 給付を受 

けている 者ヌ は受けると見込まれる 者 ( 傷病が治 の した者に限る " ） 
⑮ 障害等級 第 ¥m 級 以上の障害 ( 補償 ) 

給付を受けている 又は受けると 見込ま 

アフター れる熱傷の傷病者 ( 傷病が 冶の した者 

ケ ア に 限る。 ) 

⑯ サリン中毒による 症状が固定した 者 

で、 視覚障害・末梢神経障害・ 筋 障害 

・中枢神経障害・ 心的外傷後ストレス 

障害の後遺症状を 残す者 

⑰ 業務による心理的負荷を 原因とした 

精神障害の症状が 固定した者で、 気分 

の 障害 ( 抑 うつ、 不安等 ) . 意欲の障 

害 ( 低下等 ) . 慢性化した幻覚性の 障 

害 又は慢性化した 妄想性の障害・ 記憶 

の 障害又は知的能力の 障害の後遺症状 

を 残す者 

アフターケア からおおよそ 対象者の住居 4 キロメートルの 地 又は勤務地 範囲内に左記の 要件に該当す 「アフターケア 通院 

あ るアフターケア 実施医療機関へ 通院す る者 費 支給申請書」を 所 

る 場合に交通機関の 利用距離が片道 2 キ 轄 労働局長あ てに 提 

ロメートルを 超える通院について 実費が 出する。 

アフター 支給される。 片道 2 キロメートル 未満で なお、 「アフター 

ケア通院 費 あ っても、 交通機関を使用しなければ 通 ケア通院 費 支給申請 

院 することが著しく 困難であ ると認めら 書 Ⅰは月ごとに 提出 

れる者についても 支給される。 すること。 

なお、 4 キロメートルの 範囲内に当該 

傷病の措置に 適したアフターケア 実施 医 

療 機関がないために 4 キロメートルを 超 
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種 類 

  
@ アフター 
  
ケ ア 通院 費 

炭鉱朱書 に 

よる一酸 ィヒ 

炭素中毒症 

に 係る措置 

( 炭鉱災害 

による一酸 

化 炭素中毒 

症 に関する 

特別措置 

法 ) 

内 
  
谷 利用できる者 利用の手続 

える最寄りのアフターケア 実施医療機関 

へ 通院する場合も 支給される。 

一酸化炭素中毒症により 療養補償 炭鉱災害による 被災 「介護料支給申請 

給付を受けている 者であ って、 常 者で左記要件に 該当 書コを 所轄監督署長「 

時 介護を必要とする 者に、 次の介 する者 を経由して所轄労働 

護 料を支給する。 局長あ てに提出する 

① 常時監視 及ひ 介助を要するも 

の 

月額 58, 750 円 ( その月にお 

いて、 介護に要する 費用として 

支出された費用の 額が 58,750 円 

介 を 超える場合は、 当該支出され 

た費用の額 ( その額が 108,300 

護， 円を超えるときは、 @08. 300 

円 ) 

米斗 ② 常時監視を要し、 随時介助を 

要するもの 

の 月額 44.060 円 ( その月にお い 

て、 介護に要する 費用として支 

支 出された費用の 額が 44.060 円を 

超える場合は、 当該支出された 

給 費用の額 ( その額が 81.230 円を 

超えるときは、 8@ ， 230 円 ) 

③ 常時監視を要するが、 通常は 

介助を要しないもの 

月額 29.380 円 ( その月にお 

い て、 介護に要する 費用として 

支出された費用の 額が 29,380 円 

を超える場合は、 当該支出され 

た 費用の額 ( その額が 54, 150 円 

を 超えるときは、 54, 150 円 ) 
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種 類 内 六 合 利用できる者 利用の手続 

アケ 一酸化炭素中毒症が 治め した者に 炭鉱災害による 一酸 所轄監督署長の 報告 し ア Ⅲ刈り 労災指定医療機関で、 診 化 炭素中毒症 は つい に基づき、 所轄労働 

タ 察 、 保健指導 及ひ 薬剤の支給等の て療養補償給付を 受 局長が該当者に「 健 

  アフターケアを 行 う 。 けていた者 康 管理手帳 」を交付 

する。 

頭 頸部外傷症候群等の 傷病者であ って 披 障害等級 第は級 以上 「職能回復援護申請 

災前 の労勤 は 従事することが 困難な者が の障害 ( 補償 ) 給付 書 」を所轄監督署長 

職能回復 就業のための 技能の習得を 目的として教 の受給者で左記要件 を経由して所轄労働 

援 護 習 、 講習等に出席するときは、 教材費等に に該当する者 局長あ てに提出する ついて 35,000 円を限度として 援護され る 

労災はり・ 頭 頸部外傷症候群等にり 患 した者に対 障害 ( 補償 ) 給付を 「労災はり，きゅう 

きゅう施術 し 、 その症状が固定した 後における圧痛 受けた者又は 受ける 施術特別援護措置字 

特別援護 措 等の軽減のため、 原則として」 年 以内の と見込まれる 者 ( 傷 請書Ⅰを所轄監督署 

  期間、 l 月に 5 回を限度としてはり・ き 病が治 の した者に限 長を経由して 所轄 労 ゆ う施術を行 う る 。 ) 働 局長あ てに提出す 

る 

振動障害者が 冶の したときに、 給付基礎 振動障害者 ( 療養 期 「振動障害者社会復 

振動障害者 日額の 120 日 分 (65 歳未満の者について 問が 1 年 以上の者に 帰援護 金 支給申請 

社会復帰 援 は 200 日 分 ) を一時金として @ 人 1 目隈 限る ) で当該振動障 害Ⅱを所轄監督署長 

講金 り 支給す る 害 が治 の した者 ( 冶 を経由して所轄労働 

ただし、 いずれの場合も 300 万円を限度 の 後Ⅰ 年 以内の者に 局長あ てに提出する 

とする。 限る 0 ) 

① 転換援護 金 

対象労働者を 振動業務以外の 業務に 振動障害軽快者で 振 「職業転換援護 金受 

再 就労させ又は 新たに雇い入れる 事業 動業務以外の 一般的 給資格承認申請書」 

主に援護金を 支給する。 労 働が 可能となった を所轄監督署長を 経   

支給額 - 対象労働者に 支払われた l 管 者 又は振動障害が 冶 白 して所轄労働局長 

月の賃金の額の 3 分の l ( 中小企業 の した者 ( 治め後 Ⅰ あ てに提出する。 

振動障害者 ほ ついては 2 分の 1 ) の 額 。 ただし 年以内の者に 限る。 ) 

雇用援護 金 対象労働者 1 人につき 80 ， 000 円 ( 中 を振動業務以外の 業 

小企業については 100,000 円 ) を 限 務 に再就労させ 又は 

度支給対象期間…対象労働者Ⅰ人に 新たに雇い人れる 事 

つき通算 12 箇月 ( 最初に雇い入れた 業主 

日から 2 年間に限る   ) を限度 

② 訓練、 講習等経費 

対象労働者に 対し振動業務以外の 業 振動障害軽快者 そ振 「振動障害者訓練、 
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し 

種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

務 に就労させるための 訓練、 講習等を 動業務以外の 一般的 講習等経費受給資格 

受講させ又は 実施した事業主に 経費を 労働が可能となった 承認申請書」を 所轄 

支給する。 者 又は振動障害が 治 監督署長を経由して 

支給額…対象労働者 l 人 当たり訓練、 の した者 ( 冶の 後 ]  所轄労働局長あ てに 

講習等に要した 費用の額の 3 分の 2  年以内の者に 限る。 ) 提出する。 

( 中小企業にあ っては 4 分の 3) の を振動業務以外の 業 
  

額 とし、 その額が 100.000 円を超え 務に就労させるため 

る 場合は 100.000 円とする。 の 訓練、 講習等を実 

支給対象期間… ]2 箇月を限度 施した事業主 

③ 指導員経費 

振動障害者 対象労働者に 対して職業生活に 関す 振動障害軽快者で 振 r 振動障害者指導員 

雇用援護 金 る 相談等の業務を 行うための指導員を 動業務以外の 一般的 経費受給費 格 承認申 

雇い入れ又は 委嘱した事業主に 経費を 労働が可能となった 請書Ⅰを所轄監督署 

支給する。 者 又は振動障害が 冶 長を経由して 所轄 労 

支給額，， 口 事業場 @ 箇月当たり指導員 ゆ した者 ( 冶の 後」 働 局長あ てに提出す 

の 委嘱等に要した 費用の額の 4 分の 年以内の者に 限る。 )  る 。 

3 とし、 その額が 150.000 円を超え を振動業務以外の 業 

る 場合は 150.000 円とする。 務 に就労させるた 

支給対象期間… ぱ 箇月を限度 め 、 職業生活に関す 

る栢 談及び指導の 業 

務を行うためのナ 言事 

員を委嘱した 事業主 

振動障害者等が 共同で事業を 開始する 場 総構成員数 5 人以上 「振動障害者職業復 

令た 、 その事業体に 対して事業開始に 要 で新たに事業を 開始 局促進事業計画書」 

振動障害者 した費用の一部を 助成する。 した事業体であ っ を所轄監督署長を 経 

職業復帰 促 支給額…事業施設等の 設置に要した 費用 て 、 振動障害及び 症 申 して所轄労働局長 

進 事業特別 の 3 分の 1 の 額 状 固定者が 3 分の 2  あ てに提出する。 

奨励金 ただし、 事業体を構成する 振動障害者 以上で構成される 事 

及び症状固定者の 人数に応じ 550 万円 業体 

を 限 @ 

頭頚部覚傷症候群等にり 患し 、 その症状 事業主 「長期療養者職業復 

長期療養者 が軽快した労働者に 対して、 職場適応能 帰 援護 金 受給資格 申 帰 敵 業 復 力を高めるための 段階的就労を 行わせ ス 請書 ョに 「段階的 就 

護 援 金 は職種転換訓練を 実施する事業主に 次の 労 ・職種転換訓練 実 

援護 金を 6 箇月分一括支給する。 施 計画 表 」 を添付 

① 就労援護 金 …対象労働者に 支払った し 、 所轄監督署長を 
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種 類 内 容 利用できる者 利用の手 お毛 

Ⅰ箇月の賃金の 額の 3 分の ] ( 中小企 経由して所轄労働局 

長期療養者 業 2 分の 1 ) 、 最高月額 80 ， 000 円 ( 中 長 あ てに提出する。 

職業復帰 小企業 100 ， 000 円 ) 

援 護 金 ② 訓練援護 金 …職業転換訓練を 実施し 

た 事業主に対し、 対象労働者 @ 人につ 

き月額 25. 100 円 

Ⅰ 貸付 額 重度せき 髄 損傷者・ 「自動車購入費金 借 

自動車購入に 要する費用に 相当する 上肢障害者又は 下肢 受 申請書Ⅰを所轄 監 

額 とし、 次の障害の区分ごとに、 それ 障害者あ って 、 次の 督署長を経由して 労 

ぞれ掲げる額を 上限とする。 要件をすべて 満たす 働 福祉事業団あ てに 

自動車購入 り ) 面上肢障害者 200 万円 もの。 提出する。 

貸金の貸付 (2) その他の障害者 120 万円 ① 昭和 43 年 4 月 @ 

4. ノ 2  利率 年 3 % 日 以降労災病院 又 

3  償還 は 労災指定医療機 

2 箇月据置きの 後 8 年以内に月賦に 関に入院療養し 、 

より均等額を 償還 その傷病が治った 

者 

② 障害等級第 3 級 

以上に該当する 者 

1  貸付対象者 左記 1 の要件に該当 「在宅介護住宅資金 

次の要件のいずれも 満たす者 する者 借入申込書Ⅰを 取扱 

(1) 障害等級第 3 級以上に該当する 者 金融機関を経由して 

スは 傷病等級に該当する 者 労働福祉事業団理事 

(2) 居宅において 介護を受けるこ と を 長 あ てに提出す る 

容易にするために 必要な構造若しく 

は 設備を備えた 住宅の建設若しくは 

在宅介護 設備を備えたものへの 改良 (2 にお 

住宅資金 い て「在宅介護住宅の 建設等」とい 

ぅ 。 ％を行 う者 

(3@  貸付けの申込 日 において満 70 歳末 

満 であ る者 

2  貸付 額 

在宅介護住宅の 建設等に要する 費用 

に 相当する 額 以下とし、 500 万円を限度 

とする。 

3  利率 年 3 % 
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種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

4  償還 

2 箇月据置きの 後、 以下の区分ごと 

  の 償還期間に、 月賦により均等類 を償 

在宅介護 還 

住宅資金 (1@  申込 日 における年齢が 満 65 歳未満 

15 年以内 

(2) 申込 回 における年齢が 満 70 歳未満 

0 者 

10 年以内 

Ⅰ 支給要件 左記 1 の要件に該当 「長期家族介護者 援 

次の要件のいずれも 満たす場合に 支 する者 講金支給申請書」を 

給 。 ただし、 援護金を支給することが   所轄監督署長を 経由 

適当でないと 認められる一定の 者は除 して所轄労働局長あ 

くり てに提出す る 

㈹ 」級の障害 ( 補償 ) 年金又は 1 級 

の 傷病 ( 補償 ) 年金の受給者 ( ただ 

し 、 受給期間が @0 年以上の者に 限 

る ) であ って 、 次のいずれかに 該 労 していた者の 遺族であ るこ と 

① 神経系統の機能又は 精神の著し 

い 障害により、 常に介護を要する 

長期家族 介 と ( ③に該当する 場合を除く。 ) 。 
護者 援護 金 ② 胸腹 部臓器の著しい 障害によ 

り、 常に介護を要するこ と 

③ ぜき髄の著しい 障害により、 常 に 介護を要するこ と 

(2) 妻スは 55 歳以上若しくは 一定の障 

害の状態にあ る最先順位の 遺族であ 

と る ( 順位等については 遺族 ( 捕 

償 ) 年金の支給に 準ずること ) 。 

(3) 遺族 ( 補償 ) 給付を受給すること 

ができないこと。 

(4) 生活困窮者 ( 所得税法の規定によ 

9 所得税を納付しないこととなる 者 

であ って、 その者を扶養する 者がい 

ないか、 ス はその者を扶養する 者が 
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種 類 内 容 利用できる者 利用の手続 

所得税法の規定により 所得税を納付 

しないこととなる 者 ) であ ること。 

長期家族介   支給額 

諜者援護 金 100 万円 ( 援護金の支給を 受ける 

ことができる 遺族が 2 人以上の場合に 

は、 l00 万円をその数で 除して得た 

額 ) とする。 

昭和 35 年 3 月 31 日 以前に労災保険の 打切 左記の要件に 該当す 「療養援護 金 支給 申 

補償費の支給を 受けたけ ぃ 師友 ひ せき 髄 6 者 請書 J を労働福祉事 

損傷者が、 労災病院等で 診療を受けてい 集団あ てに提出する 

6 場合 ( 労災保険法の 規定による療養 補 

償 給付を受けることができる 者を除く。 ) 

には、 自己負担の療養費相当額及 び 入院 

者には ] 箇月 58,750 円、 月の通院日数が 

労 療 7 日を超える者には 25,400 円、 月の通院 

災 春 日数が 2 日以上 7 日以下の者には 23,400 

援 援 円 が支給される。 

護 護 入院中のせき 髄 損傷者には上記のほか 

金 金 に、 1 日について 70 円が加算される。 

また障害の状態が 傷病等級 第 1 級に相当 

し 常に介護を要するもので 現に自宅にお 

いて介護を受けている 者に対しては 月額 

58,750 円 ( その月において、 介護に要す 

る 費用として支出された 費用の額が 

58.750 円を超える場合は、 当該支出され 

た 費用の額 ( その額が @08.300 円を超え 

るときは、 108,300 円 ) ) の介護加算額 

が 支給される。 

適切な計画のもとに 事業を宮むため、 地 遺族 ( 補償 ) 給付、 「生業援護 金 支給 申 

芳 生 方公共団体・ 国民金融公庫・ 中小企業余 1 一 7 級の障害 ( 捕 請書」に事業計画書 

災 業 融 公庫等から融資を 受けた場合には、 融 償 ) 給付及 び 傷病 を添付して労働福祉 

援 援 資を受けた資金の 利子に 栢当 する額が支 ( 補償 ) 年金の受給 事業団あ てに提出す 

護 護 給される。 ただし、 その資金の融資を 受 者のうち左記要件に る 。 

金 金 けている期間 (2 年を超えるときは 2  該当する者 

年 ) I 年につきその 資金の額 (20 万円を 

超えるときは 20 万円 ) に 100 分の 5 を 
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種 類 内 六 合 利用できる者 利用の手続 

労 凌 生 援 乗じて得た額に 相当する額を 限度とす 
護 護 

奨 金 葉 金 る 。 

非災害性腰痛等の 特定疾病又は 遅発性 疾 次のいずれかの 者の 「休業捕 償 特別援護 

癖 にり 患、 し 、 時 期 3 日間の休業補償が 支 うち、 待期 3 日間に 金支給申請書」を 所 

けられない者に 対し、 休業補償給付の 3  係る休業捕償を 受け 轄 監督署長あ てに 輻 

国分に相当する 額の援護金を 支給する。 る 見込みがない 者 出する。 

の 労働保険の保険 

休業補償 料の徴収等に 関す 

特別援護 金 6 法律施行規則 第 

l7 条の 2  に規定す 

6 表に該当する 者 

② 事業場の廃止又 

は事業主の行方不 

明後に疾病の 発生 

が 確定した者 

Ⅰ 労災就学援護 費 遺族 ( 補償 ) 年金受 Ⅰ労災就学等援護 費 

① 支給要件 給 権 者 支給・変更申請書」 

次の者が学校教育法第Ⅰ条の 学校 障害 ( 補償 ) 年金受 を所轄監督署長あ て 

及び同法第 82 条の 2 の専修学校に 在 給 権 者 に提出する。 

学し又は職業能力開発促進法第 @5 条 傷病 ( 補償 ) 年金受 

06 第 Ⅰ 項 各号に掲げる 施設等 ( 収 拾権 者 

下 「公共職業能力開発施設等 コ とい 

う。 ) で普通職業 ヨ ll 練及び高度職業 

訓練を受け若しくは 同法第 27 条の職 

労災就学等 業 能力開発大学校で 長期課程の指導 

援 護 費 員 訓練を受けて い て、 学費等の支弁 

が困難と認められる 場合。 

イ 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者 

ロ イの 者 と生計同一の 死亡労働者 

の子 ( 死亡当時死亡労働者の 収入 

により生計維持関係のあ ったも 

の ) 

ハ 1 - 3 級の障害 ( 補償 ) 年金の 

受給権 者 

二 八の者と生計同一の 子 

ホ 傷病 ( 補償 ) 年金受給者 ( せき 
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0
 
2
  
 



  
種 類 

等
費
 

学
 就
護
 

災
 労
援
 

１
１
・
 

内 。 合 " 。 利用できる者 

損害傷病の特に 重篤と認められる 

者に限る。 ) と 生計同一の子 

② 支給額 ( 月額 ) 

イ 小学校、 盲 ろう学校・養護学校 

小牟斧 斧音 柊 
  

1 ノ、 ほ つき                   11, 000 円 

口 中学校 ( 中等教育学校の 前期過 

程を含む。 ) 、 盲 ろう学校・養護 

学校中学部 

1 人につき，……‥ 15. 000 円 

ハ 高等学校 ( 中等教育学校の 後期 

過程を含む。 ) 、 高等専門学校Ⅰ 

一 3 学年、 盲 ろう学校・養護学校 

高等部、 専修学校高等・ 一般課程 

及び公共職業能力開発施設の 中学 

卒業者等を対象とする 普通職業訓 

練若しくは第一類の 専修訓練課程 

の普通職業訓練 

  人 は つき                   n7. 000 円 

二 大学、 高等専門学校 4 。 5 学 

年・専攻科、 専修学校専門課程 及 

び 公共職業能力開発施設の 普通職 

業 ヨ ll 練若しくは高度職業訓練 ( ハ 

に 掲げるものを 除く。 ) 又は職業 

能力開発総合大学校の 長期課程の 

指導員訓練 

  人 は つき                   35.000 円 

2  労災就労保育援護 費 

① 支給要件 

次の者が保育に 係る費用の援護の 

必要があ ると認められる 場合 

イ 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者のう 

ち、 要 保育児であ り、 かっ当該 要 

保育児と生計を 同じくしている 者 

の 就労のため保育所等に 預けられ 

ている者 

利用 ョ の手続 
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種 類 内 
  
谷 利用できる者 利用の手続 

ロ 遺族 ( 補償 ) 年金受給権 者のう 

ち 、 労働者の死亡当時その 収入に 

よって生計を 維持していた 要 保育 

児たる当該労働者の 子と生計を同 

じくしている 者で、 かつ就労のた 

め 当該 要 保育児を保育所等に 預け 

ている者 

ハ ニー 3 級の障害 ( 補償 ) 年金受 

給 権 者のうち、 要 保育児であ り、 

かつ当該受給権 者と生計を同じく 

している者の 就労のため保育所等 

に 預けられている 者 

ニ @ 一 3 級の障害 ( 補償 ) 年金受 

治権 者のうち、 要 保育児たる当該 

受給権 者の子と生計を 同じくして 
  

労災就学等 おり、 かっ当該 要 保育児を当該 受 

援 護 費 給 権 者と生計を同じくしている 者 

の就労のため 保育所等に預けてい 

る者 又は要保育児たる 当該受給権 

者の子と生計を 同じくしており、 

かつ就労のため 当該 要 保育児を保 

育 所等に預けている 者 

ホ 傷病 ( 補償 ) 年金受給権 者 ( せ 

き損等 傷病の特に重篤と 認められ 

る 者に限る。 ) のうち、 要 保育児 

たる当該受給権 者の子と生計を 同 

じくしており、 かっ当該 要 保育児 

を当該受給権 者と生計を同じくし 

ている者の就労のため 保育所等に 

預けている者 

② 支給額 ( 月額 ) 

要 保育児Ⅰ人につき… -lL,o00 円 

年金受給権 を担保にして 必要とする小口 労災年金受給者 「借入申込書」を 取 

年金担保賢 の資金を、 受給年金額の l ． 5 倍 ( 限度額 扱 金融機関に提出す 

金の貸付け 250 万円 ) の範囲で貸し 付ける。 る 

利率は、 年 1,70% ( 平成 13 年 4 月 1 日か 
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  種 類 内 容 利用できる者 利用の手 ゑぅ @ き 

年金担保 資 ら 0.4%) で 4 年以内に償還 ( 年金支払 

金の全額を政府から 事業団が直接受領し 

金の貸付け 元金等に充当 ) 

労災保険法施行双において、 業務に起因 左記要件に該当する 「労災特別援護措置 

して外傷性せき 髄 損傷となり、 尿路 障 者 申請書」に覚傷性 せ 

害 、 褥瘡等の併発疾病にかかり、 現に 療 き髄 損傷等に関する 

養の必要があ ると認められる 者に対し、 医師の診断書等の 資     

診察、 薬剤 X は治療材料の 支給、 処置・ 料を添付して 所轄 監 

手術その他の 治療等の医療措置が 行われ 督 署長を経由して 所 

るとともに、 療養に要する 雑費として 入 軽 労働局長に提出す 

労災特別 院療養者には、 月額 58,750 円、 7 日を超 る 

援護措置 える通院療養者には 月額 25.400 円、 7 日 

以下の通院療養者には 月額 23,400 円が支 

給される。 

また、 傷病の状態が 常に介護を要する 者 

で、 現に自宅で介護を 受けているものに 

対して月額 58,750 円 ( その月において、 

介護に要する 費用として支出された 費用 

の 額が 58,750 円を超える場合は、 当該 支 

さ 出 れた費用の額 ( その額が ]08.300 円 
を 超えるときは、 108.300 円 ) の介護料 

が 支給される。 

一 209 一 



男 Ⅱ   支 

20] 特 Elj 支給金の内容 

特別支給金の 支給は、 労災保険法第 29 条の労働福祉事業として、 保険給付の受給権 者に対しその 

者が受ける保険給付に 付加して支給されるもので、 特別支給金の 種類は、 ①休業特別支給金、 ②障 

害特別支給金、 ③遺族特別支給金、 ④傷病特別支給金、 ⑤障害特別年金、 ⑥障害特別一時金、 ⑦ 遺 

族 特別年金、 ⑧遺族特別一時金、 ⑨傷病特別年金があ り、 このうち、 ⑤から⑨までがボーナス 等の 

特別給与を算定の 基礎とする特別支給金であ る。 

また、 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者の死亡に関して 支給される障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 受 

給 権 者に対して支給される 障害特別年金差額一時金があ る。 

202 時男 l 岐 給金の支給，不支給決定 

特別支給金についてのそれぞれの 支給事由及び 支給申請等については、 後記 203 以下に示すとお 

りであ るが、 支給・不支給決定に 当たっては下記により 行うこと。 

  支給・不支給決定の 審査 

特別支給金についての 申請は、 原則として保険給付の 請求と同時に 行われるので、 特別支給金 

の支給決定に 係る審査は、 保険給付に係る 支給。 不支給決定の 審査に準じて 行うこと。 

  また、 第三者行為災害等において 特別支給金のみの 申請に係るものについては、 申請書の記載 

事項、 添付書類、 実地調査の結果等を 踏まえ申請内容 p 審査を行うこと。 

2  支給・不支給決定及び 通知 

Ⅲ 支給・不支給決定 

上記審査の結果、 特別支給金を 支給するべきものと 認めたとき X は不支給とするべきものと 

認めたときは、 保険給付に係る 決議事により、 保険給付に係る 決議と同時に 決議を行 ワ ・ と 

(2) 支給・不支給決定の 通知 

特別支給金について 支給又は不支給の 決定を行ったときは、 保険給付に係る 通知に特別支給 

金の支給 スは 不支給の表示されたものを 請求人に通知すること。 

なお、 時男 lJ 支給金のみの 申請に係るものについては、 特別支給金のみについての 通知を行う 

- し と 0 

(3) 変更 (X は不支給 ) 決定等 

イ 届出又は職権 により特別支給金について 変更又は不支給事由を 確認したときは、 保険給付 

に 係る決議事により、 保険給付に係る 決議と同時に 変更決定又は 不支給決定を 行い、 その昌 
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を 申請人に対し 通知すること。 

ロ 支払差止・差止解除についても 事実を確認の 上決定を行い、 その旨を通知すること   

203 休業特別支給金 

@ 支給事由 

休業特別支給金は、 労働者が、 業務上の事由又は 通勤に よ る傷病に係る 療養のため労働するこ 

とができないために 賃金を受けない 日 ( 以下「休業日」という。 ) の第 4 日目 ( 休業日が継続し 

ていると断続しているのを 問わない。 ) から支給される ( 特別支給金規則第 3 条 第 @ 項 ) 。 

したがって、 労働者が事業場から 平均賃金の 60% 以上の貫金を 受けている場合には、 休業特別 

支給金は支給されないこととな る 
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額 が適用される。 ) の 20% に相当する額であ る ( 特別支給金規則第 3 条 第 j 項 ) 。 

3  支枯 申請 

休業特別支給金についての 申請は、 原則として休業 ( 補償 ) 給付の請求と 同時に行わなければ 

ならない。 なお、 休業特別支給金支給申請書は、 休業 ( 補償 ) 給付支給請求書と 一葉の様式 ( 告 

示様式第 8 号又は告示様式第 16 号 6 ) となっている。 

ただし、 第三者行為災害であ って、 自賠責保険等 ( 民事上の損害賠償を 含む。 以下同じ。 ) を 

先行して請求し、 労災保険の保険給付に 相当する額が 自賠責保険等で 支払われたものについて 

は 、 特別支給金のみの 支給申請を行 う ことができる。 

204  障害特別支給金 
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額   
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円
 

障害等級 l 額   

第 8 級 6 5 万円 
9 5  0 
Ⅰ 0 3  9 
ⅠⅠ 2  9 
12 2  0 
Ⅰ 3 Ⅰ 4 
14 g 

一 211 一 



2  併合操上げの 場合 

障害が 2 以上あ り、 その障害等級が 労災 朋 第 14 条第 3 項本文の規定にょり 繰り上げられた 場合 

において、 各々の障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別支給金の 額の合算額が、 当該繰り上 

げられた障害等級に 応ずる障害特別支給金の 額に満たないときの 障害特別支給金の 額は 、 各々の 
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3  加重障害等の 場合 

既に身体障害のあ った者が、 業務上の事由又は 通勤による傷病により 同一の部位について 障害 

の程度を加重した 場合における 当該事由に係る 障害特別支給金の 額は、 上記 2 にかかわらず、 現 

在の身体障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別支給金の 額から、 既にあ った身体障害の 該当 

する障害等級に 応ずる障害特別支給金の 額を差し引いた 額によること ( 特別支給金規則第 4 条 第 

2 項 ) 。 

もとより、 障害特別支給金を 受けた労働者の 当該障害の程度が 業務上の事由又は 通勤による傷 

病によらないで 変更して、 新たに他の障害等級に 該当するに至った 場合については、 新たに該当 

するに至った 障害等級に応ずる 障害特別支給金は 支給されない。 

なお、 傷病が再発して 治った場合については、 再治 め 後の障害の障害等級に 対応する障害 特 8l@ 

支給金の額から 再発前の障害等級に 対応する特別支給金の 額を差し引いた 額を支給することとな 

る ただし、 特別支給金規則適用双 (49. Ⅱ． 1 ) における障害 ( 補償 ) 給付の受給者の 傷病が再 

発し、 冶の した場合の取扱いについては、 昭和 52. 7 。 Ⅱ付け事務連絡第 36 号 ( 補償課長名 ) に 

よること。 

4  傷病特別支給金との 調整 

傷病特別支給金を 受給した労働者の 当該傷病が治 の し、 障害特別支給金を 受けることとなった 

場合については、 障害特別支給金の 支給事由が生じたときの 障害等級に応ずる 障害特別支給金の 

額が 、 既に受けた傷病特別支給金に 係る傷病等級に 応ずる傷病特別支給金の 額を超えるときに 限 

り 、 その差額に相当する 額の障害特別支給金が 支給される。 

また、 既に身体障害があ った者が、 業務上の事由 スは 通勤による傷病によゆ 傷病特別支給金を 

受けた ( 傷病特別支給金の 額自体は既存障害に 影響されず、 支給事由に該当した 時点での障害の 

状態に応じた 額が支給される。 ) 後に当該傷病が 治 の し、 障害特別支給金を 受けることとなった 

場合においては、 特別支給金規則第 4 条第 2 項に規定する 算定方法により 算定される障害特別 支 

給金の額が 、 既に受けた傷病特別支給金に 係る傷病等級に 応ずる傷病特別支給金の 額を超えると 

きに限り、 その差額に相当する 額の障害特別支給金が 支給される ( 特別支給金規則第 4 条第 3 
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項 ) 。 

5  支給申請 

障害 ( 補償 ) 給付を請求する 場合は、 同時に障害特別支給金の 申請を行わなければならない。 

なお、 障害特別支給金支給申請書は、 障害 ( 補償 ) 給付支給請求書と 一葉の様式 ( 告示様式 第 

@0 号又は告示様式第 16 号の 7) になっている。 

ただし、 自賠責保険先行等により 障害 ( 補償 ) 給付を受けることができない 者が障害特別支給 

金の支給の申請を 行う場合には、 この限りでない。 また、 この場合には、 傷病が治ったこと 及び 

・ 治 った日並びに 治ったときにおける 障害の部位及び 状態に関する 医師又は歯科医師の 診断書を添 

え 、 必要があ るときは、 その治ったときにおける 障害の状態の 立証に関するエックス 線写真、 そ 

の他の資料を 申請書に添えなければならない。 

205  遺族特別支給金 

)  支給事由及び 支給額 

遺族特別支給金は、 業務上の事由又は 通勤により労働者が 死亡した場合に、 当該労働者の 遺族 

に対して、 300 万円 ( 遺族特別支給金の 支給を受ける 遺族が 2 人以上いる場合には、 300 万円を 

その人数で除して 得た 額 ) が 支給される ( 特別支給金規則第 5 条 第 Ⅰ 項 、 第 3 項 ) 。 

2  受給資格 

遺族特別支給金の 支給を受けることができる 遺族は、 労働者の配偶者 ( 婚姻の届出をしていな 

いが事実上婚姻関係と 同様の事情にあ った者を含む。 ) 、 子、 父母、 孫、 祖父母及び兄弟姉妹と 

し、 これらの遺族の 遺族特別支給金の 支給を受けるべき 順位は、 遺族 ( 補償 ) 給付に準じて 取り 

扱うこと ( 特別支給金規則第 5 条第 2 項 ) 。 

3 文治申請 

遺族 ( 補償 ) 年金又は遺族 ( 補償 ) 一時金を請求する 場合には、 同時に遺族特別支給金の 支給 

申請を行わなければならない。 

なお、 遺族特別支給金支給申請書は、 遺族 ( 補償 ) 年金支給請求書 又 遺族 ( 補償 ) 一時金支給 

請求書と一葉の 様式 ( 告示様式 第 12 号又は第 15 号、 告示様式第 I6 号 8 の ス は 第 16 号の 9) になっ 

ている。 

ただし、 自賠責保険先行等によって 遺族 ( 補償 ) 給付を受けることができない 場合には、 この 

限りでない。 また、 この場合には、 同一の事由により 遺族 ( 補償 ) 給付の支給を 請求する と と 

した場合にこれらの 給付の請求書に 添えなければならない 書類、 その他の資料を 申請書に添えな 
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け れ は ならない。 

4  死亡の推定 

死亡の推定に 関する労災保険法第 10 条の規定及び 遺族 ( 補償 ) 年金の請求及 び 受領についての 

代表者の選任等に 関する労災 則 第 I5 条の 5 又は第 l8 条の 9 の規定は遺族特別支給金を 支給する場 

合においても 準用される ( 特別支給金規則第 5 条第 9 項 ) 。 

  

206 傷病特別支給金 

@  支給事由及び 支給額 

傷病特別支給金は、 業務上の理由又は 通勤により負傷し 、 又は疾病にかかった 労働者が、 当該 

負傷又は疾病に 係る療養の開始後 @ 年 6 箇月を経過した 日において次のいずれにも 該当するとき、   

又は同日後次のいず・れにも 該当することとなったときにその 傷病等級に応じて 次の表の額が 支給 

される ( 特別支給金規則第 5 条の 2 第 Ⅰ 項 ) 。 

Ⅲ 当該負傷又は 疾病が治っていないこと。 

(2) 当該負傷又は 疾病による障害の 程度が傷病等級に 該当するこ と 

2  支給申請 

当分の間、 傷病 ( 補償 ) 年金の支給の 決定を受けた 者は、 特別支給金規則第 5 条の 2 の第 2 項 

の申請書の提出を 行ったものとして 取り扱って差し 支えない。 

3  再治ゆの場合の 取扱い 

当初傷病特別支給金の 支給要件に該当ぜず、 傷病特別支給金を 受けなかった 労働者の当該傷病 

が 、 いったん 治の して障害特別支給金を 受給した後に 再発した場合において、 傷病特別支給金の 

支給要件に該当することとなったときは、 当該該当することとなった 時点における 傷病等級に応 

ずる傷病特別支給金の 額から、 当該障害特別支給金に 係る障害等級に 応ずる障害特別支給金の 額 

を差し引いた 額が支給される。 

ただし、 差額が生じないときは 支給されない。 

また、 傷病特別支給金を 受けた労働者の 当該傷病が 治め した後に再発した 場合、 再発後におけ 

一 214 一 



る 傷病等級が傷病特別支給金を 受けた際の傷病等級より 上位の傷病等級に 該当する場合であ って 

も 新たに、 その差額の傷病特別支給金は 支給されない。 

20 丁 未 支給の特別支給金 

Ⅰ 支稔 事由 

特別支給金を 受けることができる 者が死亡した 場合において、 その死亡した 者に支給すべき 特 

別 支給金でまだその 者に支給しなかったものがあ るとき ( 死亡した者が 死亡前に当該特別支給金 

の支給の申請をしていなかった 場合を含む。 ) は、 前記第 I 編 第 」の 108 1 未 支給の保険給付」 

と 同様に取り扱うこと ( 特別支給金規則 第 l5 条 第 Ⅰ 項 ) 。 

す ねね ち、 未 支給の特別支給金について、 その死亡した 者の配偶者 ( 婚姻の届出をしていない 

が事実上婚姻関係と 同様の事情にあ った者を含む。 ) 、 子、 父母、 孫、 祖父母又は兄弟姉妹で、 

その者の死亡の 当時その者と 生計を同じくしていたもの ( 遺族 ( 補償 ) 年金を受ける 権 利を有す 

る遺族に支給することとされていた 遺族特別支給金については・ 当該遺族 ( 補償 ) 年金を受ける 

ことができる 他の遺族 ) は、 自己の名で、 その 未 支給の特別支給金の 支給を申請することができ 

る。 また、 末 支給の特別支給金の 支給を受けるべき 順位も未支給の 保険給付の場合と 同様であ 

る。 

2  支袷 申請 

来支給の特別支給金の 支給を申請する 場合は、 未 支給の保険給付の 請求と同時に 行わなければ 

ならない。 

なお、 未 支給の特別支給金支給申請書は、 未 支給の保険給付請求書と 一葉の様式 ( 告示様式第 

4 号 ) になっている。 

ただし、 同一の事由について 未 支給の保険給付の 支給を受けることができない 者が未支給の 特 

別支給金を申請する 場合にはこの 限りでない。 また、 この場合には、 当該 未 支給の特別支給金と 

同一の事由により 未 支給の保険給付を 請求することとした 場合に当該請求書に 添えることとなる 

書類、 その他の資料を 申請書に添付させるこ と 

また、 特別支給金を 受けることができる 者が死亡し、 死亡前に特別支給金の 支給を申請してい 

なかった場合において、 当該 末 支給の特別支給金の 支給の申請をしようとする 者は、 当該死亡し 

た特別支給金を 受けることができる 者が、 当該特別支給金の 支給の申請をすることとした 場合に 

提出する書類、 その他の資料を 申請書に添付させるこ と 
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208 特別支給金に 関するその他の 事項 

@  特別加入者の 業務災害及び 通勤災害 ( 通勤災害の適用のない 者を除く ) に関しても、 労働者の 

業務災害の場合に 準じて特別支給金を 支給する ( 特別支給金規則 第 16 条及び第 @7 条 ) 。 

2  労働者の重大過失等による 特別支給金の 支給制限，特別『給金に 関する処分の 通知等及び特別 

支給金を受けるべき 者に対する事業主の 助力等については、 それぞれ労働者の 重大過失等による 

保険給付の支給制限 ( 労災保険法第 @2 条の 2 の 2) 、 保険給付に関する 処分の通知等 ( 労災 則 第 

i9 条 ) 及び保険給付を 受けるべき者に 対する事業主の 助力等 ( 労災 則 第 23 条 ) に準ずる ( 特別 支 
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特別支給金の 申請期限は次のとおりであ る。 

㈹ 休業特別支給金… - 支給の対象となる 日の翌日から 起算して 2 年 ( 特別支給金規則第 3 条 第 

6 項 ) 

(2@ 障害特別支給金 - …，傷病が治 の した日の翌日から 起算して 5 年 ( 特別支給金規則第 4 条第 8 

項 ) 

(3) 遺族特別支給金……死亡の 日の翌日から 起算して 5 年 ( 特別支給金規則第 5 条第 8 項 ) 

(4) 傷病特別支給金… - 支給の対象となる 日の翌日から 起算して 5 年 ( 特別支給金規則第 5 条 

の 2 第 3 項 ) 

209 特別給与を基礎とする 特別支給金 

)  算定基礎年額等 ( 特別支給金規則第 6 条 ) 

㈹ 特別給与 

特別給与とは 労働基準法第 12 条第 4 項の「 3 箇月を超える 期間ごとに支払われる 賃金」をい 

い、 平均賃金の算定の 基礎から除覚されているものであ る。 したがって 、 同じく平均賃金の 算 

定 基礎から除覚されている 同条同項の「臨時に 支払われた賃金」 ( 臨時的、 突発的事由に 基づ 

いて支払われたもの 及び結婚手当等支給条件はあ らかじめ確定されているが 支給事由の発生が 

不確定であ り、 かつ、 非常にまれに 発生するもの ) は、 この特別給与には 含まれない。 
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(2) 算定基礎年額 ( 特別支給金規則第 6 条 第 1 項 ) 

イ 算定基礎年額は、 原則として、 被災 日 以前 @ 年間 ( 雇人後 3 年に満たない 者については 雇 

人後の期間 ) に被災労働者が 受けた特別給与の 総額をいう。 

ただし、 特別給与の総額を 算定基礎年額とすることが 適当でないと 認められる次のような 

場合には、 それぞれに述べる 特別の方法で 算定基礎年額を 決定すること。 

( イ ) 雇人後の期間が、 その事業における 同種の労働者に 対し、 被災 日 以前 l 年間に支払われ 

る特別給与の 算定の基礎となる 期間 ( 以下「特別給与の 算定基礎期間 ョ という。 ) の全期 

間 に満たないために、 支払われた特別給与の 総額が、 当該労働者に 適用される就業規則、 

その事業場における 同種の労働者の 受ける特別給与額等から 推定して、 当該労働者がその 

事業に被災 日 までに特別給与の 算定基礎期間の 全期間使用されていたと 仮定した場合に 、 

被災 日 以前 2 年間に受けたであ ろうと推計される 特別給与の総額を 下回るときはその 推計 

される特別給与の 総額。 

㏄ )  その事業の特別給与の 支給時期が臨時的な 事由により例年と 相違した場合には、 支給時 

期が例年と相違しなかったなら ぱ 、 被災 日 以前 j 年間において 受けたであ ろうと推計され 

る特別給与の 総額。 

( ハ )  被災 日 以前 1 年間に受けた 特別給与の総額が、 算定基礎期間中には、 30 日以上の労基法 

第 12 条第 3 項 第 Ⅰ 号 、 第 2 号、 第 4 号若しくは第 5 号に掲げる期間又は 業務外の事由によ 

る 傷病の療養の 期間があ るため、 当該労働者に 適用される就業規則、 同種の労働者の 受け 

る特別給与の 額等から推計して、 これらの期間がなかったとしたときに、 受けたであ ろう 

特別給与の総額を 下回る場合には、 これらの期間がなかったとしたときに、 被災 日 以前Ⅰ 

年間に受けたであ ろうと推計される 特別給与の総額。 

( こ )  じん肺患者について、 特別給与の総額が、 じん肺にかかったため 粉じん作業以外の 作業 

に 常時従事することとなった 日以前 @ 年間において 受けた特別給与の 総額を下回る 場合に 

は、 粉じん作業以外の 作業に常時従事することとなった 日以前 1 年間において 受けた特別 

給与の総額 " 

W ホ )  被災 日に 労働者が既にその 疾病の発生のおそれのあ る作業に従事した 事業場を離職して 

いる場合には、 当該疾病の発生のおそれのあ る作業に従事した 最後の事業場を 離職した 日 

以前 1 年間 ( 雇人後 t 年に満たない 者については、 雇人後の期間 ) に支払われた 特別給与 

の総額を基礎とし、 被災 日 までの賃金水準の 上昇を考慮して 算定した 額 。 

なお、 ( ィ ) から ( こ ) までの特例については、 申請人の申立て 及び十分な証明があ った 場 合 にのみ行うこ と 

口 前記 イ により算定した 額が、 スライド制や 年齢階層別最低・ 最高限度額が 適用される労災 

保険法第 8 条の 3 の年金給付基礎日額 ( スライド制を 準用する一時金の 給付基礎日額を 含 
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む " ) を 365 倍した額の 20% 栢当 額を超える場合には、 当該 20% 栢当 額を算定基礎年額とす 

る 。 

ハ 前記 イ により算定した 額にスライド 率を乗じて得た 額が、 年金給付基礎日額 ( スライド制 

を 準用する一時金の 給付基礎日額を 含む。 ) を 365f5 した額の 20% 相当額を超える 場合に 

は、 当該 20% 相当額をステイト 率で除して得た 額が算定基礎年額となる。 

二 前記 イ、 ロ、 ハ による額が 150 万円 ( スライドされた 給付基礎日額が 用いられる場合に 

は、 150 万円をスライド 率で除して得た 額 ) を超える場合には、 150 万円 ( スライドされた 

給付基礎日額が 用いられる場合には、 150 万円をスライド 率で除して得た 額 ) を 算定基礎 年 

額 とする。 

(3) 算定基礎日額 ( 特別支給金規則第 6 条第 5 項 ) 

前記 (2) の算定基礎年額を 365 で除して得た 額を算定基礎日額とする。 

㈲ 端数処理 ( 特別支給金規則第 6 条第 6 項、 第 6 条の 2 ) 

算定基礎年額及び 算定基礎日額に @ 円未満の端数が 生じた場合には、 これを ] 円に切り上け 

る。 

2  障害特別年金 ( 特別支給金規則第 7 条 ) 

㈲ 支給事由及び 支給額 

障害特別年金は、 労働者の傷病が 治 の した後身体に 障害等級 表の 1 級から 7 級までの障害が 

残った場合に、 その障害の該当する 障害等級に応じて 次の額が年金として 支給される ( 特別 支 

給金規則第 7 条 第 1 項 、 別表第 2 ) 0 

(2@ 加重障害等の 場合 

既に身体障害のあ った者が同一の 部位について 障害の程度を 加重した場合における 当該事由 

に 係る障害特別年金の 額は、 現在の身体障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別年金の 額か 

ら既にあ った身体障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別年金の 額 ( 既にあ った身体障害の 
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該当する障害等級が 第 8 級以下であ る場合には、 その障害等級の 応ずる障害特別一時金の 額の 

25 のⅠの 額 ) を 差し引いた額によること ( 特別支給金規則第 7 条第 2 項 ) 。 

なお、 傷病が再発して 治った場合については、 障害 ( 補償 ) 年金の取扱いに 準じて措置する 

ものとする。 

(3) 支給申請 

障害特別年金の 支給の申請は、 障害 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に行わなければならない。 こ 

の場合において、 傷病特別年金を 受けていた者を 除き、 申請書 ( 告示様式 第 l0 号スは 告示様式 

第 16 号の 7) の記載事項のうち、 一定の事項については 事業主の証明を 受けなければならない。 

障害特別年金の 支給の申請は、 傷病が 冶の した 日 ( 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者となった 

日 ) の 翌日から起算して 5 年以内に行わなければならない ( 特別支給金規則第 7 条第 4 項、 第 

7 項 ) 。 

3  障害特別一時金 ( 特別支給金規則第 8 条 ) 

田 支給事由及び 支給額 

障害特別一時金は、 労働者の傷病が 治 の した後身体に 障害等級の 8 級から @4 級までの障害が 

残った場合に、 その障害の該当する 障害等級に応じて 次の額が一時金として 支給される ( 特別 

支給金規則第 8 条 第 @ 項 、 別表第 3) 。 

障害等級 額 障害等級 額 

第 8 級 算定基礎日額の 503 日 分 第 1 2 級 算定基礎日額の 156 日 分 

9   39 Ⅰ 13   I0l 

Ⅰ 0   302 14   56 

ⅠⅠ   223 

(2) 併合繰上げの 場合 

障害が 2 以上あ り、 その障害等級が 労災 則 第 14 条第 3 項本文の規定により 繰り上げられた 場 

合 において、 各々の障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別一時金の 額の合算額が、 その 繰 

り 上げられた障害等級に 応ずる障害特別一時金の 額に満たないときの 障害特別一時金の 額は 、 

各々の障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別一時金の 額の合算額とする。 

(3) 加重障害等の 場合 

加重障害の場合にあ っては、 現在の身体障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別一時金の 

額から既にあ った身体障害の 該当する障害等級に 応ずる障害特別一時金の 額を差し引いた 額 と 

する。 

なお、 傷病が再発して 治った場合については、 障害 ( 補償 ) 一時金の取扱いに 準じて措置す 

一 219 一 



るものとする。 

ただし、 特別支給金規則改正 (52. 4. 1) 前における障害 ( 捕償 ) 給付 め 受給者の傷病が 

再発し・ 冶の した場合の取扱いについては、 昭和 52. 7 . 11 付け事務連絡第 36 号 ( 補 償課長名 ) 

によること。 

(4) 支給申請 

障害特別一時金の 支給の申請は、 障害 ( 補償 ) 一時金の請求と 同時に行わなければならない。 

この場合において、 傷病特別年金を 受けていた者を 除き、 申請書 ( 告示様式第 10 号又は告示 様 

式 第 16 号の 7) の記載事項のうち、 一定の事項については、 事業主の証明を 受けなければなら 

ない ( 特別支給金規則第 8 条第 2 項 ) 。 

したがって、 第三者行為災害の 場合における 損害賠償金との 調整により障害 ( 補償 ) 一時金 

が 支給されない 者についても、 障害特別一時金の 支給の決定に 当たっては、 障害 ( 補償 ) 一時   

金の受給権 者であ ることの確認が 必要であ るので、 障害特別一時金の 支給の申請の 際には、 同 

時に障害 ( 補償 ) 一時金の支給の 請求を併せて 行わせること。 

障害特別一時金の 支給の申請は、 傷病が治 の した 日 ( 障害 ( 補償 ) 一時金の受給権 者となっ 

た日 ) の 翌日から起算して 5 年以内に行わなければならない。 

4  障害特別年金差額一時金 ( 特別支給金規則附則第 6 項 ) 

Ⅲ 支給事由及び 支給額 

障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 受給権 者に対し、 特別支給金として 障害特別年金差額一時金 

を 支給する。 支給額は、 障害の程度に 応じ 次 表の石欄に次に 掲げる 額 ( スライド制が 適用され 

る 場合はスライド 後の額 ) から、 既に支払われた 障害特別年金の 額 ( 労災保険法第 16 条の 6 第 

2 項と同様の換算率を 乗じて得た 額 ) を 差し引いた額とする。 

  

障害等級 額 

第 Ⅰ 級 算定基礎日額の 1, 簗 0 自分 

2   Ⅰ ， Ⅰ 90 

3   t.050 

4   920 

5   790 

6   670 

7   560 

㈲ 加重障害等の 場合 

加重障害の場合、 再発再治ゆの 場合及び自然的経過による 障害の程度の 変更の場合の 取扱い 
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は 、 障害 ( 補償 ) 年金差額一時金の 取扱いた準ずる。 

(3@ 支給申請 

支給申請手続については、 遺族特別一時金の 場合に準ずる。 

(4) そ の 他 

イ 障害特別年金差額一時金についても 過誤払充当の 処理を行う   

ロ メリット収支率の 算定基礎から 除外する。 

5  遺族特別年金 ( 特別支給金規則第 9 条 ) 

㈹ 支給事由及び 支給額 

遺族特別年金は、 遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者に対し、 その申請に基づいて 支給される年金 

たる特別支給金であ り、 その額は、 次の表に掲げる 額であ る。 ただし、 遺族 ( 補償 ) 年金の受   

給権 者が 2 人以上あ る場合には、 次の表に掲げる 額をその人数で 除して得た 額 とする ( 特別支 

給金規則第 9 条第 @ 項、 第 2 項、 別表 2 ) 0 

  
遺 族 の 人 数 特 別 年 金 額 

Ⅰ 人 算定基礎日額の 153 日 分 

( ィ )  (0) 以外の場合 

臼 )  55 オ 以上の妻 スは   175 日 分 

障害の状態にあ る 妻 

2 人   201 日方 

3 人   2.23 日方 

4 人以上   245 日 分 

(2) 支給申請等 

イ 遺族特別年金の 支給の申請は、 遺族 ( 補償 ) 年金の請求と 同時に行わなければならない。 

この場合において、 死亡した労働者が 傷病特別年金を 受けていた者であ るときを除き 申請書 

( 告示様式第 1? 音ス は 告示様式第 16 号の 8 ) の記載事項のうち 一定の事項については、 事業 

主の証明を受けなければならない ( 特別支給金規則第 9 条第 4 項、 第 7 項 ) 。 

ロ 遺族特別年金の 支給の申請は、 遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者となった日の 翌日から起算し 

て 5 年以内に行わなければならない ( 特別支給金規則第 9 条第 7 項 ) 。 

ハ 次の場合には、 それぞれ所定の 申請書を所轄監督署長に 提出しなければならない ( 特別 支 

  給金規則第 9 条第 5 項、 第 6 項 ) 。 

W ィ )  労働者の死亡の 当時胎児であ った子が 、 既にその他の 遺族が遺族 ( 補償 ) 年金の支給の 

決定を受けた 後に遺族特別年金の 支給を受けようとするとき ( 告示様式第 13 号 ) 。 
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CD) 先 順位者が失権 した場合、 スは 所在不明により 支給が停止された 場合に 、 新たに遺族 

( 補 償 ) 年金の受給権 者となった者が 遺族特別年金の 支給を受けようとするとき ( 告示 様 

式第 ]3 号、 告示様式 第 14 号 ) 。 

ニ 遺族 ( 補償 ) 年金の請求 及ぴ 受領についての 代表者の選任等に 関する労災 則 第 @5 条の 5 又 

は第 18 条の 9 の規定は、 遺族特別年金の 支給の申請及び 受領について 準用される ( 特別支給 

会規則第 9 条第 7 項 ) 。 
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遺族特別一時金は、 遺族 ( 補 償 ) 一時金の受給権 者に対し、 その申請に基づいて 支給され、 

その額は次のとおりであ る ( 特別支給金規則 第 10 条 第 1 項 、 別表第 3 )   

イ 労働者の死亡の 当時遺族 ( 補償 ) 年金を受けることができる 遺族がいないとき 支給される 

遺族 ( 補償 ) 一時金の受給権 者にあ っては、 算定基礎日額の 1,000 国分とする。 

ロ 遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者が全て失権 した場合において、 既に支給された 遺族 ( 補償 ) 

年金の合計額が 給付基礎日額の 1,000 口 分に満たないときに 支給される遺族 ( 補償 ) 一時金 

の受給権 者にあ っては、 算定基礎日額の @,000 自分から既に 支給された遺族特別年金 ( 労災 

保険法第 16 条の 6 第 2 項と同様の換算率を 乗じて得た 額 ) 0 合計額を控除した 額 とする。 こ 

の場合の控除する 額は、 労働者の死亡の 時から引き続き 遺族特別年金が 支給されていたとみ 

なした 額 とする ( 実際には、 52 年 4 月 1 日 以降に支給されているが、 それ以前も支給されて 

いたものとして 計算すること。 ) 。 

なお、 受給権 者が 2 人以上あ る場合には、 これらの額をその 人数で除して 得た 額 とする 

( 特別支給金規則第 10 条 第 1 項 ) 。 

(2) 支給申請等 

イ 遺族特別一時金の 支給の申請は、 遺族 ( 補償 ) 一時金の請求と 同時に行わなければならな 

い 。 この場合において、 申請書く告示様式第 @5 号又は告示様式第 16 号の 9) の記載事項のう 

ち 一定の事項については、 事業主の証明を 受けなければならない ( 特別支給金規則 第 10 条第 

3 項 ) 。 

したがって、 第三者行為災害の 場合における 損害賠償金との 調整により遺族 ( 補償 ) 一時 

金 が支給されない 者についても、 遺族特別一時金の 支給の決定に 当たっては、 遺族 ( 浦償 ) 

一時金の受給権 者であ ることの確認が 必要であ るので、 遺族特別一時金の 支給の申請の 際に は 、 同時に遺族 ( 補償 ) 一時金の請求を 行わせるこ と 

口 遺族特別一時金の 支給の申請は、 遺族 ( 補償 ) 一時金の受給権 者となった日の 翌日から 起 

算して 5 年以内に行わなければならない ( 特別支給金規則 第 @0 条 第 4 項 ) 。 
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7  傷病特別年金 ( 特別 支 柏倉規則 第り条 ) 

㈲ 支給事由及び 支給額 

傷病特別年金は、 傷病 ( 補償 ) 年金の受給権 者に対し、 その申請に基づいて 支給される年金 

たる特別支給金であ り、 その額は傷病等級に 応じ次の表に 掲げる額であ る ( 特別支給金規則 第 

ぃ条第 1 項 、 別表第 2 ) 。 

障害等級 額 

第 @ 級 算定基礎日額の 313 日 分 

2   277 

3   245 

(2) 支給申請等 

イ 傷病特別年金の 支給の申請は、 当分の間、 休業特別支給金の 支給の申請の 際に特別給与の 

総額についての 届出を行っていない 者を除き、 事務処理の便宜を 考慮し、 傷病 ( 補償 ) 年金 

の支給の決定を 受けた者は、 特別支給金規則第 11 条第 2 項の申請書の 提出を行ったものとし 

て 取り扱って差し 支えない。 

ロ 傷病特別年金の 支給を受ける 者の傷病等級に 変更があ った場合には、 その変更があ った 日 

の 属する月の翌月から、 新たに該当するに 至った傷病等級に 応ずる傷病特別年金を 支給し、 

その後は従前の 傷病等級に応ずる 傷病特別年金は 支給しない ( 特別支給金規則 第 Ul 条 第 3 

項 )   

なお、 この傷病特別年金の 変更は、 傷病 ( 補償 ) 年金の変更があ った場合には 当然に行う 

ものであ り、 受給者からの 申請は要しないものであ る。 

ハ 傷病特別年金の 支給申請は、 労災保険法第 l2 条の 8 第 3 項又は第 22 条の 6 に規定する傷病 

( 補償 ) 年金の支給要件に 該当することとなった 日 ( 傷病 ( 補償 ) 年金の受給権 者となった 

日 ) の 翌日から起算して 5 年以内に行わなければならない ( 特別支給金規則第 11 条第 4 

項 ) 。 

8 そ の 他 
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病 特別年金の支給が 行われないので、 従来と異なり 新たに特別支給金規則第 3 条に規定される 

こととなった。 

(2) 年金たる特別支給金 ( 障害特別年金、 遺族特別年金及び 傷病特別年金をいう。 ) の支給の始 

期 、 終期、 支払期月、 一時差止めの 取扱いは、 年金たる保険給付の 始期、 終期、 支払期月、 保 

険 給付の一時差止めの 取扱いと同様であ る ( 特別支給金規則 第 13 条第 1 項、 第 3 項、 第 20 

条 ) 。 

(3) 遺族特別年金は、 遺族 ( 補償 ) 年金が受給権 者の所在不明又は 若年により支給停止とされて 

いる間は支給しない ( 特別支給金規則第 @3 条第 2 項 ) 。 

(4) 年金たる特別支給金は、 年金たる保険給付の 払渡しを受ける 金融機関 スは 郵便局において 払 

い渡すものとする ( 特別支給金規則第 7 条第 8 項、 第 9 条第 7 項、 第 11 条 第 5 項 ) 。 

(5) 休業特別支給金の 支給の申請を 行 う 者は、 その申請の際に 特別給与の総額について 事業主の   

証明を受けた 上で、 所轄監督署長に 届け出なければならない ( 特別支給金規則第 12 条、 告示 様 

式 第 38 号 ) 。 

なお、 この届出は最初の 休業特別支給金の 申請の際に行えば、 以後は行わなくてもよいもの 

とする。 

また、 この届出を行った 者が障害特別年金、 障害特別一時金又は 傷病特別年金の 支給の申請 

を 行う場合及びこの 届出を行った 者の遺族が遺族特別年金又は 遺族特別一時金の 支給の申請を 

行う場合には、 申請書記載事項のうち、 特別給与の総額については 記載する必要がないもので 

あ る。 

(6) 未 支給の特別支給金については、 末 支給の保険給付の 例によ り 支給する ( 特別支給金規則 第 

15 条 第 Ⅰ 項 ) 。 

また、 未 支給の特別支給金の 支給の申請は、 原則として ( 年金たる特別支給金の 場合は必 

ず ) 未 支給の保険給付の 請求と同時に 行わなければならない ( 特別支給金規則 第 15 条第 2 項、 

第 3 項 ) 。 

(7) 特別給与を基礎とする 特別支給金は 特別加入者には 支給されない ( 特別支給金規則 第 19 

条 ) 。 

(8) 傷病差額特別支給金 

傷病 ( 捕償 ) 年金を受けることとなった 者が支給を受ける 傷病 ( 捕償 ) 年金の額 ( 厚生年金 

等との併給調整が 行われる場合には、 厚生年金等との 併給の場合に 該当しないものとしたとき 

に得られる 額 ) と傷病特別年金の 額との合計額が、 年金給付基礎日額の 292 日 分 ( 365 日の 80 

外相当 ) に満たない場合には、 その差額に相当する 額を特別支給金とし て 支給する ( 特別支給 

金規則附則第 6 条 ) 。 

なお、 厚生年金等との 併給調整が行われる 場合においては、 障害の程度が 傷病等級第 2 級に 
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受給者の傷病等級が 第 2 級の場合 

傷病差額特別支給金の 額二年金給付基礎日額 x (47 日分一 32 日 分 X 併給調整率 ) 一 傷病 特 
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皿
 
労災就学等援護 費 

30 Ⅰ 支給決定 

@  支給要件の確認 

支給 
監督署長は、 受給権 者から「労災就学等援護 費 申請書 J ( 様式 第 1 号 ) 及 び 必要な書類 

変更 

が 提出されたときは、 その内容を審査し 、 次に掲げる各支給要件に 該当するか否かを 確認するこ 

と 

また、 申請書等に不備があ るときは、 これを補正させるこ と 
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Ⅹただし、 いったん支給対象者 ( 在学者等 ) に該当していたことがあ る者に限り、 その後 

スライド率の 改定で年金給付基礎日額が I6, 000 円を超えるに 至っても、 支給対象者から 

除外されることはない。 

ロ 学費等の支弁が 困難と認められるもの、 又は保育に係る 費用の援護が 必要であ ると認めら 

れるもののほか、 次の支給要件を 満たす者であ るかどうかを 確認すること。 

傷病 ( 補償 ) 年金 イ 傷病等級 第 1 級及び第 2 級に該当する 者 

ロ 、 傷病等級第 3 級 第 Ⅰ 号 、 第 2 号及び第 6 号以外に該当する 者 

ハ 傷病等級第 3 級 第 1 号 、 第 2 号及び第 6 号に該当する 者のうち、 治 

の した場合障害等級 第 1 級から第 3 級に該当すると 見込まれる者 

障害 ( 補償 ) 年金 障害等級 第 1 級から第 3 級に該当する 者 

  
遺族 ( 補償 ) 年金 全受給権 者 

なお、 遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者が転結によって 変わったときは、 昭和 45 年 10 月 27 日付け 

基 登第 774 号通達により、 新たに申請書を 提出させることとしているが、 転結後の支給要件 

の 内容について 変更がなく、 かっ申請人の 名義のみの変更の 場合は、 申請書等の提出を 省略さ 

せて差し支えないこと。 

また、 既に援護費の 支給を受けている 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者が再発により 傷病 ( 補償 ) 

年金の決定を 受け、 引き続き援護費の 支給を受けようとする 場合は、 支給要件の内容に 変更が 
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ない限り申請書の 提出を省略させて 差し支えない。 傷病 ( 補償 ) 年金から障害 ( 補償 ) 年金 ( 第 Ⅰ 級一 第 3 級 ) へ 移行する場合も 同様とするこ と 
(2) 支給対象者 ( 在学者等 ) の確認 

イ 労災就学援護 費 

  
支 給対 象 と な る 要 件 確 、 認 ， 方 法 

① 年金の受給権 者 ( 傷病 ( 補償 ) 年金を除 ⑦ 被災労働者との 身分関係を証明する 戸籍 く ) 又は被災労働者の 子であ るこ と 謄本 ( 又は抄本 ) により確認す る と テ - @ 

ただし、 死亡労働者の 子 ( 労働者の死亡 だし、 年金の受給資格者については、 確認 

当時、 胎児であ った子を含む ) について する必要はない。 
  

は 、 当該労働者の 死亡当時その 収入によっ ⑤ 死亡労働者の 子については、 死亡労働者 て 生計を維持していたものであ るこ と との生計維持関係を 証明する資料により 確 

訳 すること。 ただし、 年金の受給資格者に 

ついては、 確認する必要はない。 

② 学校教育法第 l 条に定める学校 ( 幼稚園 在学証明書又は 在校証明書により 確認する 

及び通信制のものを 除く ) 及び同法第 82 条 こと。 在学証明書等によって 判断できない 者 

0 2 に定める専修学校 ( 一般課程の進学 については、 都道府県教育主務課、 職業能力 

塾 、 予備校を除く ) に在学する者又は 職業 開発主管 課 又は専修学校連合会の 各支部に照 

能力開発促進法第 l5 条の 6 第 1 項各号に掲 会して確認， す る と 

げる施設若しくは 同法第 27 条に規定する 職 

業 能力開発総合大学校において 所定の訓練 

を 受ける者であ ること。 

③ 年金の受給権 者と生計を同じくしている 年金の受給者との 同一生計関係を 証明する 

者であ るこ と 資料により確認すること。 ただし、 年金受給 

資格者については 確認する必要はない。 
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ロ 労災就労保育援護 費 

  

支 給対 象 と な る 要 件 

① 年金の受給権 者 ( 傷病 ( 補償 ) 年金を除 

く ) 又は被災労働者の 子であ ること。 

ただし、 死亡労働者の 子 ( 労働者の死亡 

当時、 胎児であ った子を含む ) について 

は 、 当該労働者の 死亡当時その 収入によっ 

て生計を維持していたものであ る。 

② 保育を必要とする 未 就学の児童であ り保 

育所、 幼稚園等に預けられていること。 

③ 年金の受給権 者と生計を同じくしている 

者であ り、 かつ、 生計を同じくしている 者 

が就労していること。 

確 " 刃 ひ Ⅰ 、 方 法 

前記「 イ 労災就学援護 費 」④の確認方法 

と 同じ。 

託児 証明にょり確認すること。 
    

④ 年金の受給権 者と就労者及 び要 保育児と 

同一生計関係を 証明する資料により 確認す 

ること。 

㊨ 就労証明書により 確認すること。   
2  支給決定の内容 

監督署長は、 申請書等を審査の 結果、 支給要件に該当し 援護費を支給すべきものと 認めたとき 

は、 次により支給決定を 行うこと。 

Ⅲ 支給額 

ィ 労災就学援護 費 

学校教育法第Ⅰ条に 定める学校 ( 幼稚園及び通信制のものを 除く ) 及び同法第 82 条の 2 に 

定める専修学校 ( 一般課程の進学塾及 び 予備校を除く ) に在学する者及び 職業能力開発促進 

法第 15 条の 6 第 Ⅰ 項 各号に掲げる 施設 ( 以下「公共職業能力開発施設 J という ) において 所 

定の訓練を受ける 者 ( 短期課程の者及び 普通課程のうち 通信の方法による 者を除く ) 又は同 

法 第 27 条に規定する 職業能力開発総合大学校において 所定の訓練を 受ける者 1 人にっき、 次 

表に掲げる 額 とする。 

ロ 労災就労保育援護 費 

保育所、 幼稚園等に預けられている 要 保育児Ⅰ人にっき、 次表に掲げる 額 とする。 

 
 

8
 
2
 
2
  
 



  

区 分 月 額 備 考 

就 労 保 育 11.000 円 保育所、 幼稚園等。 

/ ⅠⅩ 学 校 11,000 円 盲学校、 ろう学校、 養護学校の小学部を 含む。 

中 
;@"@ 子 校 15,000 円 盲学校、 ろ う 学校、 養護学校の中学部を 含む。 

，中等教育学校の   

の 前期過程を含 

( む 。   

高 等 学 校 17,000 円 高等専門学校第 1 学年一第 3 学年、 盲学校、 ろ う 学校、 考 

，中等教育学校の 、 詩学校の高等部、 専修学校の高等課程若しくは 一般課程 

の後期過程を 含 ( 進学塾、 予備校を除く ) スは 公共職業能力開発施設に キ 

、 む 。   いて中学校卒業者若しくはこれと 同等以上の学力を 有する 

と 認められる者を 対象とする普通職業訓練若しくは 第一類 

の 専修訓練課程の 普通職業訓練を 受ける者を含む。 

大 単 35.000 円 高等専門学校第 4 学年、 第 5 学年若しくは 専攻科若しくは 

専修学校の専門課程、 公共職業能力開発施設において 普通 

職業訓練を受ける 者 ( 高等学校区分を 受ける者を除く。 ） 

若しくは高度職業訓練を 受ける者 スは 職業能力開発総合 大 

単 において長期課程の 指導員訓練を 受ける者を含む。 

年
月
 

始
 

 
 結

文
 

支
 

イ
 

 
 2
 

 
 

監督署長に対し、 申請書が提出された 日の属する月とする。 ただし、 申請書等が提出され 

た日の属する 月が、 遺族 ( 補償 ) 年金、 障害 ( 補償 ) 年金又は傷病 ( 補償 ) 年金を支給すべ 

き事由の発生した 月であ るときは、 その翌月とする。 

ロ 支給終了予定年月 

( ィ ) 労災就学援護 費 

在学者等が、 当該学校の通常の 修業年限を終了する 年月とする ( 昭和 45. 12. 27 基 発 

774 号参照 ) 。 

㏄ ) 労災就労保育援護 費 

要 保育児の小学校入学予定の 年の 3 月とすること。 
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3  支給決定決議 

援護費の支給決定決議は、 申請書の 0CR 入力により出力される 決議事によって 行うこと。 

4  支給又は不支給決定通知 
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なお、                                     させた場合は、 申請人に対する 通知は省略して 差し支えない。 

  

302 変更 ( 又は不支給 ) 決定 

}  変更 ( 又は不支給 ) 事由の確認 

Ⅲ 申請書等による 処理 

監督署長は、 申請人より援護費の 額の変更に係る 申請書等が提出されたときは、 次により確 

認を行い、 変更又は不支給の 決定を行うこと。 この場合、 その申請人に 対して引き続き 援護 費 

が 支給されるものであ るとき ( 他に援護費の 対象となる在学者等があ る場合を含む ) は変更決 

定を、 援護 費 が支給されなくなるものであ るときは不支給決定を 行 う こと。 

イ 在学者等が増加した 場合は、 当該在学者等について 支給要件に該当するか 否かの 別 、 該当 

する場合は、 その事由発生の 時期。 

ロ 在学者等が次のいずれかに 該当するに至った 場合は、 その事実及び 事由発生の時期。 

( イ ) 死亡したとき。 

(a) 婚姻 ( 届出はしていないが、 事実上婚姻関係と 同様の事情にあ る場合を含む ) したと き 

( ハ )  直系血族又は 直系姻族以覚の 者の養子 ( 届出はしていないが、 事実上養子縁組関係と 同 

様の事情にあ る者を含む ) となったと き 

( こ )  離縁によって 被災労働者との 親族関係が終了したとき。 

0 ホ ) 援護費の支給を 受けている者 ( 受給権 者 ) との同一の生計関係を 解消したとき   

( へ ) 退学等したとき。 

( ト )  就労保育援護費の 支給を受けている 者で就労者との 同一生計関係を 解消したとき   

( チ ) 就労保育援護費の 支給を受けている 者で就労していた 者が就労しなくなったとき   

( 注 ) ただし、 ( の 、 W ハ ) 及 び ( こ ) については、 障害 ( 補償 ) 年金の受給権 者自身が在学者 

であ る場合は除かれる。 
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(2) 署長の職権 による処理 
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そ
に
 

監督署長は、 毎年 5 月に申請人より 「労災就学等援護 費 支給対象者の 定期報告 

書 」 ( 様式第 3 号の定期報告書 ) が提出されたときは、 次のいずれかに 該当する 

か否かの確認を 行い、 該当する場合は、 職権 による変更 ( 又は不支給 ) 決定を行 

つ - 

イ 在学者等が引き 続き支給額の 区分を異にする 上級学校へ進学 ( 就労保育援護 

費を受けていた 者が小学校へ 入学した場合、 高等専門学校第 3 学年より第 4 学 

年へ進級した 場合を含む ) したとき。 

ロ 在学者等が引き 続き支給額の 区分が同じであ る他の学校 ( 例えば、 短期大学 

から大学 ) へ 進学したとき。 ハ 在学者等が上記Ⅲの 事由により支給要件を 喪失したと き 

う
不
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ほ
 支給 ) 決定を行 う 

イ 傷病 ( 捕償 ) 年金、 障害 ( 補償 ) 年金、 又は遺族 ( 補償 ) 年金の基本権 が消 

滅したとき 0 

ロ 障害 ( 補償 ) 年金受給権 者の障害等級が 第 4 一 7 級に変更されたとき。 

ハ 在学者等であ る遺族 ( 補償 ) 年金の受給権 者 ( 死亡労働者の 子を除く ) が 

l8 歳に達した日以後の 最初の 3 月 31 日が終了したことにより 失権 したとき。 

Ⅹなお、 在学者等であ る遺族 ( 補償 ) 年金の受給費 格 者 ( 受給権 者を含む ) が 

死亡労働者の 子の場合には、 lm 歳に達した日以後の 最初の 3 月 31 日が終了し 

ことにより年金受給権 を失権 スは 失格しても、 外にその在学者等と 同一生計に 

あ る受給権 者がいる場合には、 引き続き援護費の 支給対象者となる。 
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2  変更決定等の 内容 

㈹ 支給額の変更 

支給額の区分を 異にする上級学校へ 引き続き進学したときは、 その区分に応じた 支給額に変 

更 する。 

@2) 変更事由発生の 月 

ィ 在学者等が増加したときは、 監督署長に対し 申請書が提出された 日の属する月とする。 

口 在学者等が減少したときは、 その事実の発生した 月とする。 

ハ 在学者等が引き 続き上級学校へ 進学したときば、 その年の 4 月とする " , 

3  変更決定等決議 

㈹ 申請書による 変更決定等決議は、 0 CR 入力により出力される 決議事によって 行うこと   

(a@ 定期報告書に よ る変更決定等決議は、 同報告書人力帳 票の OC R 人力により出力される 決議 

書 により行うこと。 

(3) その他監督署長の 職権 による変更決定等決議は、 変更 票の O C R 入力により出力される 決議 
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4
 

行うこと。 

(2) 監督署長が定期報告書により 変更決定したときは、 受給権 者への通知は 要しない。 

ただし、 在学者等が進学した 場合において、 その学校が支給要件に 該当しないものであ るた 

めに不支給決定したときは、 「不支給決定通知書」を 準用して通知を 行うこと。 

(3) その他監督署長が 職権 による変更 ( スは 不支給 ) 決定等をしたときは、 「不支給決定通知 書 」を準用す る 

5  支給の中断，復帰 

Ⅲ 支給の中断 

在学者等が次のいずれかに 該当するに至った 場合は、 当該在学者等にかかる 援護費の支給を 

， 中断する。 イ 休学又は停学のため 学校に出席しないと き 口 留年又は落第により 原級に留っていると き 

ハ 就労保育援護費の 支給を受けている 者で、 就労していた 者が就労しなくなったとき。 

ニ 援護費の支給を 受けている者 ( 受給権 者 ) との同一生計関係を 解消したとき。 
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6  支払差止 

支払差止又は 支払差止解除の 決定決議は、 変更 票の OC R 入力により出力される 決議事により 

行うこと。 

け ) 支払差止の決定 

監督署長は、 受給権 者の所在が不明であ るとき、 ズ は定期報告書を 正当な理由がなく 期限 内 

に 提出しないときは、 支払差止の決定を 行うこと   

(2) 支払差止の解除決定 

監督署長は、 支払差止中の 受給権 者の所在が判明したとき、 又は定期報告書が 提出されたと 

きは、 支払差止の解除決定を 行うこと。 
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様
 

式 

1  短期給付関係 

@  請求書の不備返戻について                                                                                                                                                               

2  保険給付請求書処理 簿                                                                                                                                                                         3 

3  診断及び意見書提出の 依頼について                                                                                                                                     4 

4  診断書提出の 依頼について                                                                                                                                                                 0 Ⅰ 

5
6
7
8
9
 

円
 

n
 

は
 

は
 

 
 

検査・診断書提出等依頼 台                                                                                                                                                         

意見書の提出依頼について                                                                                                                                                               

意見書の提出について                                                                                                                                                                         

専門医等に対する 意見書依頼台帳                                                                                                                                             

控除額支払決議 書                                                                                                                                                                                     

控除債権 調査決定決議 書                                                                                                                                                                   

債権 発生通知                                                                                                                                                                                                 

債権 確認。 徴収決定決議 書                                                                                                                                                             

不支給・不変更決定通知 … - … - ‥ - 。 …… -- ……… ， … - … ------- … - …・。 ‥，   

療養・休業補償給付等 支 ・ 給 決定・不支給決定。 振込・支払通知 -- ……… - …。 … --   

介護に要した 費用の額の証明書                                                                                                                                                 

介護 ( 補償 ) 給付支給・不支給・ 変更決定・振込・ 支払通知書                                                             

0
g
0
1
2
3
4
5
G
@
 

Ⅰ
 
l
l
l
l
l
l
J
@
I
@
@
 Ⅰ
 
1
 

 
 

l7  保険給付記録 票 ( 通勤災害用 )   20 

Ⅱ 年金給付関係・その 他 

18 支給決定通知書                                                                                                                                                                                           2 Ⅰ 

@9 一時金等支給決定・ 不支給決定・ 振込・支払通知 …‥                                                                                       22 

20  保険給付の裁定・ 保険給付の額の 改定についての 照会                                                                                     23 

21 保険給付の裁定・ 保険給付の額の 改定についての 回答                                                                                     24 

22 傷病の状態等に 関する届書の 提出について                                                                                                                   25 

23  診断書 ( じん 肺用 )                                                                                                                                                                               26 

24  診断書 ( せき 髄 損傷用 )                                                                                                                                                                     28 

25  診断書 ( じん 肺 ・せき 髄 損傷以外用 )                                                                                                                               30 

  



26 受診命令書                                                                                                                                                                                                         

27 一時差止め通知書 …… -- 。                                                                                                                                                         

28 遺族 ( 補償 ) 年金支給停止解除申請書                                                                                                                               

29 年金証書再交付申請書                                                                                                                                                                         

30 傷病 ( 補償 ) 年金受給者傷病の 状態の変更に 関する 届 ・治 め届                                                             

31 年金等受給権 者死亡届                                                                                                                                                                         

32 遺族 ( 補償 ) 年金代表者選任・ 解任 届                                                                                                                               

33 年金たる保険給付の 変更決定決議 書                                                                                                                                     

34 年金たる保険給付の 支給停止・支給停止解除，支払決定決議 書                                                               

35  円 払 ・充当処理決議 書                                                                                                                                                                         

36  じん 肺 ・せき 髄 損傷・その他の 長期療養患者名簿                                                                                                 

37 年金証書交付処理 簿                                                                                                                                                                                 

38 遺族 ( 補償 ) 給付受給権 ( 資格 ) 者認定書                                                                                                                   

㌍
 

お
簗
 
㌍
㏄
 
甜
 
"
 ㏄
㏄
 
如
 
 
 

、 やえ 



( 不備返戻様式例コ 

④ 

収 受 
第 万 起 案 年 月 日 

番 号 

担当者 
不備返戻 簿 

署 長 課 長   
記入済 印 

電話   
事 業 揚 名 与 

番 請求書種別及 び 収受番号 第 

請 求 人 氏 名 佳所 

請求書の不備返戻について ( 伺い ) 

上記の請求人から 提出のあ りました 別 紅の請求書は ，下記のとおり 不備があ りますので、 不備 

返戻してよろしいかお 伺いします。                     

「 

  

  

  

  
  

考 返 戻 再 受付 再返戻 再再受付 照 会 支払 済等 臓 
処理 年月 日 年月 日 年月 日 年月 日 年月 日 完結年月日 

麗過           
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殿 

⑧ 

収 受 年 月 日 
第 号 

番 号 

労働基準監督署長 

請求書の不備返戻について   
べの上， 月日までに折返し 再提出して下さい。 

" - 只 - - 己                                                 
      
注意 0 この 付 援は必ずつけたまま 再提出して下さい。 

0 特に説明を要する 場合は、 別紙に記入して 下さい。   

0 請求書の訂正箇所には 必ず訂正印を 押して下さい。 

㈲⑧様式と⑧様式とは 複写 式 とし、 同一内容を記載する 欄は複写に よ り同時に記入すること。 
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ひっ 

  

  

保険給付請求 婁 処理 簿 

収 受 処 理 経 過 

年 月 日 年三 月 日 

僻 招客 労政 働榊 保翻 険鱒 番碑 号音 請田 次数 請 ㎝ 求棚 大樹 民報 支給決定額支払年月日 
考 

番 号 年 月 日 
・ ・ 使 労     使 労 
    珍 他   ・ 診 他 

    再受甘     有史 甘 
    使 労   ， 使 労 
  ． 珍 他     抄 他 
    甘受 甘     斉女色 
    便 労 ・ ・ 使 憶 他 妙 他 珍 

    再受甘     拝受 甘 
  ． 使 労   ・ 位 封 
  ・ 珍 他     珍 他 

    荷受 甘     朽女 甘 労 使 労 使 

， ， 診 他   ， 珍 他 
    再受甘     稗史 甘 
・ ・ 使 労     使 労 

    診 他   ・ 診 他 

    稗史各     科異音 
  ， 使 労 ， ・ 使 労 
    珍 他 ，   砂 地 
    拝受 督     再受甘 労 使 使 労 

    紗 也     珍 他 
    稗史 甘     再 女色 
    使 労     使 労 
    珍 他 ，   紗 也 
  か 拝受 吝     再受甘 
    使 労     使 労   
    百文吾     再受甘 
  ・ 使 労 ・   便 竹 
    珍 他 ， ， 珍 他 

    再受甘     稗史 甘 
    位 封     便 労 
    砂 地 ，   診 他 
    拝受 甘     耳菜 甘 労 使 労 使 

    珍 他     珍 他 
    拝受 甘     将文音 
  ・ 使 労 ， ・ 使 労 

・ ・ 珍 他 ・   珍 他 
    荷受 甘     稗史 甘 
    使 労     使 労 
    珍 他 l .   珍 他 
    再生首 l     稗史 甘   



署長 次長 課長 係長 係 

診 様式第 14 号の ュ 

番号 

診断及び意見書提出の 依頼について ( 伺 い ) 

下記 1 の者にかかる 保険給付に関し 必要があ るので、 

下記 2 の医療機関に 診断及び意見書の 提出を依頼してよ 

らしいかお伺いします。 

- 一 口 一 一 己 

1. 伐キ催訪 保険 労働者の 
番 号 氏名、 年金 (  歳 ) 
事業場の 労働者の 
名 称 イ三 所 E 

最終診療 労働者の 
機 関 君 職 種 

傷 病 名   平成 昭和 年 
月 日 

震合 

断 

事 

項 

病 院 
2 診療所 

  (E 捧 三宮市 
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診 様式 第 15 号の ュ 

  

労働 
番 

事業 
名 

最終 
機 l 

傷 ; 

言合 

断 

事 

項 @ 

言合 断
 

展
庄
 

又
 
，
 

 
 

長
 

院
所
 
療
 

病
診
 

土
 
日
 
"
u
"
 

び
 
 
 

菩提出 の  
 
捧
頁
 

長
 
署
 
監
督
 

番
号
 
準
 
基
 
労
働
 

ひ 。   い て 

下記の者にかかる 保険給付に関し 必要があ りますので、 

下記の事項について 診断の うえ 、 その結果を別添の 意見 

書によりご回答下さるよう 依頼します。 

( なお、 本件の費用については 別添の請求書によ     Ⅰ - " 。 "" 。 c@ 圭 訂 

木下さい カ - 一 - - 口 己 

l 保険 労働者の 
Ⅰ デ 氏名、 年余   (  歳 ) 

場の 労働者の 
称 Ⅰ 王 明 月 

  言合尭姦 労働者の 
関 君 職 種 

病 名 月 日 周 楽 傷病 負 年 日 
年 
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診断書提出の 依頼について ( 伺 い ) 

カ
 

で
い
 

の
し
 

る
 

る
 

あ
ょ
 

が
て
 

要
し
 

必
頼
 

し
依
 

関
 

る
 

に
出
 

付
提
 

糸
 
ム
ロ
 
の
 

除
書
 

保
断
 

る
診
 

力
に
 

 
 に

機
 

者
 

療
す
 

  

  

の
医
ま
 

1
 

の
し
 

記
 
2
 

 
 

下
記
 
伺
 

了
 

お
 

係 

歳 ) 

日 

署長 次長 課長 係長 

診 様式第 14 号の 2 

番号 

" 一 一 一 口 己 

1.  労働保険 労働者の 
番 号 氏名、 年金   

事業場の 労働者の 
名 称 住 折 戸 

言合 療 労働者の 
機 関 君 職 種 

傷 病 名   昭和 平成 年 
月 

    

病 院 
2 言合劣寮ミ戸斤 

( 医官 市   
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診 様式第 15 号の 2 

%
 
 お
 ，
 

 
 

樹
葉
 

 
 

芳
香
 事
名
 珍
機
 
傷
 

殿
 

 
 療
 

病
診
 

言全 断 重
 日
 下記の者 4     

診療 担当医師 

才
 
"
 
ス
こ
 

出
 
  

かかる保険 給 

依
 

ィ 寸に 関 

による傷病の 状態に 

さるよ う 依頼します。 

( なお、 診断書 に 要する費用 

よ
 
） ご 請求下さ   O 

 
  

 

- 己 

はっ 

頼 

し 石 

関す 

れて 

番号 

労働基準監督署長 

ほ つ い て 

要があ りますので、 

る 診断書を提出丁 

は別添の請求書に 

険 ， Ⅰ 

号 

  
称 

療 
名 

名 

労働者の 
氏名、 年金 (  歳 ) 

労働者の 
住 所 月 

労働者の 
職 種 

昭和 年   月 日 

    

Ⅰ 7 一 



診 様式第 13 号 

検査・診断書提出等依頼台帳 

｜
 
㏄
 
｜
 



様 式 2 

平成 

葉
月
 

発
 
署
 
基
年
 

号
目
 

係
 

長
 

係
 

長
 

課
 

長
 

次
 

畏
 

睾
 

病 殿珍 玩 院 
診療所 殿 

意見書の提出依頼について 

下記の労働者にかかる 業務上外の認定 治ゆ め ㎎ 定 再発の弗 障害等級の認定 定 ほ ついて 姥 腰があ るので、 下 

記の事項について                   を依頼してよろしいかお 伺いします。 

コし き p 

労働保険 労 何者 の 
番 号 氏名、 年会   歳 ) 

亨業棚 ・ の 労 勘者 の 
名 称 住 所 

正接診療 労働者 の 
機 関 名 職   種 

侮 病 名 負驚 年月日平成 年 月 日 

発病   依   
碩                                                                                                                                                                                                                                                               
事                   

セ 
項     

      
      基 

  
発 

添付苔類 第 
四 
五   

四 
提出期限 平成 年 月 日 担当者官職氏名 号   
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4
 

式
 

様
 

殿
 

日
 

月
  
 

号
  
 

成
 

第
平
 

病 院 
診療所 

医 師 ⑧ 

意 見 書 の 提 出 に つ い て 

今般、 標記について 依頼があ りましたので、 下記のとおり 意見を申し述べます。 

- 己 

労働保険 府め eh3@s ほ ま ** 号 
番 号           月 侮病 負発 年 日 年月 日活 ゆ 年月日 年 月 日 

労 勘者の 負 侍の部位及 び 
氏 名 (    傲 ) 儀 病 名 

主 
訴 
及 

ぴ 

自 

覚 
症     
依                                                                                                                                                                                                                                                                                               

頼   
手 
項                                                                                                                                                                                                                                                                                             

に     
か 

か                                                                                                                                                                                                                                                                                             

る   
薫 
見                                                                                                                                                                                                                                                                                             

  検                                                                                                                                                                                                                                                                                             
    

杢   
      

成                                                                                                                                                                                                                                                                                                 
荻   
  等                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

      
  
      
  
      
サ   

( 注 ) 1. この意見 再は ． 1 部労働基準監督署長へ 提出してください・ 

2.  「医師の氏名Ⅰの 右は、 記名押印することに 代えて．自筆による 若名をすることができます・ 

( 手れ出用 ) 

-@  工 0 一 



専門 B,2? 等に対する意見書依頼台帳 
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様式第 2 号 ( その 1 フ 

控除額支払決議 書 

  

課 長 係 長 主 任 係 
資金前渡官吏 

署 ， 長 

( 次 長 ) 

￥ 債権 の種類 労働者災害補償保険 通勤災害一部負担金債権 

保険給付から 控除した上記の 一部負担金相当額を 歳入 
に納付してよろしいか。 

また、 下記のとおり 労働者災害補償保険通勤災害一部 
負担金額表を 歳入徴収 官 に送付してよろしいか。 

発 議 

決 議 

国庫 金 

振替 書 第 口てリ   
目 ( 日 )  保険給付費 

入
人
人
 

恢
恢
 

雑
雑
雑
 

）
）
）
 

 
 歳

入
科
目
 

  

  

  

  

) 労働局 

第十三号 筏噌式 

労働保険特別会計労働者災害補償保険 
通勤災害一部負担金額 表 

（ 

度
 
年
 

管
 
所
 
月
 

 
 
 
 

君
朝
 
生
 

備
 
発
 
債
権
 

 
 

 
 

円
 

金
額
 

担
 
負
込
 

部
 
一
仏
 

件
 

者
名
 

働
 
労
 
ク
く
 

彼
氏
 

ス
書
 

手
替
 

切
振
 

幸
 
t
 

小
金
 

二
 
二
口
 

、
庫
 

全
国
 

親
 は
 

上記の労働者災害補償保険通勤災害一部負担金を 払込みました。 

平成 年 月 日 

資金前渡官吏 
労働基準監督署長 

歳入徴収 官 

労働局長 あ て 
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様式第 2 号 ( その 2) 

控除債権 調査決定決議 書 ③ 

課 長 補 佐 係 長 係 発 議 
歳入徴収 官 

局 長 決 議 

( 次 長 フ 歳 入 
納 付 

徴収 簿 
￥ 債権 の種類 労働者災害補償保険 通勤災害一部負担金債権 登 記 

上記金額の債権 が発生し、 下表のとおり 歳入に納付されましたので、 

歳入金の徴収決定をしてよろしいか。 

第十三号の八書式 

労働保険特別会計労働者災害補償保険 
通勤災害一部負担金額 表 

（ ) 労働局 

被災労働者 一部負担金 l 備 考 
所管年度 現金、 は国庫金振替 小切手又 書 氏 名 払 込 宮原 ( 債権 発生年月日 ) 

円 

十 件 円 

上記の労働者災害補償保険通勤災害一部負担金を 払込みました。 

平成 年 月 日 

資金前渡官吏 

労働基準監督署長 囲 

殿
 

長
 
局
 
働
 

官
労
 

収
 
徴
 
入
 
歳
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様式第 3 号 ( その 1) 

債 権 発 生 通 知 ( 伺 い ) 

課 長 係 長 主 任 係 発 
署 長 

議 

  
決 議 

  

( 次 長 ) 
通知書発送   

給付記録 票 
- - - - 口 己 

先に支給決定した 通勤災害の療養給付に 関し、 下表 入 

の とおり歳入金債権 が発生しましたので、 千案により 

歳入徴収 官 に通知してよろしいか。 

  会計及び勘定 名   歳 入 科 目   債権 の種類 l 

  労働保険特別会計労災勘定   ( 款 ) 雑収入 ( 項 ) 雑収入 ( 日 ) 雑人   
労働者災害補償保険 
通勤災害一部負担金債権   

 
 務

定
 
決
 
給
 

 
 
給
 
養
 
療
 

額
 
円
円
 

金
 
権
 
債
 

数
件
件
 

発
生
 

件
 

 
 
発
 
権
 
債
 分

名
 

期
 

 
 

ム 口 計 口 
4 年 

備 考 

門 内訳は、 別添「債権 発生調書」のとおり。 

債 権 発 生 通 知 ( 案 ) 

労働者災害補償保険法第 25 条第 2 項の規定に ょ り、 一部負担金として 徴収すべき 

歳入金債権 が上表のとおり 発生しましたので 通知します。 

平成 年 月 日 

歳入徴収 官 

労働局長 あ て 

労働基準監督署長 
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様式第 3 号 ( その 2) 

債権 確認・徴収決定決議 書 ⑧ 

歳入徴収 官 

局 長 

( 次 長 

一部負担金 

発生調書」等 

歳入金の徴収 

る
り
 
及
 

係
よ
定
 

-
 
し
 
｜
に
決
 

）
 

の
し
 
入
 

長
 

表
査
納
 

課
 

不
調
 び
 

 
 

補 佐 

い
誤
 

つ
 
ろ
 

｜
 こ
こ
 

権
と
 
告知 をし 

    

て 、 別添「債権 

りがないので、 

てよろしいか。 

一 発 議   

決 議   

一 納入告知 書   

発 ノー イニ - Ⅰ 

  履行期限   

徴収 簿 登記   

債権 管理 簿   

登 - 一 - - 口 己 

債権 番 管理 簿 号 No 

定
 

 
 
定
男
 

 
 
及
糊
 

計
険
 

 
 
労
 

険
権
 

 
 
の
 吉
郎
 

 
 
労
連
 

入
 
雑
 

 
 
入
 

 
 
 
 
入
 

 
 
款
 
)
 

 
 債権 発生年度 発生件数 債権 金額 債 務 者 等 

年度 件 円 療養給付支給決定 年度 四半期分 

年度 件 円 ほか 名 

ム 口 計 。 件 円 内訳は、 別添「債権 発生調書」のとおり。 

備 考 

  

債 権 発 生 通 知 

労働者災害補償保険法第 25 条第 2 項の規定により、 一部負担金として 徴収すべき 

歳入金債権 が上表のとおり 発生しましたので 通知します。 

平成 年 月 日 

歳入徴収 官 

労働局長 殿 

労働基準監督署長 回 
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⑥
 
 
 

労働者災害補償保険 

療養・休業補償給付等 

  

  

支給決定・不支給決定通知 

(2) 振込・支払 通知 
年 月 日 

支 払 ( 振 込 @ 金 額 所在地 

振込先 
金融機関 

  

店輔名 

預貯金種別   官署名 

番 号 

  
措 

八 %   
口 住五 " 
  
  
  
  

  
あ なたが請求・ 申請された保険給付，特別支給金を 表記 1) の 減額及 び 不支給決定の 理由 

とおり決定したので 通知します。 

労働基準監督署長 囲 

0 当署まで照会してください。 この決定理由の 詳細についてお 聞きになりたい   臣があ れば、 
0 表記㈹の保険絵付に 関する決定に 不服があ る場合には．決定   
険 審査官に対して 審査請求をすることができます。 

振 込 通 知 
0 表記②の 支な 、 金額をご指定の 金融 接 閲の預貯金口座に 振込み 

の手続をしましたので 通知します。   
支 払 通 知 
0 泰誠 2) の支払金額を 

      日午前 午後 時 分 頃 

    支払．いますので、 請求書に押印した 印鑑とこの通知書を 持参 表記 (l@ についての説明事項 

        して当署までおいで 下さい。 @ . 給付等の種 蔑 体菜 し ---O ・・・： ｜ ， 表た 文音の 記 ② ) 支 払 金 額 を 最 寄 り 金 融 級 ら 閣 金 手 続 を し ま 未 支考の体 祐 仁治 娃牽仮拾号 付 ・ 体 案特別文治 ・ 体票臆 % 安若生 全 5 6 % ま 養福援詰付 壌妾袴仮治は たる 挽夫 たる 度 の貢馬 実の吏用 給 蕾 付 付         休 % お 付   体 案特別支給金 7       痕表 若竹たる 摸 妥の援用鈴付 
          末文 鈴 の 休 美祐 付   休業 持 脚立 寿金 8       ま夷 濤 の 億夫鎗付 たる 俺 売の費用捨 付 

資金前渡官吏 2. 増減額及 び 不文 拾 決定理由 屈 の印言 
「蒔期期間を 控除してあ ります」 

俺期期俺 とば、 休 柔の最初の 8 から 3 日 問 のことで．この 間の体菜 ( 校旗 ) 
拾 は 及 び体 案特別 支稔 全は文治きれません。 
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様式第 6 号の 2 
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氏
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エ
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被
   

  

介 

二 %   

人 

の 

証 

明 

介護を行った 

日及び時間 

代 金 

日 ( 時間 ) 、 日 ( 時間 ) 

日て 時間 ) 、 日 ( 時間 ) 

日 ( 時間 ) 、 日 ( 時間 ) 

円 

て うち交通費 円 ) 

年 月 における介護の 代金として上記の 金額を領収したことを 

） 

） 

） 

証明します。 

年 月 日 

介護人の 住 所 ( 電話 

氏 名 ⑳ 
( 記名押印ス は 署名 ) 

職 業 家政婦・看護婦・その 他 （ 

被 介護者との親族関係 無 ・ 有 ( 被 介護者の 

( 注意 コ 

披 介護者との同居の 有無 有 ・ 無 

1. 介護人の職業 欄 、 被 介護者との親族関係の 欄及び 被 介護者との同居の 有無 欄は、 
該当事項を 0 で囲み、 必要事項を記載すること。 

2. 介護人の氏名記入 欄は 、 記名押印に代えて 自筆による署名をすることができる。 
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Ⅲ 介護 

年金証書番号 l 

(2) 振込・支払 通知 

  

  

( 請求人住所 及ぴ 氏名 ) 

支 払 ( 振込 ) 全 額 

振 込 先 
全段 倣関 

  

店 舗 各 

預号 全種別   

  

 
 

 
 

聴
 
コ
ム
 
泄
 痒
み
 

4
%
 

口
ロ
 口
 山
口
ロ
 口
 

年 月 日 
一 

 
 

  

支給・不支給決定通知 
0 あ なたが請求された 保険給付を表記㈹のとおり 決定し 
l たので逓加します。   
変更決定通知 
0 さきにあ なたに対してなした 当該給付の支給・ 不支給 決 
左 については、 右記の理 由 により表記 (1@ とおり、 取消 
し、 新たに決定したので 舶 如します。 

9 旭接 ．額は、 同月の納入， 加 Ⅲ . より古畑外記   授 の指定 
銀行にお． い込 なか、 若しくはⅢ 若へ 持参の t. 納入してく 
ださい， 
  

労働基準監督署長 回 

振込通知 
O 衣 aI%) の 支払、 金額をご指定の 金融横関の預貯金Ⅱ座に 
振込のヂ続きをしましたので 通 如します，   
・支払通知 
0 表記 (2!0% せ、 金額を 

                                                                時 分 碩 
支払。 ますので請求吉 に 押印した印鑑とこの 通知 蓋 を持 
って掻器までおいでくだきい。 

C 表記 (2) の支払金額を 最寄りの金融 撰関 に送金の手続き 
をしました。 

資金前渡官吏 

0 この決定理由の 詳細についてお 聞きになりたい 点があ れ 
ば 、 当署まで照会してください ， 

0 表記㈲の保険給付 に 閲する決定に 不服があ る場合には   
決定があ ったことを知った 日の翌日から 起算して 60 日以内 
に 表記の労 働基華 監督署を管轄する 都道府県労働局の 労働 
者 災害補償保険審査官に 対して審査請求をすることができ 

ます。 

不支給決定 / 変更決定・の 理由 

表記㈹の説明事項 

    変更決定のどきの ① 追幹 題目②合同法定額の 計算方法 合計一③ム功文治決定   取消 額の合計 
①回収額 - ③当初 支 論決定・ 取浦種 の合計 - ②今回決定額の 合計 

    介護を受け治めた 「 理由 C 年 輯 C の 印書 月は介護を受け 月二ついてば．親族生から 始めた月のため 支斡 費 憶を支出しな。 ばきれません」 で 

                                                                                      -% 定額の友治 は 三八ま亡ん     
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月
 

年
 

名
時
 

 
 

中
 
@
 
宙
 

氏
災
 
傷 病 名   

係
 

関
 
 
 
 
 
 
 
 
 

円
円
円
 

額
額
額
 

口
絵
 
 
 

 
 

 
 給

特
算
 

 
 

  
謂 査   

種 別 年 月 日 復命者番号 

種 月吐 受 付 番 号 支給決定年月日 
決 定 金 額 備 考 
( 内 払金額 ) ( 由弘処理番号 ) 

一 時 金 円 級 号 

障 害 年 金 
前払 一時金 

一 時 金 
遺 族 年 金 
前仏一 時金 

葬 祭 給 付 

傷 痛 手 金 
級 号 

冶ゆ ・死亡年月日     

  

厚 生 年 金 等 受 給 関 係 労 働 福 祉 事 業 関 係 

年 金 の 種 類 厚手   目手   船員 

所轄社会保険 
事 務 所 等 

基礎年金番号 ・ 

厚手等の年金証書 
0 年金 コ ー ド 

支 給 額 支給開始年月日 

  

- 一 - Ⅰ - モ 二 事 ( 振込口座番号等 ) 
  

支 給 制 限 費 用 徴 収 
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険
等
 

保
 
債
付
 

 
 
㏄
 
@
.
 

木
 
@
 

者
金
 

働
 
芳
年
   

電話番号 

あ なたが請求申請された 保険給付・特別支給全を 下記のとおり 決定したので 通知します。 

労働基準監督著長⑳ 

 
 

 
 

年
 

この決定理由の 詳細についても 聞きになりたい 点があ れば、 当署まで照会してください。 

下記の保険給付に 関する決定に 不服があ る場合には、 決定があ ったことを知った 日の翌日から 起算して 60 日以内に上記 

の労働基準監督署を 管轄する都道府県労働局の 労働者災害補償保険審査官に 対して審査請求をすることができます。 

 
 

 
 

備 考 

      
Ⅹの合計金額から 回収額合計，姉者損賠受領額を 差し ぅ l い た額が一時金振込 ( 支払 ) 金額です。 
ただし、 特別 R 給金については 三者損賠受領 額 との調整は行われません。 
年金の支払  が土曜日・日曜日又は 祝祭日の場合は、 金融 族関 等の直前の営業日となります。 

支払 ( 振込 ) 全額 

振込先 謹融 姦曲 宕 
備 考 

績 貯 金 種 別 番 号 
振込通知 
・上記の支払金額をご 指定の金鼓 接憶 の 碩 方金口座に振込みの 手続をしましたので 適 如します。 

支払通知 
  上記の支払金額を         寸頃 支払いますので   請求書等に押印した 
印簗 とこの通知吉を 持参して当署までおいで 下さい。 

  上記の支払金額を 最寄 サ の今 註 機関 に 送金の手続をしました。 

資金前波官吏 
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日
 

 
 

月
 

き
 

年
 

 
 カ
 

は
 

便
 

郵
 ⑨労働者災害補償保険 

年金 - 特金給付等 

請求書申請書名 

請求人・申請人氏名 

決定年月日 l 年 月 日   

受付番号 l 

あ なたが請求申請された 保険給付・特 
別支給金を表記のとおり 決定したので 通 

知します。 

労働基準監督署長⑳ 電話番号 

  

  @ ノ     

不 支給 ・ 不 変 更 理 由 

この決定理由の 詳細についてお 聞きになりたい 点があ れば、 当署まで照会してください。 
表記の保険給付に 関する決定に 不服があ る場合には、 決定があ ったことを知った 日の翌日から 起算して 
60 日以内に表記の 労働基準監督署を 管轄する都道府県労働局の 労働者災害補償保険審査官に 対して審査 請 
求 をすることができます。 
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Ⅴ
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付
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 保

保
 

保険の種類 厚手 国字 船保 
  

名 称 傷 老 病弊 時 生の 事業場の 
所 在 地 

被保険者又は 氏 名 

被保険者であ った 
労働者の 

生年月日 

厚生年金、 国民年金又は 船の 住 所 

員 保険の被保険者について - - - - ロ 己 " ヲ 

番 " テ 

求 
ミ ロ 土 日 九 死亡労働者請求人が との続柄年金証書の 厚手等の被保険者であ 基礎年金番号・ 年金 ると コ 一 きド f ま（ その住所及び ） 

（ ） 

（ ） 

（ ） 

（ ） 

裁定請求書提出年月日 年 月 日   
傷病の発生年月 日 年 月 日 

保険給付の事由の 生じた 
年 月 日 

年 月 日 

保険給付の原因たる 
傷 病 名 

遺族補償年金 

支給 ( 給付 ) 決定をした 種 月 u  傷病補償年金 傷病年金 障害補償年金 障害年金 遺族年金 

労災保険の年金等の 支給開始 

年月 日 

備 考 
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受給権 者の 

氏 名 

種 月り 

保険給付の 始日 年 開 月 

年 額 
( 改定額 ) 

備 考 

課 所 名 
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年
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Ⅰ デ 

平成 年 月 日 

殿 

労働基準監督署長 

傷病の状態等に 関する届書の 提出について 

労災保険給付の 決定について 必要があ りますので、 あ なたが療養を 受けている業務上 

の事由又は通勤に よ る傷病の状態等について、 下記に よ り届書を提出される よう 労災 

保険法施行規則第 18 条の 2 ( 第 18 条の 13 において準用する 場合を含む。 ) の規定に 

基づいて通知します。 

- 一 一 一 口 己 

1 提出期限 平成 年 月 日 まで 

2 提 出 先 当 監督署 

3  提出すべき書類 

は ) 傷病の状態等に 関する 届 

(2) 診 断 書 

Ⅰ 3) 

( 注 J  1. 上記 3 の書類をもとに ，傷病 ( 補償 ) 年金の支給決定を 行うこととなります。 
なお、 傷病 ( 補償 ) 年金の支給が 行われる場合にあ っては、 療養 ( 補償 ) 給付は耳 l き 続き支給 

されますが、 休業 ( 補償 ) 給付は支給されなくなります。 また、 傷病 ( 補償 ) 年金が不支給となっ 

た 場合にあ っても、 療養を必要とする 場合は療養 ( 補償 ) 給付が、 療養のため労働することがで 
き ずそのために 賃金を受けていない 場合は請求に 基づき休業 ( 補償 ) 給付が 、 引き続き支給され 

ることとなります 0 

2. 厚生年金保険等の 受給関係は、 被保険者 証 等に基づいて 正確に記入して 下さい。   

3.  ご 不明な点があ りましたら、 当 監督署又はもよりの 監督署に遠慮なくお 問い合わせ下さい。 
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ヱパ 沖田ト % 史罫べ主繋靱帝 p 鞭 Q 廿ぬ受盤く ど吉 寅翻 O 

，ヱレ @@0 ュ 「 紐鰍 e ぬイ 」 三 

。二打トレコ 棲献 。Ⅱ ピ麸 ，色里「 麒軽 e や田畑 監 a 掻使 e あか」 ト 

ド ニ い ど和 ゆ も % 申凝祇偲イゆ毛沸き急 0 孝目 ， p 丑灘紬 笘填 り兵車汽船⑧ 
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レ二 n. ピ皿坪妄 船心も田 麒橡 ， づ ㎏ ど 英世 Q ャ牽，コ XP な喰ピ里鰍 e 下船 
。 や 

pe づ柁 七円球技せつ 卍 Q 荻仮遜畑 ㍼ Q 捜枢ぐ滞 （ 睾俺 ） 遁嬢 ， 室睦 穏婆 <D 鞭 
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五年 実モ a のゆさ 田眈執 ㌣ 火 やゆ玉串 窯吏噌蝸 ， 二 P 二 n. ど Q づ Q 零出瞠 ，Ⅰ 

群臆 P 二 0 ピ Q4% ト % ど忍軽掻曲 Q 丹田 ぶ 了一如 垂 博二 ゆお 蔑せ 時実 pQ づ 

よ甲ドコ幽摸 せ ぎ奉坤 ～Ⅲ 稟 ，下心耳四五ヰ ト桶臆申 群盗 Q 曳騨も 目細 使 e 穏 
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ヰ刃政 ゆかり 哀ピてヨ匡 u の 遼ケモ 速了 Q 燵蛆 軒ロ ，ヱ リ 一里「 漱睾 」，零さ 
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労働基準監督署長 ㊥ 

年金決議様式第 5 号 

平成 年 月 日 

殿 

受 診 命 令 書 

労災保険給付の 決定に関し必要があ りますので、 下記により医師の 診断を ぅ けるよ 

ぅ 労災保険法第 47 条の 2 の規定に基づき 通知します。 

- 一 一 一 口 己 

1  診断を受ける 診療機関の 

名 称 

所在地 

医師 名 

2  診療項目 (0 印の付してあ るもの ) 

田 あ なたが診療を 受けている業務上の 事由 スは 通勤による傷病の 現状 

(2) 身体障害の状態 

(3) 

3 受 診 日 年 月 日より 

年 月 日 までの間 

4  診断費用 診断に要した 費用は、 当 監督署から診断書料を 含め診療先に 支払います。 

5 そ の 他 

  

この処分に不服があ る場合には、 この処分があ ったことを知った 日の翌日から 起算して 

60 日以内に 、 労働局長に対して 審査請求をすることができます。 

なお、 受診に際しては、 本書を受診先の 窓口に呈示して 下さい。 
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労働基準監督署長 

労働者災害補償保険の 年金たる保険給付及び 特別 

支給金の支払の 一時差止めについて ( 通知 ) 

労働者災害補償保険の 年金たる保険給付の 受給権 者にあ っては、 労働者災害補償 

保険法 ( 以下「労災保険法」という。 ) 第 12 条の 7 、 労働者災害補償保険法施行規則 

第 21 条及び昭和 63 年労働省告示第 109 号又は昭和 63 年労働省告示第 110 号に基づき、 

毎月 1 回、 月末日までの 間に「年金たる 保険給付の受給権 者の定期報告書」 ( 以 

下 「報告書」という。 ) を 提出していただくことになっています。 

ろ と で、 貴殿からの報告書が 期限までに提出されないため、 その提出方にっ ぃ 

て、 年 月 日付けで督促したところですが、 未だに報告書の 提出が 

あ りません。 このため、 報告書が提出されるまでの 間、 労災保険法第 47 条の 3 の 規   

定 に基づき、 年 月支払 分 以後の ( 補償 ) 年金の支払を 一時差し止 

めることとしたので 通知します。 

なお、 年金たる特別支給金 ( 特別年金 ) についても ( 申甫ィ賞 ) 年金と 

同様、 労働者災害補償保険特別支給金支給規則第 20 条の規定に基づき、 その支払を 

一時差し止めることとなるので 併せて通知します。 

( ネ 副賞 ) 年金の支払の 一時差止め処分に 不服があ る場合には、 この処分が 

あ ったことを矢ロった 日の翌日から 起算して 60 日以内に 、 労働局長に対して 審 

査 請求をすることができます。 
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道
道
 管 轄 局 種別 西暦 年 番 " ヲ 枝番号 
年金証書の番号 

氏 名 
①申請人の 

住 所 

所在が明らかに 
なった年月日 年 月 日 

② 氏 老 生年月日 住 祈 年金証書の番号との 死亡労働者 関係 

申 （ 同次 

順位者 請人 順位者 

0 % 

同順 いとき 
位は 

者 ） 

王言 己 のとおり遺族年金 遺族補償年金 の 支給停止の解除を 申請します。 

平成 年 月 日 郵便番号   電話番号 
(  ) 

住所 
申請人の 

氏名 ⑳ 

労働基準監督署長 殿 

( 注意 ) 

1  記載すべき事項のない 欄には斜線を 引くこと。 

2  「申請人の氏名」の 欄は、 記名押印することに 代えて、 自筆による署名をすることができる。 

3  この申請書には、 申請人の年金証書を 添えること。 
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労働者災害補償保険 

年金証書再交付申請室 
年金申請様式第 3 号 

管 轄 同 種別 西暦 年 番 口万 枝 番 号 

① 年 金 証 書 の 番 号 

氏 名 

② 受給権 者の 生年月 日 年 月 日 

住 所 郵便番号 一 

傷病 窩 恒年金 障害補償年金 遺族補償年金 
③ 保 険 給 付 の 種 別 傷 病 年 金 障 害 年 金 遺 族 手 金 

④ 負傷又は発病年月日 年 月 日 

⑤ 年金の支給開始年月日 年 月 日 

⑥ 請 求 の 理 由 

上記のとおりにっき、 年金証書の再交付を 申請します。 

平成 年 月 日 郵便番号   電話番号 

(  ) 

住所 

申請人の 

氏名 一 ⑳ 
""" " 

労働基準監督署長 殿 

( 注 ) 1  ① 、 ④ 、 ⑤の欄は不明であ れば記入しなくても 差支えあ りません。 

2  ③の欄は、 該当する項目を 0 で囲んでください。 

3  「申請人の氏名」の 欄は、 記名押印することに 代えて、 自筆による署名をすることができます。 
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年 金 証 書 の 番 号 

氏 名 

受 給 者 の 生年月 日 

住 所 

年金申請様式第 4 号 

管轄 局 種別 西暦年 番 号 

年 月 日 

態
 金
金
日
日
 
名
 

 
 

類
 

 
 

書
 

す
 
ィ
寸
 

 
 
負
 現
に
現
が
変
治
療
 

( 診断書のとおり ) 

級 Ⅰ ヲ 

年 月 日 

年 月 日   
平成 年 月 日 郵便番号   宙

百
 ）
 

舌
 
話
 
電
 （
 

  

住 所 

届出人の 

氏 名 ⑳ 

  労働基準監督署長殿 

( 注意 ) 1  「届出人の氏名」の 欄は、 記名押印することに 代えて、 自筆による署名をすることができる。 

2 この届書には 次の書類を添えること。 

年金証書 ( 年金証書を添えることができないときはその 事由 書 ) 
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労働者災害補償保険 

年金等受給権 者死亡届 
年金申請様式第 6 号 

管 轄 同 種別 西 暦 年 番 " ヲ 枝番号 

① 年金証書の番号 

死 

  名 

六 - Ⅰ   年 月 日 

傷病補償年金 障害補償年金 遺族補償年金   傷 病 年 金 障 害 年 金 遺 族 年 金 

② 添付する書類名 

上記のとおり 死亡したので 届けます。 

日
 

月
 

年
 

平
成
 

郵便番号   

ロ
石
）
 
耳
食
 

話
 （
 

電
 所

 
住
 

の
 
人
 
出
 
届
 

氏 名 ⑳ 

死亡した受給権 者 
と の 関 係 

労働基準監督署長殿 

( 注意 ) 

1  「届出人の氏名」の 欄は、 記名押印することに 代えて、 自筆による署名をすることができる。 

2  この届出には 次の書類を添えること。 

(1) 受給権 者の死亡を明らかにすることができる 書類 

(2) 年金証書 ( 年金証書を添えることができないときは、 その事由 書 ) 
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労働者災害補償保険   
年金申請様式第 7 号 

所 死亡労働者 との関係 
区 分 氏 名 住 

( き 乙名押印又は 署名 ) 

①選任代表者 
( 新代表者 ) 

⑳ 

② 解 往代表者 
(@ 代表者 ) 

⑳ 

 
 

 
 
Ⅰ
 し
 

つ
 

 
 

土
日
 

 
 
の
 

 
 
 
 
道
道
 

り
 （
 

 
 の
 

 
 

平成 年 月 日 

届 出 入 
( 受給権 者 ) 

所 電 話 番 号 氏 名 
( 記名押印又は 署名 ) 

住 

一 
㊥ 了 

⑧了一 

  
⑳ 千一 

⑳ 一 丁 
  

㊥ 丁 

労働基準監督署長殿 
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年金決議様式第 3 号 

年金たる保険給付の 変更決定決議 書 ( 摸議苫 ) 

署長 次 長 課 長 係長 保 決 定 年 月 日 

通 知 年 月 日 

調 査 年 月 日 年 月 日 

復 命 書 番 号 " ヲ 

変 更す る 給 付 の種 別 傷病補償年金 障害補償年金 遺族補償年金 
傷病年金 障害年金 遺族年金 

管轄 局 l 種別 l 西暦年 l 番 号 @ 校番号 
年 金 証 書 番 号 

受 給 権 者 氏 名 

変更事 由発 生年月 日 年 月 日 

変 更 の 古 事 
区 分 変 更 

  
月 lJ 変 更 後 

厚 謹 厚生年金等の 金額 円 円 

午 後 
等 の 厚手 筈 調整 率 拓 % 
の 変 

変 調 更 労災保険年金額 円 円 

揺轟篭 傷病・障害等級 級 " ヲ 級 号 

級の 障 ， 年 金 額 円 円 

更受 真東 受給 権 者 数 人 人 

対象 結権 加算対象者数 人 人 
若者 
ス 数 年 金 額 円 円 
はの 

事加変 1 人当たり年金額 円 円 

給限除 制 限 率 拷 イ 
付 の 変 
制 稗史 年 金 額 円 円 

項 

備 考 
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署 長 課 長     

資金前渡 
官 吏 

実調 年 ・ 月 日 

地査 復命 書 番号 " ヲ 

年 金 証 
圭巨 番 " ヲ 

痒 又 給 権 者 氏 名 

，ロ 傷病年金ほ客年金遺族年金給付の 、 種別 傷病 捕 4% 年金ほ 害 補償年金遺族 捕償 年金 

支 給 事 由 発 生 年 月 白 

停 支 給 停 止 年 月 日 

止 支 給 。 停 止 の 事 由 

支 給 停 止 解 除 年 月 日 

解 

支 給 停 止 解 除 の 事 由 

除 

停 止 期 間 算 定 の 基 礎 

備 考 

起 案 年 月 日 

決 議 年 月 日 

通 知 年 月 日 

管轄 局 種別 西暦年 番 号 枝番号 

年金額 円 

年 月 日 

年 月 日 

年 月 日 
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内払 ・充当処理決議 書 

  

署 長 人 長 課 長 係 長   年 月   

整理番号 号 
。 吟 " 記 " 尉 '" 。 """" 。 "" 

別紙請求書 ( 申請書 ) に係る保険 給ィ 寸   特別支給金の 支払に当たって 千言 己 のとおり過払 額 があ るので内払・ 充当処理 

をしてよろしいかお 伺いします。 

- 己 

    府 県 所 室 昔 轄 基 幹 番 号   枝 番 号 
労働者の氏名 労働保険番号                         特 別 支 桔 金 ① ・支輪を受けろ イ 又は支拾を受け 障害補償年金 を失った 楳舷袷付 擁オ ち @J ホ 障害年金 

へ 傷病年金 イ 障害特別年金 "  遺族特別年金 

  れなくなった 文治 当する 歪 の片屋 掩 所に 村切 OED @ 該       傷病 遺族 補 補借 億年金 年金 
を 付す ) 

ト 遺族年金 ロ 傍病 特別年金 二 体業特別支給金 
二 体業補 借 給付 チ 休業 結け 

週 
轄 行基 @ 日額 目 算定基礎日額 円 

払 支払 期 間 日数 支払年月日 金 額 支払期 間 日数 支払年月日 金 額 
を ②上記 過私 の             円             円 
し 支払内訳 及             円             円 

び過拉 が 生             円             
  

円 

じた事由 合計支払 済頷 日 ④ 円 合計支払 済額 B ⑧   円 

Ⅰ 呆 

事由 事由 
倹 

手ム 支払 期間 日数 支払年月日 金 額 支 払期 間 日数 支払年月 E  金 額   円               
Ⅰ す ③上記に対応 する正当な 一一   円             円 

等 支 給 額             円             円 

正当主 ネ きま 引計 ) 日 ⑬ 円 正当支給額 ( 計 )   日 ⑬     

① 過 払 額 ④ 一 ⑬ 円 ⑥④ ，一 ⑬   円 ⑥   

ホ 休業給付 4  % 業 特別支給金 ホ 障害特別一時金 

  へ 障害一時金 口 障害特別支給金 へ 遺族特別一時金   ト 遺族一時金   ハ 遺族特別支給金 
内 印を付 刊 ニ 葬 祭 料 チ 葬祭まき ィ 寸 ニ % 病 特別支給金 

( 支給日数 ) ⑮ 
⑮ ( 給付基礎日額 円 X イ ㌻ @  ( X 支給日数 ) 日 - 一 円   

処 額 ( 由弘・ 充 
( 算定基礎日額 ) ( 支給日数 ) 

理 当処理前 ) 円 X 日二 円 円 X 日二 円 

⑮ ③ す を 上記 週払 0 故について 及 び 0. の 庖   ⑮   
日                 合 邱 第 四 ) 内仏・充当処理をする 額 円 る保 払処珪 び 円札・充当未済 をする 所 及 今回 ( 落田 ) 内仏・充当処理をする 額 険給 理ほ 舐 ( ク 円札・充当処 @ 台札 和 投荷 ) 内仏・充当未済額 月 内 払 ・充当未済額 円 

⑮ ① け等 

⑧ ⑮ ⑮   

wwiSi-ynv.   
元当処 旺 後の支払 雙 円一 月三 円 月一 円 Ⅰ     

門主 意 ) 
1. 本 決議書は二部複写し、 一部は請求書・ 支払底 議 に添付し、 一部は簿冊として 紐 ること。 

    数 回にわたって 内払・充当処理をする 場合 ( ィ 木葉補償給付・ 休業給付又は 休業特別支給金 ) 、 第 2 回以降は 3 の②及 び ③の記 

載は省略して 差し支えない。   
    3 の②は過払をした 保険給付等について、 その給付基礎日額及 び 退社 が生ヒた 期間における 当該保険給付等の 支払期間、 日 

数、 金額等並びに 過払を 生ヒた 事由を記載すること。 ただし、 年金の過 払額は ついて本省から 転帰者リスト 等により内払   
充当額を連絡したものについては、 支払内訳は省略して 差し支えない。 

4.  3 の③には、 過払が生じた 期間に対応する 当該保険給付の 正当り支給額 そ それぞれ記載すること。 

5. 3 の④には、 合計支払 済 額から正当支給碩を 差し引いた碩を 記載すること。 
    4 の②には、 内払・充当処理をする 前の当該請求又は 申請に係る保険給付等の 支給決定額を 記載すること。 
    4 の③には、 当該請求 ( 申請 ) に対して、 内仏・充当処理をする 額 、 すなわち当該請求書 ( 申請書 ) の支給決定額から． 内 

払 として差し引くこととする 額 [ 週払額 ) を記載すること。 また、 内払・充当処理後の 内仏・充当未済額 ( 過 弘願残高 ) も 

記載すること。 
8. 4 の④には、 内払・充当処理による 支社、 額 ( 当該請求書の 支払 額 と一致する 額 ) を 記載すること。 
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